


はしがき 

 

 

 大学が、これまで教育と研究を通じて、社会の発展、国民の福祉向上に寄与・

貢献してきたことは、広く社会で認められています。知識社会の到来とともに、

今後も、大学が既存の役割を果たすとともに、さらに発展することが社会で期

待されています。 

 しかし、多くの国々で、大学の教育・研究の持続的発展を支える公的支援の

少なさが指摘されています。同時に、大学にはアカウンタビリティ（説明責任）

が求められるようになりました。大学は、その使命を達成するために、少ない

資源をより一層効率的・効果的に配分・使用する管理・経営が求められている

のです。 

 そのため多くの国で、過去２０年以上にわたって、政府の規制緩和、機関の

自律性の強化、アカウンタビリティの向上、学長のリーダーシップ強化、ガバ

ナンスの変革、ニューパブリックマネジメントの導入などの掛け声の下、様々

な大学改革が実施されてきました。そして、ある改革は意図された成果を残し、

他方、意図したのとは異なる結果がでた改革もあります。こうした経験の蓄積

は貴重なものであり、いまや国際的に共有し、比較検討する時期に来ていると

いえます。 

 

 そこで、国立大学財務・経営センターでは、平成２１年１月２６日に、国際

シンポジウム「高等教育システムの改革とその結果」を開催いたしました。オ

ーストラリア、ポルトガル、アメリカ、中国、デンマーク、日本の高等教育研

究者や大学管理者から、自国および自国を取り巻く広範な地域における、大学

へのファンディングや資源配分、ガバナンス、業績管理、そうした改革の背景

にある高等教育政策や政府の施策ツール、その他の重要な改革動向に関する報

告が行われ、続いて行われたシンポジウムでは、会場からの質疑応答も交えて、

議論をいっそう深めることができました。 

 

 このたび、本シンポジウムの内容を報告書をとりまとめ、高等教育に関連す

る皆様の参考に供することとしました。当センターでは今後とも国立大学等の

財務及び経営に資する調査研究や情報提供を行って参りますので、宜しくお願

い申し上げます。 

 

 平成 21 年３月 

 

                    国立大学財務・経営センター 

                        理事長 遠藤昭雄    
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 講師略歴（敬称略）   Biographies                   講演順／In order of Presentations 
 

アルベルト・アマラル （ポルトガル） Ph.D. 
ポルト大学教授兼高等教育政策研究センター長 

Alberto Amaral (Ph.D.) 
Professor, University of Porto; Director, CIPES: Center for Research on Higher Education Policies, Portugal 
 
ポルト大学工学部にて化学工学学士（1965 年）、ケンブリッジ大学にて物理化学博士（1968 年）を取得。1971 年にポルト大学理学部化学科准

教授、1979 年に正教授となる。 

1972 年から 76 年、モザンビークのロレンソ・マルケス大学化学科にて化学教授、ポルト大学理学部長（1978～80 年、1981～85 年）、ポルト大学

学長（1986～98 年）を歴任。現在、ポルト大学理学部教授、1998 年から高等教育政策研究センター所長を務める。 

最近の著作には Essays in Supportive Peer Review (New York: Nova Science Publishers, 2008)（Airi Rovio-Johansson 氏、Maria Joao Rosa 氏、

Don Westerheijden 氏との共著）などがある。 

 

専門分野： 高等教育政策、物理化学 

 

He received his degree in Chemical Engineering (1965) from the Faculty of Engineering, Universidade do Porto and his Ph.D. in Physical 

Chemistry (1968) from the University of Cambridge. He has become Associate Professor (1971) and Full Professor (1979) at the department of 

Chemistry, Faculty of Sciences, Universidade do Porto. 

From 1972 to 1976, he served as professor of chemistry, Department of Chemistry, Universidade de Lourenço Marques in Mozambique. After 

serving as dean of the Faculty of Sciences, Universidade do Porto (1978-1980; 1981-1985), he was Rector of the Universidade do Porto 

(1986-1998). He is currently professor at the Faculty of Sciences, Universidade do Porto (since 1977) and Director of the Centre for Higher 

Education Policy Studies of the Portuguese Council of Rectors (since 1998).  

His recent publications include Essays in Supportive Peer Review (New York: Nova Science Publishers, 2008), co-authored with 

Rovio-Johansson, A., Rosa, M.J. and Westerheijden, D. 

 

Research Field: Higher Education Policy, Physical Chemistry 

 

 

王 蓉（中国） Ph.D. 
北京大学中国教育財政科学研究所所長 

Rong Wang (Ph.D.) 
Director, China Institute for Education Finance Research, Peking University, China 
 
北京大学にて学士、修士を取得後、カリフォルニア大学バークレー校にて博士を取得。現在、北京大学中国教育財政科学研究所（CIEFR）所長

兼准教授。中国教育財政研究学会や中国教育経済学研究学会にて要職を務める。 

主な著作には China Education and Human Development Report 2005-2006（閔維方教授との共編）などがある。 

 

専門分野： 教育政策、教育財政 

 

She received her B.S. and M.A. from Peking University and her Ph.D. from the University of California, Berkeley. She is currently Director and 

Associate Professor of the China Institute for Educational Finance Research (CIEFR), Peking University. She also holds important positions in 

China National Research Association for Education Financing and China National Research Association for the Economics of Education. 

She has numerous books and articles, including China Education and Human Development Report 2005-2006 (editor, with Professor Min 

Weifang). 

 

Research Fields: Education Policies, Education Finance 

 

 

デイビッド・ライト （アメリカ） M.S. 
テネシー州高等教育委員会政策・計画・調査研究担当副ディレクター 

David L. Wright (M.S.) 
Associate Executive Director of Policy, Planning and Research, Tennessee Higher Education Commission, the United 
States 
 
ハーディング大学にて企業経営学士（1983 年）、フロリダ州立大学にて高等教育修士（1991 年）を取得。タラハシー・コミュニティ・カレッジにて IR

担当ディレクター（1996～99 年）、Council for Education Policy, Research and Improvement（CEPRI）にて教育政策担当ディレクター（1999～2003

年）、米国州高等教育管理者協会（SHEEO）にてシニア・リサーチ・アナリスト（2003～06 年）を歴任。現在、フロリダ州立大学にて高等教育博士

候補、2006 年からテネシー州高等教育委員会にて政策・計画・調査研究担当副ディレクターを務める。 

最近の著作には“Integrating tuition, financial aid, and state funding policies in Oklahoma.” In C. Blanco and D. Michelau (Eds.), Changing 
direction: Case studies from five states. (Boulder, CO: Western Interstate Commission for Higher Education, 2008)（ポール・リンゲンフェルター

氏との共著）などがある。 
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専門分野： 高等教育 

He received his Bachelor’s Degree in Business Administration from Harding University (1983) and his Master of Science Degree in Higher 

Education from Florida State University (1991). 

From 1996 to 1999, he served as Institutional Research Director at Tallahassee Community College. After working as Educational Policy 

Director at Council for Education Policy, Research and Improvement (1999-2003), he was Senior Research Analyst at State Higher Education 

Executive Officers (2003-2006). He is currently a doctoral candidate in Higher Education at Florida State University and Associate Executive 

Director for Policy, Planning, and Research at Tennessee Higher Education Commission (since 2006). 

His recent publications include “Integrating tuition, financial aid, and state funding policies in Oklahoma.” In C. Blanco and D. Michelau (Eds.), 

Changing direction: Case studies from five states. (Boulder, CO: Western Interstate Commission for Higher Education, 2008), co-authored with 

Lingenfelter, P. 

 

Research Field: Higher Education 

 

 

エバンシア・シュミット （デンマーク） Ph.D. 
オーフス大学デンマーク科学技術研究政策研究センター准教授 
Evanthia Kalpazidou Schmidt (Ph.D., M.S.) 
Associate Professor, The Danish Center for Studies in Research and Research Policy, University of Aarhus,Denmark 
 

スウェーデンのウプサラ大学にて博士を取得。 

現在、オーフス大学デンマーク科学技術研究政策研究センター准教授。 

最近の著作には“Research Management and Policy: Incentives and Obstacles to a better Public – Private Interaction.” International Journal of 
Public Sector Management, vol. 21, no. 6 (Emerald Group Publishing Limited, 2008): 623-636 などがある。 

 

専門分野： 高等教育政策、欧州における研究技術開発政策・評価 

 

She received her Ph.D. from Uppsala University, Sweden. 

She is currently an Associate professor at the Danish Centre for Studies in Research and Research Policy, University of Aarhus, Denmark.  

Her recent publications include “Research Management and Policy: Incentives and Obstacles to a better Public – Private Interaction.” 

International Journal of Public Sector Management, vol. 21, no. 6 (Emerald Group Publishing Limited, 2008): 623-636. 

 

Research Fields: Higher Education Policy, European RTD Evaluation and Policy 

 

 

サイモン・マージンソン （オーストラリア） Ph.D. 
メルボルン大学高等教育研究センター教授 
Simon Marginson (Ph.D.) 
Professor, Center for the Study of Higher Education, University of Melbourne, Australia 
 
1996 年、メルボルン大学にて博士を取得。 

高等教育研究センターにて上級講師、准教授を歴任後（1993～98 年）、モナシュ大学教育学部に移る。2000 年教育学部にて Personal 

Professor の職位を得、1999 年から 2006 年までモナシュ大学国際教育研究センター長。現在、2006 年からメルボルン大学高等教育研究センタ

ー教授を務める。 

著作には Prospects of Higher Education: Globalization, market competition, public goods and the future of the university (Rotterdam: Sense 

Publishers, 2007)などがある。 

 

専門分野： 高等教育、国際比較教育 

 

He completed his Ph.D. in the Faculty of Education at the University of Melbourne in 1996. 

After working at the Centre for the Study of Higher Education as a Senior Lecturer and Associate Professor/Reader (1993-1998), he 

transferred to the Monash University Faculty of Education. At Monash he was appointed to a Personal Professorial Chair in Education in 2000 

and was director of the Monash Centre for Research in International Education (1999-2006). He is currently a Professor of Higher Education in 

the Centre for the Study of Higher Education at the University of Melbourne (since 2006). 

He has published numerous publications, including Prospects of Higher Education: Globalization, market competition, public goods and the future 
of the university (Rotterdam: Sense Publishers, 2007). 

 

Research Fields: Higher Education, Comparative and International Education 
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【遠藤】 皆さん、おはようございます。国際

シンポジウム「高等教育システムの改革とその結

果」の開催に当たりまして、一言ごあいさつを申

し上げます。 

大学は、これまで教育と研究を通じて、社会の

発展、国民の福祉向上に多大な寄与・貢献を果た

してまいりましたが、今後ともその役割を果たす

とともに、さらに発展するということが強く期待

されております。 

しかしながら、多くの国々で、政府は他の優先

政策の実施、あるいは財政上の制約といったこと

から、大学の教育・研究の持続的発展を支えるに

足る十分な公的支援というものが行われていない

という指摘も一方でされております。 

また、逼迫する財政状況の中で、大学は広く社

会に対して説明責任を果たすということについて

も今日強く求められるようになってまいりました。

このため、大学はその使命を明らかにして、財務・

経営データを開示するとともに、その成果を自己

点検や第三者評価を通して公表しなければなりま

せんし、さらに、限られた資源をより一層、効率

的・効果的に配分・使用する管理や経営が、これ

また求められております。 

これまで 20 年以上にわたりまして、世界の多く

の国々ではいろいろな大学改革というものが実施

されてきました。こうした大学改革の動向を国際

的に共有し、比較検討することは大変時宜にかな

ったものだと考えております。 

今回のシンポジウムでは、ポルトガルからアマ

ラル先生、オーストラリアからマージンソン先生、

デンマークからシュミット先生、中国から王先生、

アメリカからライト先生の、５名の高等教育研究

者、あるいは大学管理者をお招きいたしました。

各先生から、それぞれの高等教育改革の動向をご

報告いただいた上で、ご参加の皆様方とともに議

論を深めていただければ幸いに思います。 

最後になりますが、遠いところはるばるお越し

いただきました海外からのスピーカーの皆様に心

から御礼を申し上げたいと思います。また、本シ

ンポジウムが皆様方の理解を深め、その一助とな

ることを期待いたしまして、簡単ですが、私のあ

いさつとさせていただきます。よろしくお願いい

たします。 
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【山本】 山本でございます。本来であれば、

外国人の先生方からご報告いただくところでござ

いますが、先ほど理事長の話にありましたとおり、

このシンポジウムは、我が国の高等教育改革、と

りわけ国立大学法人となって以降の改革について、

諸外国の改革と照らし合わせながら、どの点が共

通の課題であるか、どの点を諸外国の経験から学

ぶべきかということを、後半のディスカッション

で議論していただくための素材を、まず提供する

必要があるだろうということで、僣越ながら、日

本側からご報告をさせていただきたいと思います。 

既に日本の多くの方はご案内のとおりですが、

我が国の高等教育システムは、パブリックセクタ

ーとプライベートセクターから成り立っており、

パブリックセクターは国立大学と公立大学から成

り立っております。 

しかしながら、日本の特色として、韓国ともか

なり似ている点はありますが、学部学生の 73％は

私立大学で占められております。一見すると私立

大学、プライベートセクターが非常に優先的な位

置を占めているような感じを与えますが、大学院

レベル、あるいは研究レベルにおいては、国立大

学が非常に重要な機能を担っております。国立大

学の改革は我が国の経済、社会の発展、あるいは

国民の福祉の向上において非常に重要な役割を担

っており、その改革をどのように行っていくのか

というのは大きな課題であります。 

ところが、我が国を取り巻く国内的環境という

のは非常に厳しいものがあります。まず第１点と

して、いわゆる高等教育の参入になるような 18 歳

人口が減少していることが挙げられます。さらに、

大学と短大への高等教育に対する進学率は 50％を

超えているという一種の、これ以上大きく伸びる

ことはなかなか困難な状況に既に達しているので

はないかということがあります。さらには、今金

融危機、クレジットクライシスと言われておりま

すが、金融危機という問題より前に、我が国は既

に世界の先進国の中で最大の債務国であり、ＧＤ

Ｐの 170％程度を占めているということが高等教

育に対しても大幅な投資をなかなか生みにくくし

ているという国内的な状況があります。 

いろいろな識者も指摘されていますが、日本は

高等教育における国際化、とりわけ教育レベルに

おいて遅れています。これは韓国も同様のようで

すが、最近のタイムズ・ハイヤー・エデュケーシ

ョンにおいては、そうした記事等も載っていると

いうのが国内的な環境です。 

一方、国際的なトレンドなり、グローバルな関

係といたしましては、これは次のセッションでア

マラル先生もお話しになるかと思いますが、かな

り大きなトレンドが来ております。１番目におい

ては高等教育全体のシステムが拡大している。す

なわち高等教育事情に対応して、高等教育のサプ

ライも拡大しているということが挙げられます。 

それに従い、高等教育のサービス機関がパブリ

ックセクター以外の形態、あるいはパブリックセ

クターにおいても諸形態が生まれているというこ

とが、２番目です。 

したがって、需要が大きくなるということでい

きますと、従来のエリート型のかなり均質的な学

生集団というのが多様化していくというのが３番

目の問題です。 

４番目におきましては、高等教育需要の拡大に

対して、高等教育に対する財政支出が増えない。

あるいは、増やすためには一定の説明責任を負う

ために、新しいファンディングの方式が生まれて

こざるを得ないというものが、４番目の問題とし

て出てきます。 

そうした高等教育に対する需要の拡大となりま

すと、そのファンディングがパブリックマネーか

ら成り立っていますから、それに対して議会です

とか、国民に対するアカウンタビリティーの考慮、

あるいはそれの徹底というのが出てまいりまして、

その裏返しとして、当然評価という問題が出てき

ます。 

そうした新しい外部環境に対応するものの一環

として、インスティテューショナルなレベルにお

いても、企業のコーポレートガバナンスに似たよ
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うな新しいガバナンス形態というのが同時に生ま

れてきているということです。 

さらには、国際的なネットワークが大学間に形

成され、お互いに切磋琢磨したり、あるいは、資

源の補完をしたり、範囲の経済を目指したり等々

の試みがあります。 

 こうした国際的な潮流と国内的な環境がまさ

しく組み合わさり、国立大学の法人化が生まれて

きました。これは、既にご案内の方もおられるか

と思いますが、2004 年度に国立大学は国立大学法

人に移行しました。従来は文部科学省の１つの文

教施設としての機関でしたが、完全に政府、ある

いは文部科学省から独立した法人格を持つ存在と

なりました。 

この法人化の当初の目的は３点ございます。１

点は、個性豊かで国際競争力のある大学をつくる

こと。２点目は、政府だけでなく、国民、あるい

は社会に対する説明責任を強化し、あるいは競争

政策を国立大学セクターにおいて導入しようとい

うものです。３点目は、明確なビジョンと責任を

通じ、柔軟で戦略的な経営を達成していこうとい

うことです。 

これも後半、アマラル先生からお話があります

が、こうした一種の成果主義ですとか、あるいは

アカウンタビリティーの評価、フレキシビリティ

ーのあるマネジメントスタイルというのは、ニュ

ー・パブリック・マネジメントと称されているよ

うな、大きな行政改革のうねりというものの側面

も同時に有しております。実は国立大学の法人化

というのは、大学改革、あるいは教育改革という

側面と同時に、残念ながらといいましょうか、国

際的なトレンドの中のＮＰＭの改革という潮流と

ミックスした状態として、今まさしく我々の身に

降りかかっております。 

では法人化の枠組みはどうなっているか。簡単

にご説明申し上げたいと思います。中期目標とい

うのと、中期計画ということで、大きな各国立大

学法人の制度の外枠を設定し、その範囲の中にお

いては自主的な経営行動、あるいは自律的な活動

を認めようと。別の言い方をすれば、目標による

管理、マネジメント・バイ・オブジェクティブズ

と言われるようなものの延長線上にあります。 

さらには、擬似的な競争状態をつくり、評価シ

ステム等を通じて、それが、中期目標というのは

今６年間ですが、１つのサイクルを終えますと、

次のタームにかかる場合に業績を評価して、それ

をファンディングに反映しようということがなさ

れています。 

こうした大きな枠組みを国際的な比較も通じ、

何らかの枠組みで統一的にとらえようということ

で、次のスライドにありますような枠組みで考え

てみるとどうなるかということです。これは、パ

フォーマンスレジュームという１つの考え方に基

づくモデル形態です。従来の文部科学本省の１の

機関としての国立大学という場合は、一種の縦の

流れとしての関係といいますか、縦の階層的な関

係として、中央省庁と国会、それと文部科学省か

らのコントロールを受けるという一種の垂直的な

関係があり、その他、水平的な関係、あるいは下

からのといいますか、ユーザー側のプレッシャー

というのは少ない状態でした。 

議会との関係というのは、国立大学のすべての

予算が議会統制を受ける。すなわち予算の承認、

あるいは決算の認定を受けるということでした。

これが、法人化となるとどういうことになるかと

いいますと、基本的に議会との関係におきまして

は、すべての歳入歳出についてコントロールを受

けるということではなく、いわゆる政府からの国

立大学法人に対する財政支援としての補助金、交

付金、こうしたものに関するコントロールのみに

なり、議会側からいたしますと、国立大学法人の

一部の活動の財源をコントロールするということ

になっています。 

そうした意味では、垂直的な関係において非常

に重要なポジションを占めるのは、コアな官庁で

あるとか、直接的な監督官庁である文部科学本省

ということになりますが、先ほど申し上げました

ように、成果主義で事後的なコントロールが強く
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なるということにおきましては、事前の統制とい

うよりも、事後的な評価、エバリュエーションを

通じた機関の役割が非常に強くなっているという

ことです。 

同時に、アカウンタビリティーの向上のために

外部監査を強化する。あるいは、顧客としての学

生側のニーズをさらに取り込むということから、

学生側からの関係も強化すると、こうしたモデル

を本来は想定していたということであると思いま

す。 

ところが、もう一つの、理事長も話しましたア

カウンタビリティーはどのような関係になってい

るかということからいきますと、事前のものは、

この図はちょっと違っております、説明が欠けて

いたということですが、いわゆる統合が、内在的

な統制か、外在的な統制かということで、横軸を

考えております。縦軸は、活動に対する統制が非

常に強いか、弱いかということで考えますと、こ

うした４つの一種の統制環境というのが生まれま

す。従前の管理運営ですとか、教育研究というの

が、それぞれ左上、あるいは左下であったものが

右のほうにシフトするということが大きな特色で

あると思われます。 

国立大学に対するファンディングというのは、

簡単に言いますと、時間の関係上省略いたします

が、諸外国と大きく違う点は、教育・研究、双方

の基本的な活動に対して財政措置がされるという

ことです。しかも、中期目標を超えた時点では明

確な業績主義ファンディング的な要素が出てきま

すが、毎期の場合、基本的にはフォーミュラベー

スのものになっているということです。 

一方、ガバナンス構造、これはコーポレートガ

バナンスとしてのガバナンス構造ですが、従前は、

実は学長というのは、アカデミクスについてはリ

ーダーシップをとれる状況でしたが、マネジメン

トやオペレーションについては、事務局長が、い

わゆるアカウンティングオフィサーとしての最終

的な責任を負っていました。政府に対するアカウ

ンタビリティーというのは、学長は基本的には国

有財産の管理等を除きますと、なかったというこ

とにおいて、２つのラインがあったということで

す。 

とりわけ業務運営については、右側のラインと

して完結していたということが特色だと思います。

それが新しく法人化になりますと、すべて学長が

いわゆるアカデミクスの管理運営も一元的にやる

ということで、まさしくアドミニストレーション

とアカデミクスワークのヘッド的な機能を学長が

一手に引き受ける。これは非常に大きな権限を有

すると同時に、後で水田准教授からも話があるか

と思いますが、マネジメント能力、あるいはスト

ラテジックな考え方というのが重要になってきま

す。 

次のスライドは、具体的な話としては水田先生

からありますので省略いたしますが、これもアマ

ラル先生のお話に出てまいりますような大きな方

向性としては、いわゆるインプットコントロール

からアウトプットコントロール、あるいはより詳

細なリーガリスティックなコントロールから、フ

レキシビリティーなコントロール。しかし、その

反面、アカウンタビリティーや成果主義というの

は強調される点があります。 

こうしたフレームワークに基づいてファンディ

ングがなされた場合に、では、実際の国立大学法

人の行動形態には、どのような対応形態があり得

るかということをモデル化して考えると、このス

ライドにあらわれたようなことになるかと思いま

す。 

ここで書いている当初のモデルというのは、一

種の予算制約だけを考えたモデルというのが既に

今年のバージョンで出ていますが、実は国立大学

法人を考える場合には、それ以外に業績の目標と

いうのも当然あります。これは中期目標で業務目

標を書いております。 

さらには、非常に困った状況ですが、人件費の

コントロールというのもかかっており、国の業績

改革、すなわち対ＧＤＰ比で 170％の債務があると

いう現状から、国の機関では既になくなっている
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にもかかわらず、国に準じて、従前からいた職員

については、人件費を毎年１％ぐらい削減しなさ

いという国の一種の方針がございます。それに従

うということで、実は国立大学法人はこの３つの

制約条件を満たしつつ、教育・研究の効用の最大

化を図るというモデルが考えられます。 

こうしたモデルの途中の詳しい分析を省略いた

しますと、ここに掲げるような４つの仮説が出て

きます。第１点、これは業績の制約条件から出て

まいりますし、２番目は予算制約や、そうしたも

のから出てまいります。いずれにいたしましても、

こうした仮説が理論モデルから出てまいりますが、

これについて、実際どのような状況であるかとい

うことを少し見ていくことが後半の話になります。 

その前に、では、実際のガバナンス構造という

のは、当初考えたものはどのような現状になって

いるかということをまとめましたのが、今のこの

スライドです。確かに国立大学法人法というのが

定まっておりますから、議会の直接的なコントロ

ールというのは、補助金分だけになっている点に

おいては、そのとおりですが、これは私の個人的

な感想ですが、現状においては、いわゆる消費者

的な発想としての学生が大学側の供給者に対して、

消費者としていろいろなアクティブな行動をとる

ような、そうしたマーケットメカニズムというの

はまだそれほど機能していない。あるいは、監査

としてアカウンタビリティーが非常に高まるよう

な状況にはまだなっていない。 

よって、今のところは残念ながら、垂直的な関

係がマルティプルな関係になったという状況であ

ろうかと思います。これがいろいろな問題を引き

起こします。 

説明責任への影響ということは、確かに従来の

教育・研究については大学のオートノミーであり、

先ほど申し上げましたようにアカウンティングオ

フィサーとしての国の財政会計法理に対する説明

責任というのは非常に強かったのですが、これが

法人化となりますと、教育・研究についての中期

目標、中期計画に沿った毎年の年次計画、あるい

はそれの業務報告、それについての評価委員会の

チェックということが入りますので、今国立大学

法人は教育・研究についてもアカウンタビリティ

ーが明示的になっているという点は、非常に大き

な点です。そして、それが学長に非常に集権的に

なっているということが大きなポイントであろう

かと思います。 

次以降のスライドは水田先生のものと重複しま

すので、簡単に申し上げます。一言で言えば、よ

り集権的な経営行動なり資源配分になっていると

いうのが、このスライドです。 

次は、学長が自由に使える金が増え、その反面、

基盤的なお金が減っているということが言えるか

と思います。 

これは財務データによる分析ですが、それぞれ

ごらんいただきますと、この 2004 年から 2007 年

の実績を比較いたしますと、確かに教育経費、あ

るいは研究経費は伸びていると言えます。そうし

た意味においては、財務面からいきますと国立大

学法人は教育・研究の、少なくともインプット、

あるいは資源の投入、消費という面においては成

功しているような感じを与えますが、これを大学

特性別に見るとやや異なった観点が出てきます。 

すなわち、教育経費と研究経費に占める教育経

費のウエートが高い。教育の比重が非常に強い大

学グループというのが右の３つのグループですが、

そのものは、研究経費の増分に対してもより多く

の教育経費の増分になっているということですか

ら、そうした意味においては、教育中心的な大学

がより教育指向になっていたという１つのセグメ

ンテーションが強化されたということが、この図

から言えます。 

一方、次のスライドは、いわゆる人件費ベース

でどのような構造になっているかということです。

これは非常に大きな問題をはらんでおります。１

つの旧帝大と申しておりますＯＩとなっているグ

ループ、これは、従前は旧帝国大学と言われてい

た非常に有力な大学グループを称していますが、

このものは教育職員、あるいは事務職員とも増え
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ていますが、その他は何らかの格好で教育・研究

職員、あるいは管理職員とも減っているグループ

が大半です。 

増えているグループというのは、医科系と、医

学部を有する総合大学グループで、左上にありま

す。増えているのは、実は看護師さんの関係で増

えているということで、事実上はかなりアカデミ

ックスタッフが減っている状況です。 

確かに金額レベル、いわゆる人件費以外の分に

ついては、教育・研究は法人化以降かなり増えて

いますが、肝心のそれを担う人材については、い

わゆる旧帝国大学グループを除きますと減ってい

るということです。したがって、人的生産性が非

常に向上されるとか、あるいは非常にイノベーシ

ョンが起こらない限り、こうした状態が継続すれ

ば、おのずと教育・研究の衰退につながるという

大きな問題が既に出てきたと言えるかと思います。 

それをまとめましたのが、このスライドです。

では、こうした教育・研究経費が国の財源で、毎

年１％なり削減になっているにもかかわらず、ど

うして教育・研究経費がすべての大学グループに

ついて増えているのかという、１つのわからない

根源ですが、これは、１つは、人件費を想定以上

に削減しているという点もあります。同時に、下

のこのグラフでわかりますように、実は当初想定

しておりました予算ベース、計画ベースの人件費

よりも、さらに毎年度、決算ベースの人件費が、

このＭＥとなっておりますグループ、つまり医科

大を除きますと、すべて予定した人件費を下回る

ような状況になっている。 

すなわち、毎年度の人件費の削減と同時に、予

算に対しても決算が人件費を削減して、その財源

をもとにして、いわゆる教育・研究に充当してい

るというからくりがこれでおわかりいただけるか

と思います。こうした状況がいつまで続くかとい

うことが大きな問題であろうかと思います。 

ところが、もう一つの一番の大きな問題、すな

わち業績主義的な要素を実は国立大学法人は入れ

ています。その１つの準備的な作業が今年度、進

行中で、間もなくパブリッシュされますが、教育・

研究の業績についても現在、その作業が最終段階

となっており、教育・研究の成果、クオリティー、

あるいはリザルト、それと管理運営についてのパ

フォーマンスを総合評価して、次のタームの６年

間の交付金、財源措置に反映するということがう

たわれています。 

それを具体的にどうするかというのはまだ明確

にはなっていません。しかし、これは財務省、政

府に対して文部科学省が約束していますから、こ

の反映状況がどうなるのかということについて、

ここにご出席の皆様方も非常に大きな関心があり

ます。こうしたことについては、後ほどのパネル

ディスカッションで、ぜひ先行されているような

パフォーマンス・ベース・ファンディングについ

てのご経験に沿ったプレゼンテーション、あるい

はディスカッションがなされることを期待してお

ります。 

基本的に、先ほどのモデル等から言えますこと

は、実はパフォーマンスベースのファンディング

の競争といいましても、スタートベースが違うと

か、もともと持っている資源の量が違うというこ

とからいい、要するに経路依存性と申しますか、

パス・ディペンデンシーという概念がありますが、

これによって大きくパフォーマンス自身が規定さ

れると言えます。 

そうしますと、単純に実績が高いところに高い

ファンディングをすることが、果たしていいのか

という問題があると思います。それをまとめたの

が、コンクルージョンに書いてあります。このコ

ンクルージョンに書いてありますように、国立大

学に対する説明責任の向上というのは、確かに教

育・研究についても評価をする、あるいは国立大

学法人が年次報告することにより、国民にとって

も明らかになっているという点においては、１つ、

成功だと言ってもいいかと思います。 

あるいは、トップマネジメントとしての学長が、

いわゆる経営的なマネジメントの要素と、アカデ

ミックな要素、２つがバインディングされて、同
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じプレジデントが一手に管理するということにお

いては、非常にリーダーシップをとった体制がで

きてきたということでも、モデルとしての初期の

機能が発揮されているという言い方はできるかと

思います。 

さらには、量的な観点からも、教育・研究経費

に投入されている金額というのは、先ほどのスラ

イドでお見せしましたように増えておりますし、

同時に、制度の行政改革に対する支援としての人

件費もコンスタントに削減しているということで、

現状ではすべてうまくいっているような状況にあ

ります。 

しかしながら、先ほど来からたびたび申し上げ

ておりますとおり、説明責任の強化をするために

は、アニュアルレポートの作成、評価に対する準

備が必要です。それがどのような人によって支え

られているかといいますと、多くは常勤のアカデ

ミックスタッフ、あるいは管理職員、事務職員に

よってですが、ここの人数がかなり大きく削減さ

れています。 

ということは、こうした方の本来的なアカデミ

ックな業務ですとか、本来のストラテジックなマ

ネジメントをする時間が大きく割かれているとい

う状況になっています。したがって、現状では大

きな問題がありませんが、今後どうなるのかは全

くの不透明です。 

とりわけ、ここの５番目あたりに書いている点

ですが、実はパフォーマンス・ベースド・ファン

ディングの一番難しいところは、例えば現在の国

立大学法人の実績評価の教育・研究実績というの

は、例えば最低資本インデックスですとか、論文

の数などを元に行っておりますが、ほんとうにこ

の 2004年度からの数年間の活動によるものかどう

かと考えてみますと、確かにパブリッシュされた

のは 2004 年度以降かもしれませんが、その活動の

起点といいますか、本来活動したのは、教育・研

究を行ったのはそれ以前です。 

第１期の中期目標期間の成果の原因となってい

る活動は、それ以前のものであるということにな

ります。こうした教育・研究、とりわけ大学の活

動の特性というものを、どのようにして反映すべ

きかというのも、また後ほどご議論していただき

たいと思う点です。日本では、私はそういう意味

において、パス・ディペンデンシーの問題と、こ

のタイムラグの問題の点から、やや慎重にすべき

ではないかと、個人的には思っています。 

そうした点で、将来の課題として何点か提示を

したいと思います。日本では、中央教育審議会と

いうところで大学改革についての議論をしていま

すが、中央教育審議会は、残念ながら、国家の財

政については、あまり直接踏み込んだことは機能

的には難しい状況にあります。高等教育の将来を

どうするかということにおいては、当然資源の問

題と無関係ではいられません。 

そうしたことにおきましては、国家戦略として

の高等教育の位置づけをどうするかということが、

どこかで議論されなければいけませんが、これに

ついては、やや日本で少し劣る点がございました。

これにつきましても、諸外国はどのような取り組

みをされているのかということについて、ご教示

いただきたいと思います。 

２番目、これはアマラル先生からも問題提起が

ありますが、ＮＰＭ的な改革の場合において、確

かにマネジメントにおいてフレキシビリティーを

与えることによって効率性を高める、あるいは成

果を高めるということは非常にすばらしいことで

すが、同時に、それにはいろいろな説明責任の強

化が伴います。１つの両立しない、あるいは、か

なりコンフリクトな問題を抱えています。 

そうすると、いかにして評価も含めた成果コン

トロール、政府による成果コントロール、あるい

は成果コントロールに対応するためのインスティ

テューショナルなレベルにおける作業の負担を軽

減しつつ、説明責任、透明性を図り、なおかつ大

学セクター全体の業績を図るか。こうしたバウン

シングというのは、制度設計上どうすればいいの

かということについて、これは経験的に徐々にな

らしていくほかないであろうというのが、多分高
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等教育研究者の多くの答えになるかと思います。

私はもう少し経済モデルとか、ほかのモデルを含

めたモデル分析を行わないと、なかなか対外野に

対しては説得的な論理展開ができないのではない

かと思っておりますので、これについてもまたご

助言等を賜りたいと思います。 

さらには、一番我が国の大きな問題は、大きな

借金を抱えている問題で、果たして財政的な意味

合いの持続可能性が国立大学法人にて果たせるか

ということが、今非常に大きな、深刻な課題とし

て出てきております。すなわち政府からの財源投

入が減った場合、では、外からのファンディング

を増やせばいいのではないかという議論は非常に

多いですが、外からのファンディングというのは、

実は日本の場合、ほとんどプロジェクトベースの

ファンディングですので、プロジェクトにばかり

使うことができない。 

すなわち、基礎的な、基盤的な教育・研究に対

しては使えません。そうすると、そのように自由

に使える金というのは寄附金ですとか、自己収入

を増やすということになりますが、残念ながら、

日本では寄附金はそれほど多いウエートではない。

むしろ寄附金が多いのはアメリカだけではないの

かという議論も多く、寄附金のウエートがそれほ

ど高くないヨーロッパ等、あるいはオーストラリ

アもそうかもしれませんが、そうしたご経験もぜ

ひ教えていただいて、日本の改革の参考にさせて

いただきたいと思います。 

最後は、財源措置への反映方策と大学特性への

考慮ということが書いてあります。これは、パス・

ディペンデンシーの問題もありますが、国立大学、

現在 86 大学法人ありますが、これに対して、単純

なフォーミュラをつくり、フォーミュラに何か掛

けるような感じで業績の評価のウエートを掛ける、

そのような方式が果たしていいのかということに

つきましても、豊富な実証研究、あるいは比較研

究をなさっておられる諸先生方からぜひ教えてい

ただきたいと思っております。 

私からは、国立大学法人の全体的なシステムの

問題、そして、現状の中間的、個人的なレビュー

と、午後の討議に向けたお願いということで、報

告を終わりにして、水田先生に引き継ぎたいと思

います。どうもありがとうございました。 
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【水田】 国立大学財務・経営センターの水田

でございます。 

私からは、最近の国立大学の改革につきまして、

個別の機関レベルのお話をさせていただきたいと

思います。最初におわびを申し上げなければなら

ないのは、今回参加者としてお見えになられてい

る方は、国立大学の関係者、高等教育の研究者の

方々で、本日私からお話を差し上げる内容につい

てはよくご存じのことかと思います。ただ、パネ

ルディスカッションでの議論をより有益なものに

するために、今回、海外からお越しいただいた先

生方に機関レベルの現状をなるべくお伝えしたい

と思いまして、この時間を使わせていただきたい

と思っております。よって、よくご存じのことが

出てくるかと思いますが、ご了承いただきたいと

思います。 

本日話させていただく内容はこのとおりになっ

ております。法人化で一体何が変わったのかとい

うことですが、先ほど山本部長から説明がありま

したとおり、事前の統制から事後の評価へと変わ

りましたので、大学、個別機関に対してさまざま

な裁量が与えられております。具体的には学長の

権限が強化され、職員の任命権等も学長が持つと

いう形で、以前から変わっております。また、経

営に対して外部の有識者が参加してくるという変

化も起こっております。 

それから、中期目標期間６年間を置いて目標の

達成を大学が約束し、それに対して中央政府から

資源をもらうという形の目標管理システムが導入

されているというのは、先ほど紹介があったとお

りでございます。それに加え、資金が配分される

際、ラインアイテムではなく、ブロック補助金と

なり、大学の中で使い道を自由にできるというこ

とになりました。ですので、目標を定めてそれに

向かって努力しますが、目標を達成するためのお

金の使い方については、機関で自由に裁量を持っ

て行うことができるようになりました。 

また、中期目標期間の間であれば、予算の余り

の分についても繰り越すことができるようになり

ました。具体的なガバナンス系の構造については、

先ほど山本教授がお示ししたものとほぼ同じもの

を映しております。 

では、機関の持つ裁量と今回の法人化の背景に

ついて少しお話しさせていただきたいと思います。

法人法、実は法人化というのは法律に基づいて実

施されたものです。法人化の目的というのは、一

応教育・研究に関する国のニーズに国立大学がこ

たえていく、そして、その水準を高めていくとい

うことです。 

 ただ、この中で私が特に注目したいと思いま

すのは、均衡ある発展ということが言われており

ます。いろいろと解釈できる言葉ですが、これに

ついて少し後で議論をさせていただきたいと思っ

ております。 

背景としましては、先ほど山本教授の話にあり

ましたとおり、政府の債務残高が大きく、財政改

革の圧力が強かったということです。よって、も

ちろん教育・研究改革ではありますが、行政改革、

あるいは財政改革という意味合いのコンテクスト

もあったということを一応ご承知おきいただきた

いと思います。その中で、事前の統制から事後の

評価へということがうたわれました。 

具体的に大学が受け取っている財源についてで

すが、こうした制度の変更の中で全く競争がなく

配られるオペレーティンググラントというのは、

毎年減っていると。逆に、主に研究資金ですが、

競争的に配分されている資金はどんどん伸びてい

るということが、このグラフでおわかりいただけ

ると思います。よって、さらに競争的な環境に国

立大学は置かれているのです。 

では、こうした環境に置かれた国立大学が実際

に何を努力されているかにつきまして、私どもの

センターの経営支援課というところが業務実績報

告書からまとめた資料がありましたので、そこか

ら抽出させていただきました。 

具体的には、教育・研究、あるいは社会貢献に

関しては、ほかの取り組みも行われていますが、

管理運営を通して教育・研究、社会貢献にどのよ
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うな改善を求めていくかという点でご努力されて

いる取り組みを抽出させていただきました。具体

的には、この中で特に注目していただきたいのは

２番目です。教員の教育評価システムを導入して

いるところがかなり多くなっております。つまり、

法人自体が評価されるとともに、内部でも競争的

な環境が広まっており、教員も評価されていると

いうことをご紹介しておきたいと思います。 

また、研究につきましてはどのようなことが行

われているかということですが、これにつきまし

ても、１番目をごらんいただければと思いますが、

評価システムを導入しているところが数多くござ

います。そして、教育と同様にファカルティーの

給与や手当に反映していく。あるいは、こうした

教員に対する研究資金の配分に評価の結果を反映

していくということを始めた国立大学が多くなっ

ております。 

具体的には、先ほど競争的資金が大変伸びてい

るというグラフをお見せしましたが、外部資金の

獲得額というのが大変重要な評価ポイントになっ

ており、逆に、外部資金を取ろうとしなかった教

員に対しては次の年の研究資金を減らすとか、そ

うしたペナルティーを科しているケースもありま

す。 

次が社会貢献に関するものですが、具体的には、

地方政府、あるいは民間企業との連携を進め、ま

た、公開講座を増やしたりということが行われて

います。それで、最も注目すべきはやはり内部管

理でして、先ほど来、山本教授も申し上げており

ますとおり、財政的なプレッシャーが大変大きい

ので、内部管理に関する改革がかなりドラスチッ

クに進められております。 

具体的には、政府目標に準じて人件費を削減し

なければならず、ここに書いてありますとおり、

５年間で５％という目標が掲げられておりますの

で、退職者を補充しない、あるいは、職員の定数

を削減したり。部局に対して、どのクラスの教員

を何人雇うかということは権限移譲し、人件費の

総枠だけを決めておくという形をとっているケー

スもあります。また、アウトソーシングの推進、

経費節減のために契約を長期化して単価を下げる

ということも行われております。 

さらに、収入も増やそうとしており、寄附金の

収入拡大などもかなり努力をされていますが、先

ほどの話にもありましたとおり、日本の文化の中

では寄附金を内部的な管理に使うための恒常的な

資金として集めるのは、まだなかなか難しいとこ

ろです。 

次が内部管理の改善策ですが、職員の人事管理

システム、やはり人事評価のシステムを入れてい

るところが多くあり、ここでわかりますとおり、

教員あるいは管理の職員に対する評価というもの

が大々的に導入されていることがわかると思いま

す。 

この中でもう一つ注目していただきたいのは４

番目でございまして、ブロック補助金になりまし

たので、内部でどのように使うかということに裁

量が加えられることになります。よって、重点的

に将来のために予算をとりおくというか、予算を

別枠でとっておき、学長の考えによって将来的な

目標のために使うことが可能となりました。よっ

て、そうした点でより戦略的な予算の使い方がで

きるようになってきました。 

結局、個別の大学は裁量を生かしてかなりご努

力されていることはわかりますが、ここの最後に

書かせていただきましたとおり、財政改革のもと

で大学間の格差のようなものがかなり出てきてい

るということです。 

具体的にはどういうことかということですが、

アンケート調査の結果をご紹介したいと思います。

84 の大学からご回答いただいたものですが、学長

あるいは財務担当の理事からご回答いただいたも

のです。ここで１つ申し上げておきたいのが、先

ほど山本教授が申し上げました教育経費、研究経

費というものですが、海外でこうした発表を行い

ますと、人件費が含まれていないことが大変奇異

に映るようです。定義として、この教育経費、研

究経費というのは人件費を含まないものですので、



－15－ 

きょうおいでいただいている海外の先生方につき

ましては、ご注意をいただければと思います。 

まず、意思決定のスピードが法人化後に早くな

ったかということですが、大多数の学長が大変早

くなったとおっしゃっています。また、内部管理

の効率性につきましても、すべての大学のタイプ

で学長の方々は効率性が高まったと評価なさって

います。 

では、コアの活動である教育・研究に関する経

費はどうなっているのかということですが、先ほ

どパス・ディペンデンシーと言っていましたが、

旧来からかなり財源も豊富で、累積のあった大学、

旧帝大や大学院大学についてはほとんど変わらな

いと。ただ、そのほかの総合大学の類型、タイプ

については、教育経費はかなり落ちていると考え

られております。よって、ここで大学間で法人化

後の資源の状況について、かなり違った受け取り

方がされているということをご確認いただけると

思います。 

次に、研究経費についてです。これは、教育経

費とほぼ同じことが言えます。やはり旧帝大、大

学院大学ではほとんど変わらない。しかし、ほか

の総合大学については、特に地方の総合国立大学

ではかなり減っていると考えられています。 

これは満足度についてですが、実はこれが大変

おもしろいところで、先ほど旧帝大はあまり変わ

らないと言いましたが、教育費について大変強い

不満足感を持っている。つまり、今までにもらっ

てきたレベルでは満足できないというご回答にな

っています。 

また、研究費につきましても、やはり旧帝国大

学はかなり強い不満を持っているということを、

この回答は示しております。つまり、法人化前か

らと、教育経費、研究経費はあまり変わりません

が、法人化後の活動のレベル、あるいはこれから

の戦略性を考えると、資源は不足していると、研

究力の強い大学、教育力の強い大学は考えている

ということです。 

これは管理的経費と教育・研究経費でどちらを

優先しているかということですが、やはり旧帝国

大学や大学院大学というのは教育・研究の経費を

重視していると。こちらは教育経費と研究経費、

どちらを重視しているかということですが、研究

経費を重視しているのは、やはり先ほどから申し

上げている研究力の強い大学となっていて、ほか

の大学の意見については、将来的にも教育に重点

を置きたいと。資源配分については教育費に重点

を置きたいというように、方向性としては示され

ています。 

結局学長の皆さんの観点から見ると、法人化と

いうのは効率的な内部管理をもたらしたと。財政

改革の目標を達成するために努力をされています

が、その一方で、公的な資金が研究競争力に基づ

いて配分されていますので、ここに二極化と書い

ていますが、多様化と呼んでもいいのかもしれま

せんし、格差と呼んでもいいかもしれませんが、

そうしたものが進行しているということです。 

お時間の関係がありますので、次のレポートに

ついては省略させていただきたいと思います。３

つの大学類型について内部の予算システムを比較

したものです。具体的には、研究力の強いところ

ほど将来的な目的のために使う戦略的な資金を多

くとりおくことができると。あるいは、研究者に

対するインセンティブとして、外部から研究資金

をとってきた際、オーバーヘッドの一定部分を研

究者に返すシステム、日本ではインセンティブシ

ステムとしてよくとられていますが、実は研究力

の弱いところほど返す割合が多く、研究力の強い

ところは返す割合が少ないということが起きてい

るというのが、今映しているスライドでございま

す。 

つまり、基盤的な、競争的な資金ではない部分

では、足りない部分をオーバーヘッドを返すこと

によって補うことが、外部資金をなかなか取れな

いところは行っているということが、３つの例で

すので普遍的に言うことはできないかもしれませ

んが、一応見られたということです。 

結論ですが、今のところ効率的な組織運営とい
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う意味では、学長の方々の意識としても、かなり

成功していると言うことができるかもしれません

が、この国立大学の法人化というのは、組織運営

を効率化することだけが目的ではないことは、も

うご承知おきのとおりです。教育・研究力をどの

ように高め、法人法に定められている教育・研究

の水準をどう高めて国のニーズにこたえていくか

ということを行わなければいけませんが、今行わ

れているのはかなり選択と集中が進められている

と。具体的には、研究力の強いところがどんどん

資金を獲得しているという状況があります。 

この中で、先ほど一番初めに申し上げた均衡あ

る発展というのをどう解釈するのかということが

問題になってくると思います。具体的には、国立

大学の中で役割分担が必要なのか、ある国立大学

はこの部分の役割を果たして、研究については、

やはり研究力の強いところだけが資金を重点的に

配分されて進めるのがいいのか、それとも、均衡

ある発展と言っているのは、ボトムアップ的に全

体の底上げをするということなのか、そのあたり

のことをはっきりさせなければならない時期に来

ていると思います。 

よって、本日海外からいらしている先生方から、

一国の中で高等教育機関のすみ分け、役割分担、

そうしたものは、上からトップダウン的に、あな

たはこういう機関だから、こういうふうにやりな

さいと言っていくものか、それとも、自然と分化

していくものなのか、そうしたことをお聞きして、

今後の方向性についてお知恵を拝借できればと思

っております。 

少し超過いたしましたが、以上でございます。

ありがとうございました。 
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【アマラル】 本日はお招きいただきまして、

どうもありがとうございます。国立大学財務・経

営センターの皆様に感謝いたします。来ることが

できて大変うれしく思います。 

残念ながら、お招きいただきましてプログラム

を拝見したところ、当初は時間が違っておりまし

て、中身を変えなければなりませんが、理論的な

部分は省きまして、もう少し欧州の制度の中身の

話をしたいと思います。なるべくゆっくり、焦点

だけ絞って話をします。 

欧州で興味深いことがあり、ここ数年間、幾つ

かの改革が行われております。あらゆる改革は同

じ傾向を見せています。当然、各地方、地域の違

いは細かいところでありますが、改革の傾向は各

国で共通しています。日本の傾向と比較してみた

いと思います。 

まず、経済のグローバル化の影響が強くなって

おります。経済政策の影響が教育の分野に強くな

っています。イデオロギー、価値観が変わってい

る影響もあり、その結果、高等教育機関と国家、

社会との関係も変わりつつあります。 

また、公共政策を決定する際に市場メカニズム

の役割が重視されています。職業教育が重視され

ています。職に役に立つのかどうか、企業が使い

やすいかどうかが強調されています。ボローニ

ャ・プロセスが導入されていますので、雇用可能

性、学生が企業への就職に役に立つのかというこ

とが重視されています。 

教育界はプロレタリアート化しており、ガバナ

ンスはより効率、効果性、経済を重視しています。

マーガレット・サッチャーの時代に導入されたア

イデアです。トップに権限を集中させており、従

来の合議、同僚間で話し合うメカニズムは失われ

ています。外部の利害関係者の役割が大きくなっ

ています。ファンディングの方式も変わり、品質

評価の方法も変わっています。 

このような大きな変化が起こっていますが、時

間が限られていますので、何枚か飛ばしていきた

いと思います。これから、大きくどのような変化

が起こったか、欧州の高等教育機関の改革の話を

いたします。 

大きな傾向ですが、基本的な考えは、より教育

機関を強化することです。それは合併再編による

強化です。数を減らしながらそれぞれの機関を大

きく強化することです。最近欧州各国で動きがあ

り、研究大学の数は抑えておくと。その数少ない

研究大学は世界レベルにし、競争力を強化し、既

存の機関の強みを連動させる、数を絞るというこ

とです。 

連動、連合にもさまざまな形態がありますが、

左から始まります、例えば契約を締結する、これ

が最も弱いつながりです。一方で、純粋に合併を

してしまうという、一番右側、これが一番深い関

係です。 

各国を見てみますと、まずデンマークです。デ

ンマークはトップダウンで合併再編が行われた好

例です。そもそも政府が決定し、2007 年１月１日

をもって発効させる合併を決めました。政府系の

研究機関 13 並びに 12 の大学が、たった３つの研

究機関と８の大学に絞り込まれました。再編統合

です。そして、昨年、2008 年１月１日をもち、22

の高等教育センターが８の地域大学、カレッジに

まとめられました。コペンハーゲン大学、オーフ

ス大学、デンマーク工科大学が新しいエリート機

関の中心となることになりました。このように数

を絞り、その１つ１つの機関を強化する動きがあ

ります。 

ノルウェーでは、トロムソ大学が最も若く規模

が小さい大学ですが、トロムソ・カレッジと合併

をします。当然カレッジのほうが小さく、ユニバ

ーシティーのほうが大きいので、研究能力も、教

育能力も大学として高まることが期待されていま

す。 

フィンランドでも興味深い動きがあります。異

なる複数のプロセスが同時に現在進行中です。ト

ゥルク大学と、トゥルク経済・経営大学がコンソ

ーシアムをつくることになり、いずれは完全で、

純粋な合併となる可能性があります。クオピオ大
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学、ヨエンスー大学がフェデレーション、連合を

つくりつつあり、それぞれの強みを補完しようと

しています。ヘルシンキ工科大学、ヘルシンキ経

済経営学院、美術デザイン大学が、新しいテクノ

ロジー、経済、デザインの学校をつくり、世界レ

ベルの大学になろうとしています。 

つまり、新しい機関は民法のもとでの最大にな

ることが想定されており、当初は７億ユーロが基

金として立ち上げられることが想定されています。

フィンランドでは複数のプロセスが進行していま

すが、いずれの例を見ましても、再編統合、数を

絞りながら新しい大きな組織をつくることが進ん

でいます。 

オランダです。３つの工科大学がデルフト、ア

イントホーフェン、エンスヘーデにあります。こ

の３カ所が自主的にフェデレーションをつくりつ

つあります。政府の支援を受けています。政府が、

再編統合すれば、それぞれ追加ファンドとして

5,000 万ユーロを出すと公約しています。 

ポルトガルです。新しい高等教育法が 2007 年 11

月に制定されました。その新しい法律のもとで再

編統合が認められ、コンソーシアムづくりが推進

されています。 

フランスでも幾つかの動きがあります。計画さ

れた合併があります。ストラスブール、エックス・

マルセーユ、モンペリエ大学の合併が計画されて

います。つまり、ここに共通のトレンドがありま

す。 

傾向として、より強い機関をつくるために連合

をつくるか、再編統合をするということです。小

さな機関を合併吸収、あるいは連合をつくるとい

うことです。ここに重要な政策を見て取ることが

できます。研究資源をより限られた数の大学に集

中し、その限られた研究大学をグローバルな競争

にさらすということです。 

英国ではリサーチ評価が行われていますが、そ

の結果、限られた強いところに資源が集中してお

ります。もちろん、さまざまな評価結果が出てい

ます。 

ドイツでは、連邦政府がエクセレンス・イニシ

アチブ法という法律を導入しました。これにより、

19 億ユーロが配分され、ある特定の機関がグロー

バルなシーンで競合ができるように育成していき

ます。大体５から 10 のトップレベルの大学を選定

し、この特別な 19 億ユーロの配分を受け、国際的

な競争に邁進するようにということになっていま

す。 

2006 年５月、オーストリアの議会で新しい法律

が制定され、科学技術工科大学ができました。当

初は研究大学を設置する予定がありましたが、地

元産業界のプレッシャーもあり、結局は科学技術

工科大学に落ち着きました。公法のもとで法人格

を持っていますが、大学院レベルでも最もレベル

の高い研究をすることが期待されています。つま

り、オーストリアでは高等教育機関に関する認証

制度に移行しつつあるということです。 

幾つか例を紹介しましたが、ヘルシンキの経済

経営学院、また、オランダの工科大学の統合も申

し上げましたが、幾つかの国において数少ない研

究大学を絞って選び、グローバル競争で勝ってい

くようにすることが見てとれます。 

ガバナンスにも変化が起こっています。準市場

を設けて、この市場での競争を認める際には、マ

ネジメントとガバナンスをより柔軟にする必要が

あります。機敏性を高める必要があります。よっ

て、多くのヨーロッパの国々でも同じことが起こ

っています。権限を各機関のトップに集中させて

います。一般的に言いまして、カウンシル、評議

会、理事会をつくり、数少ないメンバーが参加し

ています。 

その評議会、もしくは理事会のメンバーの中に

は外部の人がかなりの割合を占めています。しば

しば外部の人たちは半分を超えています。合議の

主体は単なる諮問的な存在となっています。つま

り合議の体制が変わっており、権限をトップ、学

長等に集中する傾向が強くなっています。 

オーストリアが１つの例です。多くの大学の理

事会、評議会、ボードは５、７、９人で、セナー
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テが 12 名から 24 名ほど、また、学部、局があり、

副学長が４名ほどいます。 

デンマークの例です。ただ、これはデンマーク

の方が先ほどいらっしゃり、午後お話しください

ますので、詳しくは言いません。 

スウェーデンでも理事会があります。大半の外

部のメンバーは、地域、あるいは財界の人たちで

あり、すべて大臣の任命を受けており、チェアマ

ンも大臣の任命を受けています。内部のメンバー

としては副学長も参加していますし、職員、学生

の代表者もメンバーに入っています。 

ノルウェーでもたった 11 人の小さなボードです。

ボードが大学の戦略、目的、期待、評価を決めて

いますし、財務諸表、あるいは予算に関する提案

を行っています。ノルウェーについては、ほかに

も形態が存在しています。学長が選任された場合

には、学長が議長を務めます。もし大学が外部か

らＣＥＯを導入し、学長に推されるということで

あれば、その学長は議長ではありません。ボード

に報告を上げる立場になります。 

後者のパターンが多くのヨーロッパの国々で選

ばれています。学長を互選でするのではなく、外

部からＣＥＯを採用し、この人がボードに報告す

る形態がとられています。 

フィンランドでは新しい大学法が準備されてお

り、2010 年１月１日発効の予定です。この内容は

今ご紹介したのと同じ方向に進んでいます。 

ポルトガルでは、最近の新しい教育法が導入さ

れ、高等教育機関の新しい枠組みもできておりま

す。ボードは大体 15 名から 35 名で構成されてお

り、およそ 30％は外部のメンバーです。その人数

は規模の構成によって決まります。 

フランスでも、マネジメントボードを 50％縮小

することが決まっています。 

オランダでは評議員があり、５名から構成され

ており、大審が協議をして任命することになって

います。ほかの全般的なトレンドですが、権限を

トップに集中させることです。ボードはなるべく

少人数にし、かなりの割合を外部のメンバーにす

ることが共通した特徴です。 

また、もう一つの重要な要素とは大学の法的な

地位です。大まかに申し上げますと、教育機関は

国営の機関である、あるいは独立法人とみなすこ

とができます。前者の場合、教育機関は国家統計

局のような国営機関と同等に扱われます。そして、

公務員の服務規則を遵守し、予算は公的資金で賄

われます。場合により、国営機関などの特殊な地

位を与えられる場合もあります。 

そして、独立法人になるということは、より強

力な自治権を得る手段を与えるということでもあ

ります。その役割に対する法的義務を負うことも

意味しています。そして、財団も独立法人という

形態の１つです。これはＯＥＣＤからの報告書の

中にあります。 

この独立法人にはさまざまな形態があります。

法人化された理由、例えば会社になっている場合

もあれば、そうでない場合もありますし、また、

営利団体であったり、非営利団体の場合もありま

す。例えば、英国のすべての高等教育機関は独立

法人です。そして、慈善組織としての身分を持っ

ています。法人化しているものもあり、また、営

利機関でない教育機関もあります。しかし、慈善

組織は慈善を目的として利益を追求することがで

き、その目的で別の非慈善組織を設立することも

でき、また、その利益は課税対象となります。 

また、世銀が独立した大学のことについても触

れています。英国やオーストラリアにおきまして

は、法的慈善、または非営利機関のいずれかで、

国の関与や国家戦略に関連する規制を受けること

なく、公的資金を供与されるだけであるとしてい

ます。 

しかしながら、最近、ヨーロッパの傾向といた

しまして、独立した法的地位を与える傾向があり

ます。オーストリアでは、2002 年に新しい法律が

でき、大学に独立法的地位が与えられました。今

も公法の管轄下にありますが、法的権利能力のな

い大学の機関ではなくなっています。大学は政府

の許可を得ることなく、自由に雇用条件、学術プ
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ログラム、また資産配分を決定し、そして資金の

融資を受けることができます。また、随意契約に

よって職員を雇用することができます。これも非

常に大きな変化の１つです。ヨーロッパでは、教

授は官僚から公法のもとでの職員になるというこ

とです。 

もう一点、非常におもしろい点は、民法下の財

団法人としての大学設立があります。スウェーデ

ンでは、チャルマース大学が 1994年にできました。

また、ヨンコンピン大学もそれに相当します。チ

ャルマース大学は基金で設立されました。 

しかしながら、ドイツの場合は大変興味深い状

況です。1998 年には、ドイツの連邦枠組み法が改

正されました。それにより、16 の州において、大

学に対して新しく改正された法的地位が設けられ

るようになりました。最初の州としてこの制度を

適用したのは、ロウワー・サクソニー州です。ロ

ウワー・サクソニー州は初めてこの権限を行使し

ました。そして、ロウワー・サクソニー大学改革

法が同州議会を通過し、大学は自治法人として法

的に認められました。大学が財団法人になるのは

自主的に決定されました。サクソニー大学以外に

も５つぐらい大学があり、財団法人となっていま

す。 

ドイツの問題、また、このような財団をつくる

上での問題は、やはり国が合理的な助成金を与え

るのがなかなか難しくなるということです。ドイ

ツの場合、このような寄附、あるいはエンターン

メントがなく、国は大学にいろいろな建物や、そ

のような不動産を与えるということですが、これ

はあまりいいアイデアではないと思います。 

しかし、フィンランドでは、既に申し上げまし

たように、ヘルシンキで世界級の大学をつくると

いうことで、既存の大学を統合して新しい財団を

つくりました。 

また、ポルトガルでは、新しい高等教育法のも

とで公立の大学が司法のもとでの公益財団、公立

の財団となりました。３つの大学がこの方法を使

うことにしました。ポルト大学、アヴェイロ大学、

そして、リスボアにあります社会経済大学です。

そうすることで、経営の自由度が増していきます。 

しかし、公立大学を財団に変えるのは難しさも

あり、特にドイツは例外ですが、公務員から財団

の職員になるということで、職員の抵抗も考えら

れますので、今後の政府がこうした財団という形

に賛同するかどうかわかりません。 

これはどういう意味かご説明いたします。大学

は一般的に財団となりますと、大学の教員は公務

員でなくなってしまいます。司法のもとでの民間

企業の職員となります。しかし、ドイツの場合、

ドイツ法では財団は公務員を雇ってもいいことに

なっています。したがって、ドイツではその方法

が使われました。国家のもとで大学が財団になり、

教授陣が、教員が、司法のもとでの民間の職員に

なると、仕事をやめてほかのところに移ってしま

うかもしれません。ですから、ドイツでは、財団

でも公務員を雇っていいことになりました。 

チャルマース大学の場合は状況が違いましたが、

そこでも、教員で民間の職員になりたくないとい

う人はほかの大学に移ることが許されました。難

しいのは、ときどき政府がかわり、チャルマース

でもその問題があり、財団になろうとしましたが、

その数年後に政権がかわりました。新しい政権は

財団という形を気に入らず、大学にとってさまざ

まな問題が起こりました。 

例えば、現在チャルマース大学は建物を所有し

ていません。大学には移転していません。新しい

政権が財団という形式をとらなかったからです。

また、最近の金融危機のため、このよう教育機関

の基盤基金や株式などという形態をとると、リス

クにさらされます。ただ、もっと自由を大学に認

める傾向があります。独立した法的なステータス

を与えるか、財団という形態をとることが認めら

れるようになりました。 

また、資金調達の変化ですが、市場の原理を導

入し、そのような管理方法を導入しますと、市場

で機関が競争するために自治力を与えなければな

りません。消費者のためのマーケットが必要とな
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ります。例えば価格を設定する自由も与えなけれ

ばいけません。しかし、一般的にはそれはありま

せん。大学は学費に上限を設けています。また、

自由に市場にアクセスし、資源も自由に使えるよ

うにならなければなりませんし、消費者側にも機

関を選ぶ自由があるはずです。 

しかし、市場の中で自治を認めた教育機関が競

争し合うと、国家がそこを管理するのが困難にな

ります。研究機関の戦略は政府の目的、あるいは

公益のために合致した戦略でなければならないか

らです。そして、ヨーロッパの改革で見られるの

は、言葉上自治が認められると言っていますが、

新しいメカニズムを導入して政府がやりたいこと

をさせるような統制が働いています。 

新しい資金のメカニズムを導入すると、成果主

義の契約があります。つまり、拘束力のある契約

を結び、相互に合意した目的に沿って成果を評価

するという方法がヨーロッパでは広まっています。

契約を結ぶことで、機関の中で、ある機関がどう

するかということを政府がコントロールしますの

で、そうすることでこういう契約を持つほうがい

いわけですし、やりたいこと等を監視していく必

要があります。したがって、中期的な目標を政府

と大学で交渉によって決め、成果主義の契約とい

うのが 1988 年、初めてフランスで導入され、その

後、フィンランド、スイスが 1990 年代に導入し、

オーストリアも 2002 年に導入しました。 

このリストを見ていただきますと、ごらんのよ

うに成果主義の契約を設けることで、政府は高等

教育機関の成果を細かく規制することができます。

フィンランド、デンマーク、フランス、スイスや、

スペインのさまざまな地域、あるいはドイツのさ

まざまな州、そしてポルトガルでこの方法がとら

れています。 

こうした契約には非常に詳細にわたるものがあ

ります。例えばカナリア諸島での契約は地元の教

育大臣と結ぶ必要がありますが、非常に詳細なも

ので、事実上、教育機関に与えられた自治がほと

んどなくなってしまっています。そうした意味で、

ある意味ではパラドックスがあります。研究機関、

教育機関は自由であり、市場の原理に基づくべき

だという議論が一方でありますが、市場に任せる

と研究機関が、政府がやりたいことをさせるため

に、政府が介入できなければならないという論理

になります。 

研究機関に対する統制が増えている１つの分野

が品質保証です。ヨーロッパでは、品質保証活動が

アメリカにおくれて導入されています。Ｎｅａｖｅ

が 1988 年に言った評価国家の出現が見られ、これ

は 1980 年代後半のことですが、これによって教育

の質に対する人々の関心が高まりました。 

また、大衆化、民間での雇用、市場での統制に

より、官僚の規制にかわる措置となる評価国家が

生まれました。 

最近の文献では、これが法的な均質性の原則と

も呼ばれていますが、ほとんどの大学卒業生の採

用は国家であり、国家が主な雇用主となりました。

市民すべてで、大学学位を持っている人が同じ状

況のもとで公的な職業を得るように、すべてのシ

ステムで平等に教育が与えられなければなりませ

ん。 

私は 60 年代ポルトガル科学工学の学生でした。

科学工学プログラムというのは、どの大学でも同

じ構成でした。ヨーロッパのほとんどの国でも同

じです。ドイツ、フランス、スペインやイタリア

の５、６年前の状況を見ますと、ほとんどのカリ

キュラムの構造というのは大学が決めるのではな

く、中央で政府、あるいは中央の委員会が決めて

いたものでした。 

一方で、スペインでは、単位の 80％は国で決め

られており、大学は 20％分しか決める自由度が与

えられていませんでした。市場の競争を導入する

と、今まであった法的な均質性の原則から評価国

家という原則が導入されたのです。そして、こう

した高等教育機関で全般的に信頼が薄れる傾向が

見られています。最近は質の保証システムが導入

されていますが、公務員がきちんと仕事をしてい

ない、効率がよくない、また、例えば病院の医師
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もきちんとやっていないという全体的な見方があ

り、信頼が薄れたと。その結果、質を評価するシ

ステムが導入されました。 

また、最近導入されたヨーロッパの質の保証シ

ステムというのは、質を評価するのではなく、ア

クレディテーションに基づいています。ドイツ、

オーストリア、ノルウェー、ポルトガルがそうで

す。こうした研究機関に対する信頼が失われたと

いうことで、質の評価からアクレディテーション

に移りました。私から見ると、質の評価、質が向

上し、そして説明責任が高まると思います。 

しかし、ヨーロッパでは、オランダ、フランダ

ースとポルトガルで質のシステムが高等教育機関

の団体によって行われました。アメリカでは、機

関の評価というのはその地域の高等教育の機関が

行っていますが、ポルトガル、フランダース、オ

ランダでは、品質保証システムというのは高等教

育協会、団体によって行われていました。これら

の団体がアクレディテーションする機関にとって

かわりました。 

ヨーロッパの政策では、ヨーロッパのアクレデ

ィテーション・システムを導入するというものが

あり、まずは教育機関がそうした評価機関から全

く独立していなければならないという原則があり

ます。ですから、アメリカの地域のアクレディテ

ーションという方法がヨーロッパや、ヨーロッパ

の登録制度の中で認められました。 

それが進化しております。1991 年に始まりまし

たが、オランダがＥＵの議長国をしていたときで

した。そのときに初めて質を評価する制度を導入

するというアイデアが出てきました。また、ボロ

ーニャ宣言によって質の管理に道が開かれ、これ

によって欧州の基準、ガイドラインというものが

2006 年のロンドンの閣僚会議で導入されることに

なり、また、認証された機関の欧州登録制度が始

まることになりました。 

欧州委員会の考え方としては、さまざまなアク

レディテーションの機関が必要であるということ

です。これは、公的、あるいは民間でもいい、国

内、国際機関でもいい。そして、それらのヨーロ

ッパのレベルで認証を得た機関の登録制度が必要

であると言われています。今ブリュッセルに登録

機関があり、原則としてすべての機関が登録しな

ければなりません。さまざまな国の大学が使うた

めには登録の必要があります。 

ポルトガルの大学は、例えばスペイン、イタリ

ア、あるいは英国のアクレディテーションの機関

で認証を受けることができます。認証機関が欧州

登録されていればいいのです。したがって、品質

評価という原則から質を向上させるために、説明

責任がもっと大事な制度に変わってきました。そ

の考え方は、欧州高等教育圏という階層化した考

え方と合致しています。つまり、多数の機関があ

り、国際的なレベルでも非常にすぐれた機関もあ

れば、地域、地方のレベルがふさわしい機関、研

究大学を認定する機関、あるいは教育機関専門の

ところもあるということになります。 

ですから、あるヨーロッパの国の大学がアクレ

ディテーションを得たい場合は、ある機関を選び、

その機関を選ぶことで、システムの中での自分の

ランクをみずから決めることになります。そこで

伝統的なヨーロッパ諸国の考え方で、すべての国

立大学が同じであるというシステムから、もっと

階層化したシステムに変わります。 

また、ヨーロッパの改革がすべて同じ方向にな

ぜ向かっているかということですが、例えばＯＥ

ＣＤとか世銀といった国際機関の影響もあります。

ヨーロッパでは、世銀はあまり影響力はありませ

んが、欧州連合や欧州委員会が重要な役割を果た

しています。欧州連合が高等教育に介入する際の

法的な根拠というのは、教育は国内的にセンシテ

ィブな領域であると今までされておりましたが、

欧州共同体の教育、特に高等教育の中での役割は

今増大してきております。特に、この分野での欧

州共同体の役割を再定義する手段というのがボロ

ーニャ・プロセス、リスボン戦略の実施です。 

これをご説明しますと、ヨーロッパの政策の導

入の仕方としては、国家がその権限の一部をブリ
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ュッセルに移譲しています。これによってユーロ

が例えば金融面では導入されました。そして、欧

州委員会は欧州裁判所が導入している欧州全域に

関する法律を導入します。しかし、教育、社会保

障、雇用などといった分野では、欧州条約のもと

では、それぞれの国内の権限であるとしています。 

ですから、ヨーロッパでは高等教育について欧

州連合として法律を導入することはできません。

そこで、ソフトローというメカニズムが導入され

ています。あるいは、この調整のオープンな方法

が導入されています。つまり、欧州条約で保護さ

れている分野で、各加盟国の責任であるとして保

護されている分野に何か新しいメカニズムを導入

したいときは、調整をするためのオープンな方法

を導入しなければいけません。 

例えばボローニャ・プロセスの場合は、ヨーロ

ッパ諸国が中期的な目標で合意します。中期的な

目標、つまり 2010 年までにすべてのヨーロッパの

高等教育機関は、２プラス３、あるいは２プラス

４という構造をとらなければいけないという内容

です。 

そして、さまざまな国がその目的を遵守するた

めのメカニズムがあります。例えば２年ごとに報

告書を欧州閣僚評議会に出して、十分に進捗が見

られない国に関しては非難されます。そうすると、

個々の政府としては、ある一定の期間内に目標を

達成するための政策を導入する必要があります。

そこで、高等教育の場合は、ソフトローという領

域に移ってきています。欧州法というものはあり

ません。ボローニャ宣言も、これは法律ではあり

ませんし、合意でもありません。 

しかし、欧州共同体では文言の書き方で非常に

デリケートに重みづけをした言葉を用いておりま

すし、また、加盟国が合意できない基本的な目標、

優先順位に関しましては、そっとそれを迂回する

ような、通り越すようなデリケートな文言を使っ

ています。つまり、25 カ国の加盟国がありますと、

その法的な文書というのは慎重に文言を考える必

要があるのです。時には、欧州裁判所に行って法

の解釈が必要となりますが、欧州裁判所の判決と

いうのは拘束力があり、各国が受け入れることが

難しいこともあります。 

しかし、ボローニャ宣言というのは影響力を拡

大する絶好の機会です。ボローニャ・プロセスで

欧州委員会がいち早く中心的な役割を果たし、経

済合理性が重要な要素となっているリスボン戦略、

ボローニャ宣言を結びつけることで一貫性を確保

した例です。 

欧州委員会は、大学は新たな知識社会にとって

不可欠な要素であり、リスボン戦略の基本ツール

であると主張することで、研究や、イノベーショ

ンや、高等教育の分野に介入する正当性を徐々に

獲得していきました。この研究、イノベーション

や高等教育というのは、新しい超国家機関である

欧州工科大学院を形づくる際に委員会がまとめた

３つの項目です。この欧州工科大学院というモデ

ルは、ダイナミックで消費者に適応したものであ

り、イノベーションとか、起業精神を奨励し、市

場指向性のある大学を生み出すことになります。 

したがって、欧州連合は原則として、欧州の高

等教育システムに関して権力は持っていませんが、

欧州全体のシステムを収れんさせるということで

影響力を持っています。 

ソフトローの影響もあります。ＯＥＣＤはソフ

トローとは言っていませんが、そのような方法で

同じようなメカニズムが使われています。例えば

ＰＩＳＡです。学力評価です。中等教育に関する

ＰＩＳＡを行っていますので、各国がそれぞれの

計画を遵守するという強いインセンティブになっ

ています。ＯＥＣＤが述べたことにも従おうとい

う強いインセンティブがＰＩＳＡで与えられてい

ます。 

興味深いことに、後でサイモンさんがもう少し

説明してくださるかもしれませんが、ＯＥＣＤが

高等教育のことを見ています。ソフトロー・メカ

ニズムを使うことにより、このような国際的な機

関が強い影響力を行使できます。しかし、あえて

法律を採択したり、資金という権限は使っていま
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せん。ＯＥＣＤが資金を配分するわけではありま

せんから。 

では、ガバナンスの形態をＥＵとＯＥＣＤで比

較しますと、それぞれ同じようなガバナンスの形

態が使われていることがわかります。いずれの地

域におきましても、まず、オピニオンの形成、並

びにコーディネーションを使うことが影響力を行

使する際に最も強い方法のようです。従来から教

育は国家にとって非常にセンシティブな分野であ

り、各国政府がそれぞれ責任を持つことが条約で

定められていますので、ＥＵは法的な手段を使う

ことができず、したがってコーディネーションの

オープン手法、ソフトローが使われています。 

場合によってはボローニャ・プロセスが使われ

ていますので、ソフトローの法律がどれだけ効果

があるのか、分析に値するかもしれません。つま

り、幾つかの影響力があり、そのために欧州の改

革が同じ方向に進んでいることが説明できます。

ＯＥＣＤの役割、並びにＥＵの役割も大きな影響

が背景にあることがわかります。 

まとめますと、所見として、ほんとうの意味で

欧州の高等教育の改革は収れんしつつあるという

ことです。同じ方向に改革がされています。また、

同じ形態の影響力があります。ＥＵ、ＯＥＣＤ、

グローバル化の影響は共通です。ＩＥＰのプログ

ラム、これはインスティテューション・エボリュ

ーション・プログラム、機関進化プログラムで、

欧州大学協会が進めています。このプログラムは

監査をします。協会機関の監査をしています。 

例えば評価の報告を見ていただくと、みな同じ

方向に行っていることがわかります。教育機関、

例えば南欧に対してのガバナンスモデルを提言し

ており、北欧と中央ヨーロッパに追いつくように

という文言が南欧の機関に対しても出ております。

異なる機関による影響力が結局は同じ方向に及ぶ

ように動いています。 

市場の動きももちろん影響があります。公共政

策にマーケットメカニズムが使われており、自治

が高まることになっていますが、ガバナンスを強

化することを求められています。より効果的、柔

軟にすることが求められています。 

ネオリベラルの逆説、パラドックスも機能して

います。市場の規制は緩和すべきだと言っている

にもかかわらず、国家の介入が増えているのが現

状です。国家が教育機関に対してこう振る舞って

ほしいという考えが浸透しています。新しいステ

ークホルダーを活用することがどこの大学の理事

会、評議会でも行われており、大学は社会に対す

る説明責任を果たすことができるようにという動

きがあります。 

新しいコントロールのメカニズムも存在してい

ます。自治は高まったかもしれませんが、国家か

ら新しいコントロールのメカニズムを導入してお

り、それが強力です。例えば、業績ベースでのフ

ァンディング、あるいは認証、アクレディテーシ

ョンのメカニズム、外部の利害関係者を理事会に

参加させなければならないということは、すべて

新しいコントロールです。 

そして今、経済危機、金融危機がありますが、

私は予言はできませんが、どういう影響があるか。

いずれにしても、財政的に苦しくなることは間違

いないと思います。 

２つ目は、国家の規制が強化されるのではない

かと思いますが、それは向こう数年間見てみなけ

ればわかりません。ありがとうございました。 
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【王】 ご紹介ありがとうございます。お招き

いただき、お話ができることは光栄です。 

中国における高等教育改革の結果です。 

本日の話ですが、４つに分けて話します。 

まず第１に概要です。中国の高等教育の発展で

す。従来はエリート教育であったところから大衆

化していること。第２に、簡単にどのような改革

が行われているのか。経済改革開放以降の教育の

改革です。並びに、その改革の結果がどうなった

か。第３に、最新の政策の動きを紹介します。特

に最近の政策を話題にいたします。 

まず、エリート教育であったところから大衆教

育化したことです。中国は 90 年代までエリート教

育が続いていましたが、高等教育への参入率はま

だ 3.4％と低い水準でした。しかし、劇的な変化が

起こったのが 98 年後半からでした。98 年から、国

務院が劇的に高等教育への参加率を増やすことに

しました。2006 年まで入学率が上昇し、22％にな

りました。高等教育への就学率は今のところ 1,700

万人となっています。 

高等教育機関で学習している入学者ですが、急

に変わっていることが右のほうでわかります。か

なり劇的に、急に高等教育に進学する人が増えま

した。このような変化があり、かつ、平均的な教

育機関の規模も変わりました。このグラフを見て

いただきますと、高等教育機関自体の数が左に書

いてあり、それぞれの学校ごとの入学者の数も変

わっております。結局、今はトータルで 1,867 の機

関になっており、平均しますと、かなり入学者の

数が増えております。当初は 3,000 ほどであったと

ころから、9,000 に増えています。平均的な大学で

あれば、規模としては１万人以上の定員を持って

いる機関が増えております。 

次に、改革とその結果です。90 年代以降の改革

ですが、４つの改革がありました。１つは、コス

ト分担が導入されていること。次に、私立の高等

教育機関が生まれたこと。第３、分権化が行われ、

地方自治体に権限が移譲されています。州、省の

政府が入っております。また、エリート機関、数

少ないところに援助を優先しております。 

第１にコストシェアです。90 年代後半からコス

ト分担が導入されました。97 年までには、公立の

高等教育機関では学費がかかっていました。98 年

の高等教育法により、さまざまなファンディング

源が認められるようになりました。例えば公的な

支出、寄附、そして、何よりも重要なのが政府以

外のところからの収入源、特に学生自身が払う学

費等のファンディングに多様化が広がりました。 

２つ目の大きな動きが、私立（民弁）学校と呼

ばれるものです。中国が建国されたのは 1949 年で

したが、その前までには著名な私立の教育機関は

ありましたが、廃止されました。そして、2003 年

になり、ようやく私立（民弁）教育促進法が制定

されました。2003 年の新しい法律に基づいて、中

国は国家として私立の教育機関の発展を促すよう

になりました。2006 年に４年制の総合大学、２年

制の単科大学に就学している学生のうち、私立に

通っている人数が 15.92％でした。 

３つ目が、分権化が行われ、国から地方に権限

が移譲されたことです。98 年以降、200 を超える

高等教育機関で、従来は中央の省庁に帰属してい

た教育機関が地方自治体に移譲されました。また、

国立の高等教育機関に就学する人数が 2000年には

20％であったのが、割合が下がり、2006年には 10％

になりました。私立に入学する人が増えた分です。 

次に、エリート教育機関にサポートを集中する

ことです。中央政府として重要な学問分野に重点

を置き、著名な国内の教育機関を世界レベルに持

っていくことを念頭に置いております。それによ

り、高等教育機関がさらに社会経済の発展に貢献

できるようにしております。 

２つの著名なプロジェクト、工程があり、１つ

は 211 プロジェクト。100 の高等教育機関をトップ

レベルとして集中的に育成すること。2006 年の終

わりまでにこの 211 プロジェクトにかけた投資は、

およそ 300 億人民元となっています。 

もう一つの重要なプロジェクトは 985 工程（プ

ロジェクト）と呼ばれております。国内で著名な
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大学を世界クラスに育成することをねらいとして

います。例えば清華大学、北京大学などがその例

です。これまでのところ、985 プロジェクトにはお

よそ 300 億人民元が投資されており、およそ 40 の

高等教育機関が選ばれています。つまり、トップ

のトップということで、トップの中のトップが 40

として特別扱いを受けています。この改革の影響

ではどういうものがあるか。 

第１に少し時間をかけて紹介するのは、収入源

が多様化したことです。さらに、この改革によっ

て高等教育自体が広がったこと、また差別化が起

こっていることです。 

収入源がどれだけ多様化したか。ごらんいただ

きますと、1998 年の時点で財政支出、つまり国か

らの助成が 60％を超過していました。高等教育機

関の 60％以上が 98 年には国から、学費はせいぜい

15％で、その他が 24％程度でした。しかし、2005

年になりますと、学費が占める割合が 34％を超え

ており、国からの財政支出が 45％で低下しており

ます。そのような大きな変化が起こりました。収

入源の大きな構造変化が起こっています。 

このチャートをごらんいただくと、各国での高

等教育の収入源が書いてあります。中国、日本。

見ていただきますと、公的支出がＧＤＰのどれだ

けを占めているかがわかります。中国は低目で

0.8％。また、中国は政府以外の収入源に大きく依

存していることがわかります。 

もう少し改革の結果のほかの次元を紹介いたし

ます。教育機関が大きくなり、差別化が起こって

いるということです。どこの国でも拡大が起こっ

ていると思いますが、大きさが変わるだけでなく、

差別化も起こっています。特に大きく変わってい

るのは第２階層の大学です。ほかの国と同様の改

革もありますが、中国独自の変化もあります。ど

ちらかといえば、中国では反対方向に動く作用も

起こっています。 

まず、ファイナンスに関して、コスト分担の理

論により、自治が高まりました。しかし、それと

反する形で、国の政策により、特定の優秀な数少

ないエリート機関に優先順位を与えることにもな

り、国による高等教育機関に対する影響力が強ま

ったという作用もあります、矛盾に聞こますが。 

また、高等教育機関並びに地方化が促されてい

ます。それにより、全体のシステムにイノベーシ

ョンが起こっていますが、いわゆる独立カレッジ

に対する政策が導入されたため、国による規制が

強化される作用もあります。いわばトップではな

くて、第２、第３階層の大学に対する作用が強化

されております。 

独立系のカレッジとは何か。高等教育機関の数

が増えた一面でもあります。ハイブリッドの特徴

を持っており、公的な通常の高等教育機関と、社

会組織が共同でつくっている国以外の組織です。

ファンディングは国家以外のところから調達して

います。学者、研究者によりますと、もともとは、

ほんとうの意味での私立の高等教育機関を国が信

用していないため、このようなカレッジができて

きていると考えられております。 

昨年導入された政策によりますと、高等教育の

中でこのような独立系のカレッジを設立できるの

はどのようなものか。高等教育機関法の第７条が

紹介されています。独立系のカレッジを建てるに

は教育水準が高くなければならない云々と書いて

あり、おおむね博士号を提供できる教育機関と書

いてあります。その３つ目の影響です。このよう

な国家の政策が導入されたことにより、いわば第

３層の教育機関が増えています。 

トップの中の国立教育大学が独立系のカレッジ

を増やしています。それにより、第３層に当たる

ような教育機関が影響を受けています。政策によ

りますと、学生が４つのグループに分けられてお

り、その学生のトップが、いわゆるタイプ１の学

士のプログラムに就学し、次のグループがタイプ

２の学士のプログラム、第３のタイプが第３の学

士のプログラムに導入されます。独立系カレッジ

の中で、いわゆる国立大学は第３グループの学生

を入学させて学費の収入を増やしています。 

その結果、いわば第３層の教育機関が上昇する
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傾向もあります。2006 年の５月までに 400 を超え

た高等教育機関が新しく設立されたか、合併によ

って拡大しており、３年間のポリテクニックが合

併し、４年間の大学もしくはカレッジにかわって

おります。 

よって、中国はまた転換点に当たり、国家と高

等教育機関との間の関係をどうするか、見直しが

迫られております。 

それでは、最近の中国の政策の状況についてお

話ししたいと思います。2007 年には、経済的に恵

まれない生徒のための財政援助制度の改革が行わ

れました。そして昨年、中央政府が国立大学のた

めのファンディングのメカニズムの改革を行いま

した。国立大学における研究開発のファイナンシ

ングの政策に関しても見直しが行われています。 

３つの政策の手段があります。まず第１が学生

の財政援助制度、経常経費に関する方程式、別の

ファンディング、それから研究開発のファイナン

シング・メカニズムです。これは国立大学のもの

です。これらが政策上の制度ということで、現在

レビューされ、改定されています。 

それでは、次に、経済的に恵まれない学生に対

する財政援助政策システムの改革についてお話し

したいと思います。最近では、これが最も重要な

政策手段として中央政府が使っています。特に２

番目、あるいは３番目は高等教育機関を中国でサ

ポートする上でも重要になってきています。こち

らが表であり、学生援助金の配分を示しています。

やや小さくて見にくいとは思いますが、2006 年に

おきましては、この学生援助の資金は大体 180 億

人民元です。 

この政府が 70億ドルが目的ベースの資金となっ

ており、例えば 2008 年から職業訓練学校などにも

提供されています。このような改革に関しては、

中央政府から出る奨学金もありますし、また、国

家奨励［Ｌｉｚｈｉ］奨学金というものもありま

す。 

３番目に、国家補助金の改善ということです。

すなわち、高等教育を受けている全学生の 20％に

対し、助成をするということです。また、国の学

資貸し付け政策などが実施されています。現在は

４種類の学資貸し付けがあります。最も重要なの

が中国の国家開発銀行の政策ローンで、実際に世

帯所在地域にある機関からのものです。この学生

ローンというのは、商業銀行のローンが多かった

のですが、４番目のこの学生ローンが提供される

ことになりましたので、金融機関がその元本を提

供し、そして、商業銀行などもかかわるというこ

とですので、政府とマーケットの間で学生に対し

てこのような学生ローンを提供しているという状

況となっています。 

また、もう一つ、中国の高等教育における改革

ということでは、国立大学のための資金調達メカ

ニズムの改革というのがあります。これは昨年の

８月のものであり、幾つかの指針があります。こ

の財政的なインセンティブ制度というものを設計

する中で、大学の機能及びカレッジの機能を考え、

また、研究や学問の分野を考慮に入れなければな

らないことになっております。この制度設計は、

現在の大学全体を１つの単位としてみなすやり方

から、高等教育機関の機能要素ごとに重点を置く

方法へ移行しなければいけないとなっています。 

３番目に、ほぼ一律の現行資金配分計算式をよ

り柔軟性のあるシステムに変えるということで、

教育の訓練コストや、高等教育機関の教育訓練の

質や、労働市場の需要を反映できるようにすると

いうことです。また、トップレベルの高等教育機

関に対する研究開発への資金援助を競争の少ない

資金提供方法によって増やすということです。 

このようなファンディングのフォーミュラにつ

いてはもう少し申し上げたいと思います。2007 年

以前は、中央政府がブロック助成金をこのような

国立大学に提供していました。これは主に２つの

要素からなっています。最初に、学生数、もう一

つの要因はインスティテューションのカテゴリー

ということであり、例えば総合大学もあれば、工

科大学、農業大学等がありますので、非常に大ま

かな分類になっています。 
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改革の後はこのファンディングのフォーミュラ

を変えて、ほかの要因も考えることになりました。

例えば、学生数、訓練の分野、コスト・フェイテ

ィングということです。そして、昨年はいろいろ

なディスカッションが行われ、いわゆるパフォー

マンスベースの予算を導入するということ。そし

て、フィスカルトランスファーを設けることで、

中央政府から地方政府にその資金を移すことによ

ってローカルな教育機関をつくるということです。 

しかしながら、現在は検討中です。金融危機が

起こってしまったので、私自身は実際にこのファ

イナンシャル・トランスファー・ペイメント・ス

キームが、中央の予算から地方財源に移されて実

現することについては悲観的です。しかしながら、

現在では、研究開発の活動をトップクラスの高等

教育機関でどうファイナンスするかということが

検討されており、中国の視点から見ましても非常

に複雑です。 

すなわち科学的な研究と教育のシステムを分離

するということが言われております。高等教育の

制度に加え、いわゆる独立した科学研究システム

というものがあります。つまり、研究機関が直接

この中央政府の下に属するということで、ほとん

どの政府の資金を基盤研究で吸収するということ

です。2005 年には２億 4,500 万の政府の研究開発

資金の中、65.96％がこのような研究機関に行きま

した。そして、わずか 20.62％が高等教育機関に行

きました。 

現在、検討中の改革イニシアチブがございます。

中国の政府は、いわゆる教育 12 年計画というもの

を策定中です。これは、国家中長期教育発展改革

計画とも言われています。現在は世論を追求して

おり、これは年度末までに策定が完了することが

予定されています。もう少し、このような政策の

イニシアチブが何であるかということが私のパワ

ーポイントの中には含めておりますが、こちらの

中には入っておりません。 

現在、中国は１つの交差点に来ていると思いま

す。国家と教育セクターの関係の意味でも、交差

点に来ていると思います。政治的な経済という視

点からも考える必要があると思います。高等教育

セクターというのは国家のためのエージェントを

育てることであり、中国の場合、そのほかの国と

比べて制度環境が違っております。 

なぜかといいますと、我々は開発の国家という

ようになっており、国家自体が一体だれがこのよ

うな人材の分野にコントロールを持っているのか。

そして、一体だれがこのような再配分のところに

かかわることができるのかということです。この

人材資本というのは生産にかかわるものですし、

また、もう一つの人材というのは、再配分です。

すなわち人材の配分が国により厳しく規制されて

いるのです。 

よって、ほんとうに中国の国家がこの高等教育

に関するコントロールを緩めるかどうかは疑問で

す。国は次の世代のエージェントを育てていかな

ければいけない。このような高等教育機関により

自立を提供するのか、また、学生や教員に関して

もそれを認めるのかどうかということです。国と

高等教育機関の関係というものもありますので、

その関係を無視することはできないと思います。

以上です。どうもありがとうございました。 
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【ライト】 丸山先生、ありがとうございまし

た。遠藤理事長、お招きをいただきましてありが

とうございます。１年前にテネシー州で、日本の

このセンターの皆様をお迎えいたしました。ナッ

シュビルにお越しいただきまして、高等教育委員

会のスタッフだけでなく、テネシー州知事も加え、

財務・経営センターの皆様とお話をいたしました。

どのようにファンディング・フォーミュラが使わ

れて資金の分配が行われているか、１年前に皆様

がお越しくださいましたので、かわりに来ること

ができて光栄です。初めて日本に来ましたが、滞

在を楽しんでいます。 

本日は、最近出現しつつある高等教育機関の改

革の政策です。なぜ改革が行われているか。タイ

トルは Making Opportunity Affordable としてありま

す。経済格差があっても、みなが学ぶことができ

る制度の構築が目標となっています。 

まず、国家としてこれをしなければならないと

いうこと。第２に、みなが参加できなければなり

ません。学生だけでなく、州にとっても十分に資

金の充当ができる制度をつくる必要があります。 

そこで、なぜこのような政策が導入されたのか、

話をいたしますが、その前に、アメリカの高等教

育の背景をご紹介します。それに基づいて改革が

どう行われているか話をいたします。これはほと

んど読めないほど小さい字ですし、複雑かと思い

ます。ただ、わざとこう書きました。つまり、見

たとおり、アメリカの高等教育制度は、日本もそ

うだと思いますが、規模が大きいことを示したか

ったのです。かつ、複雑だということを示したく、

そのとおり複雑な図です。 

従来から米国での教育制度は広く３つの水準で

考えられてきました。初等、中等、高等教育です。

しかし、最近アメリカでは、いわゆるはやりの言

葉としてＰ-16 という言葉が使われております。Ｐ

というのはプレスクール、幼稚園から 16年生まで、

それをシームレスにと考えています。教育制度は

シームレス、断絶があってはならないということ

を考えています。生産性を高めるには、16 年間の

教育が連合していなければいけないと。評議会、

連合が各州ででき上がっています。地元レベルで

も、州レベルでも、カウンシルのようなものがで

き上がり、幼稚園から中等、高等までシームレス

となるような活動が最近増えております。 

まず、学部生のプロフィールを紹介します。こ

れはNational Postsecondary Student Aid Studyという

統計データから出ております。学部生の 60％が女

子学生、40％がマイノリティーの学生です。アメ

リカでは、ほとんどの学生がパートタイムで学業

を修めています。逆に言えば、フルタイムの学生

がどれだけ増えているか、はかっているのですが、

いまだにパートタイムの人が多くいます。つまり、

学校に通いながら働いている学生が多い。 

かつ、２年制の学校が多くあります。コミュニ

ティーカレッジと言われていますが、多くの州で

は大きな存在です。フロリダ、カリフォルニアで

も２年制のコミュニティーカレッジが多く、なぜ

かといえば、これが最も数が多いからです。 

下から２つ目の点を見ていただくと、テネシー

州といえば、一般的に学歴が低い州です。したが

って、家族の中でも初めて自分が大学に進学する

という学生が多くいます。よって、学生が入学す

るときにきちんとした期待度を持っているよう、

また、成功するためにきちんとしたサポートが得

られるよう、特に注意を払っております。ほとん

どの学生はキャンパス内の寮には住んでいません。

寮があったとしても、あまりキャンパスの中の寮

には住んでおりません。コストはかなり幅があり

ます。場所にもよりますし、大学にもよります。 

どの分野の専攻があるか。経営、保健、人文。

このトップの３つが一番人気がある分野です。逆

に言えば、学部生では理工系を専攻する割合が非

常に少ないということです。また、学位の目的も

いろいろなものがあります。 

非常に簡単でしたが、学部生の雰囲気をご紹介

しました。 

それでは、さまざまな関係者に対して、アメリ

カでは高等教育というのはどのようなものかと尋
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ねると、皆さん、答えが違うと思います。従来、

教員の仕事は３つの構成要素があると考えられて

きました。教える、研究する、社会のための貢献

であると。ところが、学生に対して、なぜカレッ

ジに進学したのかと聞くと、多くの学生は仕事の

ことを考えて進学しています。もちろん、単に興

味があることを勉強したいという回答もあります

し、教養を身につけたいという回答もありますが、

やはり何度も出てくるのは、実利的な、実用主義

的な考え方をしています。やはり仕事と、その後

の収入だということです。 

さらに、地方の議会議員、知事、州の財界、産

業界の人に聞いてみますと、目的は経済の発展と

労働力の育成であると回答すると思われます。そ

れが高等教育の存在理由であると言うでしょう。

２年ごとに全米レベルでの高等教育政策組織の調

査があります。高等教育公共政策センターがあり、

リポートカードと呼んでいますが、アメリカの高

等教育機関に関するいわば成績表をつけておりま

す。 

この調査の焦点は６つか７つの分野に当ててお

ります。大学院に進学する水準の準備ができてい

るか、カレッジ、大学への進学・参加状況、きち

んと学費が払える水準であるか、卒業状況、社会

に対するメリット、学生の状況です。ＡからＦ、

Ｆはだめということ、不合格で、Ａが最もいい成

績です。幾つかの指標を勘定し、成績表が各学校

のためにつけられております。今年は初めて、Ｏ

ＥＣＤのデータを使って国際比較もしております。 

チャートやグラフ、ＯＥＣＤ各国についても入

れましたが、そこは点数はつけておりません。こ

のように全米的な組織が高等教育機関を比較して

おり、Measuring Up という報告を出しております。 

私のような立場で州の政策を考えている者にと

り、高等教育機関のねらいは何か。私どもに聞い

ていただきますと、最も重要な理由が 10 書いてあ

ります。このデータはアメリカの州立カレッジ大

学協会がまとめたものです。毎年行われている調

査で、共通テーマでアンケート調査をしておりま

すが、年度、年度ごとに重要なテーマが選ばれて

おります。明らかに、そして当然のことながら、

どこの州でも経済危機の心配をしており、それが

学費に影響を与えるのではないか、政策に影響が

出るのではないかと。いかにすれば、この経済環

境の中で差別化がされながら、州の助成金を与え

た健全な教育制度を維持することができ、学費が

上がり過ぎないようにするか、悩んでおります。

とりわけ、貧困家庭の学生も学業を継続できるよ

うに州が悩んでおります。 

また、Higher Education Opportunity Act が導入さ

れております。高等教育機会法が新しく制定され

てどうなるか、オバマ政権がどうするか、州政府

でもみんな戦々恐々として見ております。 

今申し上げた項目は、今現在州が何を気にかけ

ているか、その断片を示すものです。一方で、高

等教育に関する長年にわたる州としての政策を考

えてみると、変わらない懸念もあります。そもそ

も高等教育の役割は何なのか、労働者の教育、育

成、産業界の発展のための存在意義は何であるの

かといった経済的な側面です。しかし、品質は維

持しなければなりません。もちろん、十分な学卒

者、学歴を持った人数は必要ですが、数が多けれ

ばよいということではなく、より多く卒業させた

いからといって品質を落としてはなりません。 

これらを実施していくためには中等教育機関、

私立のカレッジとも協力し、財界とも力を合わせ、

議会とも協力をしなければいけないことはわかっ

ております。アクセスを確保することが重要です。

だれもが通うことができなければなりません。機

会均等です。あらゆる学生が高等教育のベネフィ

ットを受けることができなければならず、ある特

定の一部しかアクセスができないことであっては

なりません。 

ここからが私の話のフォーカスですが、生産性

の話です。生産性と言えばなかなか合意が得られ

ない分野で、特に高等教育の政策に関してはなか

なか生産性という言葉はなじみがないものでした。

例えば州としての教育に関するマスタープランを
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見てみますと、生産性といえば、もっと多くの卒

業者を増やすこと、卒業率を高めることでした。

可能な限り、幼いころから高等教育までシームレ

スな教育を提供することでした。 

いかにしてそうするか。高卒者が大学に入学で

きる学力を身につけているように、中等教育を出

てから、苦労せずに進学ができるように、教員の

準備も必要であり、コミュニティーカレッジと４

年制大学との連携もよくすることが想定されてお

りました。 

過去、生産性を高めようとした場合には、プロ

セス主導型でした。例えば州の説明責任レポート

が出ております。その中でも、教員に関する生産

性が書いてありますが、教えなければいけない時

間の負担であるとか、１人当たりの教員が何名の

学生を教えたかということが、フルタイム換算の

学生で計算されていました。私がフロリダにいた

際にも、教員が何時間学校にいて仕事をしている

かというデータがありました。学生の場合には何

時間勉強すると学位が取れるのかと。 

超過時間と書いてあるのは、一定時間以上勉強

しないと学位が取れないかどうかという時間です。

このようなアプローチはおもしろいディスカッシ

ョンに結びついてはいますが、だからといいまし

て、抜本的に生産性が高まることにつながっては

おりません。そこで、最近はよりゴール指向型の

アプローチが導入されつつあります。 

特に、ミッションステートメントに書いてあり

まして、先ほど紹介した Making Opportunity 

Affordable、複数の州が資金を提供するプログラム

が拡大しております。今日その段階は、州で生産

性を高めるということは、高等教育修了の資格を

持った人の数を効率を高めるという意味で、なる

べくこれまで投資したレベルを変えずに増やすこ

とを、想定しております。 

また、カリキュラムについて、米国はＯＥＣＤ

の中でも学位を取得している人数という意味では

トップではありますが、若年の労働者の学歴が、

それより高年齢の労働者よりも低くなっているの

は、ＯＥＣＤでは２カ国しかありません。その中

の１カ国が米国であり、これでは国際協力という

意味でも、経済力という意味でも、存続可能では

ないことを自覚しております。 

今ご紹介したパターンがグラフに書いてありま

す。データを分解して多くの州を見てみますと、

移民の比率が多い州では若年の労働者の学歴が高

齢の人よりも低いです。テネシーはそういう状況

ではありませんが、それでも、全体としての学歴

が相対的に低目の州にテネシーが入っており、学

歴を高めていかなければなりません。 

また、独立のリサーチグループの調査結果があ

ります。高等教育管理システム全米センターが行

っております。ここの調査によりますと、アメリ

カは追加的に 78 万 1,000 の学位を、毎年、たしか

2025 年までに輩出し続けなければ、ＯＥＣＤの中

で最もパフォーマンスの高い国に追いつかないと

いう推定が出ています。 

見ていただくと、性別並びに民種、人種で分け

てみると格差があります。つまり、まだまだとい

った一部のグループが存在しています。白人、ア

ジア人、それ以外と比べると格差があります。 

また、パブリック・ベネフィット、社会貢献の

議論が最近強く行われています。なぜ高等教育の

生産性を高めなければいけないのか、社会のため

であるという議論がよく言われております。グラ

フを見ていただくと、高等教育を行ったかどうか

ということと、１人当たりの所得が比例していま

す。アメリカの中の州でも、学歴が高い州であれ

ば、１人当たりの所得も高い結果が出ています。 

これは、知識ベースの社会で競争するための知

識が身についているということで、ニューエコノ

ミー・インデックスと呼ばれております。比例の

線が真っ直ぐにあります。学歴の水準と個人の所

得の水準、州としての経済力が連動しているので

す。このようなスライドを見ると、州の政策立案

者は大変感銘を受けて印象を強く持つようです。 

また、個人のためにもなるという議論が強く行

われております。社会のためだけではないと、個
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人のためにもなるのだということです。つまり、

学歴を高く取っておけば、将来の収益になるとい

うことで、生涯賃金が示されていす。学士を取っ

ていた場合と、高卒であった場合、高校を出たデ

ィプロマであった場合には、100 万ドル以上も生涯

賃金に差が出るというデータがあります。 

よって、この先まだ厳しい挑戦課題があります。

米国では非常にアクセスがしやすいシステムがあ

ります。例えばコミュニティーカレッジ、あるい

は公的な教育機関が存在しており、基本的にはオ

ープンアクセス、つまり入学試験で振るい落とさ

ないアクセスが広いところもあります。 

しかし、このシステムはプラスマイナスがあり

ます。漏れがあると言わざるを得ません。パーフ

ェクトな状況ではありません。例えば９年生 100

人を想定したとして、この学生がカレッジを卒業

するころには 100 分の 20 に減ってしまっていると

いうことで、漏れといった場合、入り口は広くし

ていても、きちんと修了しない、卒業ができない

学生が多く存在しているのが現状です。まず何を

しなければならないか。 

ハイスクールの卒業率を高くしなければなりま

せん。全米で９年生のうち 70％しかハイスクール

を卒業しません。ハイスクールを卒業しなかった

場合、それ以降の高等教育に行く割合はさらに下

がります。今現在、生産性を高等教育で高めよう

としていますが、そもそもアメリカはディプロマ

プロジェクトを行っており、高等教育以前の中等

教育のカリキュラムを強化しなければいけないと

いう議論も行われております。 

どのような尺度で見ようと、ごらんのように、

それぞれの州で生産性のレベルが異なります。同

じレベルの資金を学生当たりに充てても成果が違

います。ごらんのように、こちらはフルタイム換

算の学生で、100 人当たりの学部生に対し、どれだ

け単位が与えられたかをあらわしていますが、こ

のようにばらつきが見られます。したがって、今

言われていることは、適切な資金レベルを見つけ

ることが問題ではなく、現在の支出からさらに多

くのことを得るようにしたほうがよいと言われて

おります。 

また、さまざまな収入源がアメリカの高等教育

には見られますが、最も一般のもの、日常的な、

公的な機関での支出というのは、州政府や地方自

治体からの交付金、また学生からの学費の支払い

が主なものです。経済は現在低迷しており、政府

からの交付金ですが、州政府の収入が減少すると

予想されていますので、学生の学費が占める割合

がこれから増えるのではないかと言われておりま

す。 

確かに州政府は、より少ないものでたくさんの

ものをできるようにしなければなりません。州が

今の経済の現実にどう直面するかということを考

えていかなければなりません。また、多くの教育

機関では、州や地方自治体、あるいは学費のレベ

ルが全体の収入の 50％を占めていますが、州政府、

地方自治体、そして学費がそれでもまだ日々の経

費に充てる制限の加えられない収入としては大部

分を占めており、このように配分されております。 

全体の支援の３分の２が州政府、３分の１が学

費収入。また、市の政府からの助成金も多少あり

ます。テネシーにはこれはありませんが、テネシ

ーは州と学費だけで、市からのものはありません。

また、今お話ししていますような生産性の向上を

達成するには、州政府がその負担をしております

が、今後インフレ調整した学生当たりの金額を見

ますと、毎年州からの学生１人当たりの助成金は

伸び率が１％になっておりません。 

したがって、州の学生当たりの支援は変動して

おり、リセッション、景気後退があるたびに州か

らの助成金は減少する一方、学生の人数が増えて

いきますので、このように二重の負担が増えるの

です。よって、高等教育への投資も増やしていか

なければいけませんが、学生やその家族に対する

負担も増えてきております。 

こちらのスライドは、公的な高等教育の総収入

の中で過去 25年間の学生側の負担する学費の割合

を示しております。25 年前は学生やその家族の負
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担額は 20％強、25％以下でしたが、現在 40％近く

まで増えており、上昇傾向にあります。また、さ

らに低所得者層の学生が今の減少の打撃を受けて

おり、学生にかかる費用は、ますます増えてきて

います。 

そこで、先ほど申し上げた交付金ということで、

もっとみんなが享受できる機会を提供しなければ

なりません。これには２つの現実を考えなければ

いけません。１つは、もっと人的資源が主役に、

全体として必要であるということ。それが１つの

現実。もう一つは、財源は限られていること。目

標を達成するために必要な財源がまだ限られてい

ます。 

現在、アメリカのどの州を見ましても生産性が

上がっていると言えると思います。仕事をするた

めの仕事は減ってきていますが、生産性が上がっ

てくると。しかし、みなに公平な機会を与えると

いうＭＯＡという観点から考えますと、長期的に

持続可能な生産性の増加を促進するためのグラン

ドプログラムが必要です。 

そして、みなに同じように機関を提供する

Making Opportunity Affordable によって 11 の州が生

産性の向上やプランをそれに基づいてつくってお

り、そのうちの５つの州がそれぞれ 200 万ドルを

今後５年間で交付を受けて実施できます。最初の

プランニングの段階で参加している 11 の州の１つ

がテネシーですが、最後の５つの州に残りたいと

思っております。 

この Making Opportunity Affordable というのは、

重要政策としては、まず州財政を見直すこと。ま

た、入学させることに対してではなく、卒業でき

るということに対して予算を配分すること。また、

効率やコスト効果を上げること、そして、より多

くの学生に教育できる資源配分が必要です。 

まず、州政府の州財政の見直しです。講座を修

了する学生、あるいは卒業率を高めるということ、

そして、こうした財政的な援助プログラムの中で、

より進捗を遂げることができ、進歩を遂げること

が学生に需要を与える、ということが重要視され

ます。そして、以前は、学生の在籍数重視の予算

配分が使われており、つい最近まで、これによっ

て学生の人数も増えてきましたが、頭打ちになっ

たと思いますので、もうこれは使えないと思いま

す。 

さらに、教育機関の中で計算式のために、ある

一定の時間で計算をするときの段階だけで学生の

在籍数を重視し、その後どうなるかはあまり注意

しないという傾向がありますので、年度の初めで

なく、年度の終わりの学生数を重要視し、学生の

参加率、あるいは卒業率を重視するようにいたし

ます。 

また、コスト効果をどのように評価するかとい

うことですが、学術面では、卒業にかかる時間を

早めるプログラムを促進いたします。高校から大

学の単位が取得できる dual enrollment を導入する

とか、試験によって単位を取得するシステムを導

入する。また、生産性の低いプログラムの合併、

あるいは閉鎖をすることに優先順位を導入します

し、また、大きな講座のコストを下げるために革

新的なアイデアを奨励いたします。 

コミュニティーカレッジにおいて、もっと効率

よく、効果よく教育できる制度が考えられており

ます。これについては、また後でご質問があれば

詳しくお話ししたいと思いますが。また、

Articulation を、連携を強めることで重複を避けま

す。また、学生が講座でとらなければいけない時

間を減らします。残念ながら、今のシステムの特

徴でありました、学生が転校することで特定の講

座を評価する際、ある講座を、既にとったものを

もう一度とらなければいけないということがあり

ますので、それを避けていかなければなりません。 

また、運営面での効率性アップについてですが、

もっと協調を推進すること。また、購買やエネル

ギー、運輸サービスなどでもっと革新を導入して

重複を避けていきます。また、新しいモデルを導

入して、より多くの学生に対応することですが、

テネシーでの低コストの機関への対応の仕方とし

て、もっと学生が参加できるようにし、学生が上
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の学年に上がって目標を達成できるように力を入

れていきますし、在籍している学生の数も増やし

ていきます。また、学生の中で非伝統的な方法で

単位を取れることを奨励します。例えば生涯学習

などといったことです。また、できるだけ卒業ま

での障壁をなくしていきます。 

テネシーは 11 の州の１つであり、各州とも

Making Opportunity Affordable のプロジェクトに参

加することによって異なるアプローチをとってお

ります。この交付のイニシアチブを達成する上で

さまざまなアプローチがとられております。私た

ちは、政策の監査を行います。私は来週国に戻り

ましたら、さまざまな現場を訪問し、州の中でタ

ウンミーティングをして、皆様の意見を聴取いた

します。私たちの政策が現状どうなのか、また、

生産性の目標とどういう点で合致していないかと

いうことなどを、これを通して調べていきます。 

そして、さまざまな戦略グループとともにこれ

を検討し、ファンディングの計算式を再検討し、

また、学生の移動や、連携のプロセスの改善を考

えます。テネシーや多くの州では成人人口が増え

ていますので、その対応策も考えていきます。 

高等教育のマスタープランをテネシーにつくっ

ていきます、2010 年から 2015 年のものです。この

英語のスライドでは数字が間違っておりますが、

2010 年から 2015 年です。その目標は生産性を向上

させることにあります。財政のプログラムでは、

学生を教育のパイプラインの中でさらに上に行け

るようにし、生産性を上げ、またパフォーマンス

ファンディングを利用していきます。 

パフォーマンスファンディングがどういうもの

かということに関しては、また後でご質問があれ

ば、詳しくご説明したいと思います。 

プレゼンテーションの中に入っていなかったス

ライドが１つありますが、この Making Opportunity 

Affordable というイニシアチブに関しましては、ま

だ答えの見つかっていない疑問が幾つかあります。

１つは、この生産性を向上することの現実的な限

界は何であるか。毎年全国で何万人という大卒生

が増えることは大きな変革ですが、ほんとうにこ

れが持続可能かどうかということを考えていかな

ければなりません。 

また、重複している教育プログラムの閉鎖、統

合をいたしましたが、それは学生の行動、学生の

選択肢にどう影響するでしょうか。ほかにも幾つ

か答えの見つかっていない問題がありますが、時

間がありませんので、最後の点だけ申し上げたい

と思います。 

経済が回復した後、生産性向上を継続するよう

な政治的なサポートが続くのか、あるいは、もと

の状態に戻ってしまうのか。そして、生産性を向

上させるということは、単に、さらに政府からの

高等教育への投資を減らすことにつながるのか。

より少ない投資でより多くのことができるのであ

れば、投資をますます減らすことになってしまう

のではないのか。こうした問題の回答はまだ見つ

かっていません。 

しかし、より多くの学生を入れるようにするの

ではなく、むしろ、各州でもっと卒業できるよう

に努力していく必要があると思います。ありがと

うございました。 



「グローバルな視点から見た高等教育システム改革」 

サイモン・マージンソン
オーストラリア/メルボルン大学高等教育研究センター教授

パネルディスカッション

【司　会】

丸　山　文　裕
川　嶋　太津夫

　
 【ディスカッサント（アルファベット順）】 

アルベルト・アマラル
サイモン・マージンソン
エバンシア・シュミット

王　蓉
デイビッド・ライト

水田 健輔

閉　会　挨　拶吉　田　　靖
国立大学財務・経営センター理事

論　　　　文「欧州の高等教育における最近の動向」 

アルベルト・アマラル
ポルトガル/ポルト大学教授 兼 高等教育政策研究センター長

「National system reform in global context:
The case of Australia, with some remarks about
the Asia-Pacific and other international examples」

Simon Marginson
University of Melbourne

発表資料（発表順）



－35－ 

【シュミット】 ご紹介ありがとうございます。

また、今回は、私の「デンマークの高等教育制度、

北欧の視点より」の発表をさせていただきますこ

とを大変うれしく思っております。近年の改革と

その影響についてお話をさせていただきます。 

このシステムのご紹介をする前に、私からアウ

トラインをご紹介したいと思います。まず、背景

的なことをお話しすることにより、なぜこのよう

な改革が導入されたかをご理解いただきたいと思

います。 

次に、デンマークの高等教育制度についてお話

しいたします。高等教育の財源について、また、

近年の改革とその影響、どのような強みと弱みが

この改革によって導入されたのか。さらなる改革、

それから、まとめと問題提起、または他の北欧諸

国との比較ということでお話をさせていただきま

す。 

まず背景ですが、我が国は極めて積極的な高等

教育及び研究政策を持っております。極めてとい

う言葉がつく場合もあります。なぜかといいます

と、大臣は改革を重視して、多くのことを変えた

いと考えているからです。もちろん、これはこの

背景にもよると思いますが、政府は、高等教育は

国家の目標を達成するための１つの手段として考

えています。これはデンマークのみならず、その

ほかの多くの国でもそうだと思います。特に北欧

諸国ではそうだと思います。リスボン戦略いうの

が１つの牽引力となっております。それ以外には

バルセロナ目標、ボローニャ・プロセスがありま

す。 

高等教育と研究が 2006年に初めて国政選挙での

争点となりました。もちろん、これはデンマーク

にとりましては新しいことです。ほかの国はどう

かわかりませんが、高等教育や研究をどう活用す

ることによって国家の目標を達成するかというこ

とが、今回初めて問われました。 

2003 年に政府が新大学法を導入しました。そし

て、2004 年には研究協議会の再編が起こりました。

2006 年には、政府がグローバライゼーション戦略

を導入しました。もちろん、その目的はグローバ

ライゼーションのいろいろな課題に直面するため

です。そして、2007 年と 2008 年には大学や政府の

研究機関の統合が起こりました。 

このような背景をもとに改革が行われました。

改革とその影響についてお話をします。まず最初

に、デンマークの高等教育とはどういうものでし

ょうか。デンマークは、公的資金による機関だけ

で、私立の高等教育機関はありません。そして、

高等教育機関は３つの省庁の管轄下にあります。

これがいろいろな問題を生んでいます。ＯＥＣＤ

はこの制度を批判しておりました。しかしながら、

ＯＥＣＤの報告書が 2004 年に出て以降も、特に何

も起こりませんでした。 

まず教育省があります。これは高等教育センタ

ーを管理しており、現在ではユニバーシティーカ

レッジと言われております。また、文化省もあり

ます。これが芸術教育機関を担当しております。

また、科学技術開発省があります。すべての大学

がここに属しています。デンマークの大学は研究

をベースとしており、博士教育を提供しておりま

す。 

高等教育は公的財源で賄われております。しか

しながら、資金は教育用と研究用に分かれていま

す。教育はタクシーメーター・システムによって

賄われています。これはアウトプットベースの財

源であり、過去の試験の合格者数に基づいて資金

を獲得します。その年が悪くて、試験の合格者数

が少ない場合、財源という意味でも悪い年になる

のです。 

この研究資金には基盤的資金と外部資金があり

ます。基盤的資金というのは一括配分されていま

す。65％が国から、また、13％が民間企業から出

ています。もちろん、それ以外にもＥＵなどの財

源があります。 

この資金及び教育機関をごらんいただきたいと

思います。黒い矢印、赤い矢印があります。黒い

矢印は教育資金をあらわし、赤は研究資金をあら

わしています。研究資金は、特に芸術教育機関の
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場合には、大学などと比べて少ないことがおわか

りいただけると思います。 

最初の改革が導入されたのが 2003 年であり、新

大学法が導入されました。この新大学法により、

大幅な改正がもたらされました。大学法というの

は今後評価されることになっております。国際的

な専門家のパネルがもう既に整っており、この評

価の結果が 2009年度中に出ることになっています。

この大学法のねらいは、経営管理を強化すること、

スムーズな意思決定を行うこと、そして戦略目標

の実効を強化することです。 

この新大学法により、教育機関は自律機関とな

りました。すなわち大学は自律、自治権を獲得し

ました。しかしながら、これは相対的なものです。

なぜなら、大学は現在でも教育省の管轄下にある

からです。さらなるステップとして自律性が高ま

ってくると思いますが、もちろん、教育省が大学

を何らかの形でコントロールしようということは

変わりません。 

この新大学法により、一般社会や企業との交流

を明白に要求しています。そして、いろいろな優

先順位、あるいは戦略的な選択などが大学レベル

で行われています。また、大臣が理事会のメンバ

ーを任命します。理事会のほとんどの人たちが外

部の人たちです。理事長も外部の人です。そして、

理事会が学長を任命します。学長が学部長を任命

します。そして、学科の長なども選択しますので、

以前は合議制でしたが、これが新たな理事会とな

りました。過半数が外部のステークホルダーとい

うことになっています。 

2006 年には、政府がグローバライゼーション戦

略というものを出しました。これは、改革のプロ

セスの中でも非常に大きな第一歩となりました。

政府はグローバライゼーション・カウンシルを設

立しました。その議長が首相、また、閣僚が５名。

その中には財務大臣もおりましたし、また研究開

発イノベーション大臣もおりました。そして、主

な社会の部門の代表者 21 名からなっております。

このカウンシルは 350イニシアチブを出しました。 

研究や教育にかかわるものもありました。この

目的は、グローバライゼーションに対応し、リス

ボン戦略の目標を達成するためのものでした。こ

のグローバライゼーション戦略の中には、いろい

ろな優先課題が出され、そして、開発契約も導入

しました。開発契約と大学の目標の達成度がリン

クしています。それが契約の中に書かれています。

また、高等教育の質評価などについても触れてい

ます。この評価は、国際的な専門家が評価をする

ことになっています。また、デンマークの教育機

関もベンチマークを使います。これはまだ実行さ

れておりませんが、これから実行されることにな

っております。 

この改革は、教育機関のみならず個人のレベル

でも影響を与えています。また、教員のレベルに

おいても影響を与えております。高等教育機関は

自律性を獲得し、自治を強化しています。すべて

の権力が現在ではトップに集中しています。です

から、権限が教員からそのほかのステークホルダ

ーのほうに移行したのです、この高等教育機関の

場合には。ということは、教員の影響力が大きく

低下してしまいました。教員や職員が研究事案に

対する決定権を失ったのです。よって、ある特定

の分野でのリサーチをする場合には、それぞれの

学部長と話をしなければならない。学部長がそれ

に合意をしてくれたならば、そのリサーチを行う

ことができる。そうでなければできないというこ

とですので、非常に大きな変化がリサーチの分野

でも見られています。個人レベルでもそういう影

響が出ます。 

そのほかの大きな変化としては、現在では戦略

的にリサーチや教育の活動を選択しています。こ

れも教育機関レベルで行われています。 

もう一つの革新は、現在では知識の普及、特に

民間部門への普及が義務づけられています。すな

わち、すべての研究者は社会に出ていって、その

研究の成果を普及させなければいけません。これ

は１つのイノベーションです。それぞれが満たさ

なければなりません。高等教育制度の中では、自
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律性という話をいたしますが、制度としての自立、

個人の自立が語られています。省が自律性と言っ

た場合、教育機関の自律性あり、個人の自律性に

ついては語っていません。よって、大学の教員の

自律性、自由は下がっています。一方、権力がト

ップへ集中しています。理事会、学長、学部長に

権限が集中しているということです。 

2007 年、2008 年において、統合のプロセスが始

まりました。12 の大学が以前はありましたが、現

在では８の大学になっています。多くの大学は政

府の研究機関と統合しています。これはトップダ

ウンのイニシアチブで行われました。しかしなが

ら、理事会は潜在的なパートナーに関して提案す

るように言われています。これにより、非常にダ

イナミックな、非常に大変なプロセスになりまし

た、１年の間にこの統合のプロセスが最終的なも

のとなりました。 

よって、何らかのパニックが研究機関や教育機

関の中にありました。一体だれと連携したらいい

のか、どこと統合したらいいのかということを考

えなければいけませんでした。このプロセスは十

分に考えられたものでない、また十分に研究し尽

くしたものではなかったのです。この統合のプロ

セスの結果がどうなるかはまだわかりません。 

それぞれの機関がいろいろな目標や、活動や、

文化などを持ったところと統合し、大きな機関と

なり、教育や研究をさらに強化することになりま

した。そして、その機関のプロフィールをさらに

強化し、高等教育の機関の競争力を増そうとしま

した、国際的に見て。しかしながら、先ほども申

しましたが、この成果がどうなるかはまだわかり

ません。この統合のプロセスの影響に関しては、

数年後に調査研究することになると思います。 

これが新しい高等教育の新勢力図です。これは、

常勤の職員数です。非常に大きな大学もあれば、

小さい大学もあります。コペンハーゲンＩＴ大学

は小さいです。また、コペンハーゲンビジネスス

クールも小さいです。この教育機関はほかの教育

機関と合併をしたがりませんでした。よって、ま

だ規模も小さく、独立した大学として残っていま

す。 

次に、リサーチのファンディングですが、まず

基盤的な資金が一括して大学に与えられておりま

す。また、外部資金もあります。この基盤的助成

金の制度の強みは、安定した予算が確保されるこ

と。そして、長期的な計画が可能になることです。

これは構造変革のためにも重要であり、社会経済

状況の変化に伴う柔軟性が確保できます。新しい

研究分野への適応も可能になります。 

このシステムの弱点ですが、基本的な基盤助成

金の配分は、質、成果物、開発契約目標の達成度

に基づいて行いますが、その関係がわかりにくい

という問題があります。これは、政府が対応した

いと考えているものです。政府は、開発契約と、

その教育機関の成果を関連づけたいと考えていま

すが、今まだその関連性がありません。しかし、

短期間でこの問題に対応する予定です。 

もう一つの問題は、資源の配分が過去の要因に

基づいていることです。したがって、新しい大学、

あるいは小規模な大学が研究環境を強化し、競争

力を向上することは困難となります。つまり、過

去の経緯、歴史的な要因に資源が配分されるとい

うこと、これはだれもよくわからないことですが、

例えばコペンハーゲン大学が一番大きな教育機関

ですが、コペンハーゲン大学が一番多くの資金を

得、その同じ額を受け続けています。これが通常

どおりのことです。しかし、政府はこのシステム

を変えようしています。大きな大学、伝統的な大

学はこの面について非常に否定的です。しかし、

新しい大学は変更を求めています。 

次に、研究資金ですが、外部の助成についてお

話ししたいと思います。このシステムのメリット

は、もちろん、もし競争があれば、それによって

質が向上します。しかし、幅広い範囲に助成金を

与えて、また長期的な助成金でなければなりませ

ん。競争によって、さらに関連性や研究の適用性

に関心が高まることになります。また、研究助成

の新たな可能性も提供されます。特に学際的な研
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究についてです。研究協力体制の強化にもなりま

す。ほかの研究機関と競争するためには、外部の

助成金を引きつけるために同僚と協力し合う必要

が出てくるからです。 

次にデメリットです。競争的な資金、助成金と

いうのは、範囲が狭いために独創性や革新性、リ

スクテーキングを研究の分野で促さないという問

題があります。また、もう一つのデメリットは、

すべての科学分野がこのような助成金を受けられ

るとは限らないということです。これは、人文科

学、社会科学分野で特に言えることです。大学は

助成金を受けやすい分野を重視することになりま

す。自分たちの能力がすぐれている、得意として

いる分野ではなく、非常に賢く助成金を受ける方

法を考えますので、受けやすい分野を重視するよ

うになります。また、競争助成金の割合が増える

と、大学は長期的な計画をつくりにくくなります。 

さらなる改革についてですが、１つは、基盤助

成金が教育や研究の質に基づいて配分されるとい

うこと、さらに知識の普及に基づいて配分される

ということです。そして、科学技術イノベーショ

ン省がその指標を現在作成しています。これは、

2009 年に提示される予定となっていますが、今政

権は過半数をとっていませんので、政府はほかの

政党と協力しなければ法案が可決されません。 

したがって、非常に興味深い議論が国会のレベ

ルで行われております。どのような指標を使うべ

きなのか、研究の質を評価するためにはどのよう

な指標が必要なのか、さまざまな議論がされてお

ります。また、教育の質については、評価のメカ

ニズムが多少できておりますが、一番難しいのは

研究の質の評価の仕方です。 

次に、助成金と契約との関連性についてです。

先ほどもお話ししましたが、ここでおもしろい点

は、2010 年には公的助成金の半分が競争的助成に

なるということです。そして、これは政権党、過

半数をとっていない与党と野党との議論になって

いるテーマです。 

また、もう一つは、リスボン戦略の目標を達成

することですが、公的な研究開発投資はＧＤＰの

１％にならなければならないということ、そして

民間部門が２％提供するというものです。 

政府は資金の配分の基準もつくろうとしていま

す。２つの項目があります。１つが質、もう一つ

が関連性です。質については、これもさまざまな

問題をはらんでいます。幾つかの基準は現在検討

されています。例えば、発表業績、引用数、外部

研究資金獲得額、そして国際的な活躍などですが、

政府からさらなるイニシアチブを提示してもらい

たいと、今待っている状態です。関連性について

は、これも大変興味深い点です。１つが、ほかの

部門との関連性。例えば特許やスピンオフなどの

ことです。もう一つが、社会全般との関連性です。

そして、教育のためということになります。 

しかし、先ほど言いましたように、これらはす

べてまだ検討中です。 

幾つかの結論を申し上げたいと思います。まず

リスクです。リスクとしては、大学が優先分野、

重点分野に専念しがちです。つまり、基礎研究は

現在優先分野ではありません。大学は頭がいいの

で、優先分野に集中することで資金を得ようとし

ます。 

もう一つが高等教育機関の戦略的運営です。こ

の戦略的運営が資金提供機関に移行する可能性が

あります。優先順位を決めるからです。 

官僚主義も増大しています。現在、統治機構が

大きくなっています。つまり、現在大学でのさま

ざまな地位で空席になっているのは、ほとんどが

事務的、行政的な地位です。教授や教員ではなく、

事務的な職員の空席に、どんどんと人が入ってき

ています。よって、この行政部門、事務部門が拡

大しています。 

また、研究者はアウトプット、成果物を出さな

ければなりません。これが、資金と開発契約での

もとでの義務と関連があるからです。これが独創

的な研究、革新的な研究、リスクテーキングに影

響しますし、もちろん教育にも影響します。研究

という部分がますます重要になってきています。
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教育に比較して、相対的に研究分野が重大になっ

てきています。 

新しい制度ではチャンスもあります。競争が拡

大すると質が向上します。生産性が高まります。

そして、大学の国際的な競争力が磨かれることに

なります。また、非常に具体的なフィードバック

を生産性の高い研究者に与えられます。外部の資

金がある場合には、例えば自分の給料が上がりま

す。自分の給料を教育機関と交渉していきますの

で、外部の資金が多ければ、外部のプロジェクト

もあれば、自分の給料を、それを使って交渉でき

ます。また、社会との関連性の高い研究ができま

す。この新しい制度では、研究成果を普及させ、

商品化させる資源が増えることになります。これ

が新しいシステムが提供しているチャンスです。 

しかし、幾つかの問題も提起されます。最初が、

いわゆるマタイ効果と呼ばれているものです。既

に定評のある研究者、地位を確立したグループで

あれば、優遇されます。これは若い研究者や、女

性や、新しいアプローチ、新しいパラダイムに影

響することになります。つまり、このシステムは、

既に確立された定評のある研究分野に有利なシス

テムです。もちろん研究者は、リスクの低い研究

分野を指向し、すぐに成果の出るものを求めます

ので、革新的な分野、オリジナルな研究は無視さ

れるおそれがあります。 

もう一つの問題は、異なる大学、つまり伝統的

な大学と、違う学部、学科を比較できるか。例え

ば領域、分野が違う際の発表業績を比較する基準

は何でしょうか。もちろん教育にも影響します。

もう一つの問題は、高等教育機関の自治です。先

ほど言いましたように、高い自治が認められてい

ますが、科学技術教育省にまだ大きく依存してい

ます。研究者の自立というのも、問題です。現在、

研究者の自立は限られています。また、統合の影

響がまだわかっていません。 

資金の配分が指標に基づいて行われるという制

度を導入しますと、Ａ大学対Ｂ大学という構図が

できてしまいます。デンマークのような国では７

つか８つの大学しかないので、ＩＣＴ大学は小さ

いので７つの大学と言えるかもしれません。です

から、現在は大学のランキングはまだありません。

どの大学も同じ立場にあります。しかし、Ａ級大

学とＢ級大学というものができてしまうようなシ

ステムを導入するおそれもあります。 

北欧の近隣諸国を見てみますと、まずフィンラ

ンドは、高等教育は大学とポリテクニックからで

きています。こうした２通りのシステムがあり、

これは地域性に基づいています。地域的な側面が

考慮されています。また、ポリテクニックを導入

することにしたのは、フィンランド経済がエンジ

ニアや技術者をさらに必要としているからです。 

そして、政府は教育研究開発計画を 1999 年に導

入しました。これは非常に野心的なプランでした。

競争と教育機関の評価が導入され、生涯学習、高

い水準の助成が導入され、また、この開発計画の

中核は教育機関をさらに国際化させることです。

しかし、同時に、より地域的な側面もあります。

教育機関は全国に立地され、地域的な側面にも対

応できるようにしています。 

このシステムの特徴は、高い自治の促進、業績

主義の運営、専門の指導者の導入、理事会メンバ

ーとして外部の代表者の招聘、そして開発契約の

利用です。 

政府は、アマラル先生もおっしゃっていました

が、統合やコンソーシアム、提携、大学連合や、

教育機関同士の協力が支持されています。 

2009 年、新しいエリート大学がヘルシンキ地区

で導入されます。これは、ヘルシンキ大学とほか

の幾つかの教育機関が統合されて、アマラル先生

もおっしゃったイノベーション大学になります。

これがフィンランドの主な特徴です。 

次にノルウェーです。ノルウェーは、質の改革

を 2002 年に導入しています。この改革は 2007 年

に評価されました。そして、この改革によって高

等教育の計算式に基づいた助成モデルが導入され

ました。目的は教育の改善、研究成果物の増加で

す。また、外部助成の拡大、そして、自治や戦略
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的意思決定の促進です。 

このモデルで資金を配分するのに教育資金の場

合は単位数、卒業者数に基づいて配分されていま

す。発表業績で新しいランキングのシステムも導

入されました。デンマークはノルウェーの発表業

績のランキング方法をまねて導入しております。

また、地理的な集中や地域的な側面も考慮に入れ

ています。北欧諸国では、フィンランドも、ノル

ウェーも、そしてスウェーデンでは、地域的な側

面が非常に重要です。デンマークはそうでもあり

ません、小さな国なので。しかし、ほかの北欧諸

国では、これが改革を推進する要因となっていま

す。 

次にスウェーデンです。スウェーデンの高等教

育は大学とユニバーシティーカレッジからなって

います。主な改革は、1977 年のもので、すべての

中等後の教育が一つのシステムに統合されました。

1993 年の高等教育法により、意思決定の分権が導

入されました。そして、教育機関の効率化が高ま

り、また成果物、アウトカムのコントロールも導

入されております。学生数や業績評価に基づく新

しい資金配分制度も導入されました。そして、新

しい点ですが、大学の第３の役割が導入されてい

ます。スウェーデンが第３の役割ということで言

い出した最初の国だと思います。地域社会に貢献

するということです。また、グローバライゼーシ

ョン・カウンシルが 2006 年に設立されました。そ

の結果はまだわかっていませんが、間もなく出て

くると思います。2009 年、今年中にはこれができ

ると思います。 

スウェーデンのシステムは、ローカルな側面、

あるいは地域的な側面も考慮に入れています。デ

ンマークとフィンランドとスウェーデン、これら

の国々は高等教育を国家戦略の一部としています。

知識社会をつくること、そしてグローバル化に対

応するという国家戦略の１つとしています。 

ノルウェーでは、グローバライゼーションより

も国際化ということをよく言います。また、高等

教育レベルで自治が促進されています。外部の関

係者の影響も見られます。非常に強いようです。

また、評価の結果、業績の契約、競争など、これ

はアマラル先生が先ほどご紹介された概念ですが、

こうしたものが導入されています。 

また、地理的な統合、組織的統合、コンソーシ

アム、連合、提携、異種機関の協力というものも

見られるようになりました。もちろん目的は高等

教育の特色をさらに明確にし、国際化、グローバ

ライゼーションに対応することです。デンマーク

が最も急進的に改革を導入した国です。 

ご清聴ありがとうございました。 
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【マージンソン】 こんにちは。丸山先生、ご

紹介ありがとうございます。本日は、国立大学財

務・経営センターにお招きいただいたことを感謝

申し上げます。また東京に来ることができてうれ

しく思います。通訳は頑張っていますし、通訳の

皆様、参加者の皆様、資料がおくれて申しわけあ

りません。ジャスト・イン・タイムのシンドロー

ムになれてしまったのでしょうか、ＮＰＭの時代

ですべてぎりぎりまで用意をしないという癖がつ

いてしまったのかもしれません。 

ところで、オーストラリアでは 20 年以上大学改

革が行われており、さまざまな文献に記録されて

いますが、本題に入る前に、私どもがきょう話し

合っているトレンドをどう解釈しているかご紹介

したいと思います。 

まず、論文については、自治、自由について、

高等教育機関について述べております。次に、最

近の知識経済に対して高等教育機関がどういう役

割を果たしているのか。さらに、ニュー・パブリ

ック・マネジメント、ＮＰＭとネオリベラリズム

の区別、そして、グローバル化の区別を説明して

おります。重なるところもありますし、相関関係

がありますが、それぞれ異なる動きなので、それ

を記述しております。 

また、豪州における大学改革をご紹介します。

さまざまな批判が言われておりますが、豪州にも

当てはまるかと思います。アングロ・ウエストミ

ンスター・グループと呼んでおりますが、イギリ

ス、ニュージーランド、オーストラリアで共通の

特徴があります。この３カ国のウエストミンスタ

ー国とも言えるところの特徴、そして、ほかのヨ

ーロッパとの違いはグローバルマーケットとして

留学生を受け入れる形でクロスボーダーの関与を

持ち、輸出として収入源を得て、政府以外のとこ

ろから収入源をつくっているということです。論

文の中では、改革を描写して、想定された結果と

想定されていなかった結果を書いております。ま

た、他国との比較、自由の形態、知識経済におけ

る高等教育の役割をまとめとしています。 

自己決定ができる自由の問題は高等教育のガバ

ナンスと規制とがかかわった問題であり、研究に

おける自律性の発掘や機関のリーダーシップのた

めの戦略的な自主性が必要な性質ですし、実務者

にとっては自由それ自体が目的だと思いますが、

それ以外の人にとっては、自由は高等教育のメリ

ットを享受するための手段であり、媒体です。 

一方で、自由は制約を受けていますが、きょう

はそのような話が出ていると思います。高等教育

における自由を見てみると、さまざまな制約がわ

かります。しかし、自由といっても複数の側面と

次元があります。ノーベル経済学賞を受賞したア

マルティア・センによりますと、エージェンシー

の自由とは、アイデンティティー、中心となる意

思、目的感であると。一方で、管理としての自由、

負の自由とは、制約が外部からかかっていないと

いうことです。大学と政府との関係が多く話題に

なっておりますが、これはコントロールとしての

自由です。 

実質的な自由、あるいは力としての自由、これ

もセンのペーパーに出ていますが、これは正の積

極的な自由であり、物質的な手段を得てみずから

選択肢を選ぶことができるということです。今申

し上げた話は整合性はありますが、お互いなくし

て存在することも可能です。特に高等教育におけ

る改革は、一方を進めるか、あるいは他方を進め

るか、後退させることもあります。改革によって、

直接の管理を排除するかもしれません。それで自

治の自由が高まるかもしれません。 

しかし、公的資金を同時に減らされるのであれ

ば、実質的な自由から、減らされる自由があるか

もしれません。あるいは、条件がつけられるかも

しれません。それによって学習的な意思決定の範

囲が狭まるかもしれません。それによってエージ

ェンシーの自由が狭まることになります。 

それでは、最近出現しつつある知識経済におけ

る高等教育の役割です。まずリサーチの政策です。

この 20 年間、財政界における政策は大学の研究が

直接、知的財産権と知識を生み出すことに貢献す
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ると言ってきました。知識経済といえば、各国に

とっては売ることができるものを科学から生み出

すということです。一般的に売れるものをつくる

ということです。 

しかし、高等教育機関で研究した場合の主たる

便益は、国の革新制度の中では取引ができるもの

を直接生み出すことではありません。まずオープ

ンソースと知識を生み出すことです。それができ

れば、サプライチェーンに入れることができ、さ

らに幅広い産業に使うことができ、さまざまなチ

ェーンの中で活用することができます。 

90 年代にインターネットが広がり始め、知識経

済が広まりました。それによってグローバル知識

にみながアクセスできるようになりました。グロ

ーバル知識が世界すべての業界と産業界でイノベ

ーションプログラムに使われております。当初の

クリエーターが想定しなかった目的にも使われて

おります。ノーベル賞を受賞したスティグリッツ

教授いわく、経済の言葉で言えば、知識は主とし

ては波及効果である、また、公共財であると言っ

ております。 

まず知識があれば、財産としての特性を維持で

きるのは創生された段階と最初の普及の段階だけ

であると。ここの段階では早い者勝ちです。しか

し、一たんある程度広まってしまいますと、その

知識は有用ではあるけれど、もはや独占はされて

いない。競争相手がいないわけではありません。

そして、みんなが知ればその市場価格はゼロにな

ります。だれもが使うことができる。したがって、

だれもが経済的に独占したりすることはできない。 

高等教育は多くの商業的な知的財産権のスター

トポイントではありますが、実際に大学をインキ

ュベータとして使っている企業はマイノリティー

でしかありません。一部のパートナーシップや大

学と企業のパートナーシップが知的財産権の価値

をとらえることはできますが、これはまれなこと

です。バイオテクノロジーと電子工業分野に限定

されています。データを見ますと、多くのところ

で大学のリサーチの方向を変えて知的財産権の商

業化をここ数十年行っておりますが、高等教育が

直接売ることができるものをつくることができる

か、その役割はとても小さいです。 

仮にアメリカであっても、イノベーションシス

テムの中で大学のコストを知的財産権がカバーし

ているかといいますと、５、６％でしかありませ

んので、なかなかほかの地域ではまねができない

と思います。ＯＥＣＤは、ある段階においては知

的財産権を商業化せよと、サッチャー政権のとき

に、80 年代、最も声高く述べていた段階ですが、

ＯＥＣＤは立場を大きく変えております。 

高等教育機関のレビューのレポートを各国で調

整して、昨年報告を出していますが、ＯＥＣＤい

わく、大学における知的財産関係の商業化によっ

てマイナスの影響が出てきたと報告しております。

つまり、逆に、知識の普及を遅くしていると。経

済に貢献していないと言っています。これは国の

レベル、世界レベルで当てはまります。 

主として商業化する知的財産権を直接生み出す

ことに焦点を当てるのではなく、大学は、これか

ら広く普及できるようなオープンサイズの知識を

生み出すべきであると、昨年ＯＥＣＤは発表して

おります。同じくＯＥＣＤの報告の中で、学会の

自治が必要であると述べております。とりわけリ

サーチプログラムをどのように選定するのか、学

会の自治が必要であると。短期的なプロダクトフ

ォーマットへの集中が過度に過ぎると述べていま

す。 

そういう見方をいたしますと、基礎研究の範囲

が狭まると述べていますが、非常に重要なコメン

トだと思います。これは、ＯＥＣＤの立場の大き

な変化だと思いますが、その背景にはオープンソ

ース知識が直接広がっていることがあると思いま

す。 

同じような点が高等教育の教育についても当て

はまるかと思います。輸出財としての高等教育を

開発するためにアングロ・ウエストミンスターの

３カ国では、直接経済価値を生み出そうとしてい

ます。 
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政府ではなかなかできなかったことです。よっ

て、このような形で留学生を教育することが、い

わば民間のための財として開発されています。し

かし、教えることは、社会のためではなく、個人

のためにもなります。どの大学のプログラムであ

っても、高等教育の学科、カリキュラムには社会

的な基礎能力に寄与する一般教養の要素が入って

いますし、経済的な波及効果を生み出すものです。 

商業プログラムであっても、高等教育の重要な

経済的役割は直接卒業生のためのメリットを生み

出すことだけではありません。生産性とバリュー

をクリエートする力を生み出すことにより、いず

れはすべてのビジネス、実業界のセクターに役に

立つことを想定しているはずです。とはいえ、そ

の増えた価値が必ずしも賃金だけであらわされる

ものではありません。 

高等教育は条件です。それにより、いずれはほ

かの分野でのバリュープレゼンスにつながる可能

性を持つものです。卒業生、学卒者は知識を得ま

す。ほとんどが公共財であると。その知識を広く

キャリアを通していろいろな場で使うのです。さ

らに、みずからがどのように公共財として知識を

身につけるかを学ぶのです。知識は公共財である

からこそ、労働市場の賃金だけで報酬を得るわけ

ではないのです。言いかえますと、教育であれ、

研究であれ、高等教育の間接的、経済的な役割は、

将来の経済のほかの分野において生産と革新に貢

献することであり、これがより重要なのです。直

接的に経済的価値そのものを生み出すことではあ

りません。知的財産権を商業化するという直接的

な経済価値であるが、みずから資格を得るという

直接的影響以外のところでの間接的影響が重要な

のです。 

ＮＰＭです。73 年から 74 年にかけて第１次石油

危機、70 年代に全世界的な景気後退があってから、

政策の背景が３回大きく変わっており、全世界共

通でした。タイミングの差はありますが、ひょっ

としたら今回の金融危機は、第４の全世界的なも

のかもしれません。ただ、だれもその先はわかっ

ておりません。 

最初の変化は、政府主導の福祉国家の進化が突

然とまったことです。なぜかといえば、1955 年以

降、マネタリズムが採用されたためでした。政府

主導の投資による福祉国家づくりがとまり、財政

の効率性がさらに強調され、政府に対する期待が

縮小しました。その結果、高等教育機関において

は自己責任、権限の移譲が広まり、まだこれが高

等教育を含むさまざまな社会分野で広がっており

ます。 

２つ目の変化は、ＮＰＭが 1980 年代の半ばに導

入されたことでした。当初はプログラムの予算策

定並びに公共部門における効率化の動きが多くの

国で始まったことで、ＮＰＭでは公共行政と教育

がビジネスの横で説明されます。さまざまな活動

が目標成果物主導になり、中央で縛り、活動を指

示するという強化が定められました。同時に、下

部の部門がみずから行動を起こす力も高まりまし

た。分権化、そして、先に指揮系統の下のほうに

責任を落とすことによってできました。処罰、イ

ンセンティブが導入され、中央から管理ができる

ような形で権限移譲が行われました。 

説明責任と監査によってコントロールを強化す

る仕組みも導入されました。外部からの監査も行

っておりますし、品質保証も導入され、一般的に

言い、ＮＰＭのシステムでは、少ない投資で多く

の成果を出そうとし、さらに予測可能性を高めよ

うとしました。ＮＰＭ改革の目標は効率的に配分

することで、しばしばアントレプレナーとしての

力をつけることも想定されておりました。 

使われているメカニズムは、資金の競争的な配

分、プラス、計算式を使った分配で、中央におけ

る意思決定のプレッシャーが小さくなりました。

例えば予算によって管理をする、ターゲット、プ

ロダクトフォーマットを決める、成果物の目標を

透明性のある業績管理をする。ＮＰＭの形態の中

には法人化された大学、地方自治体も含め、専門

化された運営幹部が会社のようなＣＥＯが指導す

るタイプも含まれております。しはしば高等教育
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では収入に関する部分的な多元化もあり、公共団

体あるいは部局が自己収入を得ることを期待して

おります。 

多分、最も創意工夫に富んだＮＰＭは 1980 年代

のサッチャー政権時代のものです。これは全世界

で高等教育において幅広く取り入れられました。

しかしながら、このサッチャーのＮＰＭについて

はイデオロギー的な要素がありました。これは、

英語圏で影響力があった、また、世銀にも影響力

があったと思われますが、普遍的な形でこれが取

り入れられたのではありません。 

イデオロギー的なサッチャー主義、これは新自

由主義と呼ばれておりますが、高等教育、それか

ら研究でつくられるその財はプライベートグッド

であるということ。そして、組織のパラダイム、

あるいはシステムは、この競争する企業の間の経

済的な市場であるということです。 

これは、その主流のＮＰＭと重なります。例え

ば競争的な資金の配分であるとか、プロダクトの

フォーマット、収入源の増加、そして、プライベ

ートセクターの供給ということです。しかしなが

ら、この新自由主義のＮＰＭに関しては、国家の

強い力が維持されたということで、いろいろなフ

ラストを感じております。また、イギリス以外の

国においても、政府がコントロールしていました。

そして、この新自由主義というのは、その財政上

の制約に対するイデオロギー上の妥当性を与えま

した。官僚支配を隠すためにも使われていました。 

３番目の変化はグローバル化です。すなわち、

部分的にグローバルな収れんが起こり、統合され

たグローバルなシステムが形成されたことです。

科学技術、及び緊急やパブリケーションに関する

１つの世界ができたということです。このグロー

バル化の傾向は長いものです。もちろん、15 世紀、

ポルトガルから始まったものです。海運なども育

っていきました。 

この貿易というのはグローバル化の中心です。

現在のグローバル化は、インターネットが生まれ

てから特に育っていきました。また、1990 年代の

上期には航空運賃も大幅に下がりました。それに

より、世界の市場が発展する上でも非常によい条

件となり、また、英語がビジネス、学会でも主な

言語として使われるようになりました。また、グ

ローバルな収れんにより、人々の移動が行われ、

ポリシーもいろいろなところから模倣してくる。

高等教育における考え方の中にも競争というもの

も入ってきました。 

よって、ＮＰＭの考えが幅広く広まり、この新

自由主義のＮＰＭのイデオロギーの影響力が高ま

りました。ＮＰＭというグローバライゼーション

は同じプロセスではありません。しかしながら、

いろいろな文献では混合されており、お互いに関

係があります。 

ＮＰＭというのはグローバル化の前に起こりま

した。少なくとも 10 年ほどは上回っていたと思い

ます。そして、世界的な動きとして、インターネ

ットの前から導入されております。このようなＮ

ＰＭがなくても、グローバルな収れんは可能です。

例えば、オープンソースのグローバルノレッジの

流れもありますし、また、自由にいろいろなアイ

デアが交流し、それが競争などをしのいでいまし

た。 

このグローバル化はＮＰＭの口実になります。

このようなＮＰＭがほんとうにこのグローバル化

の競争力強化に貢献したかどうかはわかりません。

このようなグローバルな収れんにより、国家のＮ

ＰＭの締めつけから部分的な逃避が可能になりま

す。高等教育の分野、特に主要な研究大学におき

ましては、国民国家から解き放されたということ

もあります。クロスボーダーの関係もよりよく享

受できるようになりましたし、いろいろなアイデ

アや人材、資金などを外部から導入することも可

能になりました。このグローバル化により、クリ

エーティブな、アカデミックな作業ができるよう

になります。 

そして、エージェンシーとしての自由、教育機

関としての自由、またコントロールからの自由と

いうものを享受できるようになっております。も



－45－ 

ちろん、今後 20 分間、その哲学的な理論について

はもう聞きたくないと思いますので、次の話をし

たいと思います。 

オーストラリアですが、１人当たりのＧＤＰは

日本と同じぐらいです。そして、我々の 90％の教

育が公立大学で行われております。これは１つの

システムとして 20 年前に導入されたものです。民

間セクターも台頭しておりますが、学生数の５％

にすぎません。イギリスやニュージーランドと同

じように、オーストラリアはアングロ・ウエスト

ミンスターの国であり、強い国家が誘導する財務

省が大きな役割を果たす国となっております。も

ちろん、分権もあります。 

高等教育の経営機関は自己経営する機関となっ

ています。もともと自治機関としてアカデミック

な自由も享受しています。また、いろいろな分野

におきまして、政府メカニズムから影響を受けて

います。アカデミックなアイデンティティーと国

家の誘導というものは非常によく整備されていま

す。アカデミックなアイデンティティーというの

は、イギリスのほうがオーストラリアやニュージ

ーランドより、より発展していると思います。 

多くの改革は導入されました。オーストラリア

の高等教育というのは、ＮＰＭ改革の１つのモデ

ルケースだと思っております。ＮＰＭのアプロー

チの強みも、弱みも開示されています。これは新

自由主義のＮＰＭのモデルケースではありません

が、教育市場としての教育、そして、民間財のプ

ロデューサーとしての教育というものがオースト

ラリアには痕跡を残しています。 

そして、競争及び疑似市場の取り入れが奨励さ

れています。研究資金であるとか、留学生である

とか、また大学院の職業訓練であるとか、そうい

うものもかかわっています。しかしながら、学士

教育というものは厳しく規制されています。価格

もしっかりとコントロールされています。また、

経済力獲得後の学士資金の返済などもありますの

で、価格のシグナルは少し弱められておりますが、

いろいろなものがあります。 

リサーチファンディングというのは、公共財の

部分的な資金となっています。いろいろなリサー

チのプログラムもあり、これはアカデミックエク

セレンスをベースとして判断されています。しか

しながら、知識の根本的な特質ということを考え

ますと、それ以外のことが可能かどうかはわかり

ません。 

現在は大体 45％である、ＯＥＣＤ諸国の中でオ

ーストラリアが公的なファンディングを 1995 年、

出ます。ほとんどの大学院教育、留学生の教育は

一握りの奨学金はありますが、拡大商業市場から

調達されています。ローンの市場、すなわち大学

院、それから留学生はコマーシャルマーケットか

ら調達しているということです。 

意図的に国内のシステムがアンダーファンディ

ングのような形になっています。政府が提供する

資料が少ない、そして 70％がファンディング・ト

ゥー・コストとなっています。すなわちインフラ

の部分は提供しないということです。よって、い

ろいろな機関が商業市場から調達しなければなら

ない。特に留学生に関してはそうなっています。 

よって、非常にダイナミックな役割をフィーベ

ースプログラムで行っています。特にこの留学生

セクターにおいてです。よって、教育機関はでき

る限りそのプログラムを維持する上で基盤研究を

行ったり、また、国内の学生を導入するという形

になっています。ほとんどの留学生の教育という

ものは、このコマーシャルマーケットで調達され

ていることです。設備であるとか、そのようなも

のなどはコマーシャルで調達するということです。 

留学生が増えたことで、コストも増えています。

政府のファイナンスはさらにそこでカットされて

います。オーストラリアのセクターは１人当たり

のファンディングということでは、まだましなほ

うです。しかしながら、支出は増えています。こ

のようなマーケティングであるとか、リクルート

メントということで資金が増えているためです。 

アカデミックリサーチに関しては２つのエージ

ェンシーが役割を持っています。これはオースト



－46－ 

ラリア・リサーチ・カウンシルとナショナル・ヘ

ルス・メディカル・リサーチ・カウンシルです。

このような優先順位ですが、これはアカデミック

エクセレンスをベースとして配分されているわけ

です。政府は、補助的な資金として、いわゆるリ

サーチクォンタムという形で提供しています。こ

のリサーチクォンタム・ファンディングというの

は、リサーチのファンディングの大体 10％です。

これはリサーチのパフォーマンスベースとして提

供されます。リサーチパフォーマンスの基準とし

ては、スタンダード、出版物、リサーチからの収

入、高い学位を持った学生のリサーチということ

ですので、そのような形で、リサーチの分野にお

きましてはパフォーマンスベースとなっています。 

だれが承認するかとか、そのようなことにもつ

ながってきます。ですから、基盤的なリサーチに

関しては、やはりエクセレンスをベースとして判

断されます。そして、パフォーマンスベースのレ

ジュームがあります。 

特に特定の配分に関しては、競争資金への申請

であるとか、競争的な業績の数値であるとか、あ

るいは政策遵守度がかかわってきています。また、

機会均等の目標が満たされているかどうかという

こともかかわってきます。また、教育の質でパフ

ォーマンスなども評価されます。産業界との協働

も評価されます。インフラ整備もかかわっており

ます。インフラ関連の資金も競争入札となってい

ます。 

このようなスキームにより、特定の行動がつく

られます。やはりその機関は長期的な発展をする

ということで、このようなコンペティティーファ

ンドを申請するということになっております。政

府は監査を通じて、また質保証などを見て、オー

ストラリアの国におきましてはライトタッチで対

応しています。 

また、政府の資金の支出に関しては、特に基礎

教育、国内の学生に関してはコントロールがかな

り厳しくされています。学生をあるところから別

のところに、許可がなければ移すことができませ

ん。国家政府が人を、例えばヨーロッパ哲学から

アジア哲学に移していいかどうかを決めることは

できません。このように教育制度は大変硬直性が

見られます。 

また、学問のレベルに関しても同じようなアプ

ローチが見られ、卒業後、あるいは学部でも特別

な許可が必要で、すべて業績に基づいた契約が必

要であり、大きなレベルでの介入が必要です。ま

た、自律性を持たされている研究機関というのは、

持っているお金を自分たちが支出でき、日本と比

べ、資金に関しては予算を自分たちで選べます。

例えば、建物を建てるかということなどの予算の

裁量が与えられています。 

また、教育機関の学術部門というのは、フルタ

イムの幹部が担当しており、ほとんどが大学の教

員から来ています。また、学長、副学長など、総

長は大きな裁量が与えられておりますが、実際の

財政的な裁量のレベルというのは場所によって違

います。また、投資機関は全体的にサイズが小さ

くなる傾向があり、外部の代表者が増えてきてい

ます。特に経済界、金融界からの代表者が増えて

きています。また、選出された職員や学生の代表

の役割が減少してきています。 

また、投資機関は、大学コミュニティーを指向

するよりも、むしろ、国や経済界などの外部指向

が強くなってきています。どのような方法をとら

れるかというのは、さまざまなバリエーションが

見られます。また、学術部門とコントロールとい

いますのは、予算の力を通して幹部がその権力を

行使していますが、ほとんどの場合、学術評議会

など、カリキュラムなどについて決定権はありま

すが、予算の権限が持たされていません。幾つか

の機関ではだんだんと旧式な方法がとられるよう

になってきており、強い、古い大学が一番権限を

持っていると思います。 

しかし、学術スタッフで終身在職権を持ってい

る人、あるいはフルタイムの人も数が減ってきて

おり、むしろほとんどの教員というのが臨時職員

が半分ぐらいを占めるようになってきています。



－47－ 

教員の中で一番ハッピーなポジションにいるのは、

自分たちの自由度が与えられている人たちだと思

います。 

次に結論ですが、非常に厳しく管理するように

なってきているということ。また、専門的な幹部

のカルチャーがあらゆるレベルで導入されており、

パフォーマンスに基づいた文化がシステムの中に

導入されています。業績に基づいたカルチャーと

いうのがどのシステムの中でも見られ、これもま

た望ましいという意見があると思いますが、パフ

ォーマンス、業績をどう測定するかが問題だと思

います。 

ＮＰＭというのは透明性や説明責任を導入して

います。国民の観点から見ても、これは好ましい

と言えると思います。また、もっと起業家的なカ

ルチャーを導入しています。そして、戦略的なイ

ニシアチブがグローバルなレベルでとられるよう

になっています。オーストラリアはこうした点で

強いと思います。 

もちろん、これは非常に強く導入されておりま

すし、効率があらゆる面で重要視されています。

高等教育の中全体で強く導入されています。 

効率性に関しましては、主にこれを推進してい

ますのは公的資金が年々減少しているという要因

が大事だと思います。公的資金が減少していると

いうことで、これはインフレによってさらに強化

されているわけで、こうした１つのメカニズムに

対してあまりにも今まで依存してきたシステムが

ありますが、このメカニズムはあまりにも一方的

で、非効率的であり、もう一方で、透明性を強調

する制度があります。 

現在オーストラリアのシステムの中では、両方

のバランスをはかるべき時期に来ていると思いま

す。学生、スタッフに対するレベルが 2004 年、20

対 21 から、今 20 対１に変わってきておりますが、

これは大きな変更です。学生対スタッフの比率と

いうのは生産性のサインであると言えると思いま

すが、質のいい教育というのが、これで影響を受

けてしまっています。 

資金のドライバーの１つというが研究成果です

が、研究論文の量で測定されています。実績の引

用というのは、オーストラリアの場合はどの程度

引用されているかというのは混合しており、ステ

ータスの低い雑誌での公表の割合が増えていると

言えるかもしれません。 

伝統的な大学の文化というのは、もっと柔軟な、

戦略的なアプローチの導入の障壁であると今まで

言われていましたが、この傾向はおそらく学問の

能力の減少に貢献したと言えるかもしれませんし、

意図しない結果であったと言えるかもしれません。

これは、意図せざる結果であると言われています、

私にはわかりませんが。 

また、短期的な指標に関しましては、競争シス

テムの中でのさまざまなバランスのとれた形で収

入に影響が見られます。留学生も増えております

が、国内学生の数は低迷しています。学生の生活

支援のレベルが低く、また高等教育というのは個

人の域であるというイデオロギーがありますので、

働いている学生の数が増えてきています。その結

果、学生の中でも退学するレベルも増えてきてい

ます。 

一方で、留学生からの収入が増えている学問分

野があります。例えば、経営学などはそうですが、

ほかの科学、人文学などはこの資金不足に直面し

ています。国際教育と関係して、オーストラリア

の高等教育は競争力があると言えますが、博士号

の市場としてオーストラリアは必ずしも強いマー

ケットとは言えません。 

また、トップ 500 の中でのトップ 15 の大学はパ

フォーマンスがいいと言えると思いますが、カナ

ダやオランダと比較すると必ずしも強いとは言え

ないと思います。将来、オーストラリアの教育能

力が低下すると、グローバルな市場の中でのオー

ストラリアの地位が脅威にさらされることになり

ます。私が先ほど申したような 10 のシステムに関

しては、ＮＰＭの枠組み、また起業家的経営の自

由度がオーストラリアの大学で高まっていますが、

自由はある意味でコントロールされています。 
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しかし、学力、そして、スタッフの自由度に関

してはさまざまな混合した経過が見られます。研

究分野では、自由度がある程度限られていると言

えるかもしれません。同時に、ＮＰＭの枠組みに

より、これが高等教育のグローバルな知識経済の

枠組みの中で考えるのに適しているかどうかとい

う疑問があります。ＮＰＭによって自由度が減り、

イノベーションする能力、知的なブレークスルー

をつくる能力が限られるのではないかと言われて

います。 

ＯＥＣＤはＮＰＭの方法に関しては批判的であ

り、特に知識によって公の益につながるというこ

とになりますと、これを直接的なビジネスの成果

としてモデリングしますと、財政的な効率という

意味ではプラスになるかもしれませんが、限られ

た範囲の成果物しか出ません。また、もう一つの

経済的な高等教育の尺度ですが、公の利益という

観点から考えなければなりませんが、この点はこ

れが表面化していません。 

ご清聴ありがとうございました。 



閉　会　挨　拶吉　田　　靖
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「National system reform in global context:
The case of Australia, with some remarks about
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【司会（丸山）】 マージンソン先生、どうもあ

りがとうございました。 

それでは、２分ほど時間がありますが、ここで

一たん休憩しまして、次は 15 時 50 分から、また

始めたいと思います。廊下にコーヒー、紅茶等用

意してありますので、どうぞご利用ください。 

質問用紙をお手元にお渡ししてありますが、質

問のある方はそれに書いて前のほうか、後ろのほ

うにおります、スタッフにお渡しいただければと

思います。後ほどのパネルディスカッションの参

考にしたいと思います。よろしくお願いします。 

【司会（丸山）】 それでは最後のプログラムに

移りたいと思います。最後のプログラムは、まず、

同じく司会を担当します国立大学財務・経営セン

ターの客員教授、神戸大学教授の川嶋先生に全体

的な簡単なコメントをしていただきます。お願い

します。 

【司会（川嶋）】 神戸大学の川嶋です。本日は、

センターの２人の先生方も含め、合計７人のレポ

ーターから非常に貴重なご講演をいただき、大変

勉強になりました。 

皆様もお気づきのように、国を超えて国際的に

高等教育政策改革の方向性については、ある一定

のトレンドといいますか、もちろん国の状況も違

いますので全く同じというわけではございません

が、同じ方向性に向けての改革が行われている、

あるいは行われようとしているということがおわ

かりになったであろうと思います。 

その中で、私なりに本日お聞きしたご報告の中

から３点ほどまとめるというか、私の問題意識の

観点からの課題等をお話しさせていただきます。

今起きている各国での高等教育改革の一番大きな

背景には、さまざまな方からご指摘がございまし

たように、知識社会を迎えたということ、知識は

国境を超えて自由に行き来するという性質がござ

いますので、経済的なグローバライゼーションを

含め、グローバライゼーションという大きな背景

があると。 

その中で、きょうご指摘があったような、例え

ば各大学の自律性が高まったとか、パフォーマン

スファンディングに移行して、ファンディングの

仕方がパフォーマンスファンディングになってい

るとか、いろいろ動きがございます。しかし、私

はその中で３つの、お互い相反するような動き、

矛盾やジレンマと言うには大げさかもしれません

が、カウンタラクティブに作用するような動きが

あるのではないかと思います。 

１つは、グローバライゼーションや知識社会化

を迎えた中で、各国において高等教育に対する期

待が非常に高まっていると。それは、むしろ文化

的な観点からではなくて、経済的な観点から高等

教育が各国政府にとって非常に戦略的な意味を持

っている。そうした点で非常に高等教育に対する

期待が高まっていると。 

にもかかわらず、財政支援も含め、政府、ある

いは社会一般の高等教育、大学に対するコミット

メントというのはだんだん少なくなっている。具

体的には、公的なサポート、財政的な支援が少な

くなっていると。よく言われる言葉ですが、DO 

MORE WITH LESS ということが起きている。つま

り、高等教育に対する期待、社会の期待、政府の

期待、高まる一方で、政府や社会一般からの支援、

コミットメントは下がっているのではないかとい

う相反するような動きが、１つ起きているとうこ

とです。 

この問題を解決するには、いわゆる大学のガバ

ナンス改革、あるいはマネジメント改革というこ

とが各国でも行われており、大学の自律性、オー

トノミーを高めると同時に、裁量を大きく与えて、

競争的環境に置くということ。それにより、DO 

MORE WITH LESS を実現しようとしていると。 

ところが、これはアマラル先生のペーパーの中

で指摘されていたことだと思いますが、ニュー・

パブリック・マネジメントのジレンマということ

で、各大学、あるいは高等教育機関のオートノミ

ーが高まっているにもかかわらず、同時に政府の

コントロールはかえって高まっていると。むしろ、

自律性を促す政策でありながら、実際にはさまざ
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まな制約がかえって増えていると。自律性の拡大

と制約の強化というような一種のジレンマといい

ますか、矛盾が２番目に起きているのではないか

ということです。 

３番目の相反する動きとしましては、今申しま

したように、国として知識社会、あるいはグロー

バルな経済競争に打ち勝つために高等教育に対す

る期待が非常に高まっているということで、高等

教育システムのクオリティーを向上させるため、

さまざまな施策が行われております。 

その１つが、これまでの大学はすべて等しきも

のという観点から、パフォーマンスファンディン

グ等による階層化というもの、あるいは、日本で

は機能分化という言葉であらわされておりますが、

差異化、ディファレンシエーションが生じている

ということです。しかしながら、同時に、大学間

の格差、あるいは同じ大学の中における教員間の

格差も生じていると。システム全体の質の向上を

目指す一方、内部でさまざまな格差が生じている

といった、ある種の矛盾というか、ジレンマが起

きているのではないかということです。 

こうした観点から１つだけ、先生方にお考えを

お聞きしたいと思っておりますのは、今申しまし

たように、エコノミーとか、エフィシエンシーと

か、エフェクティブネスというのが一種のキーワ

ードになろうかと思いますが、今お話しした格差

の発生という観点からいくと、４番目の意義とし

て、エクイティーや、エクオリティーの観点から、

あるいはＥの次のＦ、フェアネスという観点から、

今の国際的に同じ方向を向かっているような、同

じ高等教育改革の動きをどう評価されるかという

ことについて、もし可能ならば、お１人ずつご意

見をお伺いしたいと思います。以上です。 

【司会（丸山）】 ありがとうございました。今

の川嶋先生の質問はおわかりになりましたか。も

し、わからなければお手を挙げてください。わか

りましたか。 

それでは、アマラルさんからお願いできますか、

今の質問に対して。 

【アマラル】 午前中申し上げたように、ほと

んどの欧州の教育制度の中では進化が起きていて、

従来はピアレビュー、合議制度がありました。す

べての国立大学は平等であるというが従来の方向

でしたが、変わってきました。18 世紀には、その

当時いわく、法的な均質性の原則があり、高等教

育に就学をしている人がある国でいれば、同じ教

育をほかの国の高等教育機関でも受けることがで

き、将来、公的な部門で得られるステータスは同

じであるということが想定されておりました。 

公的な部門、公務員という職が大学卒の主な就

職先であったためです。どこの国で大学教育を受

けても、同じように公務員の職を得られるという

ことが想定されていました。しかし、そうではあ

りません。今では、官民あわせて、私立も公立も

競争しなければなりません。もはや、そのような

均質性の原則には依存できません。確かに一部の

欧州の国の中では、まだどの教育機関も対等であ

るべきだという考えがあります。 

例えばフランスです。共和国法のもとで違いが

あってはならないとされている国もあります。高

等教育機関であれば同じであるべきだという考え

がフランスの場合、あります。しかし、それでも

大きな進化と変化が起こっていると思います。 

それは欧州委員会、ＥＣがサポートしているも

のです。つまり、欧州教育圏という考え方です。

欧州を１つの地域、エリアと考えて、その中でラ

ンキングを考えて、ごく少数のトップレベルの大

学が世界レベルで競合ができると考えて、それ以

外の地方、地元の大学というランキング分けをし

ているのです。 

また、非常に進学率が高い場合、例えば 50％も、

60％もの学生がヨーロッパであるように大学に進

学するのであれば、それらすべての学生が同じ地

位を得るということは可能ではありません。この

ような動きは不可避だと思います。つまり、ヨー

ロッパの金融機関の中でも格付ができてくること

は仕方がないと思います。どこの国であっても、

今のシステムの中ですべての教育機関が国際的に
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競争力を持つことを確保するだけの資源は持って

いないと思います。 

ヨーロッパでボローニャシステムを導入した際、

ＢＡ、ＭＡ、そしてドクターへと進んでいきまし

たが、まずはＢＡ、学士を当然のこととして、中

等教育の修了書に変えると。もはや学士が普通の

学歴とすると、このような学歴を与えることがで

きる機関は数多くあり、それ以降の修士、博士を

与える教育機関はもう少し数が少ないということ

で、ヨーロッパではこのような動きが進んでいく

と思います。 

【司会（川嶋）】 済みません、少し私の質問の

仕方が悪かったのかもしれませんが、フェアネス

や、エクオリティーというふうに質問申し上げた

のは、例えば日本のケースとして、山本先生も話

しました。それから、先ほどデンマークのケース

でもありましたが、要するに競争といってもスタ

ート地点が全く大学間で異なっている。つまり、

歴史的な経緯とか、パス・ディペンデンスと山本

先生は言っていましたが、同じ競争の中で大学間

の階層化が行われるということでしたが、出発点

というのがそもそも歴史的に異なっているという

大学間の中で競争的ファンディングを使い、機能

分化なり階層分化をもたらすということは、そう

いう観点からいくとフェアとか、エクオリティー

の問題にならないのかと。あるいは、それぞれの

先生方のお国でそういう議論は起きていないのか

ということについて、お伺いしたいというつもり

で質問しました。 

【司会（丸山）】 アマラルさん。 

【アマラル】 私のもとの議論に戻りますが、

すべての国立大学教科が同じ質である、同じレベ

ルであるということは不可能です。そして、高等

教育のマス化ということになりますと、やはりダ

イバーシティーが必要です。だからこそ、多くの

ヨーロッパの国では、大学、それからポリテクニ

ックというシステムになってきています。ポリテ

クニックの役割の中には、一般的には基盤的なリ

サーチを行うことになっていますので、そのよう

なシステムの中で認定を受ける、そして、多様化

が出ているというシステムがあるのは、いたし方

ないと思っております。 

数年前のこと、20 年前ぐらいのことでしょうか、

我が国において、大学とポリテクニックに分かれ

ているというバイナリーなシステムに関して議論

がありました。１人の同僚が言ったのですが、イ

ギリスの場合、ユニバーシティーとポリテクニッ

クというのは平等ではない、違っているというこ

とです。これは、南アフリカの黒人のような状況

です。そのようなちゃんとしたシステムがないこ

とも許容しなければいけないと思います。均質な

システムがないということも受け入れなければい

けないと思います。 

【王】 よろしければ、日本の先生のお話に戻

りたいと思いまです。グローバル化に関して２点

言いたいことがあります。まず、効率性とエクセ

レンス、グローバルな観点からです。これは、サ

イモンさんの話とも絡んでいます。中国は、最も

留学生を輸出している国です。留学生を最も多く

輸出しているのが中国です。その点について考え

ておりまして、中国政府とも議論していますが、

それが中国教育がうまくいっていないことを意味

しているのだろうかと自問せざるを得ません。こ

れだけ国外に留学しているということです。 

厳しい質問です。なぜ中国の親は子供を国外に

勉強させに行くのか。いわゆる差別化された需要

があるのか、アクセスの問題があるのか、中国の

何が足りないのか。差別化を図りたいのであれば、

教育の機関は提供しているけれど、中国で提供さ

れている教育は中国の親が子供に与えたいと思っ

ているものと合っていないということです。例え

ば教義を浸透させる、イデオロギーばかりを教え

ると思い込まれているのか、今の中国の親がそん

な教育を子供に受けさせたくないと思っているの

であれば、中国の教育制度がうまくいっていない

ということです。 

しかし、アクセスの問題があって留学生が多い

のか、機会は提供されてはいるけれど、その機会
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は中国国内で十分ではない。それによって、親と

しての希望を満たすアクセスが提供されていない

のかどうか。そのために海外に留学をする人たち

は、そもそも中国で入学試験に合格できなかった

学生が多いのです。という理由の違いがあります。

ともかく留学生が多い。この点を、学者は、なぜ

中国は国外に留学したいのか、研究しなければな

らないと思います。 

また、海外で留学をした場合に、学生個人にと

ってのメリットは何であるのか。途上国の学生が

先進国に留学した場合の、個人にとってのメリッ

トを理解する必要があると思います。教育機関の

間の競合で、どこがうまくいっているのか。その

結果、学習機会が全世界でどこが一番大きいのか

を考える必要があると思います。アクセス・デマ

ンド・モデルの問題なのかもしれません。 

先進国にとっては教育の品質の希釈化になるか

もしれません。途上国にとっては、留学生を輸出

するということは、高等教育自体が輸出産業にな

っているということで、国内の教育産業が課題に

きちんと立ち上がっていないことを反映している

のかもしれません。 

２点目ですが、エクセレンシーです。日本の先

生方がおっしゃったように、今では中国政府がエ

リート機関に大規模な投資をしています。類似性

が東アジアの中国と日本とであるのかもしれませ

ん。すべてのトップのエリート機関は国公立であ

る傾向があります。 

中国であれば、どのレベルの教育においてもト

ップの学校を探すと国公立です。高等教育では自

然と第１層の教育機関が独占している形態があり

ます。資本集約型のトップの国公立大学です。資

本集約といった場合に、まずものが豊かです。例

えば研究室がリッチであるとか、基礎研究の研究

室等の設備が立派です。かつ、非常に質が高い人

的資本も集まっています。教授であれ、専門家、

これらを育成するためには大変資金がかかります。

途上国にとっても大変な資金が必要です。 

そのためには、国外で人材を育成しなければな

らず、大変な資金がかかります。このような研究

機関が独占的な地位を得ると、それを変えること

はなかなか難しくなります。ある程度までは政府

がこのようなトップのエリート機関で、利己的な

機関に捕らわれてしまっているのではないか、人

質になっているのではないかと思うこともありま

す。北京大学の場合は、私どもは逆に得をしてし

まっていますが。 

このような状況のもとでは、政府としても事態

を変えることは非常に難しいと思います。ほんと

うの意味で革新的な要素を全体像に織り込むこと

は非常に難しいのではないかと思います。 

【司会（川嶋）】 議論がいきなり大学の機能分

化だとか、役割分化だとか、または階層化に入り

込んでしまって難しくなっておりますので、もう

少し簡単なところから議論を進めたいと思います。 

いろいろ報告していただきましたが、共通性と

いうのは十分認識されましたが、同時に各国でユ

ニークな経験を見つけられることもあります。そ

れについて、１つずつご質問していきたいと思い

ます。 

まず、私は、マージンソン先生にオーストラリ

アの高等教育改革についてご質問します。オース

トラリアは、ご発表のとおり、留学生の数が 90 年

代以降、ものすごく増えております。留学生をこ

のように増やす政策というのは、日本でも 30 万人

に増やそうと、今 10 万人ですから３倍ぐらい増や

そうという議論がありますが、留学生を増やすと

いうことは、自国の高等教育にとってどのような

影響を及ぼすのか。 

要するに教育輸出、マージンソン先生はエデュ

ケーション・エクスポートと呼んでいらっしゃい

ますが、それについて一言、もう少し詳しい説明

をお願いします。 

【マージンソン】 質問、どうもありがとうご

ざいます。私としては、いろいろな幅広い問題に

ついてコメントしたいのですが、少し私を抑えて、

川嶋先生のフリートレインの点について申し上げ

たいと思います。私もこのようなトレンドに関し
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ては説明がありますので、申し上げたいと思いま

す。 

この点に関してはいろいろ文献があり、国内の

システムは非常にモデストなものでした。オース

トラリアの政府が使った戦略は、マーケットを発

展させるということで、留学生の部分は分離する

ということです。もちろん、実際に分離する、隔

離するということではなくて、同じ教室にいます

が、国内の経済と国際的なマーケットが別にされ

ていました。 

商業的なマーケットは、それぞれの機関がその

留学生に助成金を与えるということではなくて、

できる限り多くの留学生を在籍させたいと。そこ

には価格コントロールがないので、純粋な資本主

義的な制度というものが留学生に関してはありま

した。唯一、留学生から入ってくる収入というも

のがあったのです。 

ということは、それが１つのインセンティブと

なり、それらの教育機関は財政的にもこうした留

学生を持つことにより、それがメリットとなりま

した。コストもそれで賄うことができました。そ

れに加え、政府のファンディングがあり、大体１

人当たり 15％のファンディングが行われました。

1995 年以降、政府のインデクセーションというこ

とで、年間３％か、それぐらい減りました。年間

２、３％から、10 年ぐらいかかっていますので、

その 10 年後ということで見ますと、ファンディン

グの状況が大きく変わりました。 

ですから、これらの教育機関は 1995 年以降、強

いインセンティブがあり、より多くの留学生を在

籍させるほうがよかったのです。サプライサイド

いたしましては、インセンティブが非常に明確だ

ったのです。非常に有名なオーストラリアの大学

であっても、やはり多くの留学生を在籍させまし

た。私の大学はリサーチでは２位ですが、１万人

以上の留学生がキャンパスにいます。これは非常

に大きな数字で、世界のキャンパスと比べても非

常に多いと思います。 

アメリカの一番留学生が多いのは南カリフォル

ニア大学で、大体 7,000 人ぐらいの留学生がいます。

よって、オーストラリアでは 10 ぐらいの大学で１

万人以上の留学生を抱えています。ですから、み

ながこのような方向に向かっているのです。 

なぜこのようなことができたかということです

が、なぜ日本はもっと多くの留学生を在籍させて

いないのか、なぜオーストラリアが多いのかとい

うことでありますが、サプライサイドは日本は強

いのでしょうか。我々ほどは資金を求めていない

のかもしれません。パブリックファンディングが

我々の場合は非常に減ったため、１ドルでもより

多く必要なのです。 

もちろん、英語という言葉もあるかもしれませ

ん。英語圏はグローバルなマーケットで有利かも

しれません。ヨーロッパの場合でも、ほんとうに

収益性を上げたい場合、マスタープログラムを英

語で提供するということもやっています。これは

デンマークなどもそうです。留学に関しては英語

の市場なのです。特に学士の教育に関してはそう

です。 

実際に日本の国際化というパフォーマンスを見

れば、日本語しかないにもかかわらず、それほど

悪くないと思います。やはり国際化を使って政策

上の実行をするということで、いろいろな国際化

ということではインセンティブがあると思います

が、かなり留学生を在籍させることができた。特

に東アジアの学生が多いということですが、言葉

の障壁ということを考えますと、日本語で行って

いるにもかかわらず、いいと思います。しかしな

がら、日本語で行っているということでは、そこ

には上限があると思います。 

【司会（川嶋）】 それでは、次にデンマークの

大学改革の実践について、エバンシアさんにお伺

いしたいと思います。効率化や、大学の国際競争

力の強化のため、タクシーメーター・システムと

いうのを導入されました。それについて、効果を

はかることはまだ難しいと思いますが、エバンシ

アさんはどのように評価なさいますか。タクシー

メーター・システムによって、教育や研究の活性
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化は達成されると思いますか。 

済みません、ちなみにタクシーメーター・シス

テムとは、ベーシックなところは一律に、基盤的

経費を保障して、その上をパフォーマンス、例え

ばデンマークの場合は試験合格者の人数によって

資金を配分するということです。 

【シュミット】 質問、ありがとうございまし

た。このタクシーメーター・システムの評価を見

てみますと、確かに非常に手段として効果的であ

ることが見えます。導入してしばらく経過してい

ます。90 年度以降使っていますので、もはや新し

い手段ではありません。しかし、評価の結果を見

てみると、測定にいい指標だと思われるので、将

来も使い続けると思います。 

研究についてはまだ効果的な結果をコントロー

ルするメカニズムがありません。あるいは、研究

成果の品質をコントロールするツールがまだあり

ません。そのために、科学技術教育省のもとで評

価部門を設立しました。何らかの基準を設けよう

としていますが、なかなか難しいです。どういう

基準を使えば研究部分の評価ができるのか、大学

が研究の成果の評価ができるのか検討しています。 

先に申しましたが、この基準開発が行われてい

る最中で、年内には公表がされると思われ、待っ

ているところです。かつ、合併再編等がどうなる

のか見守っていますし、2003 年、大学法の結果に

ついても評価待ちの段階です。 

【司会（川嶋）】 ありがとうございました。そ

れでは、次に、テーマが違って申しわけありませ

んが、アメリカの高等教育について、アカウンタ

ビリティーの向上策というのが言及されましたが、

デイビッドさんにお伺いしたいのは、アメリカで

個々の大学がどのようにアカウンタビリティーを

達成するかについて、具体的な方策をお聞きした

いのですが。お願いします。 

【ライト】 わかりました。質問ありがとうご

ざいます。それでは、まず州の視点をお話しして、

具体的に今私がいるテネシーの話をしたいと思い

ます。 

まず、アプローチは、アメリカの文献をお読み

になったかどうか、ジョセフ・パーク、ロックフ

ェラー財団ニューヨーク、アルバニーの先生の文

献、参考になるのですが、非常にうまく分類して

います。パフォーマンスレポート、業績報告です。

つまり、業績等、資金配分が完全に分かれている

段階から、パフォーマンスベースで配分がされて

いる場合。つまり、測定、あるいは測定の指標そ

のもの、並びに資金の分配が間接的に業績に連動

している場合です。 

予算の協議にパフォーマンスは反映はされてい

ますが、パフォーマンスだけでは配分は決まりま

せん。パフォーマンスファンディングの場合、と

きに私はインセンティブファンディングという言

葉を使っています。このようなアプローチは、フ

ォーミュラ、計算式に基づいていることが多くの

州であり、成功している度合いは各州によって違

います。パフォーマンスレポーティング、パフォ

ーマンスバジェティングという言葉が使われてお

ります。 

テネシーでは、それなりにパフォーマンスファ

ンディングで成功している長い歴史があります。

30 年も使っています。休憩中にも話をしていたの

ですが、5.45％、出どころはともかく、機関の要請

で州政府に対する要請の 5.5％しか占めていませ

ん。しかし、パフォーマンスベースの予算が 5.5％

にしかなっていないということは、小さく思われ

るかもしれませんが、だからこそ長続きしている

のかもしれません。これだけ配分がされるとすれ

ば、学校は気をつけますが、あまり大き過ぎない

ので、安定性が崩れないのではないかと思います。

一定の割合は、パフォーマンスベースで大学に分

配されています。これは全米的な特徴と言えるか

と思います。 

もう一つ、これは強制しているわけではありま

せんが、どのように説明責任を強化しようとして

いるか。特定の重みづけをファンディングの計算

式に織り込んでいます。例えばテネシーでは、先

に申し上げたように、ファンディングのシステム



－55－ 

は今のところ入学者の数に大きく依存しています。

そのため、生産性を高めるために、１年生の割合

が小さくつけられています。２年生と、３年生と、

４年生と、学年によって重みを変えています。４

年生のほうが数字が大きいです。つまり、学生が

長続きしているほうが点数か高いんです。 

それに加え、政策上の目的、さきのマスタープ

ランの中で、成人学生を再び就学させるというこ

とです。大人の中で、以前にドロップアウトした

人が再入学できることを促します。コミュニティ

ーカレッジの段階で成人の学生がいると、プレミ

アムがつきます、１年生、２年生とは違い。例え

ば、10 代の年齢の学生に比べて 20％上乗せになり

ます。成人が年々学習をしなくなっているため、

そのような重みづけを変えて計算をしております。

それにより、政策目標の達成を図っております。 

とりあえず、今の回答をまとめるに当たり、さ

まざまなアプローチがとられております。州によ

って違うアプローチがありますが、当然成功の度

合いも違っています。10 年ほど前にサウスカロラ

イナ州が、誇り高く 100％パフォーマンスベースで

資金を配分すると発表しました。その後、システ

ムは破綻しました。 

矛盾するような要素が含まれていたためです。

拮抗するような作用があったためです。また、い

くら教育機関のパフォーマンスをはかるといって

も、データ集め自体が負担が重過ぎてできません

でした。数字はよくわかりませんが、テネシーに

関しては、5.5％がパフォーマンスベースで分配さ

れていたことでうまくいっています。 

【司会（丸山）】 アカウンタビリティーの話が

出ましたので、少し補足の質問をさせていただき

ます。 

新しいオバマ政権になりましたが、その前のブ

ッシュ政権で、連邦教育省のスペリングス・レポ

ートというのが出て、アカウンタビリティーとい

うのは、アクセスとか、アフォーダビリティーと

同様に非常に重視されてきています。先ほど先生

のご報告の中で、メジャーリングアップ、レポー

トの中にラーニングアウトカムズという項目が新

たに入っておりますが、これについて、テネシー

州で具体的に何か測定する方法の開発等はされて

いるのでしょか。 

【ライト】 はい、ご質問ありがとうございま

す。このスペリングス・コミッションの議論で特

に強調された点は何かといいますと、全国的な学

習、一般的な教育のレベルで何か評価が必要かど

うかということでした。 

そして、アメリカでは、スペリングス・コミッ

ションの報告書の後、この問題は１、２カ月みな

の注目を集めました。しかし、大統領選が迫って

きて、みなスペリングス・コミッションの報告書

を忘れてしまいました。それで嵐をしのぐことが

できました。しかし、この学習の評価はテネシー

やほかの州でどう行っているかといいますと、ご

存じかもしれません、2008 年までのレポートでは、

すべての州で学習の測定に関しては不完全な測定

がされていました。 

これは悪かったのです。といいますのは、アメ

リカでまだこの議論が完結していなかったからで

す。テネシーでは、パフォーマンス・ファンディ

ング・プログラムの中で業績の基準があります。

学習、教育の評価という意味で基準が決められて

います。各教育機関に対してプランが必要だとい

います。学習を評価するために一般教育、あるい

は特定の学問分野でも、両方でも必要だといい、

特定の分野での学習というのは、認証試験や、特

別の試験で評価します。また、一般教育では、例

えばコリージュドラーニング・アセスメントや、

カリフォルニア・クレジット・シンキング・アセ

スメントなど、さまざまな制度があり、それを使

うことができます。 

すべてパフォーマンスファンディングという点

から、その基準を使う際に一貫性のあるプランに

基づいて行い、自分たちが学習の評価をきちんと

して、その成果を使って改善を図っているという

ことを伝えることができなければいけません。ソ

フトスタンダードで、正式な、公式な基準という
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わけではありません。教育機関には自律性があり

ますので、対応の仕方はそれぞれですが、単に学

位をあげるだけではなく、学生がきちんとそのプ

ロセスを通して学習したということを確認する必

要があると思います。 

【司会（丸山）】 大学の話に戻ります。今まで

の報告をお聞きし、大学の財源というのは、政府

からの高財政負担と、民間というか、学生からの

授業料収入及び寄附金、この３つが主なものです

が、寄附金はアメリカに非常に特徴的です。福祉

国家、デンマークやスウェーデンでは、ほとんど

政府の資金で高等教育の財政が構成されています。 

そこで非常に特徴的だったのは中国です。中国

では拡大しており、政府の資金も増えていますが、

それだけでは足りない。しかし、学生からの授業

料をこれ以上急激に上げるわけにいかない。大学

として、第３の資金収入というのを考えていると

思いますが、それについてもう少し具体的にご説

明いただけますか。 

【王】 ありがとうございます。異なる教育機

関によって収益の構成は違っています。トップレ

ベルの機関については、非常に重要な収入源があ

ります。学費以外の機関収入があります。収益の

分類で機関収入があり、その中に含まれているの

は学費も入りますが、それだけでなく、学費以外

の収入があります。これが主として訓練研修活動、

また、産学連携の委託契約から上がる収入です。

トップレベルの教育機関に関しては統計データが

あります。トップ７の大学については、22％の収

入をこのような学費以外の収入で得ております。

学費以外の収入、22％です。 

一方で、それほど高いレベルではない大学では、

学費への依存度が高くなっています。寄附の話に

戻しますと、非常に限定的です。非常に寄附は少

ないです。すべての高等教育機関の中で、いわゆ

る基金、あるいは寄附については 0.7％にしか達し

ていません。2004 年に関して寄附は 0.7％です。ト

ップレベルの教育機関であったとしても、より能

力が高い、あるいは寄附を引きつけやすいトップ

レベルの大学であったとしても、3.6％にしかなっ

ていませんでした。 

よって、インセンティブです。政府が社会に対

して大学の財団等に寄附をするインセンティブを

与えたかどうかです。主として税制度の影響があ

るかと思います。中国では十分に控除などのイン

センティブがないので、産業界からの寄附が増え

ないのではないかと思います。一部の調査研究に

よりますと、さまざまな寄附に関して 75％は海外

からの寄附だということです。産業界等からの寄

附も 75％が中国国外からだということで、いかに

すれば中国国内の産業界、特に富裕個人が寄附を

してくれるか考えているので、その前には税制改

革が必要だと理解されているので、非常に難しい

作業です。 

【司会（丸山）】 一応各国のユニークな点につ

いてエラボレートしていただきました。このユニ

ークな点について、最後に日本の水田先生にお聞

きしたいのですが、日本の高等教育改革の特徴は、

ほかの国と比べてどのような点だと思いますか。 

【水田】 多分、話の流れから財源の点でおっ

しゃっていると思いますが、今回の改革について

は、私のプレゼンテーションで申し上げたとおり、

国立大学については国の機関から外れ、補助金が

ブロック化され、使い道が指定されなくなったと。

それによって、裁量を高めることはできるように

なったということにあるかと思います。 

また、最初に山本教授からもありましたが、私

立大学のセクターが大変大きいですが、これは海

外の皆さんへの情報提供として申し上げますが、

私立大学といっても完全に授業料、ほかの事業収

入だけでやっているわけではございません。経常

的な財源の平均 10％ぐらいは国から出ているとい

うことになっており、その点が日本としては特徴

的な点ではあると思います。 

改革の中で特徴的な点として、これはほかのと

ころとは違うユニークな点ではなくて、シミュラ

リティーのほうかもしれませんが、私もプレゼン

テーションで申し上げたとおり、競争的に獲得す
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る資金の割合がだんだん高まっていると。具体的

にはプレゼンテーションの中でも示しましたが、

この前、公的な統計を調べていまして、学生１人

当たりの公的な財源と、機関に対して外から入っ

てくる研究資金を教員の数で割ったものと、グラ

フにしてみましたが、教員１人当たりの外から入

ってくる研究資金はものすごい勢いで増えている

ということがここ 20 年でわかりました。 

きょうお見せできればよかったのですが、準備

中のペーパーがあり、そこで使っているため、お

見せできませんでした。そういう意味では、大変

コンテスタブルな環境に置かれつつあるというの

が、日本の特徴かと思います。 

【司会（丸山）】 どうもありがとうございまし

た。 

ユニークな点についてそれぞれ報告していただ

きましたが、アマラルさんにお聞きしたいのです

が、ほかの今までのプレゼンテーションをお聞き

になり、それぞれの動向についてコメントしてい

ただきたい。特に、アマラルさんはヨーロッパに

ついてはいろいろな国の動向をよく知っておられ

ますが、日本のことについても、本日プレゼンテ

ーションである程度知識が得られたと思います。

日本の大学の法人化の動向について、どのように

お考えなのか、それについてお伺いしたいと思い

ます。 

【アマラル】 ご質問ありがとうございます。

ただ、その質問の前にコメントしたいことがあり

ます。ヨーロッパの国内の学生と学費について、

まずその話をさせてください。ヨーロッパの基本

的な問題です。留学生が多い場合に、ヨーロッパ

の学生と留学生に対して異なる学費を請求できな

い場合、例えばノルウェーからの学生、イタリア

の学生、スペイン等々の学生は、学費は同じです。

ポルトガル人の学生と同じ学費です。欧州裁判所

の判例があるため、留学生と、それ以外と、学費

を変えてはなりません。つまり、留学生をいくら

受け入れても追加収入にはなりません。 

米国の 2003 年の白書があります。非常に中身の

濃い文書で、1,000 ページ以上ですが、英国の白書

を見てみると「ヨーロッパ」という言葉は一切出

てきません。５万人以上の留学生を受け入れたい

とだけ書いてあります。留学生は、英国であれば

高い学費を取ることができますが、欧州にある大

陸の大学では差別化することができません。 

第２点、ヨーロッパの多くの国はまだロマンチ

ックな時代の幻想があるのです。つまり、教育サ

ービスを売ることができると夢を見ているのです。

北欧の国々がそうかもしれません。途上国からの

留学生を受け入れます。そして、教育を売ってい

るのです。 

ポルトガルはあまり豊かな国ではありませんが、

旧植民地からの留学生を多く受け入れており、サ

ービスを売っているわけではありません。ポルト

ガルの法律では、同じくポルトガル人と違う学費

を留学生に請求してはなりません。つまり、まだ

英国以外にはそれほど事態は進んでいません。 

もう一つの課題があります。多くの欧州の国々

では、北欧もそうですが、そもそも学生が学費を

納めていない、もしくは免除された割り引きの学

費しか納めていません。学費がゼロの場合も実質

多いかと思います。ドイツでも学費はもともと少

ない。ポルトガルもそうです。多くのヨーロッパ

の国では、もともと学費というのは、初めからほ

とんど収入源にはなっていません。というコメン

トがしたかったのです。 

そして、丸山先生のご質問に戻りますが、日本

の改革の大きなトレンドはヨーロッパのトレンド

とそれほど違いはないと思います。日本でも独立

法人の立場を教育機関に与えているわけで、それ

はヨーロッパの多くの国々と同様です。また、権

限をトップに集中させると。これもヨーロッパの

多くの国で見られていることと同じです。契約に

基づいたファンディング、協議を国家と各機関の

間で行うという傾向も似ています。つまり、ヨー

ロッパで見られる基本的な要素が、今日の日本の

改革後のシステムにもあると思いました。 

【司会（丸山）】 皆様からの質問をお受けする
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前に、先ほどマージンソン先生、私の質問に対し

て何かおっしゃりたいようでしたが、何か今でも

コメントありますでしょうか。 

【マージンソン】 ありがとうございます。簡

単に日本の制度に関するコメントです。私の知識

はある程度限られているかもしれませんが、2004

年に１カ月ほど日本、東京と大阪で過ごしたこと

があります。古い知識しかありませんので、それ

以降のことにキャッチアップしなければなりませ

ん。 

ただ、ヨーロッパや世界での全体のトレンドと

いう観点から見ますと、階層化、集中度というこ

とで、もっと階層的なシステムがさまざまな種類

の大学、また、そのリソースやステータスでさま

ざまなレベルでファンディングされると。また、

研究大学と教育大学があるとか、ある意味でアメ

リカモデル、高いレベルの参加率、また、平等な

高等教育へのアクセスがある。 

しかし、サプライサイド、機関のほうでは不平

等であると。ある意味で、日本は長い間そうした

状態にあると思います。日本はそうした意味でア

メリカ化が進んでいると思います。システムの構

造としても、民間部門が大きく、ほとんどは研究

機関で、旧帝大、特に東大への集中度が高い。長

い間そのような状態だったと思います。 

日本でのほんとうの変化というのは、ヨーロッ

パや、英国や、オーストラリアのような結果をつ

くるということではなかったと思います。実際に

もっと複雑な、ミクロのレベルで管理された国家

管理を導入するというものだったと思います。 

きょうあった一番いい点は、王先生がおっしゃ

ったことで、国家プロジェクトがどういう状態か

が改革評価をする上で重要だということです。改

革は類似しておりますが、国家プロジェクトが国

によって違うからです。また、コンセプトに対す

る国家のアプローチというのも、国によって違い

ます。中国でこれを発展させるために、ほかの国

と比べてさらに期待が寄せられると思います。投

資によって何が達成されるかということ、日本や

オーストラリアで楽観視されているわけでは、必

ずしもないと思いますが。 

冒頭おっしゃった３つの点については、技術指

向型社会、グローバル化、また、政府がそれを認

識するということの知識社会、また、コンセプト

に対する財政的なコミットメントを減らして、コ

ントロールを増やすということは、私はそのとお

りだと思います。また、質を向上させるというこ

と。しかも、お金をかけずに質を向上させたいと

政府は思っているということ、確かにそのとおり

だと思います。 

財政的な支援が減少して、コントロールを増や

していくのは、まさにそのとおりだと思います。

政府は、コントロールされたシステムというのは

経済生産システムとは違うということがわかった

ため、そこが皮肉な点だと思います。経済のモデ

ルですが、私たちは違う、政治的にコントロール

されたシステムを見ているわけで、経済とは違い

ます。 

経済は文化を形づくるものかもしれませんが、

私たちから見ても政治的にコントロールされたシ

ステムです。政府は高等教育をコントロールする

には、資金を減らすほうがコントロールしやすい

ということがわかりました。投資するよりもその

ほうがいいと。経済製品をコントロールしたいと

きは、製品に対してもっと投資するのです。 

しかし、高等教育のコントロールを増やしたい

ときは、資金を減らして、数少ない資金をコント

ロールのメカニズムとして利用します。どの政府

もそれに気がつきました。残念ながら、参加率の

高い国でもそれがわかってしまいました。高等教

育の予算を減らしても、この社会からの反発がな

いということがわかってきました。アメリカでも

そうです。 

また、驚くことに、国民が自分たちを支援して

くれるということに気がつくのに時間がかかりま

した。しかし、投資を増やすことよりも、そうし

たコントロールが増えています。また、政府があ

まりお金をかけずに質を向上させたいということ。
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品質保証や効率性を見る、あるいはパフォーマン

スやモデリング、資源を集中する階層的なアプロ

ーチ。政府は成熟したシステムでは比較的成功し

ていると思います、日本など、あるいは西ヨーロ

ッパの一部、アメリカ、英国、オーストラリアな

どでは。 

ただ、こうした国々はもう発展途上にありませ

ん。しかし、より少ない資源で多くの成果を出す

ためには、戦略に対するリターンが減ってきてお

ります。オーストラリアのシステムを見ると、効

率や生産性といったポリシーに対してのリターン、

モデリングや、市場のコントロールをもっと増や

すことは、最初に 10 年ぐらいで最大化すると思い

ます。次の 10 年ではそれが減り、今、30 年目に入

っており、ニュー・パブリック・マネジメントと

いうことで生産的な側面が出てきております。 

また、格差があり、もっと幅の狭いポリシー、

アジェンダ、またこのシステムのモデルに対応し

ようとしているということ。より大きなビジョン

はもはや適切でないとされています。これは中国

とは全く違います。全体像は政府が把握していて、

長期的に政策を考えているからです。 

私の感じとしては、ＮＰＭというのは、むしろ

勢いをなくしてきていると思います。グローバル

な環境の中でさまざまな問題が出てきて、このキ

ャパシティービルディングというアプローチを中

国はとってきていますが、こちらのほうが長期的

なパラダイムになると思います。今の世界の金融

危機と過去５年間のトレンドをあわせて考えると、

教育への投資はまたこれから加速化して増えると

思います。中国、韓国、台湾、シンガポールでも

そうです。ヨーロッパの一部でシステムがまだ未

開発なところ。英国や日本ではその兆候は見られ

ません。より高い投資レベルに戻るということが

あるかもしれません。また、金融危機によってそ

うした展開はおくれるかもしれませんが、長期的

にはそういう傾向だと思います。 

私はいつも楽観主義者です。ただ単に政府だけ

ではないと思います。異なる利害関係者が高等教

育の現場に参入していると思います。教育と研究

に異なるステークホルダーが参加しており、異な

る利害関係を当然持っています。デンマークでは、

活発な産業界がそれぞれの利害関係を強化しよう

として、業界の利益のために大学の成果を期待し

ています。つまり、業界のことを考えた意味で、

委託研究にも、学生にも参入しているところです。

つまり手を出すと。 

一方で、ほかの利害関係者も高等教育の現場に

参入しています。政府だけではありません。政府

だけが支配しようとしているわけではありません。

ほかの利害関係にある利害関係者も、それぞれの

理由と、それぞれの利益のために高等教育という

マーケット・シーンに参上しようとしています。 

アクセスの平等についてコメントしたいと思い

ます。確かに大衆化はしているかもしれませんが、

ヨーロッパで見てみますと、アクセスの平等はま

だありません。大衆化しているにもかかわらず、

進学率、就学率で貧困者の進学率は文化的な資本

が高い家庭と比べると、低いままです。 

北欧のシステムを分析しています。ノルウェー

は資金的な問題がないかもしれません。このよう

なパターンがノルウェーでもあり、労働者階級出

身の学生の進学率は、行くとしても、４年制の大

学よりは、ポリテクニックです。つまり、そうし

た意味では平等が完璧ではないという事態があり

ます。 

【司会（丸山）】 パネルでのディスカッション

はここで一たん終了し、皆様方からのご質問をお

受けしたいと思いますが、いかがでしょうか。も

し、ご質問があれば、どなたにご質問するのかと

いうのをご指定の上、お名前と所属を言っていた

だければと思います。 

ここに質問票が来ておりますが、直接言ってい

ただきましょうか。 

大森先生、どうぞ。 

【大森】 熊本大学の大森といいます。マージ

ンソン先生に対する質問ですが、もう今のお話で

答えが出ているような気がしましたが、ご発表、
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ご講演の中で、知識社会、知識経済への対応とい

う面で、自国のオーストラリアなどのウエストミ

ンスター・モデルとおっしゃっていたと思います

が、それに対して、中国、あるいは欧州の国家主

導、あるいは欧州ですとステートというか、そう

いう主導の戦略的な投資、そうしたものがこれか

らより優位に立つ、もしくは適しているのではな

いかというお話、ご講演で聞こえたかと思います。 

そして、今また、先ほどのご発言で、ＮＰＭは

ランニングアウト・スティームとおっしゃいまし

た。もう確認するまでもないと思います。提出し

た質問というのは、マージンソン先生は、そうす

ると、欧州型、あるいは中国型、そうした国家主

導、あるいは超国家主導の戦略的な投資が、これ

から高等教育が最も社会や経済にとって有効な機

能を果たすのにいい方法であると。つまり、ウエ

ストミンスター型はもうだめだという趣旨のお考

え、ご発言というふうに確認してよろしいのでし

ょうかという質問です。 

【司会（丸山）】 少しお待ちください。もう一

人、関連したご質問を出された方がいますので。

工藤先生、おられましたら、どうぞ、せっかくで

すのでお願いします。 

【工藤】 獨協大学の工藤と申します。興味深

い発表、ありがとうございます。紙に書かせてい

ただいた質問は、今のところまだ議論が出ていな

いということで、英語化の問題です。Englishization、

つまり、英語で非英語圏の国々は教育・研究、そ

れから大学行政、マネジメントを行っていくとい

うことも、今後ますます増えていきますが、特に

非英語圏、または準英語圏であるヨーロッパ、今

回ですとヨーロッパのお二方と、中国からの王先

生に、具体的に英語化していくことに伴う効率性

といいますか。 

一方では、英語化することによって、よりオー

プンでスタンダダイゼーションされていく、一方

で効率化が進んでいくように思えますが、一方で

英語の限界といいますか、例えば、日本のケース

ですと、さまざまなマネジメントクラスのレベル

ですと、実のところ英語のできる日本の事務職員

というか、行政の人はまだまだ少ない状態です。

その辺が非常によその国に比べて難しいのではな

いかと、私は感じているところです。 

ですから、ヨーロッパと中国では、どのように

英語化していく学校のマネジメント教育・研究、

その効率のトレードオフのような関係、少し聞か

せていただけたらと思っております。 

【司会（丸山）】 まずマージンソンさんから、

先ほどの質問にお答えください。 

【マージンソン】 両方の質問、ありがとうご

ざいました。ヒロさん、お久しぶりです。実は、

先生とは長年のおつき合いでして、非常に大事な

システムに関する質問がありました。ウエストミ

ンスター・システムに対する私の気持ちに関する

質問です。 

グローバルな知識社会、経済への移行は、まだ

どういう課題であるのか、どの国もわかっていな

いのではないかと思います。そこで、重要な根本

的な課題は、グローバルなガバナンスが存在して

いないこと、ハイレベルなグローバルな通信技術

はあるけれど、経済統合はＩＴには追いついてい

ません。また、文化的な統合はいろいろな意味で

起こっています。アメリカ映画、テレビがどれだ

け植民地化しているか。アメリカ化があちこちで

進んでいます。すべてがいいことではないかもし

れませんし、すべてがそれほど単純ではないかも

しれませんが、アメリカナイズが広がっておりま

す。 

グローバルなガバナンスはありません。例えば

ホブソンが言っているような戦争国家が起こって

います。共通の利益を考えていないからこそ、こ

のようなホブソンのような戦いがあるのです。国

連も多国間として十分に機能しておりません。国

連があっても、うまい仕組みができておりません。

そのために政治間、政府間での調整が十分できて

おりません。国連があってもまだまだです。 

よって、知識社会に対応しようとしても、結局

は国という枠組みとプリズムを使うしかありませ
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ん。国民国家という枠はどうしても使っています。

その際、一部の国民国家のほうが啓蒙化している、

洗練化している、見通しが国境を超えているとい

うところがあるかもしれません。だからといって、

支配的な国が必ずしも啓蒙されているというわけ

ではありません。 

しかし、教育制度となれば、少なくとも機関の

レベルでは、特に分野という意味で、教員と学生

との流動性が十分にあり、より広い視点をとるこ

とができると思います。高等教育機関が世界社会

の発展にどうなるか、胡錦濤国家主席がおっしゃ

っていましたが、政策枠組みと統治の枠組みは、

その国で狭くとらえていれば、それが下部となる

かもしれません。 

アングロサクソン、ウエストミンスターの諸国

も同じような水準でしかありません。進んでいる

わけではありません。グローバル・アーキテクチ

ャーに貢献しておりませんし、胡錦濤国家主席も

述べていたとおりです。ヨーロッパのシステムは、

この意味ではほかの方向に進んでいるかもしれま

せん。だからこそ、今おっしゃった前提に賛同し

ます。いいところにあると思います。 

ヨーロッパで一番おもしろい改革が起こってい

るのは、ほんとうのプラスの変化が起こっている

場所です。問題が起こっているところでも活発な

会話があり、閉鎖ではなく、開放されているとこ

ろで一番おもしろい話が起こっております。ボロ

ーニャ・プロセスは部外者の私にとっては、そう

いうものはないと思っております。国際的なプロ

セスはないけれど、非常に大切だと思いますし、

新しいアイデアが常に生まれていますし、ディス

カッションの質は非常に高いと思います。 

教授、学者、学生のリーダー、学会の職員、組

織団体、学長等、閣僚、お役人が、欧州委員会、

みんな結集して共通の会話をしています。お互い

に影響力を行使し合い、お互いに耳を傾け合って

おり、非常に衝撃的だと思います。一種の水平的

な民主主義だと思います。 

かつ、小さな国を大きな国とともに活動させる

という意欲があります。幸い、英国はあまりＥＵ

化に関心がない。そうでなければ覇権主義に走る

でしょうから、よかったと思います。ドイツ、フ

ランスがもはや欧州大陸を支配しようとしていな

いのはよかったと思います。お互い仲よくしよう

という用意があるのは非常にいいです。つまり、

ＥＵの枠組みは非常に前向きだと思います。 

私も北欧の人ではありませんので、デンマーク

を含めた北欧モデルを勉強してみますと、社会と

経済がうまくバランスがとれているようで、文化

と経済のバランスもうまくとれているように思い

ます。 

一方で、同じような過ちが起こっていることも

否定できないかもしれません。そのような意味で、

ストレートではありません。必ず両面性がどの問

題にもあると思います。２歩進んで１歩下がるだ

と思います。 

よって、先ほどの質問については同感ですが、

アングロ・ウエストミンスター・モデルはあまり

にもお金づくり、留学生からもうけるという焦点

があると思うので、この見方は変えて、バランス

を変える必要があると思います。とりわけ基礎研

究を枠組みに引き戻し、人文教育を第１専攻とし

て強化する必要があると思います。これまであま

り注目されていませんでした。また、学生が人文

から離れてしまっていたのです。 

キャンパスに学生がいない、フルタイムで働い

ていて全然キャンパスに来ない。アルバイトばか

りしている。あるいは、学業に興味がない。ただ

単に学位を取っておかないと仕方がないからとい

う学生の気持ちが見てとれます。学生は、例えば

クラブやソサエティーに参加しません。学生にと

っては、学生自治というものが魅力ではないので

す。 

少しセンチメンタルな話に走ってしまいました。

我々の学生のころを思い出してのノスタルジーで

すが、学生自治に関心がないということは、学生

教育、学生の学習が進んでいないということで、

懸念しなければならないと思います。昔に戻るべ
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き分野もあると思います。基礎の、リベラルな、

知的な教養、人格を形成する、道義的、倫理的な

人格を形成する基礎研究と、基礎教育に戻るとい

う教育ばかりではなく、ということが大事だと思

います。 

【司会（丸山）】 英語で教育が行われるとか、

研究が英語で行われるとか。 

【マージンソン】 言語の問題というのは、ジ

レンマや機会をすべての国に対して提供すると思

います。結論を申し上げますと、一番いいのは完

全にバイリンガルにすることだと思います。現在、

１つのグローバルな言語しかありません。それが

英語です。つまり、みんな英語ができなければい

けないと、それを避けることができません。グロ

ーバルに競争できなければなりません。 

学習のほとんどはグローバルなレベルです。研

究、知識だけでなく、経営や、組織、制度、文化

制度などもますますグローバルな側面が出てきて

おります。だからといい、ローカルでなくなった

と、国にとどまっていないというわけでもありま

せん。よって、均一性の問題もありますし、また、

文化や国の言語が場所がなくなるのではないかと

いう問題もあります。ですから、積極的なバイリ

ンガリズムが必要だと思います。グローバルな言

語が国の言語にとってかわるわけではありません。 

基本的には、ここでの会議は抽象的に言うのは

簡単ですが、グローバルに効果的になるには２つ

のことが必要です。今までは逆でしたが、そうで

ある人も、そうでない人もいましたが、１つはオ

ープンであるということ。つまり、国境を超えて

外国の機関や文化から知識や問題を学習するだけ

オープンであるということ。 

また、ほかの人、ほかの国に対して貢献する意

思があるということ。また、相手から学ぶ意思も

あるということ。こうしたものに対する対応を変

えていかなければなりません。オープンであると

いうことは、一方で柔軟でなければなりませんし、

それにあわせて自分自身のアイデンティティーも

強く持たなければなりません。たとえそれが変わ

ったとしても、自分がコントロールできる形で変

えていかなければなりません。 

よって、強い自分のアイデンティティーとグロ

ーバルに対してオープンであるということの組み

合わせが必要です。ある国は正しくできて、正し

くできない国も一方であると思います。例えば、

世界を見ると、中国は現在それをやっていますし、

十分な数でもっとグローバルに効果的になろうと

しています。もちろん、さまざまな矛盾や反対意

見もあるかもしれませんが。 

また、アメリカはエンゲージメントは得意でし

た。国境を超えて相手と関係をつくることは得意

ですが、必ずしも相手に耳をかさない、相手から

学習しようとしていない。今はそれぞれ強みや弱

点がありますが、日本人は英語も得意で、日本語

も得意でなければならないと思いますが、私たち

ももっと今以上にバイリンガルにならなければい

けません。 

英語はいつまでも唯一の国際言語であり続ける

と思います。今もそうですが、中国語もこれから

２世代、３世代先には十分に強くなるかもしれま

せん。中国はあまりにも大きいのでグローバルな

言語になるかもしれません。スペイン語もそうか

もしれません。人口的にも、経済的にも、文化的

にも、スペイン語のウエートは増えています。ラ

テンアメリカは非常に大きなブロックです。スペ

イン語も幅広く使われる言語になる可能性もあり

ます。アメリカでもそうです。アメリカではある

意味でバイリンガルになっています。 

アメリカはほかのどの国よりも影響が強いと思

います。よって、将来、我々が生きている間に中

国語やスペイン語がグローバルなレベルで重要に

なる可能性があると思います、英語ほどではない

かもしれませんが。 

【司会（丸山）】 せっかくですので、ほかの質

問を受け付けたいと思います。 

【モーガン】 キース・モーガンと申します。

私はイギリスから参りました。また、オーストラ

リア出身でもあります。 
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まず、スピーカーの方々、大変包括的な高等教

育の成長の状況を各国に関して説明していただい

たこと、そして、いろいろな変化が起こっている

ことを説明していただいて、ありがとうございま

した。しかしながら、一方、私が悲しく思います

のは、いろいろな国々が同じ間違いを犯している

ことです。オーストラリア、イギリスと同じよう

な間違いを犯していること、それが残念です。 

共通な問題で明らかにこの中でも指摘されたの

が、吠えない犬ということです。すなわち、その

声が聞こえなかったということです。大学に関し

て、また、ビジネスとか、政府、財政の状況も聞

きました。また、経済の状況も聞かれました。こ

れらはコントロールとして聞かれました。形態で

あるとか、高等教育におけるいろいろな影響につ

いて聞きましたが、大学自身が何も貢献していな

いように思います。 

よって、それには何らかの理由があるかもしれ

ませんので、パネリストからコメントを伺いたい

と思います。 

また、別な言い方をいたしますと、政府は短期

的なその運営者たちです。また、政治家は選挙の

間、役割を果たしています。大学の学長、副学長、

ダイレクター、また最近では、短期的な任期を満

たしています。彼らは、大学の重要性というもの

を短期的にとらえています。私はかなり年ですの

で、大体は長期的な目標を持っていた時代のこと

を知っております。 

教育の中、また、基礎教育の中にはメリットが

あり、それにより改革や、それらを支配している

目標を持っていたと思います。私は間違っている

でしょうか。大学はまだ十分にこのようなディス

カッションには参加していないと思うのです。本

来ならもっと参加すべきなのに、十分に参加でき

ていないと思いますが、いかがでしょうか。全員

にお願いします。 

【アマラル】 理由の１つは、特にヨーロッパ

に関しては、なぜ大学の役割がそれほどまでに十

分に対応できていないかということでありますが、

まず、大学に対する信頼が失われているというこ

とだと思います。いろいろな改革ですとか、ポリ

シーということで信頼がない。 

また、マーティン・トローが書いている論文が

ありますが、大学がその信頼を回復するのが難し

いということです。また、トローも、教育機関が

信頼を失っている、そして、それを回復しなけれ

ばいけないという点だと思います。 

２番目の問題は、大学のような機関がＥＵの中

でポジションをとるのはなかなか難しいのではな

いかと思います。例えばボローニャの実効という

ことを考えますと、問題は多元的な権限のシステ

ムがあると思います。まず、ブリュッセルのＥＵ

の権限がありますし、また、その下には国家の政

府があります。それに加え、地方自治体があり、

それから教育機関があります。このようなシステ

ムの中では、教育機関が効果的な発言をするのは

なかなか難しいと思います。 

３番目の点ですが、戦略的な間違いを大学が犯

したということです。10 年前、２つの組織が大学

を代表しておりました。これはヨーロッパの場合

です。その１つは、ＣＲＥということです。これ

が大学を代表していました。それから、欧州の学

長の連合です。これは重要な政治的な役割を持っ

ており、ＥＵと交渉する上でも重要な役割を果た

していました。 

しかしながら、ＣＲＥは大学を代表している、

むしろ学術的な面から代表していますが、この２

つの機関を統合したのが間違いではないかと思い

ます。新しい組織やヨーロピアン・ユニバーシテ

ィー・アソシエーションは、政治的な役割でもな

い、学術的な役割でもないという役割を果たすこ

とになってしまいました。そして、発言力を持つ

権限を失った。このような国際的なディスカッシ

ョンの中で、そうした立場を失ったということで

す。 

ＥＵは、ボローニャの政策に関しては、より好

意的な立場をとり、このボローニャでのセレモニ

ーの後ろにいた組織がありましたが、ＥＵはパー
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トナーとして、もはやみなされなくなってしまい

ました。ＥＵも交渉の中に入っておりましたが、

アソシエーション・オブ・ヨーロピアン・スチュ

ーデントのような形で、アドバイザリーの役割を

果たしております。 

こんなことを言うのはフェアではないかもしれ

ませんが、ＥＵは十分にフォーカスをしていない

のではないかと思っています。私がアメリカで起

こったことを分析してみますと、1992 年の問題が

あり、その連邦政府の会議を増やすということで、

エージェンシーをつくっていくということ、それ

に対応するということが言われましたが、同じこ

とをヨーロッパでやるのは不可能でした。 

なぜかといいますと、大学が大きく反対してい

るにもかかわらず、欧州委員会がデグレーション

システムに移行するのを避けることができなかっ

たのです。インスティテューショナルデモクラシ

ーがヨーロッパにありますので、強い大学の介入

というものができないような状況になっています。 

【ライト】 私も今のご質問の論点に賛成です。

つまり、大学の学長がアメリカでは、私が申し上

げました点に対して黙っていると。例えば幾つか

のアジェンダがあると申し上げましたが。また、

ほかのところの問題、高等教育の問題で大学の学

長が発言しないということ。彼らの役割というの

は、彼らが考え方のリーダーであると今まで思わ

れていましたが、今は資金調達の責任者のように

言われております。 

機関の目的と国家の目的との間では二極分化が

あると言われておりますが、将来、両方が存続す

るかということに関しては、私たちは将来お互い

に依存し合っていると思います。国は目標を達成

するためには、教育機関の参加が必要ですし、教

育機関側ももちろん国の支援に依存しています。

これは財政的な支援だけに限りません。 

もう一つ明らかになったことは、これをパー

ト・カレンやその同僚が高等教育のナショナルセ

ンターで検討する際に重要視した点があります。

このすぐれた教育機関がエクセレントであるとい

うことで、そうしたエクセレンスのポケットがあ

るからといって、この国のすべてのニーズに必ず

しもこたえるわけではありません。したがって、

政策のリーダーシップを、例えばこれはテネシー

に限って申し上げていますが、こうした教育機関

のリーダーに取り戻してもらいたいと思っており

ます。 

彼らが黙っていることで空隙が空いてしまった

と。そして、時にはそれが不均衡な結果によって

埋められていると。立法担当者と経済界の人たち

で、１つの見解しか持っていないような人たちに

より、その地位が埋められてしまっています。よ

って今おっしゃった点は私は賛成ですし、おっし

ゃるとおり、私たちは対話を取り戻さなければな

りません。大学の学長の対話の中での役割を州の

レベルで取り戻さなければいけないと思います。 

【シュミット】 適切な質問だと思います。我々

が目の当たりにしているのは、制度の利益と公益

のバランスだと思います。第二次大戦後、大戦に

参加したすべての国々におきましては、そのレベ

ルで 1945 年に起きました。二度とこんな戦争はし

たくないというようになりました。そして、より

よい社会をつくろうと。お互いを殺戮し合わない

国をつくろうと。よりすぐれた社会的な前提でや

っていこうということで、この福祉国家をつくろ

うと。 

そして、日本でも、犠牲を払って建国するのだ

ということで、このような集団的なコミットメン

トをして、共通のプロジェクトを実行してきまし

た。ヨーロッパでも、ある意味ではまだ欧州化と

いうプロセスがあり、これは戦後のアプローチの

１つであり、それをこれから超越しようとしてい

ます。大まかに言いますと、この第二次大戦の与

えた影響、すなわち公共の財に貢献しようという

こと、そして、それぞれの利害、それぞれのセク

ターの利害をバランスさせようということです。 

多くの国々では、真に公共財のために貢献しよ

うということで、国も制度的になっております。

そして、より多くの公益財の受け皿となっていま
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す。いろいろな機関も共通の利益ということを考

えており、民間のセクターならば、もしかしたら

もうかるかもしれませんが、こうしたセクターで

仕事をしている。もしかしたら、我々の利益より

ももっと大きな利益のために貢献しようと考えて

いるからです。 

このインスティテューショナルポリシーにおい

ては、すぐれたマネジャー、すぐれたエグゼクテ

ィブでこの機関の利益を追求するのが重要である

と。そして、資金を調達するだけで今は終わって

いるところもあります。よって、倫理的な状況が

生まれているのではないかと思っております。 

それから、先ほども言われましたが、強い、一

貫した民主的なステークホルダーの関与というも

のが、我々にとり、非常に深刻な問題となってき

ています。我々のインスティテューションがもっ

と高い理想を抱えても、それはグローバルな、公

的な利益を追求するということが重要です。人類

が直面している問題、特に環境の持続可能性とい

うもの、これは我々にとり、非常に重要な問題と

なってきています。 

それこそが将来の行くべき道だと思います。し

かしながら、我々の社会とつながっていなければ

だめです。ただ単に利害団体だけが圧力を加える

ということではならず、中小企業であるとか、そ

れぞれの地域にも行き、そうしたところとのつな

がりもなければいけないと思います。そうでなけ

れば、我々の公的な利益というものをより大きく

広げることはできないのではないかと思いますし、

社会にも貢献できないと思います。 

【司会（丸山）】 時間的には最後の質問になる

かと思いますが、いかがでしょうか。ありません

でしょうか。よろしいですか。エバンシアさん、

コメントをお願いします。 

【シュミット】 私は知識の生産のプロセスは

２つあると申し上げたいと思います。私たちは常

にモード１とか、早期生産、そしてモード２、マ

ルチプロダクションとよく言いますが、こうした

変化は基本的なものであり、非常に深い変更です。

また、これは教育機関がどう機能するかという、

その機能の構造も変わります。信頼が失われてい

ることを最近は経験していますが、これによって

教授の権威も害されてしまいます。 

また、私たちがこのような改革の過程の中で長

く発言をしなかった理由は、デンマークの改革を

考えますと、私たちは予想外なことに直面したの

です。といいますのは、多くの過去の改革は全く

効果がありませんでした。例えば、紙の上の改革

であって現実ではなかったのです。しかし、今回

は突如として、これは本物の改革であるというこ

とに気がつきました。そして、高等教育制度のす

べての構造が変わることに気がつきました。今急

にその影響に気がついたのです。それに対して、

今反応を出し始めたという状態です。また、私た

ちが失った権限を取り戻すことも必要かもしれま

せん。 

【王】 私から最後のコメントをさせていただ

きたいと思います。幾つかの国のメカニズムや制

度により、高等教育機関をコントロールしようと

していると思います。例えば、アドミッションも

コントロールする、人員に関してもコントロール

する、また、クレディテーションもコントロール

する。例えば中国におきましては、国の学位の制

度があります。それに対してもコントロールしよ

うとしています。それから、財政政策もあります。

全体のコントロールの体制のうちの一部、ある意

味では、このようなファンディングのメカニズム

というものが土着のもので、ほかのアレンジメン

トから生まれているものです。 

よって、この会議では、我々はこのファンディ

ングのメカニズムにフォーカスをしながら、あま

りほかのコントロールであるとか、介入のメカニ

ズムには言及していないと思います。しかしなが

ら、これは単独では分析できないものだと思いま

す。 

【司会（丸山）】 終わりにしたいと思いますが、

日本では 2004年に国立大学の法人化が始まりまし

た。中期目標計画の最終年、今年は 2010 年ですの
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で、それに当たりますが、何らかの総括が必要な

時期かと思われます。そこで、国立大学財務・経

営センターとしましては、日本の国立大学の改革

について山本研究部長と水田准教授から現状につ

いて報告していただき、それを相対的な地位はど

の辺にあるのかという鏡を設定しようという意向

で、ヨーロッパのアマラルさん、中国の王さん、

アメリカのライトさん、デンマークのシュミット

さん、そして、最後にオーストラリアのマージン

ソン教授から、各国の大学改革の現状と課題につ

いてお話を伺いました。 

似ているということは確認できました。各国の

状況が、アカウンタビリティーだとか、オートノ

ミーだとか、確認できました。日本はイギリスを

モデルにしていると言われており、常におくれて

いるのではないかという危惧がありましたが、実

は、日本の 60 年代、70 年代の大学進学率は、当時

のアメリカや、当時ソビエト連邦と言われており

ましたが、それに次ぐ規模でした。大学の階層化

だとか、役割分化、または、学生から授業料を徴

収することなどは、ヨーロッパより日本のほうが

先んじて行っていた問題であり、今ヨーロッパは

そうした問題に直面していることで、その点につ

いては日本のほうが経験があり、必ずしもおくれ

ていないということです。 

今後はどうなるかということですが、日本もそ

うした各国の状況を常に見ながら、改革の見直し

というか、また、改革を進めることをしていかな

ければならないと。それが、効率化や、ほんとう

の生産性の向上、つまり教育研究の生産性を上げ

る、活性化することにつながるのではないか思っ

ております。 

これでまとめましたが、最後に、ご出席くださ

ったアマラルさん、マージンソンさん、シュミッ

トさん、王さん、デイビッドさんに拍手をお願い

します。 
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【吉田】 国際シンポジウム、「高等教育システ

ムの改革とその結果」の閉会に当たり、一言ごあ

いさつを申し上げます。 

まず初めに、本シンポジウムにおいてご講演を

いただきましたスピーカーの先生方には、海外か

らはるばるお越しいただき、最新の知見をご披露

いただきました。この場をかりて厚く御礼申し上

げます。 

また、同時に、多くの参加者の皆様方にご参加

をいただき、活発にご議論をいただきました。必

ずしも時間は十分ではなかったかもしれませんが、

おかげさまをもちまして、大きな成果を上げてシ

ンポジウムを終えることができましたことを心か

ら感謝申し上げます。 

知識社会への移行とグローバル化を背景といた

しまして、各国で高等教育機関の強化が求められ

ており、そのため、それぞれ高等教育改革に向け

た取り組みが進められていますが、その成果と課

題の一端が本日のシンポジウムを通じて明らかに

なったのではないかと思います。まだ進行中の改

革もございますので、当センターといたしまして

も財務経営の観点を中心にいたしまして、引き続

きフォローしてまいりたいと存じます。 

最後に、それぞれの国の高等教育の今後のます

ますの発展と、ここにご参集の皆様方のご活躍を

祈念いたしまして、閉会のあいさつとさせていた

だきます。本日はどうもありがとうございました。 
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高等教育の需要が引き続き増加し、政府が経済発展を促すうえでの自
らの役割を認識するにつれ、高等教育制度を効果的に運営することが
ますます重要になっている。 
…近年の高等教育運営上の改革は内外の同じ圧力に後押しされ、ほぼ
同じパターンをたどっている。 
世界銀行（2008年） 

 

ヨーロッパの大学が知識社会やグローバリゼーションの課題に対応す
るためには、広範囲の改革が必要である。教育機関および制度の運営
やリーダーシップの変革なくして、ヨーロッパの大学は現在の技術的、
経済的、人口動態的な課題に対処することはできない。 
高等教育文化総局（2006 年） 

加盟国は…大学がそのパフォーマンスを改善し、近代化を進め、競争
力を増すために必要な条件を整える必要がある。  
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高等教育機関にさらなる自治を認める動きが高まっているものの、こ
うした変革にはパフォーマンスや質、資金供給を監視、統制する新た
な仕組みが伴うことが多い。したがって…高等教育改革は…結局のと
ころ、政府の影響や管理を逃れられなくなりがちである。 
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アブストラクト 

多くのヨーロッパ諸国で近年、高等教育機関の効率を向上させ、社会のニーズや要求への対応を

促すための改革が数多く行われている。限られた研究大学への投資を強化してグローバル社会に

おけるその競争力を高めることで、より層の厚い高等教育システムをつくろうとしている国もあ

る。こうした改革に共通のトレンドとして、教育機関の自治の拡大、中央集権の強化、合議制の

縮小、「改善」から「認定」への質システムの変革、資金源の多様化などが挙げられる。高等教

育機関を含め、公共部門では新公共経営（New Public Management）の役割が高まりつつある。

公共政策の手段として市場（または疑似市場）の利用が増え続けている。欧州委員会――すなわ

ちボローニャ・プロセスとリスボン戦略の実践の活用――や OECD も超国家的なレベルで諸改革

に影響を及ぼしている。本編ではこうした変革の実例を示し、批判的分析を行っている。 
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はじめに 

経済的なグローバリゼーションが進むなか、高等教育機関は新たな課題に直面すること

になった。つまり、社会との関係や運営管理システムに影響を与えるさまざまな圧力に

さらされているのである。 

世界銀行（WB）や国際通貨基金（IMF）が設立された 1944 年のブレトンウッズ会議以降、

ワシントン合意や世界貿易機関（WTO）の貢献にも後押しされて、国家間の貿易障壁が

少しずつ取り除かれ、グローバル経済が出現した。今日「流行り」の経済的発想の一部

が 18 世紀から 19 世紀初めにかけて形づくられたのは興味深い。アダム・スミス（1723

～1790）は「市場の見えざる手」でその名を知られ、無制限の自由貿易を最初に擁護し

たのはデビッド・リカード（1772～1823）である。 

多くの新自由主義の論客たちが、モノと資本の自由な流れこそが全世界の繁栄や平和へ

の道であるという考え方を唱えてきた。Jones（1998）も述べているように、Goldman

（1994）は Silberner（1946）の著作を引いて、自由貿易は各国の物質的繁栄や人類の

知的進化、また戦争の危険性の削減さらには除去に寄与すると述べている。自由貿易や

市場の長所を強調するため、さまざまなイメージが効果的に利用されてきた。たとえば

「トリクルダウン理論」。企業の食卓を贅沢の限度を超えるほどに満たせば、労働者階

級もそのおこぼれにあずかれるという考え方である。あるいは常識的なところでは「水

位効果」。上げ潮のときにはすべての船が同時に浮かび上がるという理屈である。 

グローバリゼーションやニューライト政策は教育に多大な影響をもたらした。近年は

「経済政策上の要請による教育政策の植民地化が進み」（Ball 1998）、それが大学と

社会とのこれまでのつながりに変化を生じさせた。大学の社会的・文化的機能に重きが

置かれず、経済的機能が求められるようになったのである。 

起こっている変化は構造的な調整ばかりではない。イデオロギーや価値観の変化もある。

高等教育機関と国家・社会との関係も大きく変化している。教育は現在、社会的権利と

いうよりも経済競争に欠かせない要素と見なされ、徐々にひとつのサービスと化してい

る。「…学生は消費者と見なされ、より高い料金を払うよう求められる」（Torres and 

Schugurensky 2002）。政府は教育機関が外部の要求にもっと応えられるようにするた

めの、そして教育・研究が国家経済に｢かかわる｣ようにするための政策を実施した。

「市場原理とはひとつに需要主導をめざすことであり、そのためサイクルが短期化し、

いわゆる職業化が重視される」（Torres and Schugurensky 2002）。ヨーロッパで実践

されているボローニャ・プロセスも高等教育が卒業生の雇用可能性に貢献することを重

視している。 

学界にはもはや、高等教育が政治的自治を主張できるだけの威光がない（Scott 1989）。



－72－ 

学術的職業は少しずつプロレタリア化した。そう、その階級や地位の相対的優位性が損

なわれたのである（Halsey 1992）。大学資本主義（Slaughter 1997）や大学を挙げた

特許政策の高まりも教職員を他の一般労働者と変わらぬ存在にした。教員、職員、学生

は大学所属の専門家というよりもまるで企業の専門家になった。彼らの発見は職務著作

物、すなわち当人ではなく企業の財産と見なされるのである。市場的な競争メカニズム

の導入により、教授、学部、学科は「資金調達、助成金、契約、学生の選抜や奨学金の

ために市場さながらの競争行動」（Torres and Schugurensky 2002）に関与せざるをえ

なくなった。  

それまでの大学運営は激しい批判の対象となり、合議的運営という長年の伝統は今日で

は非効率で共同体的であるとされる。多くの政府は「大学とは別の組織の管理手法や報

酬体系を参考にした、主にトップダウン型の外部介入の数々によって」（Chris Duke 

1992）大学運営を改善したいという誘惑に勝てなかった。欧州委員会はじめ OECD や世

界銀行などの超国家組織は、従来の合議的な大学運営法を「もっと効率的で効果的な」

運営モデルで置き換えるような変革を強く支持している。 

これらのモデルは企業社会から持ち込まれた。合議制の遅々とした非効率的な意思決定

プロセスを「迅速、大胆、楽天的、献身的、開放的でコンピュータ化された、選択の個

人主義化、自治的な事業、突然の機会」（Ball 1998）に置き換えようとしてのことで

ある。「外部世界」に敏感な仕組みづくりに向けた最終ステップは、大学運営における

外部関係者のプレゼンスを強化することであった（Magalhães and Amaral 2000）。確

たる管理手法をそなえた理事長が任命され、選挙で選ばれた学者に代わって大学の舵取

りを担うようになっている。組織環境の変化に対応するため、教育機関はもっと柔軟か

つ自立的でなければならないのである。 

本稿第 I 部では、高等教育システムおよび高等教育機関に生じている変化の理論的根拠

を検証する。第 II 部では、最近のヨーロッパの動向を事例として示し、批判的に分析

する。  
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第 I 部 変革の理論的根拠 

 

増大する市場の役割 

この 20 年間、各国政府は公的規制の手段として市場的なメカニズムを用いるようにな

っている（Dill et all 2004）。市場さながらの競争こそが公的サービスの硬直性を正

し、その効率を高めるための解決策になると政府は考えた（Ball, 1998）。ヨーロッパ

ではボローニャ宣言が「学術プログラムの性格や内容を再定義することで、かつては学

位をめぐる国家の独壇場であった大学を競争の激しい国際市場へと転換しつつある」

（Dill et all, 2004: 330）。  

David Dill は市場の機能を次のように定義している。  

…堅苦しく言えば、市場とは伝統や政治的選択などの要因ではなく価格に基づい
てモノとサービスの交換を組織化する手段である（David Dill 1997: 168）。 

しかし、市場による規制を効率的に利用するには数多くの問題がある。モノとサービス

が「社会のより広い範囲に最適の効率で」（Leslie and Johnson 1974）配分されるた

めには、市場は完全競争の状態になければならないが、これには実現困難な多くの条件

が伴う。もうひとつの問題は、新自由主義者を魅了してやまない「自由市場」という考

え方に関係する。市場はすべて多少なりとも国家の規制を受けている。なぜなら「そう

した監視メカニズムがなければ、民間部門のご都合主義や企業の私利私欲によって、い

わゆる『需給のスムーズな調整機能』がひどく歪められてしまう」（Boyer and Drache 

1996）からである。次のように結論づける者さえいるかもしれない。「…唯一の『自由

な』市場は、政府に規制されないという意味で、闇市場すなわち非合法市場である。だ

が、法に違反して運営される以上、闇市場もまた政府の規制を受けていることになる」

（Dill et al, 2004: 328） 

政府による規制、市場による規制のいずれも非効率な施策につながりかねない。それは

文献でも示されていることである。政府の失敗は、議会制民主主義の欠陥や公的機関が

モノとサービスを産出、配分する際の効率の悪さゆえ、政府および政府機関が時に公共

政策を完璧に設計、実行できないという事実に関連する（Dill 1997: 175; Van Vught 

1997: 220）。   

市場の失敗は、一定のモノや条件、すなわち教育のように大きな外部性を示すモノの産

出に直面したときの市場の欠陥（Van Vught, 1997: 220）である。外部性という概念は

何らかの活動が及ぼす社会的利益と私的利益を比較するのに用いられ、専門的には個々

の私的利益を超えて社会が受け取る利益と定義することができる。社会は教育・訓練の

行き届いた人材を通じて、経済競争力の増大、社会的流動性の向上、社会的価値の伝達、



－74－ 

社会的一体性などの利益を享受しており、これが単なる私的財と教育の違いである

（Thys-Clément, 1995）。市場は価格に基づいてモノとサービスの交換を組織化する手

段であるため、付加的な社会的利益（外部性）は市場メカニズムでは無視される、また

はほとんど考慮されない傾向がある。  

ほかにも市場の失敗の原因として、自由市場は寡占を生みやすく、それが非効率な結果

を招くという点（概して政府の規制は消費者保護のためにこの種の動きを禁止する）、

あるいは製品の不足を反映しない価格、不十分ないし非対称な情報といったいわゆる

「市場の不完全性」（Van Vught, 1997: 221）が挙げられる。  

市場が効率的に機能するためには、生産者と消費者が「完全な情報」を有する必要があ

る。消費者は合理的な意思決定をしなければならない。つまり購入しようとするモノや

サービスの特徴（質、価格など）、市場の状況をよく知るということである。ところが

多くの場合、関連情報が入手できなかったり（不完全な情報）、生産者が消費者より詳

しい知識を持っていたり（非対称な情報）する。 

情報面の問題は高等教育の場でとくに深刻である。そこには 3 つの特徴が同時に存在す

る。 

a) 経験財である。 

b) 購入機会が少ない。 

c) オプトアウトのコストが高い。 

純粋な商品ないし探索財、すなわち購入頻度が高いものの場合、消費者は十分な情報を

得てしかるべき決定を下すことができる。購入前に試用や試食が可能なケースも多いう

え、判断を誤ったら次回は別の生産者から購入するのも容易である。しかし経験財の場

合は（教育もそのひとつである）、消費しなければその特徴を十分に評価できない。学

生は学習プログラムに出席して初めて、教育の質、教授陣、教育体験の一般的価値など

の面で自分が何を購入したのかを本当に理解するのである。 

2 つ目の特徴は高等教育の購入頻度の低さを表している。ほとんどの場合、学生は在籍

中ずっとひとつの学習プログラムを受講する。生涯学習が広まりつつあるものの、それ

は一般的に小さなモジュールで構成されており、本格的な学習プログラムを形成してい

るわけではない。したがって消費者は頻繁な購入による市場体験を得られないのである。 

3 つ目の特徴はオプトアウト、すなわち別のプログラムや教育機関への変更が概して高

くつき、簡単な選択肢でも賢明な選択肢でもないということである。 



－75－ 

教育にはこれら 3 つの特徴が並存するので、消費者保護を促す政府の規制が正当化され

る。これにはライセンス、認定、モノとサービスの質に関する情報提供など、さまざま

な形態の情報が含まれる（Smith 2000）。 

 

未熟な顧客および疑似市場 

 
David Dill は「教育機関やプログラムの質についてしっかりと判断、選択できるだけの

情報が学生にはない」（1997: 180）と考える。というのは、彼らに必要なのはそれぞ

れの学習プログラムが将来どれだけの利益を提供してくれるかということであり、「同

僚たちによる指導プロセスの評価でもなければ、カリキュラムの質の主観的判断でもな

い」（同上）からである。しかし Dill は、学生は未熟な消費者であると考える。つま

り、こうしたデータが得られたとしても多くの学生（またはその家族）はこれを利用せ

ず、合理的・経済的選択の妥当性に疑問が投げかけられるというのである。 

これから大学生になろうという者は実際の学習内容、学位の取得、卒業後の就職
について確かなことがわからないため、高等教育に参加し、特定のプログラムを
選択するという決定には多くの不確実性がつきまとう。…学生が学習選択に関す
る金銭的インセンティブを判断するうえでの「フィルター」や精神的枠組みが、
心理現象によって形成される。（Vossensteyn 2005） 

未熟な消費者の存在は「学術プログラムの配分において消費者主導型市場ではなく疑似

市場が展開される」（Dill 1997: 181）ひとつの理由である。Cave and Kogan（1990: 

183）によれば、モノとサービスが最終ユーザーではなく代理人（一般には公的代理

人）に購入されてから顧客に直接配分されるときに、疑似市場が立ち現れる。  

いくつかのケースでは（衛生や教育に事例が見られる）、政府は競争を生み出す手段と

して疑似市場を使ってきた。政府機関を通じた国家は未熟な消費者の利益を消費者以上

に保護することができる、と考えられている。したがって国家はもはや高等教育の提供

者ではなく、競合する各種教育機関との契約によって消費者の利益を代表する依頼人と

しての役割を担うのである。これが疑似市場を創出し、そのなかで国家は、国内市場で

競い合う独立の教育提供者からサービスを購入するようになる（Le Grand and 

Bartlett 1993）。 

 

疑似市場および依頼人・代理人のジレンマ 

消費者に代わって購入を行う政府機関は、よく知られた依頼人・代理人のジレンマに直

面する。「代理人（大学）の活動を監視する難しさを考慮したうえで、依頼人（政府）

はどうすれば自分が望むよう代理人に行動してもらうことができるか」（Sappington 

1991: 45 cited in Dill and Soo 2004: 58）というわけである。 
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多くの政府が代理人の行動をコントロールするためにパフォーマンス指標や学問的質の

尺度を次々に導入している理由は、これで説明がつく。英国ではコントロールメカニズ

ムのひとつとして、きわめて細かなパフォーマンス基準の枠組みが用意され、これをも

とに各ユニットレベルの効率性や有効性がチェックされた（Reed 2002）。同国でパフ

ォーマンス指標が幅広く開発されたのはマーガレット・サッチャー首相の時代で、いわ

ゆる公的部門管理の「3E」（Sizer 1990）がそれに当たる。すなわち、資源の獲得およ

び利用の経済性（Economy）、資源利用の効率性（Efficiency）、目標達成の有効性

（Effectiveness）である。衛生、社会保障、教育などの各種公共サービスごとに指標

が選定され、組織間あるいは組織内で測定、比較された（Henkel 1991）。Reed は次の

ように述べる。  

パフォーマンス管理がさらに隅々まで浸透するなか、サービス提供およびその結
果にかかわる「質」基準の詳細なモニタリングと評価が、最優先事項として絶え
ず重視されるようになった。（Reed 2002: 163） 

だが、教育にパフォーマンス指標を用いるのはデリケートな問題である。「よい」指標

とは何かを定義しづらいからだ（Sizer 1989）。概して、教育向けのパフォーマンス指

標は本来測定しようとするコンセプトから離れ、その大半が効率性（学生と教職員の比

率、学生 1 人当たりのコスト、学位 1 つ当たりのコストなど）または有効性（卒業生数、

就職データなど）と結びついている（Sizer 1989, Weert 1990）。  

高等教育は、雇用や社会的地位、名声を求めている学生に競争優位性を提供するという

意味で、地位財である（Marginson 1998）。したがって学生が利用する情報は、学問上

の評判や威信に重きが置かれる傾向が強い。 

地位をめぐる競争とは、教育の本来的な内容ではなく、それが象徴する価値にか
かわるものである。競争市場では、教育の質は主観的に決定される。地位財がど
こにあるかで質が決められるのであり、質が地位を決めるのではない。…指導や
学習の質は、エリート配置を事後的に正当化する方策としてのそれを除けば、付
随的な問題である。（Marginson 1998: 84） 

優れた情報は生産者の有効性にも重要である。「質に関する情報は、生産者が質の改善

に投資し、その結果市場で優位に戦うための動機づけになる」（Dill and Soo 2004: 

61）。Dill and Soo は非常に興味深い仮説を立てている。 

依頼者も学生消費者も学習プログラムの本当の質、すなわちそれが学生ひいては
社会に提供する付加価値について不完全な情報しか持っていない可能性がある。
だが、大学というものの性質ゆえ、生産者も不完全な質情報しか持っていない可
能性がある。学問の独立や専門分化のせいで、教授陣も学習プログラムの質を判
断するだけの情報を持たず、結果的にこれを改善できない可能性がある。（Dill 
and Soo 2004: 52） 
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新公共経営と信用の失墜 

高等教育の運営に関する具体的な検討は、新公共経営（NPM）およびこれに関連する概

念（新しい管理主義、政府改革など）をふまえたもっと広範な文脈のなかで行う必要が

ある（Osborne and Gaebler 1992）。こうした概念はこの20年間、数多くの公共部門改

革のなかで示されてきた。Denhardt and Denhardt（2000）が言うように、「新公共経

営は、ビジネスの慣習だけでなく価値観をも真似ながら、民営化が進む新しいスリムな

政府の企業家という公共機関責任者の今後のあり方を擁護してきた」のである。 

この 20 年間、民間部門のレトリックや経営手法が高等教育にも入り込んだ結果、高等

教育機関の運営に重要な変化が起こった。「管理主義」（Miller, 1995; Amaral, 

Magalhães and Santiago, 2003）、「新しい管理主義」または「新しい公共経営」

（Meek, 2002; Deem, 1998, 2001; Reed, 2002）などの言葉を使って説明されてきたこ

の現象は、市場または疑似市場型規制の出現と関連している。 

NPMの下では国民は政府の顧客であり、行政は顧客を満足させるサービスを提供しよう

としなければならない。高等教育でも学生は顧客と見なされ、ほとんどの高等教育シス

テムで、学問的な提供内容が顧客の期待やニーズを必ず満たすように質保証および責任

の指標が導入された。Considine（2001: 1）によると、「大学はいまやパフォーマンス

管理という強力な論理、中央集権制、新たなコーポレートガバナンス規準によって『企

業化』されている」。管理主義の「主義」（Trow 1994: 11）とは、「イデオロギー、

すなわち特定の教育機関とは無関係の一定の考え方に対する忠誠や共鳴を指している」。

その「主義」は、大学の学問的成果を直接生み出していない者がこれをコントロールす

るという意味を帯びれば、軽蔑的な響きとなる（Meek 2002）。  

公共財としての知識という考え方から商業化や私有という考え方へのこの移行は、主に

新自由主義のイデオロギーに基づいて、多くの伝統的な学問的価値観、なかでも教育機

関をいかに構成、管理すべきかにかかわる価値観に疑問を投げかける（Meek 2002）。

NPM 政策のひとつの影響は専門的職業、とくに学術専門家への激しい攻撃であった。  

政治的・行政的命令を通じて市場競争を強要することにより、「新しい管理主
義」というイデオロギーは、1980 年代～90 年代にかけて公共部門によるサービス
提供のあらゆる分野で、責任を負わない職業エリートならびに彼らの独占的な労
働市場および業務慣行をそれまで保護してきた規制構造を破壊、少なくとも弱体
化しようとした。（Reed 2002: 166）  

学問界の「脱専門化」は、行政スタッフによる専門的地位の要求と相まっていた。30 年

前の行政官は「伝統的な『公僕』という枠組みのなかで、学界のために補助的・付随的

な役割を果たすことが期待され」（Amaral et al 2003: 286）、学会などの場では姿だ
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け見せて口を出さないことが求められた。今日、彼らは自分たちのことを、これからの

大学を成功させるために欠かせない専門的貢献者であると考えている。 

「新しい管理主義」の擁護者たちは、市場メカニズムを公共サービス管理に導入すれば、

「業務執行の効率や戦略的効果が有無を言わさず加速され、行政にはびこり続けてきた

専門家による硬直的支配や官僚主義が明らかに払拭される」（Osborne and Gaebler 

1992; DuGay 1994, 2000; Maddock and Morgan 1998）と主張した（Reed 2002: 166）。

だが、NPM の出現、高等教育を含む公共サービスの効率への批判は、各機関の信用失墜

（Martin Trow, 1996）ならびにさらなる説明責任の要求をもたらした。Martin Trow

（同上）によれば、説明責任は信用を補う代替手段であり、これを強化しようとすれば 

同時に信用を落とすことになる。彼はさらに、説明責任と人間の行動に対する不信感は

切っても切り離せないものだと述べている。 

 
新自由主義のパラドックス 

効率的な市場の実現はそう簡単なことではない。Jongbloed（2003）は市場が効率的で

あるために必要な、提供者と消費者の 8 つの自由を条件として定義している。提供者は

製品を特定する自由、価格を決める自由、手に入る資源を利用する自由を必要とする。

新しい提供者は不当な人工バリアなく市場に参入できなければならない。消費者は提供

者と製品を自由に選べなければならず、価格と質に関する十分な情報を手にしなければ

ならない。また、支払われる価格がコストを十分にカバーしなければならない。実際に

は（米国はふつう例外として）国家はなおこうした自由を強く規制するものの（手数料

の制限が好例である）、疑似市場の実現は諸機関の自治の拡大と結びついていた。 

Ben Jongbloed（2004: 89-90）は交通の比喩を用いて、中央集権的な指揮統制という伝

統的システム（交通信号に似ている）による高等教育制度の運営と、市場に基づく政策

の導入（ロータリーに似ている）との違いを明確にした。Jongbloed の比喩では、交通

信号はドライバーの意思決定を大きく条件づける。政府の規制が各機関の行動を条件づ

けるのと同じである。他方、ロータリーは交通行動に影響を与えはするが、決定権をド

ライバーに委譲する。  

ロータリーのドライバーは信号機による集中的な交通管理に比べて大きな裁量権
（と即座の説明責任！）を与えられる。この「相互調整」による運用は交通流の
効率を増すとされる。したがって高等教育の場で市場ベースの政策を実験する者
が直面する課題は、（大部分は）公的助成を受けながらも自立的な教育機関同士
の競争を最大化する、そんな状態を生み出すルールとインセンティブの制度枠組
みをいかに見つけるかである。（Dill et al 2004: 329） 
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図 1 ロータリーモデル 

 
問題は大学の自治が高まれば、市場競争と相まって規制を困難にしかねないということ

である。市場で競争する自立的な教育機関は自身の発展や生き残りを確保するための戦

略をとり、公共の利益や政府の目標に反する可能性があるからだ。  

Massy（2004: 28）は次のように述べる。「（非営利の）機関が現在のように何のチェ

ックも受けないまま市場に対応し、内部効率を追求していたら公共の利益に資すること

はないだろう。競争が度を過ぎたり、国が公的助成を削減したりすれば、状況はさらに

悪化する危険がある」。非営利事業のミクロ経済理論を使うことで Massy（2004）は、

そうした状況下では非営利機関はそのミッションに内在する公的利益の促進をないがし

ろにし、営利機関のように振る舞う傾向があることを実証する。すると国家はその政治

的目標の達成を確実にするため、市場のルールを変えることによる介入を余儀なくされ

る。質評価、それが各機関を公共政策に従わせるために用いられる手段のひとつである。 

こうした規制上の問題もまた、独占的購入者としての政府機関が直面する依頼人･代理

人のジレンマと関連する（Dill and Soo 2004）。依頼人･代理人モデルは、「ある当事

者（依頼人）が第二の当事者（代理人）と契約を結び、一定の機能やタスクの実行責任

を委任するときに生じる」（Kassim and Menon 2002: 2）代理関係の問題を分析するた

めに用いられた。大きな問題は情報の非対称性で、これは一般には代理人に有利に働く

ことが多い（Kiewiet and McCubbins 1991; Holmstrom 1979）。 

注目すべき問題は 2 つある。ひとつは逆選択。依頼人（採用に責任を持つ）が代
理人の知識やスキルをじかに観察できず、したがってそれを評価できないことで
ある。それからモラルハザード。代理人がその嗜好や能力に関してだけでなく、
自らのタスクや行動（通常は依頼人には観察できない）に関しても優位な情報を
握ることである。（Kassim and Menon 2002: 2）  
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情報の非対称性は代理人のご都合主義的な行動につながることがある。つまり委任の構

造により、「代理人が依頼人の希望に反するように振る舞う動機づけがなされる」

（Pollack 1997: 108）のである。依頼人・代理人のジレンマは新自由主義政策の矛盾

につながる。依頼人は「自分たち（依頼人）の望みに反して」（Kassim and Menon 

2002: 2）代理人が行動するのを防ぐため、代理人の完全なる服従を確保しなければな

らない。市場で競争する自立的機関は社会的利益や公共の利益を最大化しない形で行動

することがある――それを承知している政府は、自立的機関の行動を政府目標の方へ向

けさせるために介入を図ろうとし、その結果、市場による規制を優先して政府の規制を

できる限り減らすという約束を破ることになる。 

それゆえ政府は独断的にゲームのルールを変更し、各機関が政府の目標に合わせた行動

をとらざるをえないようにする。たとえば幅広いパフォーマンス指標や学問的質の尺度

といった仕組みを次々に定めたり、パフォーマンスに基づく契約を適用したりするので

ある。  

OECD は次のように認識している。  

このように高等教育の管理は難しい課題にいくつか直面する。政府が国家目標を
めざすうえで高等教育が本当に重要な戦略的手段であるならば、政府は大学の独
立性あるいは新市場対応時のダイナミズムを損なうことなく、そうした目標を達
成することができるだうか？（OECD, 2003） 

したがって、高等教育改革は政府の影響や統制を別の影響や統制のしかたで置き換えて

いるにすぎないケースが多い（OECD、同上）。Dominique Orr（2004）いわく、高等教

育機関と政府との新しい関係をよく表すのは「ロータリーモデル」（Ben Jongbloed 

2003）であるが、両者間に認められたルートを制限する（政府の）信号機が数を増して

いる。 

 

第 II 部 最近のヨーロッパの動向 

 

階層化および統合への動き 

大学の国際競争力を強化し、「イノベーションシステム、経済発展、知識ベース経済、

国民国家の競争力拡大」（Tirronen at al, 2007）におけるその役割を促進する――ヨ

ーロッパではそんな政策を実施する国が増えている。近年は世界レベルで競争できる少

数の研究大学を設置したり、既存機関のさまざまな形の連携を通じてより強力な機関を

つくったりという動きがある。  

こうした動きが示すのは、多くのヨーロッパ諸国が「国立大学はすべて同質」という考

え方から新しい考え方に移行したということである。その結果、少数の研究大学に多額
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の資金を集め、研究機能の限られた大衆教育向けの高等教育機関を数多く設けるという

高等教育システムの階層化が進んでいる。 

教育機関のヨコの連携については少し詳しく述べておこう。なぜなら最近、各種の連携

により既存機関を統合し、システム全体の効率や統合された新しい機関の国際競争力を

高めようとする政策が現れ始めているからである（Tirronen et al., 2007）。 

Lang（2002）が改変した Harman（1986）の分類法によれば、教育機関の連携形態には、

運営契約のような弱い連携から純粋合併のような強い連携まである。  

運営契約 コンソーシアム 連合 提携 
責任センターと

の統合 
純粋合併 

 

連携の強さ 

 

運営契約の場合、政府は小規模で専門特化された機関の運営責任をもっと大きな機関

（通常はもっと一般的な性格のところ）に委譲する。  

コンソーシアムでは、各機関がそのアイデンティティを保持したまま自発的に連携する。

コンソーシアムは自身のスタッフと予算を持つ正式な組織であり、理事会メンバーはコ

ンソーシアムの構成機関により任命される。コンソーシアムには、資源をより効率的に

利用して統合的なプログラムやサービスを提供できるなどの長所があり、各構成機関は

合併の場合よりも容易に脱退することができる。 

連合は合併ではなく、主体となる大学（ホスト大学）が存在するのがふつうである。 

連合では、それぞれの参加機関の自立性が維持される。各機関はその資産を保持
し、それぞれの債務に全責任を負う。理事会も存続する。各機関は教職員の任命、
学生の入学許可、求人などの権限を引き続き有する。連合では、各機関が学位授
与の権限を保持するが、1 校を除くすべての機関は全体の学位を尊重してその権限
を棚上げする。（Lang, 2002: 33） 

連合の例には、ブラウン大学とペンブルックカレッジ、ハーバード大学とラドクリフカ

レッジまたはロンドン大学がある。連合ではすべての機関が学位授与の法的権限を保持

するが、連合全体の学位を授与できるのはホスト機関だけである。連合ではふつう、ホ

スト大学が質基準を定める。これはスタッフの任命にも当然影響を及ぼすが、メンバー

が互いに容認できるものでなければならない。公的システムにおいては、ホスト大学は

「政府との唯一の窓口であり、連合内の全機関について責任を負い、あらゆる公的資金

のパイプとなる…」（Lang, 2002: 34）。 

提携はコンソーシアムでもなければ（かかわるのは 2 つの機関だけだから）、合併でも

ない（各機関が自立性を保持するから）。提携はふつう、学位を授与する本格的な大学
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と学位授与のない学校との間で行われる。例として、合併前のオンタリオ教育研究所

（OISE）とカナダ・トロント大学の提携がある。トロント大学は OISE を大学院課程と

して活用し、OISE は地位の向上と学位授与機能を手にした。 

合併は教育機関同士の協力の最たるケースである。本当の合併は、 

…2 つ以上の別々の機関がひとつの新しい組織体にまとまることである。支配権は
ひとつの運営組織、ひとつの最高経営組織に属し、したがってそれまでの各機関
の資産、債務および責任はその新しい一機関に移行する。（Goedegebuure 1992） 

合併の場合、少なくとも関係機関のひとつは原則として永遠に法人組織として存在しな

くなり、その自立性を失う。合併は原則的に後戻りがきかず、コンソーシアムや連合の

場合とは違って合併前の機関がその自立性を取り戻すのは難しい。  

2 つ以上の機関の統合、ひとつの機関による別の機関の単純買収など、合併にはいくつ

かの種類がある。また、合併にもかかわらず、合併前のそれぞれの機関が一定の自立性

を維持するケースもある。これは合併する機関が地理的に離れている場合である。  

デンマークはトップダウンで合併が行われる好例である。デンマーク政府の決定により、

2007 年 1 月 1 日をもって多くの合併が発効した。13 の政府研究機関（GRI）と 12 の大

学が合併して 3 つの GRI、8 つの大学になったほか、2008 年 1 月 1 日には 22 の生涯教育

センターが合併して 8 つの地域ユニバーシティカレッジになった（Holm-Nielsen, 

2008）。「コペンハーゲン大学、オーフス大学、デンマーク技術大学が新しいエリート

機関の中心になると思われる」（Vabø, 2007）。デンマーク科学技術省は次のように考

えている。 

新しい大学が得る専門的シナジーにより、デンマークの研究機関のさらなる有効
活用、教育・研究の新たなきっかけづくり、大学の国際競争力の向上が確かなも
のとなる。したがってデンマークの大学は今後もスキルの高い学生や研究者を引
き つ け る こ と が で き る 。 （ http://en.vtu.dk/education/the-university-
mergers） 

ノルウェーでは、最も歴史が浅く規模も小さいトロムソ大学がトロムソカレッジと合併

する。トロムソ大学は学習プログラム数と学生数を増やし、よって予算も増加させる一

方、学術研究上の評価が低かった（Kyvik & Marheim Larsen 2006）トロムソカレッジ

はその水準や地位の向上をめざしている（Vabø, 2007）。 

フィンランドでは、「さまざまな構造的展開によりフィンランドの大学の競争力、地位、

質、研究能力を高める」（Tirronen et al., 2007）ため、コンソーシアム、連合、合

併など多様な方法を用いて資源を集中させようとする動きがある。「フィンランドの特

定専門分野に世界のトップレベルで競争できる質の高い大学制度をつくると同時に、新

しい研究分野およびプロジェクトの開発を可能にする」（Tirronen et al., 2007）た

めの施策の実施を政府は決定した。教育機関のさまざまな連携のあり方を示す多数の動

きが進行中である。 
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a) トゥルク大学とトゥルク経済経営大学はコンソーシアムの創設を計画。徐々

に完全合併の予定である。 

b) クオピオ大学とヨエンスー大学は東フィンランド大学という連合の創設をめ

ざす。両大学の長所をうまく活かすことで、この連合は「国際競争力のある

研究、優れた教育、社会的影響」（Tirronen et al., 2007）を生み出す可

能性がある。  

c) ヘルシンキ工科大学、ヘルシンキ経済経営学院、ヘルシンキ芸術大学は、世

界クラスになれる技術・経済・デザイン大学を新しく築くために合併を計画。

新しい大学は民法に基づく財団となり、最初は政府助成と産業界からの寄金

を合わせて 7 億ユーロが提供される予定である。 

オランダでは、デルフト、アイントホーフェン、エンスヘーデ（トウェンテ）の 3 つの

技術大学が「自主的な協力体制からオランダ政府の支援を得た正式な連合へ」（Dassen 

et al., 2007）移行する。政府は「5,000 万ユーロの追加資金の提供を約束している」

（同上）。 

フランスでは、たとえばストラスブール大学、エクスマルセイユ大学、モンペリエ大学

で合併が計画されている。またポルトガルでは、高等教育機関の新しい法的枠組みを規

定した法律 62/2007 が、合併やコンソーシアムの可能性も認めている。 

国際的に競争できる少数の大学に研究資源を集中させようとの政策もある。英国ではこ

の手法が何年も続いており、研究評価を通じて研究資金を少数の大学に集中させている。

2003 年 1 月 22 日、チャールズ・クラーク教育相は下院で次のように述べた。 

したがって研究に関しましては、世界クラスの研究にさらに集中する必要があり
ます。資金提供のあり方は研究協力や研究の集中化を促し、国内の世界最高水準
の研究を強化するものでなければなりません。…つまり、わが国の最も優れた研
究部門、国際レベルの大学に資源を重点投入するということです。（Clark, 
2003） 

ドイツでは、研究を自国へ呼び込み、その国際競争力を高めるため、連邦および州政府

が 2005 年 6 月 23 日に「エクセレンスイニシアチブ」法案を可決した。2006 年～2011

年にかけて資金 19 億ユーロを注ぎ込み、国際的に著名な競争力の高い研究・訓練機関

を多数立ち上げること、最高で 10 の大学を選んでその知名度を高めることをめざして

いる。 

オーストリアでは、エリート大学をつくろうというアイデアが 2000 年代前半に盛んに

なった。これを支持する科学者たちは、 

…公的資金を受け、同僚が管理監督する、基礎研究ないし好奇心主導の研究を重
んじる「ニッチ大学」の創設を思い描いた。大学を専門家の手で管理し、非公的
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資金の調達を増やそうという大学改革の時代に、フンボルトモデルを守ろうとし
てのことであった。（Hackl, 2007: 6） 

2006 年 5 月、オーストリア議会はオーストリア科学技術研究所（ISTA）の創設法案を可

決した。これは大学院としてハイレベルな基礎研究を行うことをミッションとした公益

法人である。Hackl（2007: 8）にとって、これは「オーストリアの伝統にはなかった大

学の階層化の始まり」であった。 

その他の例には、世界一流の大学をつくるためのヘルシンキ経済経営学院とヘルシンキ

芸術大学の合併、競争力向上をめざしたオランダの 3 つの技術大学（デルフト、アイン

トホーフェン、トウェンテ）によるコンソーシアムなどがある。  

 

機関運営の変化 

市場型規制メカニズムの導入は大学運営の大きな変更を伴った。なぜなら、政府がより

効率的と思われる運営メカニズムを教育機関に導入しようと考えたから、あるいは新公

共経営が民間部門と同様の運営メカニズムへの移行を促したからである。近年は合議制

を減らしてトップ層への権限集中を進めようとする傾向が見られ、外部人材を強化した

少人数の大学理事会が出現している。  

英国では 1988 年～1992 年の改革時に変化が起こった。これは他のヨーロッパ諸国より

もかなり早い。伝統的に、 

英国の大学（オックスフォードとケンブリッジを除く）は二院制の原則に従って
運営されている。一般的にはおよそ以下のような構造である。Senate（92 年以降
の一部の大学やカレッジでは Academic Board）は指導、学習、評価、そして研究
に関連する学術的案件すべての意思決定を担当する正当な、または事実上の機関
である。Council（または Corporation Board、Governing Board）は財務やリソー
ス、スタッフの雇用条件（学術面以外）などを担当する最高意思決定機関である。
大学の「ミッション」や戦略的方向性などの事案は正式には Council の担当であ
るが、実際には Senate にほとんど委任される、または Senate がほとんど指示を
出す場合もある。Council は外部メンバーと教職員の両方で構成されるが、Senate
は主に教職員から成り、ふつう外部メンバーはほとんどおらず、学問とまったく
無関係のメンバーは皆無である。Senate も Council も学生を含むことがある。
（Fulton, 2002: 208 – 209） 

主な変化は小規模な理事会（executive board）の設立であった。その半分は産業界や

人事分野での経験がある大学外の人間でなければならない。最高責任者の権限を強化し、

Academic Board を理事会に従属させるのである。1997 年の Dearing レポートは次のよ

うに提言している。「理事会が有効であるためには原則としてそのメンバーは 25 名を

超えてはならない」（Dearing report, 1997）。新しい大学（かつてのポリテクニッ

ク）の理事会は約 12～14 名であるが（OECD, 2003）、92 年以前の大学の大半ではそれ

が平均 30～34 名である（Shattock, 2001）。 
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オーストリア（2002）の場合、主な大学幹部会（university board）は University 

Board または University Council（5、7 または 9 名）、Senate（12～24 名）および

Rectorate（学長と最高 4 名の副学長）である。たとえばウィーン大学には 9 名の

University Board があり、うち 4 名は Senate による指名、4 名は連邦政府による指名、

1 名は他のメンバーによる互選である。University Board は戦略機能と監督機能の両方

を担う。学長と副学長を指名（学長は Senate が提案した 3 名から 1 名を選ぶ）、罷免

するほか、開発計画や大学の組織を承認し、政府と締結するパフォーマンス契約を起案

し、意思決定の合法性を監督し、パフォーマンスレポートを作成する。Senate は学位プ

ログラムや学習課程のカリキュラムなど、主に学術的な機能を担う。 

デンマークでは、大学で最も権威があるのは University Board である。大半が外部メ

ンバーで、会長もそのひとりである。University Board は大学の一般的事案を司り、日

常の管理責任者である学長と副学長を任命する。両者とも Board にレポートする。コペ

ンハーゲン大学とオールボルグ大学の Board は 6 名の外部メンバーと 5 名の内部メンバ

ーから成る。内部メンバーのうち 2 名が科学・学術スタッフ、1 名が技術・管理スタッ

フ、2 名が学生の代表である。学長、副学長および University Director は Board 会議

にオブザーバーとして出席する。University Board は一定期間の大学の目標や進捗予定

を決める担当省庁とパフォーマンス契約を結んでいる。デンマーク技術大学には 15 名

の理事会があり、9 名が外部、6 名が内部メンバー（2 名が科学・学術スタッフ、2 名が

技術・管理スタッフ、2 名が学生の代表）である。理事会は大学の戦略、予算や実行計

画を承認し、科学技術省と開発契約を締結し、学長を指名するほか、新しい建築プロジ

ェクトなどを決定する。学長は日常の運営を担当し、理事会に報告を行う。 

スウェーデンでは University Board が主な統治機関で、その大半が地域社会や実業界

を代表する外部メンバーである。担当大臣が会長を含めた全メンバーを指名する。内部

メンバーは副学長、スタッフおよび学生の代表である。ウメオ大学、ヨーテボリ大学の

Board の構成は、外部メンバー8 名、副学長、学術スタッフ代表 3 名、学生代表 3 名と

なっている。従業員の代表者、すなわち労組代表 3 名は Board 会議に出席して意見表明

する権利を持っている。Board は「大学のすべての案件を監督し、その義務を果たす責

任を負う」。 

ノルウェーでも 11 名の小規模な University Board があるが、可能性は 2 つある。トロ

ンヘイム大学、オスロ大学、トロムソ大学などの場合は、Board は終身学術・科学スタ

ッフの代表 3 名、契約学術・科学スタッフの代表 1 名、技術・管理スタッフの代表 1 名、

学生代表 2 名、外部メンバー4 名（会長を含む）で構成される。Board は大学の諸活動

に責任を負い、教育研究省とストーティング（国会）が定める枠組みとガイドラインに

沿って大学が運営されるようにしなければならない。Board は大学の戦略、目標、期待
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される成果を決定するほか、収支、財務諸表、予算案を示し、学長を任命する（学長は

Board にレポートする）。ベルゲン大学は別のパターンを選択した。学長は選挙で選ば

れ（Board が任命するのではない）、Board を統轄する。Board には会長以外に 10 名お

り、その構成は終身学術・科学スタッフの代表 3 名、契約学術・科学スタッフの代表 1

名、技術・管理スタッフの代表 1 名、学生代表 2 名、外部メンバー4 名である。 

フィンランドでは、他の北欧諸国と同様の改革を導入する新しい大学法が2010年1月1日

には発効する予定である。 

今後、大学は半分が外部から任命される最大14名のboardによって統轄される。新
しいboardの役割は企業の取締役会のそれに近く、会長は外部から任命される。学
長は新しいboardが任命する。博士号の保有が義務づけられる可能性があるが、現
在のところ、任命される者はその大学の教授である必要はない。学長は大学のCEO
となる。（Dobson, 2008） 

フランスでは、management boardが研究および教育の方針策定を担当することになる。

しかし、この新しいboardはメンバー数が減り（かつての半数）、外部からの参加が増

える。一方、scientific councilは助言的役割のみとなる。 

ポルトガルでは、9月10日の議会法62/2007で、高等教育機関の新たな法的枠組みが定め

られた。新法に基づいて創設される幹部会（General Council）は、大学の規模、学部

や研究ユニットの数に応じて15～35名で構成される。そのうち少なくとも半数は当該大

学の教員・研究者から、15%は学生から選出する。これら選出メンバーは、Council全メ

ンバーの少なくとも30%までの外部メンバーを選出する。うち1名が会長となる。

Councilは学長を選ぶほか、戦略計画、実行計画、予算案、年次の連結収支、授業料を

承認し、大学の資産の購入・売却、信用業務などの許認可を行う。 

もうひとつ重要な要素は公立大学の法的地位である。  

広い意味で大学は国家機関または独立法人と考えられる。前者の場合、大学は公
務規則を守り、公的予算で運営される他の国家機関（たとえば統計局）と同じよ
うに扱われる。国家機関として特定の地位を付与されることもある。…独立した
法的地位（ILS）の付与は大学の自治権を拡大するひとつの方法である。ILS を有
するとは、すなわち大学がその機能に法的責任を負うことを意味する。その形態
のひとつに財団がある 1。（OECD, 2008: 82） 

世界銀行報告書（2008）は大学を運営モデルが異なる 4 つの法的地位に分類している。

「国家管理（State Control）」「半自治（Semi-Autonomous）」「半独立（Semi-

                                                 
1 教育分野の独立した法的組織にはさまざまな形態がある。法人化（企業化）してもよいし、法人化しなく

てもよい。いずれの場合も営利、非営利を選択できる。たとえば、英国の高等教育機関はすべて慈善的地

位を有する独立した法的組織である。一部は法人化しているが非営利である。しかし、慈善組織はその慈

善目的のために取引で利益をあげてもよく、そのために別の非慈善企業を設立し、利益に対する税金を負

担することができる。（OECD, 2008: 82） 
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Independent）」「独立（Independent）」である。英国やオーストラリアに見られる独

立の大学は、 

国家戦略につながる政府の介入や管理がなく、公的資金のみと関連がある法定機
関、慈善組織または非営利企業。（世界銀行、2008: 9） 

最近は公立大学に独立した法的地位を与える傾向が見られる。オーストリアでは、2002

年の新しい法律により、大学に「独立した法的地位」が与えられた。大学は引き続き公

法の範囲に属するが、もはや法的能力がない国家機関ではない（Pechar, 2005; Sporn, 

2002）。大学はいまや「政府の承認なく自由に雇用条件、学術プログラム、資源配分な

どを決め」（Sporn, 2002）、資金を借りることができ、「学術スタッフは全員随意契

約に基づいて大学に雇われる」（Pechar, 2005: 10）。 

もうひとつの動きは、私法に基づく財団として大学を設立することである。この分野の

最初のよく知られた事例はチャルマース工科大学である。1994 年、同校は財団保有の半

官半民大学となった。これは 1 億 7,000 万ユーロの当初資本でスウェーデン国家が設立

したものである。同校は有限責任会社として運営されている。同じ年にはヨンショーピ

ン・ユニバーシティカレッジも私立財団となった。  

このモデルは全ヨーロッパに広がり始めている。1998年、ドイツ連邦高等教育枠組み法

の改正により、16の州が修正された法的地位を大学に与えることが認められた

（Palandt 2005: 182）。ニーダーザクセンは州として初めてこれを利用した。議会が

2002年6月24日付ニーダーザクセン大学改革法を可決し、大学は自己管理が認められる

公益財団となることができるようになった（Palandt、同上）。大学を財団にするとい

う決定は任意に下される。 

ニーダーザクセンの20の大学のうち5校――ゲッティンゲン大学、ハノーバー獣医科大

学、ヒルデスハイム大学、リューネブルク大学、オスナブリュック専門大学――が2003

年1月1日をもって財団へ移行した。新しい法的地位により大学にはそれなりの自治権が

与えられるため、より効率的で経済的な資源管理が可能になると思われる。あわせて、

民間の資金がもっと集まることが期待される。ひとつ興味深いのは、財団としての大学

は国家の介入なく自由にスタッフを雇える（彼らはあくまでも公務員の位置づけで賃金

も変わらないにもかかわらず）ということである（同上：187）。新しい大学は引き続

き国家から財務支援を受け、各大学と国家が交わす契約により規制される。契約では開

発および達成目標を定め、それが財務支援の額を算出し、今後の財務合意を形成する基

礎になる。しかしニーダーザクセン州には十分な当初資金がないため、「改革法では、

ニーダーザクセン州政府が大学の保有財産を自らに移管して財団の基礎資本にすること

を認めている」（Palandt, 2003: 184）。ただし、それは銀行から借り入れをする際の

担保には使えない。 
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フィンランドでは、既存の大学を併合して新しい大学をつくり、これを財団にすること

で、ヘルシンキに「世界クラスの」大学を生み出すことがすでに謳われている。  

ポルトガルでは、高等教育機関の新しい法的枠組みにより、公立大学は「私法に基づく

公益財団」になることができ、3つの大学――ポルト大学、アベイロ大学、ISCTE――が

これを利用することを決めた。ポルト大学、アベイロ大学とはすでに交渉がまとまって

いるようである。 

財団のメリットは、トップに立つ者が組織運営上の最大限の自由を得られるということ

である。しかし、公立大学を財団にするには内部の管理体制を再編する難しさが伴うう

え、ドイツを除けば、スタッフは公務員から財団職員になることに抵抗する可能性があ

る。また、将来の政府が財団モデルにどれだけ好意的であるかもわからない2。 

 

資金供給の変化 

新自由主義のパラドックスという考え方は、市場型の規制と国家による介入の削減を説

く新自由主義のレトリックと、教育機関を政府目標に沿った戦略に従わせるためにゲー

ムのルールを変えようとする政府の横やりとの矛盾を指摘するために用いられた。これ

は、「公益的な決定」権限を各機関に効果的に委譲するためには、「公共の利益に貢献

したいという積極的願望、機関の自己利益など一顧だにしないという意志、本質的価値

と市場要因のバランスをとるための財務的安定」（Massy 2004: 33）が必要だという認

識にも通じるものである。だが、各機関の行動がチェックされないことは、とくに競争

の激化や財政的逼迫という条件下では、公共の利益の最大化にはならないかもしれない。

すると政府の介入が強く主張されることになる（同上）。  

教育機関の自治拡大が言われながらも、政府が手を変え品を変え管理を続けようとする

のはこのためである。一般的に、自治の拡大は項目別予算から包括的予算、目標予算へ

のシフトと一体である。最近はパフォーマンスベースの契約が人気を博している。 

パフォーマンス契約－政府が教育機関と、互いに確認したパフォーマンス目標の
達成度に応じて資源を与えるという拘束力のある契約を締結すること。（Salmi 
and Hauptman, 2006: 17） 

OECD もこう述べる。 

政府と大学の間で協議された中期目標と資金供給とを結びつけるという動きもあ
る。このような「パフォーマンス契約」の先駆者は 1988 年のフランスで、以後、
1990 年代後半にフィンランドやスイス、2002 年にはオーストリアがこれに続いた。
（OECD, 2003） 

                                                 
2  これはチャルマース工科大学の場合に当てはまる。新しい政府は財団という考え方に反対し、保有財産

を同校に譲渡しなかった。 
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パフォーマンス契約の重要性は、政府が高等教育機関のアウトプットをもっと細かく管

理することを認める点にある。フィンランドはまさにその好例である。各大学は政府と

交渉して 3 年間の資金供給契約を結ぶ。一定の資金提供を受ける代わりに、事前に設定

した目標を達成することに同意するわけだ。3 年間の目標成果と業務支出を決め、毎年、

追加協約という形で契約を修正。これを翌年の予算に反映させる。大学は目標達成に関

する年次報告書を作成しなければならない（フィンランド教育省、2001）。 

デンマークにも「開発契約」と呼ばれるパフォーマンス契約がある。長期的な戦略的視

点の存在を表現するための呼び方である。オーストリアも最近、契約に基づく資金供給

システムを導入した。スイスでも 1990 年代半ばから契約が採用されており、フランス

ではそれが 1989 年から存在する。 

フランスは1989年以降、経常予算の1/3から半分を4年間のパフォーマンス契約に
向けている。契約締結時に支払いがなされ、実行の程度や有効性を事後評価する。
（Salmi and Hauptman, 2006: 18） 

スペインでは、中央政府ではなく各自治州が高等教育に資金を提供している。さまざま

な自治州がその配分メカニズムとして「パフォーマンス契約」を利用するようになって

いる（contrato-programa de financiación global）。カタロニア、カナリア諸島がそ

の例である。ただし契約があまりにも細かく、大学の自治に干渉しすぎるケースもある。 

ドイツは非常に興味深い事例を提供してくれる。1998年の高等教育枠組み法の改正によ

り、自治、多様性、競争という3つの基本原則が高等教育に導入され、16の州はこれら

の原則に合わせてそれぞれの教育関連法の修正を余儀なくされた（Orr et al., 2007）。

機関同士の競争を促すために各州がパフォーマンスに基づく資金提供を行っているが、

このメカニズムを通じて配分される予算比率の上限が州によって異なるため、ドイツで

は競争的観点から分析できる多種多様なモデルが観察される。 

パフォーマンスに基づく資金供給の範囲は目標契約の実施により広がる可能性が
ある。この方法はドイツのほぼ全土を通じて州レベルで適用されており、大学レ
ベルでの適用も増えつつある。実際には、こうした契約は指標ベースのシステム
の代替策としてではなく、運営上の特徴が異なる（有効期間が長い、質や前後関
係を考慮するなど）補完策として導入されている。バーデン・ヴュルテンベルク、
ベルリン、ノルトライン・ ウェストファーレンなどの州ではそれが第二の運営手
段として使われ、ブレーメンやハンブルクでは運営や資金配分の第一の方法にな
っている。（Orr et al., 2007: 21） 

ポルトガルでは、大学が「私法に基づく公益財団」になることを認めた新しい高等教育

機関枠組み法（法律62/2007）において、パフォーマンスに基づく契約を通じて財団に

資金供給する旨も規定されている。 
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質保証システムの変化 

ヨーロッパで質保証活動の展開が始まったのは米国よりもずいぶん遅い。「評価国家」

（Neave 1988: 7）が 1980 年代後半に出現し、「公」と「質」との関連の高まりが観察

された。高等教育の大衆化など数多くの要因が評価国家の出現に寄与し、きわめて不均

一なシステム（Trow 1996）、国家に代わる卒業生の主たる雇用主としての民間部門の

役割拡大（Neave 1996）、公共政策の手段としての市場の活用拡大（Dill et al 

2004）をもたらした。公職をめぐる卒業生の公正な競争を確保するための平等配分どこ

ろか、教育機関は不均一で規制の少ない民間労働市場に適合しなければならなかった。

その一方、市場型規制により、市場競争に順応するための高水準な自治が喫緊の課題と

なった。  

評価国家の出現は「官僚の命令による規制に代わるもの」（Neave 1988: 11）であった。

変化や「管理時間」（Neave 1998: 273）短縮への教育機関の対応能力を高めることが

できる、柔軟、軽快、迅速な指導メカニズムを求めてのことである。それまでの「演繹

的な」権限付与ではなく、国家は質保証を通じた「帰納的な」管理メカニズムをつくり、

教育機関にさらなる自治を提供した。だが、ヨーロッパでの質保証の発展は速かった。

Schwarz and Westerheijden（2004）によれば、1990 年代前半には機関を超えたレベル

で質保証活動を始めていたヨーロッパの国は半分に満たなかったが、2003 年にはギリシ

ャを除くすべての国が何らかの形で機関を超えた評価を実施していた。  

ヨーロッパの質保証システムには手続き上の重要な共通点があった。内部的な自己評価、

外部の専門調査委員会による視察、外部評価、情報公開である（Thune 2002）。だが、

政策的論考のうえでは重要な違いがあった（Neave 1998, 2004）。大学を公共サービス

と見る主にヨーロッパ的な考え方（フランス、スウェーデンなど）もあれば、市場中心

で米国流の主に経済的な考え方（英国、オランダなど）――国家の役割が過剰であると

される――もあるという具合である（Neave 2004）。 

システムの所有権、質保証の影響――資金供給に対する直接の影響の有無――について

も違いがあった。政府と教育機関との信頼関係が強いため、質機関の所有を大学とつな

がりのある組織（フランダースの Vlaamse Interuniversitaire Raad（VLIR）、オラン

ダ の Veriniging van Universiteiten （ VSNU ） 、 ポ ル ト ガ ル の Fundação das 

Universidades Portuguesas（FUP））に委託できるケースもあった。これらの機関はギ

ルド的性格を持っているという点で、米国の認定組織に似ていた。 

 
信用の失墜、新公共経営、評価システムの変化 
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最近の文献によれば、公共機関一般、なかでも高等教育機関、さらには専門家に対する

信頼が落ちている。国家による承認スキームと認定スキームとを比べると、1998 年から

2003 年にかけて、前者から後者への抗しがたい移行があったことがわかる（Schwarz 

and Westerheijden 2004）。また、最近実施された品質システムはいずれも質保証では

なく認定に基づいている（ドイツ、オーストリア、ノルウェー、ポルトガルなど）。こ

れは高等教育機関に対する信頼が失われ、政府や社会が質基準の確保について安心でき

ない表れかもしれない。 

オランダでは、高等教育視察団によるメタ評価が評価手順の適正な運営を確保すると考

えられた。ポルトガルでは、質評価プロセスをとりまとめ、高等教育システムの合理化

と改善の提言をする（すなわちシステムをメタ評価する）委員会が設置された。しかし、

これは質保証機関を保護するのに十分ではなかった。フランダースでは「政策立案者、

雇用主、マスコミが視察レポートのあいまいさ、明快な結論のなさに疑問を呈し」

（Van Damme 2004: 144）、ポルトガルでは「質評価機関の報告書は結論がきわめてあ

いまいである、と大臣が公に苦情を述べた」（Amaral and Rosa 2004: 415-416）。こ

れら 3 つの質評価機関は政府によって廃止され、「独立の」認定機関に取って代わられ

た（Amaral 2007）。  

 

国を超えた広がり 

1990年代初めには、EUのレベルで質保証の取り組みが広がった。議長であるオランダの

下、各国教育相と理事会がヨーロッパの質保証システムづくりに着手した。1991年11月

25日の教育相と理事会の会議では、「各国の質評価システムの強化を視野に、国レベル

での高等教育の質評価に対する準備を共同体レベルでチェックできるのではないか」

（Council 1991）との結論が出された。 

教育相および理事会はさらに、欧州委員会がそれまでの具体的な評価体験をふまえて、

各加盟国で使われている評価法の比較調査、限られた数の共同パイロットプロジェクト

の実施、ヨーロッパ全体の協力体制を強化するための仕組みの構築など、ヨーロッパの

高等教育を強化するための施策を講じるべきであると提言した。比較調査は 1993 年 10

月に公表され、質評価に関するヨーロッパのパイロットプロジェクトは 17 カ国、46 機

関が参加して 1995 年に実施された。  

1998年9月24日、理事会は次のように提言することで合意した。(1)EU加盟国は透明な質

評価システムを築く、(2)欧州委員会は高等教育の質に責任を負う機関同士の協力、ネ

ットワークづくりを促進する（Council 1998）。これが欧州高等教育質保証協会

（ENQA）の設立につながった。 
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ボローニャ宣言（1999 年）は、他の地域に見劣りしない基準や方法論の開発を見据えて、

高等教育の質保証に関するヨーロッパの協力体制を促すことに寄与した。Schwartz and 

Westerheijden（2004: 36）は、ボローニャ・プロセスが「メカニズムを方向づけるう

えでの質の変化を促す」重要な機会になったと述べる。ヨーロッパの質保証システムを

後押しする EU の論議は、市場をベースとした経済的な性格を帯びている。つまり、シ

ステムの効率を重視するヨーロッパの諸政策に時おり顔をのぞかせる新自由主義モデル

である。  

年 2 回の欧州教育相会議（プラハ、ベルリン、ベルゲン、ロンドン）で出された一連の

声明は認定を最重要視するものではなかったが、実際には Amaral and Magalhães

（2004）が示すとおり、認定はヨーロッパの多くの大学の反対を押し切って推進された。

2004 年に欧州委員会は、理事会および欧州議会の勧告案を提示した。「各機関は内部で

の厳格な質管理体制を打ち立て、認定戦略を策定しなければならない」。同委員会は官

営・民営、国内的・国際的など各種の質保証および認定機関を設け、認可された機関を

欧州全体で登録することを提言した。政府は高等教育機関が登録簿記載のいかなる機関

を選んでもよいと認めなければならない。これは多層から成る欧州高等教育圏構想とも

合致する。国際レベルで卓越性を発揮する機関もあれば、地域や国内の大学に適した機

関もある。あるいは研究大学を認定する機関もあれば、教育に特化した大学だけを扱う

機関もあるという具合である。 

教育相会議は2005年、欧州高等教育圏における質保証のための基準および指針（ESG）

を採択した。これはENQAがそのメンバー機関および「E4グループ」――ENQA、欧州大学

協会（EUA）、欧州高等教育機関協会（EURASHE）、欧州学生連合（ESU）――のその他

メンバーと協力、協議のうえ作成したものである。2007年にはE4の提案に基づき、教育

相会議の手で欧州高等教育質保証機関登録簿（EQAR）が設けられた（ENQA 2007）。 

登録簿組織は任意、独立、透明で自己資金運営とする。登録申請があった場合、
国内当局が承認した（この承認が必要とされる場合）独立の審査プロセスを通じ
て、ESGを十分満たしているかどうかに基づいて評価する。（欧州教育相会議 
2007） 

EQAR はボローニャ・プロセスから生まれた初の法的組織として 2008 年 3 月 4 日に設立

され、ヨーロッパの共通枠組みを十分に満たす質保証機関に関する情報を提供している。

ESG に示された基準のひとつは、質保証機関が「その業務に自立的責任を負い、報告書

に記載する結論や勧告が高等教育機関、省庁、その他関係者など第三者の影響を受けな

い程度」（ENQA 2005: 24）の独立性を保つことである。ポルトガルの質保証システム

に関する ENQA の審査報告書にもあるように（ENQA 2006）、これにはフランダース、ポ

ルトガル、オランダの質保証機関は含まれなかったが、最近、それらの機関は ESG を満

たす「独立の」認定機関に置き換わっている。米国の地域認定機関と同様である。 
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国を超えた影響3 

高等教育政策は OECD、世界銀行といった超国家組織に影響される。ヨーロッパでは世界

銀行の影響はいまのところ大きくなさそうであるが、EU や欧州委員会が重要な役割を果

たしている。 

高等教育に共同体が干渉する法的根拠は弱くなりがちである。教育とは各国内のセンシ

ティブな問題であるとつねに考えられてきたからだ（Gornitzka, 2009）。だがそれで

も、欧州共同体は教育、とりわけ高等教育におけるその役割を増している。この分野で

欧州共同体の役割を再定義する大きなきっかけとなったのは、ボローニャ・プロセスと

リスボン戦略の実行である。 

欧州共同体の人知れぬ能力は、その法律・政治文書の作成方法により大きく高まること

になった。言葉づかいに配慮した注意深い草案は、加盟各国が本質的な目標や優先事項

で合意できないということを巧みに回避するためである（Dehousse 2005）。声明文の

効力を奪おうとする、あるいは直接のコミットメントを避けようとする「あいまいな言

葉」の使用は、協約のさまざまな解釈を可能にするだけでなく、欧州司法裁判所の超国

家的役割を強化する（一部の加盟国はこの動きを、国民国家の統治権をむしばむものと

考えている）。 

ボローニャ宣言は欧州共同体にとってその影響力を拡大する願ってもない好機であった。

欧州委員会はさっそくボローニャ・プロセスの中心的役割を担った。このとき、ボロー

ニャ・プロセスを経済的根拠が主体のリスボン戦略と結びつけることで、役割に一貫性

を持たせている。また新自由主義の原理によって、同委員会は「管制高地」を握ってい

る。 

当初、ボローニャ・プロセスは各国教育相が国内改革のテコにしようとした取り組みで

あった。経済的理由はいっさい触れられていなかった。おまけに、ボローニャ宣言が署

名されたとき、欧州委員会は署名者の一翼を担ってもいなかった。だが、同委員会の

「能力」が明らかになるのに時間はかからなかった。彼らはボローニャ会議とその準備

にお金を出すことで技術的・財政的支援を提供すると申し出た（ただし、文書作成にか

かわることは認められていなかった）。そうした寛容さのおかげで、欧州委員会は加盟

国と同じ役割と特権を持つボローニャ・プロセスの正規メンバーの地位をまもなく獲得

                                                 
3 本章は Neave および Amaral による 2 つの文書、“The OECD and its Influence in Higher Education: a 

Critical Revision”と“On Bologna, Weasels and Creeping Competence”に基づいている。これらは 2009 年

に書籍のなかでも発表される予定である。 
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した（Martens and Wolf, 2009）。こうして同委員会は、わずかの出費でボローニャ・

プロセスの重要なパートナーになることができたのである。 

第二の願ってもないチャンスは 2000 年に訪れた。持続的な経済成長、雇用の創出と改

善、そして社会的一体性の向上が可能な、世界一競争力が高い知識集約型経済――ヨー

ロッパをそんな社会にするため、理事会がリスボン戦略を承認したのである。欧州大学

協会（EUA）の会長を務めた Eric Froment はこう指摘した。「現在、ヨーロッパのレベ

ルではボローニャ・プロセスをリスボン戦略の一要素と見る傾向がある。これは欧州委

員会の諸施策の成果であり、その影響は無視できない」（Froment 2007: 12） 

大学は新たな知識社会に不可欠な要素、リスボン戦略の基本ツールであると主張するこ

とで、欧州委員会は研究、イノベーション、高等教育の 3 分野に介入する正当性をうま

く勝ち取った。これは同委員会が例の新しい超国家機関、欧州工科大学（EIT）という

形で結集させることを提案したのとまさに同じ三角形の三辺を成す要素である。委員会

はボローニャの目標を「共通の教育分野から得られる経済的利益と直接」（Martens 

and Wolf, 2009）関連づけることで、経済的理由を錦の御旗に高等教育の政策課題に入

り込んだだけでなく、大学および研究の管理・運営におけるイノベーションを促し、そ

の両方を民間部門のやり方へと導くであろうモデル（EIT）を発表した。この新しいモ

デルは「ダイナミックで消費者に適応でき、イノベーション、企業家精神、市場志向を

優先する」（Olsen and Maassen 2007: 4）大学をめざすものである。 

ボローニャ・プロセスをいかに実行すべきかという「新自由主義的」ビジョンは、大学

にもっと自治を与えよとの要求を声高に叫ぶものでもあった。欧州委員会が掲げる「現

代的大学モデル」は興味深いことに、「政府の介入や規制は行き過ぎであり、福祉国家

のあらゆる罪悪（効率の悪さ、お金のムダ、不公正な資源配分など）の元凶である。

『市場』こそがこうした問題をすべて解決する、と考える」（Amaral and Magalhães 

2001: 11）新自由主義の政治家たちの正論とは対照的であった。Martens and Dieter 

Wolf（2009）いわく、「ボローニャ・プロセスに委員会を関与させ、同時にこれをコン

トロールしようとすることで、各国政府は教育を経済的な問題にし、自分たちの重要性

を弱める新しい統治方法を広めるという二重の犠牲を払うことになった」。 

Martens らは国際組織内の統治を分析するのに制度論的アプローチを採用し、統治の 3

つの局面を区別した。調整・協調による統治、世論形成による統治、法的文書による統

治である。OECD は法的文書による強力な統治手段を築くことができなかった、と

Martens らは言う。IMF や世界銀行のような財務的影響力が OECD にはない。さらに EU

とは違い、政策実行のために加盟国に決定事項を強要する法的能力を持たない

（Martens et al, 2004: 159）。  
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Martens らによれば、OECD は手順を組織化し、その結果を処理することで強い調整能力

を獲得している。そしてこれにより、特定の政策分野で享受可能なイニシアティブやオ

プションが形成される（Martens, et al., 2004: 2）。世論形成による統治は「国内論

議を起こし、これに影響を与える国際組織の能力」（Martens et al, 2004: 2）の明ら

かな表れであり、調整能力を補完するものであるという。したがって世論形成は「主題

的な統治」になりやすく、国内論議の生成や内容がその特徴となる（Martens et al, 

2004: 3）。 

OECD の影響力の源泉はそうなると、自由主義的で市場に適した経済政策にふさわしいも

のは何かをベースにした、独自の規範や慣行を定めることである（Henderson, 1993）。

OECD はそうした規範（それはある特定のコミュニティの関係者たちを適切性の論理へと

シフトさせる）を策定、伝達するうえで機関が担うべき役割を明らかにするのである

（March and Olsen, 1989）。そして適切性が存在するのはたいてい短期間である。 

Marcussen の分析が手短なまとめをしてくれる。 

…OECD は支援的環境で顔を合わせる国家公務員たちを援助し、これによって彼ら
に個人的・技術的スキルを身につけること、場合によっては個性や帰属感を養う
ことを教える概念的な調停者であると考えられる。そうした学習プロセスは社会
化、模倣、強制など多様な形態をとる。具体的な顔合わせは社会的論理によって
特徴づけられるが、それはある極論をめぐる交渉もあれば、別の極論をめぐる協
議もあるという具合に、実にさまざまである。（Marcussen, 2001: 3）  

OECD が「ソフトロー」の創出にかかわる仕組みと手順の双方を用いてきたのは興味深い

（彼らはソフトローという言葉を使ってはいないが）（OECD, 2002）。その仕組みや手

順とは、知識を生成、共有するための高度な手法、OECD の規範や推奨基準を取り入れた

システムのなかで「リーダー」と「落伍者」は誰かを特定する国際比較などをいう

（March and Olsen, 1998: 961）。OECD の有効性の核となるのは、改革や遵守を促す周

囲からの圧力である（OECD, 2004: 4）。  

教育分野におけるOECDとEUの統治形態を比較したとき、両組織とも今日、同じような方

法をとっていると結論づけることができる（Martens et al., 2004）。両方の組織にと

って、「世論形成」や「調整」に依拠するのが影響力を行使するための最も強力な手段

なのではないか。教育はつねにセンシティブな国内問題であり、EUの条約により各国政

府が責任を負うことになっているため、EUは法的文書を使用することができず、ソフト

ローの仕組みに頼らざるをえない（「開かれた調整方法」）。おそらくボローニャ・プ

ロセスは、ソフトローのメカニズムがどれだけ有効であるかの分析に役立つ場となるで

あろう。 

OECD の新しい報告書（2008 年）である「知識社会のための高等教育（Tertiary 

Education for the Knowledge Society）」も、統治、質、公正、研究とイノベーショ
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ン、学界でのキャリア開発、市場との関係、そして何よりも教育政策における国際化の

位置づけなどの問題に関する OECD の考え方をまとめた必須資料である。 

 

まとめ 

ヨーロッパにかかわらず、システムレベルの同じような政策・方針が全世界で誕生しつ

つあるようだ（Samoff and Carol, 2006; Tilak, 2006: 235 – 254）。学界の長年の規

範や価値観への苛立ち、高等教育の経済的な使命や目的の強調、制度レベルでの「新し

い管理主義」の出現（Kogan, 2004）、大学管理の「専門化」、外部関係者の重要性や

影響力（Enders and Fulton, 2002: 11-38）、資金調達の多様化、経済的生産性と不可

分のパフォーマンス基準による評価の要求、指導と研究の双方における「関連性」の促

進――これらすべてがグローバル化社会の高等教育の中心的要素である。  

公共政策の手段として市場を用いるのにあわせて、教育機関の自治拡大が声高に叫ばれ

てきた。高等教育市場で大学が競争するためにはそれが必要とされたのである。しかし

政府は、市場で競争する自立性の高い大学は操縦しにくくなるとすぐに悟り、それを相

殺するような策を講じている。実際、高等教育改革とは政府の影響や統制をある方式か

ら別の方式に変えただけということが多い（OECD, 2003）。政府は自治権が拡大したと

言うが、こうした動きは私たちにMahony（1994: 125）の言葉を思い出させる。「する

と『新しい』自治権とはひとつの逆説である。不服従の自由を選ぶ自由というわけだ」 

現在のグローバルな金融危機や純粋な市場型規制の信用失墜が、大学と政府の関係の近

年の変化を逆戻りさせるのかどうかは、まだわからない。 
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As the demand for higher education continues to grow and as 
governments acknowledge their role in promoting economic 
development, it becomes increasingly important to ensure that higher 
education systems are managed in an effective way. 
…The reforms in higher education governance in recent years are 
driven by the same external and internal pressures and are largely 
following the same pattern. 
World Bank, 2008 

 
Far-reaching reforms are needed to enable European universities to 
meet the challenges of the knowledge society and of globalisation. 
Without a change in the governance and leadership of their institutions 
and systems, the European universities will not be able to deal with all 
the current technological, economic and demographic challenges. 
Directorate-General for Higher Education and Culture, 2006 

Member States… need to create the necessary conditions to enable 
universities to improve their performance, to modernise themselves and 
to become more competitive.  
European Commission, 2006 

Despite the broad trends… to give greater autonomy to higher 
education institutions, these changes have often been accompanied by 
new mechanisms for monitoring and controlling performance, quality 
and funding. Thus… higher education reform… has often substituted 
one form of influence and control by government for another. 
OECD, 2003. 

 

 

ABSTRACT 

In many European countries there a number of recent reforms aiming at increasing the efficiency 
of higher education institutions and promoting their responsiveness towards society’s needs and 
demands. Several countries are creating more stratified higher education systems by strongly 
investing in a limited number of research universities to increase their capacity for competing in a 
globalised world. These reforms present some common trends such as increasing institutional 
autonomy, reinforcing the power of central administration, decreasing collegiality, changing 
quality systems from improvement to accreditation and diversifying funding sources. New Public 
Management is playing an increasing role in the public sector, including higher education 
institutions. Markets (or quasi-markets) are more and mre used as instruments of public policy. 
The European Commission – namely using the implementation of the Bologna process and the 
Lisbon strategy – and the OECD are also influencing reforms at a supranational level. Examples 
of these changes are provided and a critical analysis is presented. 
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Introduction 

The increasing economic globalisation process created new challenges for higher 
education institutions, which are facing diversified pressures that impact on their 
relationship with society and their management and governance systems. 

Starting in 1944 with the Bretton Woods conference where the World Bank (WB) 
and the International Monetary Fund (IMF) were established, and being reinforced by the 
Washington consensus and the contribution of the World Trade Organization (WTO), 
national trade barriers were progressively removed and a global economy emerged. It is 
fascinating that some economic ideas that are “en vogue” today were developed in the 
XVIIIth and early XIXth centuries: Adam Smith (1723-1790) is credited with the idea of 
the invisible hand of the market and David Ricardo (1772-1823) was the first proponent 
and paladin of unrestricted trade and free commerce. 

The idea that the free flow of goods and capital is the highway to universal 
prosperity and peace has been used as an argument by many neo-liberal ideologues. As 
referred by Jones (1998), Goldmann (1994) draws on the work of Silberner (1946) to 
state that free trade would contribute to the material prosperity of nations and to the 
intellectual progress of mankind, as well as to reducing or even eliminating the risk of 
war. To promote the virtues of free trade and the market, powerful images have been 
used such as those derived from ‘trickle down theories’ – filling the table of corporations 
over the limits of debauchery will result in some of the excess of riches trickling down to 
the working classes – or common sense water level effects – all boats will come up at 
the same time with the tide. 

Globalisation and New Right policies had a considerable effect upon education. In 
recent years there was “an increasing colonisation of education policy by economic 
policy imperatives” (Ball 1998) that provoked a change of the traditional pact between 
university and society by shifting the emphasis away from the social and cultural 
functions of the university and in favour of its economic function. 

The changes taking place are not only structural adjustments. There are changes of 
ideology and of values, and significant changes in the relationship between higher 
education institutions and the state and society. Education is today considered more as 
an indispensable ingredient for economic competition and less as a social right, and it is 
becoming progressively a service: “… Students are considered consumers and asked to 
pay higher fees” (Torres and Schugurensky 2002). Governments implemented policies 
to make institutions more responsible to outside demands and to ensure that education 
and research are ‘relevant’ for the national economy. “The market rationale includes a 
demand-driven orientation, introducing short cycles and emphasis on vocationalization” 
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(Torres and Schugurensky 2002). The Bologna process being implemented in Europe 
also places a strong emphasis on the contribution of higher education to the 
employability of graduates. 

The academy no longer enjoys great prestige on which higher education can build a 
successful claim to political autonomy (Scott 1989). There was a gradual 
proletarianisation of the academic professions – an erosion of their relative class and 
status advantages (Halsey 1992). The development of academic capitalism (Slaughter 
1997) and institutional patent policies also made faculty more like all other workers… 
making faculty, staff and students less like university professionals and more like 
corporate professionals whose discoveries are considered work-for-hire, the property of 
the corporation, not the professional. The introduction of market-like mechanisms of 
competition forced professors, departments, and faculties to increasingly engage “in 
competitive behaviour similar to the one prevailing in the marketplace for funding, grants, 
contracts, and student selection and funding” (Torres and Schugurensky 2002).  

Traditional university governance became a target of fierce criticism, and the multi-
secular tradition of collegial governance is today considered inefficient and corporative. 
Many governments yielded to the temptation of improving university management “by a 
series of external interventions, implemented largely top-down, and drawn in the main 
from the management practices and reward systems of other kind of organisations” 
(Chris Duke 1992). The European Commission and supranational organisations such as 
the OECD and the World Bank strongly support changes that will replace the traditional 
collegial modes of university governance with “more efficient and effective” governance 
models. 

These models were imported from the corporate world trying to replace the slow, 
inefficient decision making processes of academic collegiality by the “fast, adventurous, 
carefree, gung-ho, open-plan, computerised, individualism of choice, autonomous 
enterprises and sudden opportunity” (Ball 1998). The reinforced presence of external 
stakeholders in university governance was the final step towards the creation of devices 
responsive to the ‘external world’ (Magalhães and Amaral 2000). Appointed Presidents 
with sound managerial curricula are progressively replacing elected academics at the 
rudder of the university vessel. Institutions should become more flexible, more 
autonomous to respond to changes in the organisational environment. 

In the first part of the paper the rationales that support changes taking place in 
higher education systems and their institutions are examined. In the second part of the 
paper examples of recent European developments are presented and critically analysed.  
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Part I – The rationales for change 

 

The increasing role of the market 

Over the last two decades governments are more and more using market-like 
mechanisms as instruments of public regulation (Dill et all 2004). Governments assumed 
that market-like competition was the solution to reform the sclerotic behaviour of public 
services, forcing them to increase their efficiency (Ball, 1998). In Europe, the Bologna 
Declaration, by “redefining the nature and content of academic programmes, is 
transforming what were once state monopolies over academic degrees into competitive 
international markets” (Dill et all, 2004: 330).  

David Dill presents an operational definition of the market:  

(...) Formally speaking a market is a means of organising the exchange of goods 
and services based upon price, rather than upon other considerations such as 
tradition or political choice (David Dill 1997: 168). 

However, the efficient use of market regulation presents a number of problems. For 
the allocation of goods and services to be “optimally efficient for the larger society” 
(Leslie and Johnson 1974) the market needs to be perfectly competitive, which implies a 
number of conditions that are very difficult to fulfil. The other question has to do with the 
idea of “free markets” which is so attractive to neo-liberals. All markets are to some 
extent regulated by the state as, “in the absence of such surveillance mechanisms 
private sector opportunism and corporate self-interest would severely distort the alleged 
smooth adjustment process of supply and demand (Boyer and Drache 1996). And one 
might even conclude that “… the only “free” markets, in the sense that they are 
unregulated by government, are ‘black’ or illegal markets, but, since they by definition 
operate outside the law, they are also in fact subject to government regulation” (Dill et al, 
2004: 328). 

Both government and market regulation may lead to inefficient action, as it is well 
documented in the literature. Non-market or government failures are related to the fact 
that sometimes the government and its agencies are incapable of perfect performance in 
designing and implementing public policy, because of defects of representative 
democracy and inefficiencies of public agencies to produce and to distribute goods and 
services (Dill 1997: 175; Van Vught 1997: 220).   

Market failures are the shortcomings of markets (Van Vught, 1997: 220) when 
confronted with certain goods and conditions, namely the production of goods that show 
large externalities, as is the case of education. The concept of externality is used to 
compare the social and private benefits of any activity, and can be technically defined as 
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the benefit received by society beyond the individual private benefit. Society derives 
advantages from a well educated and well trained population, such as increased 
economic competitiveness, improved social mobility, transmission of social values, 
social cohesion, etc., and this distinguishes education from a merely private good (Thys-
Clément, 1995). As the market is a means of organising the exchange of goods and 
services based upon price, additional social benefits (externalities) will tend to be 
ignored, or to be too little taken into account by market mechanisms.  

Other sources of market failures are the tendency of a free market to build 
monopolies, resulting in inefficient outcomes — in general government regulation 
outlaws this kind of development in order to protect consumers —, or the so called 
‘market imperfections’ (Van Vught, 1997: 221) such as prices not reflecting product 
scarcities and insufficient or asymmetric information.  

For a market to work efficiently, producers and consumers need to have ‘perfect 
information’. Consumers should make rational decisions, which implies a good 
knowledge of the price and characteristics of goods and services to be purchased, 
including quality and price, as well as the market conditions. However, in many cases, 
the relevant information is not available (imperfect information) or the producer has 
much more detailed knowledge than the consumer (asymmetric information). 

The information problem is very acute in the case of higher education, which has 
three simultaneous characteristics: 

a) It is an experience good; 
b) It is a rare purchase; 
c) It has very high opting-out costs. 

In the case of pure commodities and/or search goods, namely those frequently 
purchased, the consumer can get enough information for making reasonably informed 
decisions. In many cases the consumer can even try or taste the good before the 
purchase and if a bad decision is made it is quite easy to buy from an alternative 
producer in the next purchase. However, in the case of experience goods – and 
education is one of them – their relevant characteristics can only be effectively assessed 
by consumption. It is only after a student starts attending a study programme that he 
gets a real idea of what he has purchased in terms of quality, professors, and the 
general value of its educational experience. 

The second characteristic is higher education’s low purchasing frequency. In most 
cases a student enrols in a single study programme throughout its professional life. Even 
if life-long learning is becoming more popular, it consists in general of small modules, not 
full-length study programmes. Therefore, the consumer cannot derive market experience 
from frequent purchases. 
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The third characteristic is that opting-out – meaning changing to another 
programme and/or institution – is in general quite expensive and may not be an easy or 
wise option. 

The confluence of these three characteristics of education legitimates a regulatory 
hand of the government to promote consumer protection, and this includes different 
forms of information, such as licensing, accreditation, and the provision of information on 
the quality of goods and services (Smith 2000). 

 
Immature clients and quasi-markets 

 
David Dill considers that “students lack sufficient information about the quality of 

academic institutions or programs to make discriminating choices” (1997: 180), as what 
they need is the measure of prospective future earnings provided by alternative 
academic programmes and not “(...) peer review evaluation of teaching processes, nor 
subjective judgements of the quality of a curriculum” (ibid). However, David Dill 
considers students are immature consumers, meaning that even if this kind of data were 
available, many students (or their families) would not use it, which questions the validity 
of rational economic choices: 

Because (potential) students are uncertain about the actual contents of the study, 
getting a degree and finding a proper job after graduation, the decision to attend 
higher education and to select a particular program is surrounded with a lot of 
uncertainty. … psychological phenomena form a “filter” or a mental framework 
through which students judge financial incentives in relation to their study choices. 
(Vossensteyn 2005) 

 The existence of immature consumers is one rationale for “the implementation of 
quasi-markets, rather than consumer-oriented markets, for the distribution of academic 
programs” (Dill 1997: 181). Cave and Kogan (1990: 183) consider that a quasi-market is 
in operation when goods or services, instead of being bought by their final users, are 
bought by an agent (in general a public agent) on behalf of clients to whom these goods 
and services are then allocated directly.  

In several cases – examples can be found in health and education – governments 
resorted to quasi-markets as a tool to create competition. It is assumed that the state 
trough a government agency is more capable of protecting the interests of immature 
consumers than consumers themselves. Therefore, the state is no longer a provider of 
higher education but assumes a role as principal representing the interests of 
consumers by making contracts with competing institutions. This creates a quasi-market 
in which the state becomes a purchaser of services from independent providers, which 
compete with each other in an internal market (Le Grand and Bartlett 1993). 
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Quasi-markets and the principal-agent dilemma 

Government agencies making purchases in the name of consumers face the 
classical principal-agent dilemma: “how the principal [government] can best motivate the 
agent [university] to perform as the principal would prefer, taking into account the 
difficulties in monitoring the agent’s activities” (Sappington 1991: 45 cited in Dill and Soo 
2004: 58).  

That explains why a number of governments have been introducing an increasing 
number of performance indicators and measures of academic quality to control the 
behaviour of the agents. In the UK ,control mechanisms included an extremely detailed 
framework of devolved performance criteria against which operational efficiency and 
effectiveness at unit level would be monitored and assessed (Reed 2002). Performance 
indicators were extensively developed in the UK when Margaret Thatcher was the Prime 
Minister, the so-called 3Es of the public sector management (Sizer 1990) – Economy in 
the acquisition and use of resources; Efficiency in the use of resources; Effectiveness in 
the achievement of objectives. Sets of indicators were selected for diverse public 
services such as health, social security and education and were measured and 
compared between as well as within organisations (Henkel 1991). And Reed states:  

Within the context of much more intrusive and pervasive performance 
management, a consistent emphasis on the detailed monitoring and evaluation of 
‘quality’ standards in service delivery and outcomes emerged as the overriding 
priority (Reed 2002: 163). 

However, the use of performance indicators for education is rather delicate, being 
difficult to define “good” indicators (Sizer 1989). In general, performance indicators 
suggested for education are rather removed from the concept they intend to measure, 
and most of them are linked either to efficiency – such as student/staff ratios, cost per 
student, cost per degree awarded – or to effectiveness, such as number of graduations, 
employment data, etc. (Sizer 1989, Weert 1990).  

Higher education is a positional good (Marginson 1998) in the sense that it provides 
students with a competitive advantage when looking for employment, social standing 
and prestige. Therefore, information used by students tends to be much focused on 
academic reputation and prestige: 

Positional competition is not about the intrinsic content of education but its 
symbolic value. In a competitive market educational quality is subjectively defined. 
Quality tends to be determined by where the status goods are found, rather than 
status determined by quality… The quality of teaching and learning is incidental, 
except as a post hoc rationalisation of elite placement (Marginson 1998: 84). 

Better information is also important for producer effectiveness: “Information on the 
quality of a product provides an incentive for producers to invest in quality improvements 
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and thereby better compete in the market” (Dill and Soo 2004: 61). Dill and Soo raise a 
very interesting hypothesis: 

Both principals and student consumers may have imperfect information about the 
true quality of academic programmes – that is, the value added they provide to the 
student and ultimately to society – but, because of the distinctive properties of 
universities, the producers may have imperfect quality information as well. 
Because of traditions of academic autonomy and specialisation, professors may 
also lack sufficient information to judge the quality of academic programmes and 
may as a consequence fail to improve them (Dill and Soo 2004: 52). 

 
New Public Management and the loss of trust 

Any specific discussion of higher education management needs to be set within the 
broader context of New Public Management (NPM) and related concepts, such as new 
managerialism and reinventing government (Osborne and Gaebler 1992), which have 
been present in many public sector reforms over the last two decades. As Denhardt and 
Denhardt (2000) note, “The New Public Management has championed a vision of public 
managers as the entrepreneurs of a new, leaner, and increasingly privatised government, 
emulating not only the practices but also the values of business”. 

Over the last two decades, the intrusion of the rhetoric and management practices 
of the private sector into higher education resulted in important changes in the operation 
of higher education institutions. This phenomenon, which has been interpreted by 
several authors using concepts such as “managerialism” (Miller, 1995; Amaral, 
Magalhães and Santiago, 2003) “new managerialism” or “new public management” 
(Meek, 2002; Deem, 1998, 2001; Reed, 2002), is associated with the emergence of 
market or quasi-market modes of regulation. 

Under NPM the public are clients of government, and administrators should seek to 
deliver services that satisfy clients. In higher education, too, students are referred to as 
customers or clients, and in most higher education systems quality assurance and 
accountability measures were put in place to ensure that academic provision meets 
client needs and expectations. According to Considine (2001: 1), “universities are 
currently being ‘enterprised’ by a powerful logic of managed performance, executive 
centralisation and a new code of corporate governance”. The ‘ism’ in managerialism 
(Trow 1994: 11) “points to an ideology, to a faith or belief in the truth of a set of ideas 
which are independent of specific institutions”. That ‘ism’ becomes pejorative once it 
implies control over the academic products of the university by those not directly 
involved in their creation (Meek 2002).  

Based largely on the neo-liberal ideology, this movement from the public good 
concept of knowledge to one of commercialisation and ‘private’ ownership challenges 
many traditional academic values, particularly those associated with how the institution 
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should be structured and controlled (Meek 2002). One consequence of NPM policies 
was a strong attack on professions, and specifically on the academic profession:  

By imposing market competition through political dictate and administrative fiat, the 
ideology of ‘new managerialism’ attempted to destroy, or at least weaken, the 
regulatory structures that had protected unaccountable professional elites and their 
monopolistic labour market and work practices across the full range of public 
sector service provision throughout the 1980’s and 1990’s” (Reed 2002: 166).  

The ‘de-professionalisation’ of academics was coupled with a claim to professional 
status by administrative staff. Thirty years ago administrators were “very much expected 
to operate in a subservient supportive role to the academic community, very much in a 
traditional Civil Servant mould” (Amaral et al 2003: 286) and in the meetings of 
academia they were expected to be seen but not to be heard. Today, managers see 
themselves as essential professional contributors to the successful functioning of the 
contemporary university. 

The advocates of ‘new managerialism’ claimed the introduction of market 
mechanisms in the management of public services “… would provide that imperative 
drive towards operational efficiency and strategic effectiveness so conspicuously lacking 
in the sclerotic professional monopolies and corporate bureaucracies that continued to 
dominate public life (Osborne and Gaebler 1992; DuGay 1994, 2000; Maddock and 
Morgan 1998)” (Reed 2002: 166). However, the emergence of NPM and the attacks on 
the efficiency of public services, including higher education, resulted in loss of trust in 
institutions (Martin Trow, 1996) and demands for more accountability. Martin Trow (ibid) 
suggests that accountability is an alternative to trust, and efforts to strengthen it usually 
involve parallel efforts to weaken trust and he adds that accountability and cynicism 
about human behaviour go hand in hand. 

 
A neo-liberal paradox 

The implementation of efficient markets is not a trivial undertaking. Jongbloed 
(2003) defines a set of eight freedom conditions for providers and consumers, which are 
necessary for the market to be efficient. Providers should have freedom to specify their 
products, freedom to determine their price, and freedom to use the available resources. 
New providers should be able to enter the market without undue artificial barriers. 
Consumers should be free to choose the provider and the product, they should have 
adequate information about prices and quality, and prices paid should adequately cover 
the costs. Although in practice – with the usual exception of the U.S. – the state still 
regulates heavily some of these institutional freedoms, a good example being the limits 
set to the value of fees, the implementation of quasi-markets was associated with an 
increase of institutional autonomy. 
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Ben Jongbloed (2004: 89-90) used a traffic metaphor to make clear differences 
between the traditional government system of centralised command and control (similar 
to traffic signals) to coordinate their higher education systems and the adoption of 
market-based policies (similar to a roundabout). In Ben Jongbloed’s metaphor, traffic 
lights condition heavily drivers’ decisions, the same way that government regulation 
conditions the behaviour of institutions. On the other hand, a roundabout, while 
influencing traffic behaviour, delegates decision-making authority to the drivers:  

Drivers in a roundabout are awarded greater discretion (and more immediate forms 
of accountability!) than when traffic is controlled centrally by signals. This 
coordination by ‘mutual adjustment’ supposedly increases the efficiency of the 
traffic flow. The challenge confronting those experimenting with market-based 
policies in higher education therefore is to discover the institutional framework of 
rules and incentives that produces welfare maximising competition among (mainly) 
publicly subsidised, but autonomous, academic institutions. (Dill et al 2004: 329). 

 
 

 
 
 
 

 
 

Figure 1 – The roundabout model 

The problem is that increased institutional autonomy, combined with market 
competition, may create regulation difficulties, as autonomous institutions competing in a 
market may follow strategies aimed at ensuring their own development and survival, to 
the detriment of the public good or the government’s objectives.  

Massy (2004: 28) argues “…the way [non-profit] institutions currently respond to 
markets and seek internal efficiencies, left unchecked, is unlikely to serve the public 
good”, a danger that is exacerbated when competition is excessive, or when the state 
cuts public subsidies”. By using the microeconomic theory of non-profit enterprises, 
Massy (2004) demonstrates that, under those conditions, non-profit institutions tend to 
behave like for-profit ones, ignoring the promotion of public good inherent to their 
missions. This forces the state to intervene by changing the rules of the market to 
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ensure the fulfilment of its political objectives, quality assessment being one of the tools 
that might be used to ensure compliance of institutions with public policies. 

These regulation problems are also related to the classical principal-agent dilemma 
faced by government agencies acting as monopsonistic buyers (Dill and Soo 2004). The 
principal-agent model was used to analyse problems of agency relationships, which “are 
created when one party, the principal, enters into a contractual agreement with a second 
party, the agent, and delegates to the latter responsibility for carrying out a function or 
set of tasks on the principal’s behalf” (Kassim and Menon 2002: 2). The major problem is 
an asymmetric distribution of information that favours in general the agent (Kiewiet and 
McCubbins 1991; Holmstrom 1979): 

Two notable problems are adverse selection, where the principal, responsible for 
recruitment, is unable to observe directly and, therefore, assess the knowledge or 
skill possessed by the agent and moral hazard, where the agent enjoys superior 
information, not only about his or her own preferences and abilities, but also about 
the tasks assigned to him or her, and his or her own actions, which are not usually 
observable to the principal. (Kassim and Menon 2002: 2)  

The asymmetry of information may lead to the agent’s opportunistic behaviour, 
namely when the structure of delegation “provides incentives for the agent to behave in 
ways inimical to the preferences of the principal” (Pollack 1997: 108). The principal-
agent dilemma leads to a contradiction of neo-liberal policies. The principal needs to 
ensure the agents’ perfect compliance, to prevent them from acting “contrary to his or 
her (i.e. the principal’s) preferences” (Kassim and Menon 2002: 2). Realising that 
autonomous institutions competing in a market may behave in ways that do not 
maximise the provision of social benefits and the public good, the government will be 
tempted to intervene to steer institutional behaviour towards its objectives thus breaking 
the promise to reduce as much as possible government regulation in favour of market 
regulation. 

Therefore, the government arbitrarily intervenes to change the rules of the game, 
forcing institutions to adapt their behaviour to government objectives, for instance by 
using an increasing number of mechanisms such as extensive arrays of performance 
indicators and measures of academic quality, or using performance based contracts.  

As recognised by the OECD:  

Thus the governance of higher education faces some difficult challenges. If higher 
education is indeed an important strategic lever for governments in seeking to 
pursue national objectives, can governments achieve those ends without 
compromising the independence of universities, or their dynamism in catering for 
new markets? (OECD, 2003) 

Therefore, it is frequent that higher education reforms only replace one form of 
influence and control by government for another (OECD, ibid.). Dominique Orr (2004) 
suggests that the new relationship between HEIs and the government is better portrayed 
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by the ‘roundabout model’ (Ben Jongbloed 2003) but with an increasing number of 
[government] traffic lights restricting the allowed routes between higher education 
institutions and the government. 

 

Part II – Recent European developments 

 

A movement towards stratification and consolidation 

In an increasing number of European countries governments are implementing 
policies to enhance the international competitiveness of universities and promote their 
role “in the innovation system, economic development, knowledge-based economy and 
competitiveness of nation-state” (Tirronen at al, 2007). There is a recent movement in 
European countries to create a small number of research universities capable of 
competing at world level and to create stronger institutions by different forms of 
association of the existing institutions.  

These developments show that a number of European countries moved from the 
traditional view that ‘all national universities are of similar quality’ to a new position that 
promotes a stratified higher education system with a few research universities 
concentrating significant funding and a number of higher education institutions for 
provision of mass higher education, with limited research capacity. 

The theme of institutional association will be treated in some detail because there is 
a recent emergence of policies aiming at consolidating already established institutions 
using different kinds of association of institutions to increase the overall efficiency of the 
system and the capacity of the new institutions to become competitive in an international 
or global scale (Tirronen et al., 2007) 

Following the taxonomy of Harman (1986) adapted by Lang (2002) the different 
forms of institutional association can be distributed in a continuum that goes from very 
weak forms of association such as management contracts to very strong forms such as 
pure merger.  

Management 
by contract Consortium Federation Affiliation 

Merger with a 
Responsibility 

Centre 

Pure 
Merger 

 
Stronger association 

 
In the management by contract, government delegates responsibility for running a 

small and rather specialised institution to a larger institution, in general with a more 
generalist character.  
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A consortium is a voluntary association of institutions that preserve their own 
identity. A consortium is a formal organisation with its own staff and budget, the 
members of its governing board being appointed by the institutions that form the 
consortium. The consortium has several advantages such as offering integrated 
programmes and services with a more efficient use of resources and each member of 
the consortium can leave the institution more easily than in the case of a merger. 

A federation is not a merger and in general there is a principal or host university: 

In federations, each participating institution remains autonomous. It retains its 
assets and is fully responsible for its liabilities. Its board of governors remains in 
place. It retains its authority to make academic appointments, admit students, and 
offer employment… In federations each institution retains its authority to grant 
degrees; all but one hold its authority in abeyance in deference to an institution-
wide degree. (Lang, 2002: 33). 

Examples of federations are Brown University and Pembroke College, Harvard 
University and Radcliffe College or the University of London. In a federation, although all 
institutions retain their legal power to grant degrees, only the host uses that power for 
the awarding of federation wide degrees. In a federation, the principal or host university 
in general defines the quality standards, with obvious consequences over staff 
appointments, which must be mutually acceptable. In public systems the host university 
“is the sole contact with government, is accountable for all of the institutions within the 
federation, and is the conduit for whatever public funds may flow…” (Lang, 2002: 34). 

An affiliation is neither a consortium – because it involves only two institutions, nor a 
merger – because each institution maintains its autonomy. An affiliation in general 
occurs between a full-status degree-granting institution and another institution that has 
no degree-granting capacity. An example was the affiliation of the Ontario Institute for 
Studies in education (OISE) with the University of Toronto in Canada, prior to their 
merger. The University used OISE as its graduate programme in education while OISE 
gained in status and degree-granting capacity. 

The merger represents an extreme case of inter-institutional cooperation.  A real 
merger is: 

…the combination of two or more separate institutions into a single new 
organisational entity, in which control rests with a single governing body and a 
single chief executive body, and whereby all assets, liabilities and responsibilities 
ot the former institutions are transferred to the single new institution 
(Goedegebuure 1992). 

In the case of a merger, at least one of the institutions ceases to exist as legal entity 
and looses its autonomy, in principle forever. A merger is in principle irreversible and 
unlike the cases of a consortium or a federation it is very difficult for a merged institution 
to regain its autonomy.  
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There are several types of mergers, such as the consolidation of two or more 
institutions or the simple acquisition of one institution by another. There are also cases 
where despite the merger the former independent institution retains some level of 
autonomy. This is the case where the merged institutions are quite geographically 
separate.  

Denmark is a good example of a to-down merger process. By decision of the Danish 
government a number of mergers became effective as of 1 January 2007: 13 
government research institutions (GRIs) and 12 universities were merged into 3 GRIs 
and 8 universities; and in January 1, 2008 the 22 Centres for Further Education were 
merged into 8 Regional University Colleges (Holm-Nielsen, 2008). “The University of 
Copenhagen, Aarhus University and the Technical University of Denmark are supposed 
to form the centre of gravity of the new elite institutions” (Vabø, 2007). The Danish 
Ministry of Science, Technology and Innovation considers: 

The professional synergies gained by the new universities will ensure better 
utilisation of the country's research facilities, new openings for education and 
research, and an increase in the universities' international competitiveness. This 
will ensure that the Danish universities continue to attract highly skilled students 
and researchers. (http://en.vtu.dk/education/the-university-mergers) 

In Norway, the University of Tromsø, the youngest and smallest university, is 
merging with Tromsø College. While the university will increase the number of study 
programmes and students and consequently its budget, the College, characterised by 
low academic competence and research capacity (Kyvik & Marheim Larsen 2006), 
seeks to improve its standards and status (Vabø, 2007). 

In Finland there is a movement to concentrate resources using diverse methods, 
including the establishment of consortia, federations and mergers “to enhance the 
competitiveness, status, quality, and research capacity of Finnish universities by various 
forms of structural development” (Tirronen et al., 2007). The Government decided to 
implement measures “to create a high quality university system being able to compete 
internationally at the top level in Finland’s specified areas of expertise, while allowing for 
the development of new emerging research areas and initiatives” (Tirronen et al., 2007). 
A number of developments illustrating diverse forms of institutional association are 
currently under way: 

a) The University of Turku and the Turku School of Economics and Business 
Administration proposed to create a university consortium, gradually leading 
to the full merger of the two universities. 

b) The University of Kuopio and the University of Joensuu aim at establishing a 
federation, called University of Eastern Finland. By taking advantage of the 
complementarity of the strong points of both universities, the federation could 
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develop “internationally competitive research, excellent education and 
societal impact” (Tirronen et al., 2007).  

c) The Helsinki University of Technology, the Helsinki School of Economics and 
Business Administration and the University of Art and Design proposed to 
merge in order to create a new university of technology, economics and 
design, able to become a world-class university. It was suggested that the 
new institution will be a foundation under civil law, to be provided with an 
initial endowment of 700 M€ by combining government funding and 
endowments from business and industry. 

In the Netherlands, the three technical universities in Delft, Eindhoven and 
Enschede (Twente) are moving from “voluntary cooperation and collaboration to an 
institutionalised federation with support from the Dutch government that has promised to 
award the universities € 50 million in additional funds” (Dassen et al., 2007). 

And in Portugal law 62/2007 defining the new legal framework for higher education 
institutions also introduces the possibility of mergers and consortia. 

There are also policies aiming at concentrating research resources into a small 
number of universities that will become competitive in the global scene. In the UK this 
process has been going for a number of years, using the research assessment 
exercises to concentrate research funds into a small number of universities. On a 
statement to the Commons (22 January 2003) the education secretary Charles Clark 
said: 

So on research we argue that we need still more focus upon world-class research. 
We state that the funding regime should encourage research collaboration, should 
promote research concentration and should strengthen the highest world-class 
research in the country… It means giving extra resources to our very best research 
departments and world-class universities…  (Clark, 2003) 

In Germany, the federal and state governments passed the bill “Excellence 
Initiative” on 23 June 2005, aiming at making Germany a more attractive research 
location, more competitive internationally. This initiative is funded with 1.9 billion Euros 
to be used between 2006 and 2011 and aims at establishing a number of internationally 
visible and competitive research and training institutions and improving the profile of up 
to ten selected universities. 

In Austria the idea to set up an elite university developed in the early 2000s. The 
scientists supporting this idea: 

… envisaged the creation of a niche for basic or curiosity driven research, publicly 
funded, governed and managed by peers… to preserve a Humboldtian model at a 
moment when universities were reformed in order to be professionally managed 
and to raise more non-public funds (Hackl, 2007: 6). 
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In May 2006 the Austrian Parliament passed a bill creating the Institute of Science 
and Technology – Austria (ISTA), a legal entity of public law with a mission to do top 
basic research and post-graduation of excellence. For Hackl (2007: 8) this represented 
“a move to hierarchisation of universities which has not been the Austrian tradition”. 

Other examples are the merger of the Helsinki School of Economics and Business 
Administration and the University of Art and Design to create a world-class university, 
and the consortium created by the three Dutch technical universities (Delft, Eindhoven 
and Twente) to become more competitive.  

 
Changes in institutional governance 

The introduction of market-type regulation mechanisms was accompanied by 
substantial changes in university governance, either because governments intended to 
give institutions what were considered more efficient governance and management 
mechanisms, or because the emergence of New Public Management induced a 
movement towards governance mechanisms more similar to those of the private sector. 
In recent years one observes a trend of decreasing collegiality and increasing 
concentration of power at the top level of the administration and the emergence of 
university boards with limited membership and strong external participation.  

In UK change took place in the period of the 1988-1992 reforms, much earlier than 
in most European countries. Traditionally: 

British universities (other than Oxford and Cambridge) operate on the familiar 
bicameral principle. A generalised sketch would be roughly as follows. The Senate 
[‘Academic Board’ in some post-92 universities and colleges] is, either de jure or 
de facto, the body with responsibility for decision-making on all academic issues in 
relation to teaching, learning and assessment and to research; the Council [or 
Corporation Board or Governing Board] is the supreme decision-making body with 
responsibility for finance and resources, [non-academic] terms and conditions of 
employment of staff, etc. Issues such as the ‘mission’ or strategic direction of the 
institution, although formally the responsibility of the Council, may in practice be 
largely delegated to, or dictated by, the Senate. The Council contains both external 
members and academic staff; the Senate, mainly academic staff, normally contains 
very few external and no strictly non-academic members. Both Senate and Council 
may include students.  (Fulton, 2002: 208 – 209). 

The main changes were the establishment of a small executive board, half of whom 
must be from outside the university with experience in industrial, commercial or 
employment matters, a reinforcement of the power of the chief executive position and 
the subordination of the Academic Board to the Board of Governors. The 1997 Dearing 
report recommended that “as a general rule in the interests of effectiveness, 
membership of a governing body should not exceed 25” (Dearing report, 1997). While in 
the new universities (former polytechnics) the board of governors comprises about 12-14 
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members (OECD, 2003), the great majority of pe-1992 universities have boards with an 
average of between 30 and 34 members (Shattock, 2001). 

In Austria (2002) the main university boards are the University Board or University 
Council (with 5, 7 or 9 members), the senate (with 12 to 24 members) and the ‘rectorate’ 
(rector and up to 4 vice-rectors). For example, the University of Vienna has a 9-member 
university board, 4 members being appointed by the senate, 4 being appointed by the 
federal government and 1 co-opted by the other members. The University Board has 
both strategic and supervision functions and appoints the rector (from a short-list of three 
names proposed by the senate) and the vice-rectors and dismisses them, approves the 
development plan, the university organization and drafts the performance agreement to 
be signed with the federal authorities, supervises the legality of decisions and prepares 
the performance report. The Senate has mainly academic functions such as dealing with 
the curricula for degree programs and university courses. 

In Denmark the highest university authority is the University Board with a majority of 
external members, the chairman being one of the external members. The Board 
manages the general interests of the University and appoints the rector and pro-rector to 
head the daily management, and both respond to the Board. The Boards of the 
University of Copenhagen and of the Aalborg University comprise 6 external and 5 
internal members. Two of the internal members represent the scientific and academic 
staff, one represents the technical and administrative staff and two represent students. 
The Rector, the Pro-rector and the University Director participate in board meetings as 
observers. The University Board has signed a performance contract with the Ministry, 
which formulates the University's objectives and intended progress for a fixed period of 
time. The Technical University of Denmark has a 15-member Board of Governors with 9 
external members and 6 internal members (2 representing the scientific and academic 
staff, 2 representing the technical and administrative staff and 2 representing students). 
The board approves the University’s strategy as well as budget and action plans, enters 
into Development Contracts with the Minister for Science, Technology and Innovation, 
appoints the Rector and makes decisions on new building projects, etc. The rector is 
responsible for the daily running and answers to the Board. 

In Sweden the University Board is the main governing body and has a majority of 
external members representing community and business interests, all of them appointed 
by the Minister who also appoints the chairman. The internal members are the vice-
chancellor and representatives of staff and students. At Umeå University and at 
Gothenburg University the Board has 8 external members, the vice-chancellor, 3 
representatives of the academic staff and 3 representatives of students. Representatives 
of employees, i.e. three union representatives, have the right to attend and express 
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views at board’s meetings. The board has "supervision over all the university’s affairs, 
and is responsible that its duties are fulfilled". 

In Norway there is also a small University Board with 11 members but there are two 
possibilities. In cases such as the University of Trondheim, the University of Oslo or the 
University of Tromsø, the Board is composed of 3 representatives of tenured academic 
and scientific staff, one representative of contracted academic and scientific staff, one 
representative of technical and administrative staff, 2 representatives of students and 
four external members, including the chairman. The Board is responsible for university 
activities and for ensuring that the university operates within the framework and 
guidelines stipulated by the Ministry of Education and Research, and the Storting. The 
Board decides strategies, objectives and expected results from the university. It also 
presents the accounts, financial statements and budget proposals and appoints the 
Rector that answers to the Board. The University of Bergen opted for the alternative 
version of the law. The rector is elected (not appointed by the Board) and presides over 
the Board that includes 10 additional members, comprising 3 representatives of tenured 
academic and scientific staff, one representative of contracted academic and scientific 
staff, one representative of technical and administrative staff, 2 representatives of 
students and four external members. 

In Finland, a new university act will come into operation by 1 January 2010 
introducing reforms that follow the pattern of other Nordic countries: 

“In future, universities will be presided over by a board with up to 14 members, half 
of whom will be appointed from outside the university. The new board's role will be 
much closer to that of a corporate board of directors, and its chair will be one of the 
external appointees. The rector will be appointed by the new board and, although it 
is likely the incumbent will have to hold a PhD, the appointee need not be a 
professor of the university, a requirement at present. The rector will become the 
university's CEO.” (Dobson, 2008) 

In Portugal, the recent Parliament Act No. 62/2007, of 10 September, defined the 
new legal framework of higher education institutions. The new act creates a university 
board – the General Council – with 15 to 35 members, depending upon the size of each 
institution and the number of schools and research units. At least half of the members 
are elected from among teachers and researchers of the institution and at least 15% are 
elected among students. These elected members will co-opt external members up to at 
least 30% of the total membership of the Council, one of the external members being 
elected chairman. The Council elects the Rector and approves strategic and action plans, 
budget proposals, annual consolidated accounts, student fees, authorises the purchase 
or sale of the institution’s assets and its credit operations, etc. 

Another important element is the legal status of public universities:  
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“In broad terms, institutions can be considered either a State agency or as a legal 
independent person. In the former case, institutions are treated in a similar way to 
other State agencies such as the National Statistics Office, abiding by public 
service regulations and being financed by the public budget. In some instances, 
they may be granted some specific status as a State agency… Granting 
independent legal status (ILS) is one means of giving greater autonomy to 
institutions. Having ILS means an institution is legally responsible for its functioning. 
One of its forms is that of a foundation1”. (OECD, 2008: 82). 

The World Bank Report (2008) classifies universities into four legal status models 
with different governance models: “State Control”, “Semi-Autonomous”, Semi-
Independent” and “Independent”. Independent universities as is the case in the UK and 
Australia, are: 

A statutory body, charity or non-profit corporation with no government participation 
and control linked to national strategies and related only to public funding. (World 
Bank, 2008: 9) 

There is a recent trend to grant independent legal status to public universities. In 
Austria, the new 2002 act gave universities “independent legal status”, and although 
they remain in the domain of public law they are no longer state agencies without legal 
capacity (Pechar, 2005; Sporn, 2002). Universities are now “free to decide on 
employment conditions, academic programmes, resource allocation without government 
approval (Sporn, 2002), and to borrow funds” while “all academic personnel are to be 
employed by the university on the basis of private contracts” (Pechar, 2005: 10). 

Another development is the establishment of universities as foundations under 
private law. The Chalmers Technical University was the first well-known initiative in this 
area. In 1994 Chalmers became a semi-private foundation-owned university founded by 
the Swedish State with an initial endowment capital of € 170 million. The university is run 
as a limited company. In the same year the University College of Jönköping also 
became a private foundation.  

This model is starting to spread across Europe. In 1998, an amendment of the 
German Federal Framework Act for Higher Education, allowed the sixteen Länder (the 
German states) to establish a modified legal status for their universities (Palandt 2005: 
182). Lower Saxony was the first “land” to take advantage of this possibility and its 
parliament passed the Lower Saxony University Reform Act, of 24 June 2002, allowing 
universities to become public foundations as legally self-administered public bodies 
(Palandt, ibid). The decision of the university to become a foundation is taken on a 
voluntary basis. 

                                                 
1 Independent legal entities in the education field can have many forms. They can be incorporated (i.e. they 

are a company) or unincorporated. In either case they can be for-profit or not-for-profit. For example, all 
higher education institutions in the United Kingdom are legally independent bodies with a charitable status. 
Some are incorporated but not-for-profit. But a charity can trade and earn profit for its charitable aims and 
it can set up a separate non-charitable company for that purpose and be liable for tax on its profits. (OECD, 
2008: 82). 
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Five out of the twenty universities in Lower Saxony – the University of Göttingen, 
the Veterinary University of Hannover, the University of Hildesheim, the University of 
Lüneburg and Fachhochschule (university of applied sciences) Osnabrück. – were 
transformed into foundations with effect from 1 January 2003. The new legal status 
grants institutions substantial autonomy, being expected this will allow for more effective 
and economic resource management, while there is hope that increased private and 
social funding will be attracted. One interesting aspect is the new capacity of foundation 
universities to hire staff without state intervention, although keeping their status as civil 
servants and leaving public wage scales untouched (ibid: 187). The new institutions will 
continue to receive financial support from the state, regulated by a contract negotiated 
between each institution and the state. The contract sets development and achievement 
targets that are the basis for calculating the level of financial support and the basis for 
future financial agreements. However, as the state of Lower Saxony does not have 
enough money to create an initial endowment, “the Reform Act authorizes the 
government of Lower Saxony to transfer the property holdings of universities to them to 
form the basic capital of their foundations” (Palandt, 2003: 184), although it cannot be 
used as security for bank credit. 

In Finland it was already referred there is an intention to create a “world-class” 
university in Helsinki by merger of existing institutions into a new institution that will be a 
foundation.  

In Portugal, the new legal framework for higher education institutions allows public 
universities to become “public foundations under private law” and three universities 
decided to use this possibility – the University of Porto, the University of Aveiro and the 
ISCTE (Instituto Superior de Ciências do Trabalho e da Empresa). Apparently 
negotiations were already successfully concluded with the two first institutions. 

The advantage of foundations is allowing its leaders a maximum of freedom to run 
the institution, with a minimum of external interference. However, transforming a public 
university into a foundation presents difficulties in restructuring internal management and, 
with the exception of Germany, staff may resist moving from a public service status to a 
foundation employee. It is also uncertain how future governments will be favourable to 
the foundation model2. 

 

Changes in Funding 

The concept of a neo-liberal paradox was used to designate a contradiction 
between a neo-liberal rhetoric that favours market regulation and reduction of state 
                                                 
2  This has apparently been the case at Chalmers where the new government was against the idea of 

foundations and did not transfer the property holdings to Chalmers. 
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intervention and the arbitrary government intrusion to change the rules of the game in 
order to force institutions to follow strategies that comply with government’s objectives. 
This is consistent with the idea that an effective delegation of ‘public-interest decision-
making’ authority to institutions requires “an affirmative desire to interpret and serve the 
public good, the will to hold institutional self-interest at bay, and the financial strength to 
balance intrinsic values with market forces” (Massy 2004: 33). However, the unchecked 
behaviour of institutions, especially under conditions of strong competition and financial 
stringency, may not correspond to the best public interest, which makes a strong case 
for government intervention (ibid.).  

This explains that despite the rhetoric of increasing institutional autonomy, 
governments frequently replace one form of control with another. In general, increasing 
autonomy is associated with a switch from itemised to lump-sum or block grant budgets 
and targeted funding, while there is increasing popularity of performance-based 
contracts: 

Performance contracts – governments enter into binding agreements with 
institutions to reward them with resources linked to the achievement of mutually 
determined performance- based objectives. (Salmi and Hauptman, 2006: 17). 

This is also recognised by the OECD: 

There has also been a move towards linking funding to medium-term objectives 
negotiated between government and universities. Such “performance contracting”, 
pioneered by France in 1988, followed by Finland and Switzerland in the late 
1990s, and Austria in 2002. (OECD, 2003) 

The importance of performance-based contracts lies in allowing the government to 
have much more detailed control over the outputs of higher education institutions. 
Finland is a very good example of this system: each university negotiates with the 
government three year financing contracts where universities agree to achieve pre-set 
targets and objectives in exchange for defined levels of funding. The target results and 
the operational expenditure are determined for a three-year period and the agreement is 
revised annually in a supplementary protocol appended to the following year’s budget. 
The university must produce an annual report on the achievement of the objectives 
(Ministry of Education of Finland, 2001). 

In Denmark there are also performance-based contracts that are called 
“development contracts” to express the idea that there is a long-term strategic 
perspective of the activity. Austria has also recently introduced a contractual funding 
system. Contracts were also implemented in Switzerland since the mid 1990s while in 
France they existed since 1989: 

France since 1989 has devoted one third to half of the recurrent budget to 4-year 
performance contracts. Payments are made when the contracts are signed, with a 
post- evaluation to assess the degree and effectiveness of implementation. (Salmi 
and Hauptman, 2006: 18). 
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In Spain, autonomous regions, not the central government provide funding for 
higher education. The different autonomous regions are increasingly using 
“performance-based contracts” as allocation mechanism (contrato-programa de 
financiación global), examples being Catalonia and Canary Islands. However, in some 
cases contracts are too detailed and interfere strongly with the autonomy of universities. 

Germany offers a fascinating and interesting example. The reformulated Framework 
Law for Higher Education authorised in 1998 introduced three basic principles in higher 
education: autonomy, diversity and competition and has forced the sixteen Länder to 
change their own regional education laws in line with these principles (Orr et al., 2007). 
Different states are using performance-based funding to induce inter-institutional 
competition and as each state has set different limits to the percentage of the budget to 
be allocated through this mechanism, Germany offers a set of diverse array of models 
that can be analysed from a comparative perspective: 

The scope of performance-based funding may be increased by the implementation 
of target agreements. These instruments are being applied in nearly all the 
German at state level and increasingly at institutional level as well. Practice shows 
that these agreements are not being introduced as alternatives to indicator-based 
systems, but as complementary mechanisms with a different steering character 
(e.g. longer validity period, consideration of quality and context). In states such as 
Baden-Württemberg, Berlin and North-Rhine Westphalia, they are used as 
secondary steering instruments, whereas in Bremen and Hamburg, they are in fact 
the primary methods of steering and funding allocation. (Orr et al., 2007: 21) 

In Portugal the new Framework Law for Higher Education Institutions (Law 62/2007) 
that allows universities to become “public foundations under private law” also establishes 
that foundations will be financed through performance-based contracts. 

 

Changes in Quality Assurance Systems 

In Europe the development of quality assurance activities started much later than in 
the U.S. The emergence of the “Evaluative Sate” (Neave 1988: 7) was observed in the 
late 1980s, with increasing public relevance given to quality. A number of factors 
contributed to this emergence, such as massification of higher education, creating very 
heterogeneous systems (Trow 1996); the increasing role of the private sector in 
replacing the state as main employer of graduates (Neave 1996) and the increasing use 
of markets as instruments of public policy (Dill et al 2004). Instead of equality of 
provision to ensure fair competition of graduates for public positions, institutions had to 
adapt to a more heterogeneous and less regulated private labour market while market 
regulation made urgent a higher degree of autonomy to adjust to market competition.  

The rise of the Evaluative state corresponded to an “alternative to regulation by 
bureaucratic fiat” (Neave 1988: 11), by looking for more flexible, less heavy and faster 
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guidance mechanisms that would allow for increased capacity for institutional adaptation 
to change and shorter “administrative time’” (Neave 1998: 273). Instead of the traditional 
a priori authorization, the state awarded institutions more autonomy while creating a 
posteriori control mechanisms via quality assessment. However, the development of 
quality assurance in Europe was fast. Schwarz and Westerheijden (2004) report that in 
the early 1990s less than 50% of the European countries had initiated quality 
assessment activities at supra-institutional level, while in 2003 all countries except 
Greece had entered into some form of supra-institutional assessment.  

The European quality assurance systems shared important procedural elements – 
internal self-evaluation, visit by an external expert review panel, external evaluation and 
public reporting (Thune 2002). However, there were important differences in political 
discourses (Neave 1998, 2004) that ranged from a mainly European and political 
discourse, with universities assumed as a public service (e.g. France and Sweden) to a 
mainly economic discourse, market-based and inspired in the U.S. (e.g. UK and the 
Netherlands), the role of the state being regarded as excessive (Neave 2004).  

There were also differences in the ownership of the system and in the 
consequences of quality assessment – with or without direct consequences to funding. 
In some cases, the high level of trust between government and institutions allowed for 
the ownership of the quality agencies to be entrusted to organisations linked to the 
universities (the Vlaamse Interuniversitaire Raad – VLIR – in Flanders, the Veriniging 
van Universiteiten – VSNU – in the Netherlands, and the Fundação das Universidades 
Portuguesas – FUP – in Portugal). These agencies were similar to the U.S. accrediting 
organisations, in that they also had a guild character. 

 
Loss of trust, new public management and changes in evaluation systems 

Recent literature shows a decline of trust in public institutions in general, and in 
higher education institutions in particular, as well as in professionals. Comparing state 
approval versus accreditation schemes, in the years 1998 and 2003, reveals an 
overwhelming movement from state approval towards accreditation schemes (Schwarz 
and Westerheijden 2004). And all recently implemented quality systems are based on 
accreditation rather than on quality assessment (e.g. Germany, Austria, Norway and 
Portugal). This might reflect an increased lack of trust in higher education institutions to 
satisfy the government and society about their capacity to ensure adequate standards of 
quality. 

In the Netherlands, a meta-evaluation system run by the Inspectorate for Higher 
Education was supposed to ensure that the assessment procedures were properly run. 
In Portugal, a commission was set up to coordinate the quality assessment process and 
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to issue recommendations for the rationalisation and improvement of the higher 
education system; i.e. to meta-evaluate the system. However, this has not been 
sufficient to protect quality assurance agencies. In Flanders “… policy makers, 
employers and journalists questioned the vagueness of the visitation reports and the 
lack of a clear overall conclusion” (Van Damme 2004: 144) and in Portugal “…the 
Minister has publicly complained …that the conclusions of the reports of quality 
evaluation agencies were quite obscure...” (Amaral and Rosa 2004: 415-416). These 
three national quality assurance agencies were extinguished by government and 
replaced with “independent” accrediting agencies (Amaral 2007).  

 

Supra-national developments 

The early 1990s saw a development of quality assessment initiatives at the level of 
the European Union. Under the Dutch presidency, the Ministers of Education and the 
Council initiated steps to create a European quality assessment system. The 
conclusions of the 25 November 1991 meeting of the Ministers of Education with the 
Council proposed “arrangements for quality assessment in higher education on a 
national level could be examined at Community level, with a view to reinforcing national 
quality assessment systems…” (Council 1991). 

The Ministers and the Council further proposed the Commission should undertake 
steps to strengthen the evaluation of higher education in Europe, including a 
comparative study of the evaluation methods used in Member States, the development 
of a limited number of co-operative pilot projects in this area and the creation of 
mechanisms for strengthening European co-operation, taking into account the concrete 
evaluation experience that had already been established. The comparative study was 
published in October 1993 and a European Pilot Project on quality evaluation was 
carried out in 1995, including 17 countries and 46 institutions.  

On 24 September 1998 the Council agreed on recommending that Member States 
establish transparent quality evaluation systems and that the Commission promotes 
cooperation amongst the authorities responsible for quality in higher education and 
promotes networking (Council 1998). This resulted in the establishment of the European 
Association for Quality Assurance in Higher Education (ENQA). 

The Bologna Declaration (1999) contributed to encourage European cooperation in 
quality assurance of higher education with a view to developing comparable criteria and 
methodologies. Schwartz and Westerheijden (2004: 36) refer to the Bologna process as 
an important “driver for change with regard to quality in steering mechanisms”. The EU 
discourse supporting a European system of quality assurance is mainly economic and 
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market-based, a neo-liberal model that occasionally becomes visible in European 
policies that emphasise the importance of the efficiency of the systems.  

Although none of the successive communiqués from the biannual meetings of the 
European Ministers of Education (Prague, Berlin, Bergen, London) has given primacy to 
accreditation, the fact is that accreditation was pushed forward against the opposition of 
a large number of European universities, as documented by Amaral and Magalhães 
(2004). In 2004 the Commission presented a proposal for a recommendation of the 
Council and of the European Parliament: “Institutions must set up rigorous internal 
quality management and develop an accreditation strategy”. The Commission suggested 
the implementation of multiple quality assurance and accreditation agencies, public and 
private, national and international, and a European Register of accredited agencies. 
Higher education institutions should be allowed by their governments to choose any 
agency listed in the European Register. This is consistent with a stratified European 
Area of Higher Education, as some agencies will address excellence at an international 
level, others will be more appropriate to regional or local institutions, some will accredit 
research universities, while others will specialise in teaching-only institutions. 

The efforts of the Commission in the area of accreditation may be interpreted as 
aiming at making visible an array of European higher education institutions with different 
missions and quality, emphasising the importance of efficiency and mimicking the 
institutional diversity of American higher education model. 

The European Ministers of Education adopted, in 2005, the Standards and 
Guidelines for Quality Assurance in the European Higher Education Area (ESG), drafted 
by the ENQA (2005), in co-operation and consultation with its member agencies and the 
other members of the “E4 Group” – ENQA, European University Association (EUA), 
European Association of Institutions in Higher Education (EURASHE) and European 
Students’ Union (ESU). In 2007 the European Ministers of Education established the 
European Quality Assurance Register for Higher Education (EQAR) based on a proposal 
drafted by the E4 (ENQA 2007): 

The register will be voluntary, self-financing, independent and transparent. 
Applications for inclusion on the register should be evaluated on the basis of 
substantial compliance with the ESG, evidenced through an independent review 
process endorsed by national authorities, where this endorsement is required by 
those authorities. (European Ministers of Education 2007) 

The Register was set up on 4 March 2008 as the first legal entity to emerge from 
the Bologna Process. The register provides information on quality assurance agencies 
that are in substantial compliance with the common European framework. One of the 
criteria set in the European Standards and Guidelines for accredited agencies is their 
independence “to the extent both that they have autonomous responsibility for their 
operations and that the conclusions and recommendations made in their reports cannot 
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be influenced by third parties such as higher education institutions, ministries or other 
stakeholders.” (ENQA 2005: 24) This would exclude the former quality agencies in 
Flanders, Portugal and the Netherlands, as recognised in the ENQA’s review report of 
the Portuguese Quality Assurance system (ENQA 2006) – they were recently replaced 
with “independent” accrediting agencies complying with the European standards and 
guidelines  – as well as the U.S. Regional Accrediting Agencies. 

 

Supranational Influences3 

Higher education policies are influenced by supranational organisations such as the 
OECD and the World Bank. In Europe the World Bank does not seem to have much 
influence at present, but there is an important role played by the European Union and 
the European Commission. 

The legal basis for Community intervention in higher education tends to be weak, as 
Education has always been considered an area of national sensitivity (Gornitzka, 2009). 
Yet, the European Community is increasing its role in education, and particularly in 
higher education. The main vehicles for re-defining the Community’s role in this domain 
are the implementation of the Bologna process and the Lisbon strategy. 

The creeping competence of the Community was substantially bolstered by the way 
European legal and political documents are drafted. Carefull drafting, allied to delicately 
weighed wording, are designed to pass lightly over and around the incapacity of member 
states to agree on essential goals and priorities (Dehousse 2005). The use of ‘weasel 
words’, which seek to deprive a statement of its force or to turn a direct commitment 
aside, allows not only for diverse interpretations of the treaties, it enhances and 
reinforces the supranational role of the European Court of Justice, a development that 
certain member states view as increasingly undermining the sovereignty of the nation 
state. 

The Bologna Declaration was a heaven-sent opportunity for the Community to 
expand its influence. The Commission was quick to assume a central role in the Bologna 
process, a role that acquired a particular consistency by associating Bologna with the 
Lisbon strategy that is dominated by an economic rationale. And with the canons of Neo-
Liberalism, the Commission occupies the commanding heights. 

Initially the Bologna process was an initiative of the European Education ministers 
with the purpose of acquiring leverage for domestic and national reforms. No reference 
was made to an economic rationale. Nor, when the Bologna Declaration was signed, did 

                                                 
3 This chapter is based on two documents by Neave and Amaral: “The OECD and its Influence in Higher 

Education: a Critical Revision” and “On Bologna, Weasels and Creeping Competence” that will be 
available as book chapters in 2009. 
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the Commission figure as one of the signatories. However, it did not take long before the 
‘competence’ of the Commission acquired visibility. The Commission offered to provide 
technical and financial support by paying for both the Bologna meeting and its 
preparation, though it was not permitted to set its hand to the document. Such largesse 
brought its own reward: the Commission soon acquired the status of full member of the 
Bologna process, with the same role and privileges as member states (Martens and Wolf, 
2009). Thus, the Commission was able to ‘buy in’, to become an important partner in the 
Bologna process for only a minor outlay of resources. 

The second heaven-sent opportunity came in 2000 with the Council’s approval of 
the Lisbon strategy, aiming at transforming Europe into the world’s most competitive and 
dynamic knowledge-based economy, capable of sustained economic growth, more and 
better jobs and greater social cohesion. Eric Froment, former President of the European 
University Association, pointed out some implications: “The current tendency at 
European level is to look at the Bologna process as an element of the Lisbon strategy. 
This is the result of the European Commission actions, and has important consequences 
…” (Froment 2007: 12). 

By claiming that universities were an indispensable component in the new 
knowledge society and a fundamental tool of the Lisbon strategy, the Commission 
insinuated itself into a position of legitimacy to intervene in the areas of research, 
innovation and higher education, the three sides of that self-same triangle the 
Commission proposed to bring together in the shape of that new supranational institution, 
the European Institute of Technology (EIT). The Commission not only leveraged the 
economic rationale into the policy agenda of higher education by linking the Bologna 
objectives “directly to economic gains expected from a common education area” 
(Martens and Wolf, 2009), it also unveiled a model (EIT) supposed to foster innovation in 
the management and governance of university and research and to point both in the 
direction of practices in the private sector. The new model exalts a university that “is 
dynamic and adaptive to consumers and that gives priority to innovation, 
entrepreneurship and market orientation” (Olsen and Maassen 2007: 4). 

The ‘neo-liberal’ vision of how the Bologna process ought to be implemented also 
clamoured loudly for institutions to be granted more autonomy. The Commission’s ‘very 
model of a modern university’ stood in curious contrast with the orthodoxies of neo-
liberal politicians, who “consider(ed) that government intervention and regulation were 
excessive, and the mother of all the sins of the welfare state (inefficiency, wastage of 
money, unfair sharing of resources…), the ‘market’ being the solution of all these 
problems” (Amaral and Magalhães 2001: 11). For Martens and Dieter Wolf (2009) “by 
involving the Commission in the Bologna process while trying to control it at the same 
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time, governments paid the double price of making education an economic issue and 
spreading new modes of governance which weakened their own importance”. 

Martens et al employed an institutionalist approach to the analysis of the 
governance within international organisations. They distinguished between three 
dimensions in governance: governance by coordination, governance by shaping opinion, 
and governance by instruments. The OECD, they suggested, has not been able to 
develop a strong instrumentality of governance. It lacks the financial clout of the IMF or 
the World Bank. Nor, unlike the European Union, does it have a legislative capacity to 
force decisions on its member countries to implement policies. (Martens et al, 2004: 159)  

For Martens et al, the OECD has acquired a strong capacity for coordination by dint 
of organizing procedures and handling the treatment of their outcome. This, in turn, 
shapes the initiatives and options that may be entertained in a particular field of policy. 
(Martens, et al., 2004: 2). For them, governance by opinion forming is a clear expression 
of “…the capacity of an international organization to initiate and influence national 
discourses” (Martens et al, 2004: 2) and complements the coordination capacity. Thus, 
opinion forming moves on to become “thematic governance”, the identifying feature of 
which involves the manufacture and the content of such discourses. (Martens et al, 
2004: 3). 

OECD’s influence then, flows from laying down a set of distinctive norms and 
practices, grounded in what is desirable and appropriate for liberal, market-friendly, 
economic policies (Henderson, 1993). It sets out the role institutions should assume in 
developing and handing on those norms that cause actors in a given community to 
switch to the logic of appropriateness (March and Olsen, 1989). And appropriateness 
exists largely in the short-term. 

Marcussen’s analysis provides a neat summary: 

“…the OECD can be considered as an ideational arbitrator that helps national civil 
servants meeting each other in supportive surroundings, thereby teaching them to 
develop their personal and technical skills, and even sometimes develop their 
personality and feelings of belonging.  Such learning processes can take various 
forms – such as socialization, imitation and coercion – and the concrete meeting 
can be characterized by social logics as different as bargaining on the one extreme 
and deliberations on the other.” (Marcussen, 2001: 3)  

It is curious the OECD has been using both the mechanisms and procedures 
involved in creating ‘soft law’, though it did not use this specific term (OECD, 2002). 
These include sophisticated means of knowledge generation, production and sharing, 
the identification by means of cross national rankings of ‘leaders’ and ‘laggards’ amongst 
those systems taking OECD norms and recommended practices on board (March and 
Olsen, 1998: 961). Peer pressures to conform and reform are at the heart of the OECD’s 
effectiveness (OECD, 2004: 4).  
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When comparing the forms of governance of the OECD and the EU in the field of 
education it is possible to conclude that the two organisations are using similar forms of 
governance today (Martens et al., 2004). For both organisations working with ‘opinion 
formation’ and with ‘coordination’ seems to be the strongest forms of exercising 
influence. As education has always been a matter of national sensitivity, reserved by the 
treaties of the Union to come under the sole responsibility of national governments, the 
EU cannot use legal instruments and needs to resort to soft law mechanisms (the Open 
Method of Coordination). Perhaps, the Bologna process might become a good useful to 
analyse how far soft law mechanisms can be effective. 

The recent OECD publication (2008), Tertiary Education for the Knowledge Society 
is also an essential summary of the views entertained by the OECD on such matters as 
governance, quality, equity, research and innovation, the development of careers in 
academia, relations with the market and, last but not least, the place of 
internationalization in education policy. 

 

Conclusion 

Beyond Europe, similar policy developments at system level appear to be sprouting 
vigorously across the planet. (Samoff and Carol, 2006; Tilak, 2006: 235 – 254)  
Impatience with academia’s long-established norms and values, the crying up of higher 
education’s economic mission and purpose, the rise at institutional level of “New 
Managerialism” (Kogan, 2004), the “professionalization” of university management, the 
weight and influence of external stakeholders (Enders and Fulton, 2002: 11-38), the 
diversification of funding, the imposition of evaluation by performance criteria, 
inextricably tied in with economic productivity, the promotion of ‘relevance’ in both 
teaching and research, all represent the central elements of higher education in a 
globalised world.  

The implementation of markets as instruments of public policy has been 
accompanied by a loud cry in favour of increased institutional autonomy, made 
necessary to allow institutions to compete in the higher education market. However, 
governments quickly realised that competing autonomous institutions were more difficult 
to steer and have taken with one hand what they had given with the other. Frequently, 
higher education reform has often meant replacing one form of government influence 
and control with another (OECD, 2003). Despite the new governmental rhetoric of 
increased autonomy these developments remind us of the words of Mahony (1994: 125) 
“The ‘new’ autonomy is then a paradox: it is the autonomy to be free to conform”. 
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It remains to be seen if the present global crisis of the financial systems and the 
loss of credibility of pure market regulation will result in a reversal of the recent changes 
of the relationship between universities and government. 
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Abstract. The Australian higher education system is a notable example of 
successfully implemented New Public Management (NPM) reforms. Despite 
idiosyncratic aspects (e.g. the extreme emphasis on education exports and the size of 
the reductions in public funding) it provides a salutary example of the strengths and 
weaknesses of the use of competitive systems, mixed public/private funding, 
business models, output and product formats, and strong executive steering. Higher 
education in Australia is relatively transparent and efficiency driven and subject to 
detailed accountability for the use of public funds. Executive forms of organization are 
highly developed. Australian institutions have a pronounced capacity to respond to 
new developments and take strategic initiatives, especially offshore. There has been 
a substantial reduction in the fiscal load and Australia has become a major education 
exporter. But teaching and research capacity have been thinned out; and academic 
cultures weakened in at least some institutions; and while institutions and academic 
units have achieved enhanced autonomy in relation to budgets and new programs, 
they have lost intra-system diversity and arguably they have less control over the 
content of teaching and research than prior to the NPM era. Their capacity to take 
initiatives has been enhanced in some respects but diminished in others. Moreover, 
NPM systems downplay the production of public goods in higher education, especially 
in research which is primarily a public good in the economic sense. As the OECD 
(2008) notes, the role of university-produced open source knowledge in innovation in 
all sectors is enhanced by communicative globalization. In teaching also the role of 
higher education in enhancing the conditions of economic activity in all sectors of 
industry, i.e. its indirect effects, is at least as important as the creation of direct 
income-earning benefits for graduates. However NPM systems focus on the role of 
higher education as producer of direct economic benefits, and so are increasingly ill-
fitted for developing higher education’s larger role in the knowledge economy.  
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1. Introduction 
 
1.1 Coverage of the paper. The paper briefly outlines its starting assumptions in 
three areas: forms of freedom; higher education and the knowledge economy; and 
the distinction between the New Public Management (hereafter NPM), including the 
neo-liberal variant of the NPM, and globalization. It then describes and explains 
Australian university reform since the mid 1980s.2 The Australian approach can be 
characterized as ‘Anglo-Westminster’ as in the UK and New Zealand. A feature of all 
three Westminster polities is use of the global market in international students as 
primary mode of cross-border engagement, generator of export revenues (Table 1), 
funding substitute for government grants, means of changing institutional behaviours. 
The paper evaluates the Australian reform in terms of intended and unintended 
consequences. The concluding parts consider the Australian reforms in terms of (1) 
the specific questions before the conference, (2) the comparative context, (3) forms of 
freedom, and (4) the role of higher education in the knowledge economy. 
 
1.2 Forms of freedom. Conditions of autonomy, self-responsibility and self-
determining (choice-making) freedom play a central part in all spheres of modern life; 
from work and consumption to social policy. Issues of self-determining freedom are 
integral to the governance and regulation of higher education, which by its nature 
needs discovery autonomy in research and strategic autonomy in institutional 
leadership, though autonomy is never the only element at play. From the viewpoint of 
higher education practitioners freedom is an end in itself. From the viewpoint of all 
persons freedom is means and medium in which the benefits of higher education are 
produced. However, use of the term ‘freedom’ varies. It is often ideological or 
rhetorical, which is not very illuminating. Definitions of freedom are rarely discussed.  
 
Nobel Laureate Amartya Sen makes a useful contribution in his distinction between 
different aspects of self-determining freedom. According to Sen ‘agency freedom’ is 
the sense of identity, purpose and centred will. ‘Freedom as control’ (negative 
freedom) is the absence of constraint or control by external an party. ‘Effective 
freedom’ or ‘freedom as power’ (positive freedom) is the capacity to carry out one’s 
choices, including the material means to do so.3 Though these aspects are mutually 
consistent, each can exist without the others. Particular reforms in higher education 
may advance one or another. Reforms can remove direct controls on institutions, 
heightening operating autonomy and freedom as control. But if public funding is 
reduced, this may subtract from effective freedom. Autonomy can be ambiguous. 
 
1.3 Role of higher education in the knowledge economy. For the last two decades 
policy has emphasized the direct role of university research in the IP chain. For many, 
the ‘knowledge economy’ means turning science into a saleable commodity. But the 
main benefit of research in higher education is not the production of knowledge as a 
tradable good, it is the production of open source knowledge, which can enter the 
value chain in a potentially wide range of industries and at various possible points.  

                                                 
2 There is a more detailed discussion of the Australian reforms up to the end of the 1990s in Marginson & 
Considine, 2000.  
3 Sen, 1985; 1992. For more discussion see Marginson, 2008a. 
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Since the advent of the Internet at the beginning of the 1990s there has been an 
explosive growth in freely disseminated open source knowledge sourced through 
research publication or papers posted directly by the creators. Global knowledge 
feeds into the innovation programs of business and industry everywhere, often being 
used for purposes never envisaged by the original creators. Nobel Laureate Joseph 
Stiglitz argues that in economic terms knowledge is primarily a ‘spill-over’ and a public 
good.4 It can sustain a property regime only between the point of creation and initial 
dissemination, the period in which there is first mover advantage. Once disseminated, 
knowledge remains useful but it is non-excludable and non rivalrous and its market 
price is zero. While higher education is the ultimate starting point for much 
commercializable intellectual property (IP), only a minority is initiated by companies 
which directly use universities as incubators. It is true that sometimes university 
companies or partnerships capture the value of IP, but this is the exception rather 
than the rule, and largely confined to sectors such as biotechnology and electronics. 
The data show that despite strenuous efforts to reorient university research to 
commercial IP production, higher education’s role in the direct creation of saleable 
knowledge remains modest. In national innovation systems, even the USA, income 
for research purposes rarely covers more than 5-6 per cent of the costs of university 
research. The OECD has shifted its position on this policy issue. It stated last year: 
 

The idea that stronger IPR [Intellectual Property Right] regimes for universities 
will strengthen commercialisation of university knowledge and research results 
has been in focus in OECD countries in recent years… countries have 
developed national guidelines on licensing, data collection systems and strong 
incentive structures to promote the commercialisation of public research… Even 
though the policy issue of stronger IPR for universities is prominent, it contains a 
number of problems, however. The most important of these is that 
commercialisation requires secrecy in the interests of appropriating the benefits 
of knowledge, whereas universities may play a stronger role in the economy by 
diffusing and divulging results. It should be remembered that IPRs raise the cost 
of knowledge to users, while an important policy objective might be to lower the 
costs of knowledge use to industry. Open science, such as collaboration, 
informal contacts between academics and businesses, attending academic 
conferences and using scientific literature, can also be used to transfer 
knowledge from the public sector to the private sector… very few universities 
worldwide … have successfully been able to generate revenues from patents 
and commercialising inventions, partly because a very small proportion of 
research results are commercially patentable.5  

 
A similar but more qualified point can be made about teaching in higher education. In 
developing higher education as an export commodity, the Anglo-Westminster 
countries have found a way to directly secure economic value from it (Table 1). As 
such teaching in international education is produced as a private good in the 
economic sense. But teaching combines potentials for both public and private goods. 

                                                 
4 Stiglitz, 1999. 
5 OECD 2008a, 161-162. 
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Table 1.  Exports of education services, English-speaking nations excluding Singapore, 
2000-2005 (US dollars) 
 
 2000 2001 2002 2003 2004 2005 growth 

2000-05 
 

 $s million $s million $s million $s million $s million $s million % 
USA 10,350 11,480 12,630 13,310 13,640 14,120 36.4 
UK 3766 3921 3891 4709 5627 6064 61.0 
Australia 2259 2528 2897 3925 4872 5563 146.3 
Canada 615 699 784 1014 1268 1573 155.8 
New Zealand 257 343 632 925 998 1000 289.1 
total of above 
countries 

 
17,247 

 
18,971 

 
20,834 

 
23,883 

 
26,405 

 
28,320 

 
64.2 

 
Source: Bashir, 2007, 19 
 
 
In elite law, business and medicine programs of leading universities, private goods 
are uppermost. The scarcity of places, combined with superior income-earning and 
career status opportunities, ensure high private benefits for graduates. But all 
university programs contain an element of general education which contributes to 
social literacy and generates economic ‘spill-overs’. Even in vocational programs, it 
can be argued that the key economic role of higher education is less to create direct 
benefits for graduates than to underpin productivity and value creation in all sectors of 
business and industry. Graduates acquire knowledge, most of which is a public good, 
and utilize that knowledge broadly and throughout their careers. They also learn how 
to acquire more such knowledge. Because that knowledge is a public good it is never 
fully rewarded in the labour markets. In other words, in both teaching and research, 
the indirect economic role of higher education – its contribution to the conditions of 
production and innovation in other sectors of the economy – is as important, and 
probably more important, than its role in directly creating economic value in its own 
right. This is because its primary activity, knowledge, is largely a public good.  
 
1.4 The New Public Management (NPM) and globalization. Since the oil shock of 
1973-1974 and the mid 1970s global recession there have been three major changes 
in the policy settings, synchronized around the world, with some lags (we might be 
about to move to a fourth such change in the wake of the present global recession).  
 
The first change was the sudden halt to the evolution of the government-funded 
welfare state, with the adoption of monetarism after 1975. The retreat from 
government-led investment triggered new emphases on fiscal efficiency and 
diminishing the expectations of government, paving the way for the trends to self-
responsibility and devolution which are still working their way through the social 
sectors, including higher education. ‘Responsibilization’6 fitted the times in a number 
of ways: the rejection of paternalism in the late 1960s youth revolt; the new emphasis 
on choice-making and the fashioning of oneself in consumption, fashion and careers; 
the rise of devolution in organizational cultures.7 It was also associated with a partial 
                                                 
6 Rose, 1999. 
7 Boltanski & Chiapello, 2005. 
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withdrawal of social protections and benefits associated with the welfare state, in the 
English-speaking countries and certain European nations, including some universal 
welfare and aged pension systems and free education .This fed into the next change.  
 
The second change was the NPM in the mid 1980s, which begun in program 
budgeting and efficiency movements in public administration in many countries. In the 
NPM public administration and education are modelled in quasi-business terms. 
Activity becomes explicitly goal-driven. Central surveillance and direction of activity 
are strengthened, while at the same time the capacity of subordinate units to act is 
enhanced; through devolution and ‘responsibilization’ down the chain of command in 
conjunction with strategies of steering from a distance. There has been a growing 
emphasis on controls through accountability and audit systems, including quality 
assurance. In general NPM systems aim to do more with less. Key objectives of NPM 
reform are allocative efficiency and often, the installation of entrepreneurship. Typical 
mechanisms include the competitive allocation of funds and sometimes status, 
coupled with formula distributions that lighten pressures on central decision-making; 
management by budgets, targets and product formats, output targets and transparent 
performance management. NPM organizational forms include corporatized 
universities and public authorities, and a professionalized senior management led by 
a corporate-style CEO. Often in higher education there is a part-pluralization of 
revenues, with institutions or units expected to raise some of their own funding.  
 
Perhaps the most fecund NPM regime was the 1980s Thatcher government in the UK. 
Many mechanisms since adopted broadly in higher education were developed there. 
However, there was an ideological element in Thatcher NPM that while it was 
influential in the other English-speaking countries, at the World Bank and in sites 
closely affected by the agencies, such as Chile and parts of East Europe in the 1990s, 
was not taken up on a universal basis. In ideological Thatcherism, otherwise known 
as neo-liberalism or ‘market liberalism’, 8  all goods produced in higher education, 
teaching and research, were seen as private goods and the organizational paradigm 
was an economic market of competing firms. This intersected with mainstream NPM 
in competitive financial allocations, product formats, revenue raising and an enhanced 
role of private sector provision. However advocates of neo-liberal NPM were 
frustrated by the maintenance of strong state controls (ironically, this was especially 
true of the UK under Thatcher with her rubric of ‘free market and strong state’) and in 
the universities, the refusal of governments and public to adopt genuine markets in 
first degree tuition. Quasi-markets and centrally managed competitions became more 
widely practised than genuine economic markets. Public utilities, transport and 
communications have been privatized in many countries, but privatization of health 
and education on a major scale have been limited to a smaller group. But neo-liberal 
NPM provides ideological legitimization for fiscal restraint and is variously used to 
cover for traditional bureaucratic rule and declining fiscal support.  
 
The third change was globalization, meaning partial global convergence and the 
formation of integrated global systems, including the one-world system of scientific 
research and publication. While tendencies to globalization are long-standing, and 
                                                 
8 Marginson, 1997. 
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trade has often been central to it, the current process of globalization followed the 
emergence of the Internet and to a much lesser extent the cheapening of air travel, in 
the first half of the 1990s. This in turn provided favourable conditions for both world 
market development and the global spread of English as the dominant business and 
academic language. Global convergence is associated with increased personnel 
mobility; widespread policy borrowing; the imagining of an increasing number of 
sectors such as higher education in terms of global referencing and competition; and 
the mimetic development of organizational forms in public administration and 
education. Global imitation has aided the rapid spread of the NPM and enhanced the 
ideological impact of neo-liberal NPM. What might be called the ‘ideology of 
globalization’ – the modeling of global convergence as a one-world market which is 
breaking down the barriers between countries and is dominated by Anglo-American 
business practices – has itself been transmitted by global processes. But the NPM 
and globalization are not the same process, however much they appear to overlap 
and to feed into each other. The NPM pre-dates globalization and was already 
installed as a world-wide movement prior to the Internet. We can and do experience 
global convergence without the NPM, for example in open source knowledge flows 
where free and open exchange trumps competition and product formats.  
 
Globalization has triggered the refashioning of the nation-state as a global 
competition state that is increasingly focused on international comparisons and 
advantage and grounds its raison d’etre in higher education and other sectors in the 
object of raising the global competitiveness of national institutions. Globalization 
provides all kinds of pretexts for NPM reforms, whether or not these actually 
contribute to global competitiveness. Ironically, however, global convergence also 
provides a partial escape from the tightening national NPM straight-jacket. In higher 
education institutions, especially leading research universities, have become partly 
disembedded from the context of the nation-state. They enjoy growing cross-border 
relations with each other; and increasingly source ideas, personnel and money from 
outside national regulation. Some are accredited in foreign jurisdictions and a growing 
number have set up branches offshore. Internet-delivered programs are largely free 
of any national regulation. More importantly perhaps the global dimension provides 
much broader opportunities to exercise creative academic freedoms. Knowledge has 
always had a strongly global element and as we have seen, cross border knowledge 
flows have a growing significance. These are favourable conditions for enhancing the 
agency freedom and effective freedom of institutions, as well as freedom as control.  
 
 
2. The Australian experience 
 
2.1 The settings. Australia has 21.0 million people (2007), one quarter foreign born 
with an growing number from Asia, over 10 per cent in the two largest cities Sydney 
and Melbourne. High migration rates mean the future demographic profile is similar to 
the United States and younger than that of Japan and most of Western Europe. In 
2007 Gross National Income was $755.8 billion US dollars, 15th largest in the world; 
and Gross National Income per head was $35,960 US dollars (Atlas method).9  
                                                 
9 World Bank, 2008. In terms of Purchasing Power Parity GNI per head was $33,340. 
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Australia spent 1.6 per cent of GDP on tertiary education institutions in 2005. Public 
spending of 0.8 per cent of GDP was below the OECD average of 1.0 per cent while 
private spending of 0.8 per cent, mostly in the form of international student tuition fees 
and domestic student contributions under the income contingent repayment Higher 
Education Contribution Scheme (HECS), was the fourth highest in the OECD.10 Just 
45 per cent of higher education funding derived from government sources in 2007, 41 
per cent from federal government. There were 1,029,846 students enrolled in higher 
education in 2007, of whom 976,786 (94.8 per cent) were enrolled in public 
institutions.11 Rates of participation of 15-19 year olds in education are only slightly 
above the OECD average but Australia is a world leader in the participation rate of 
mature students.12 Australia has three research universities in the world’s top 100 as 
measured by the Shanghai Jiao Tong University Institute of Higher Education: the 
Australian National University in Canberra and the Universities of Melbourne and 
Sydney. All are in the second fifty. There are 15 universities in the Jiao Tong top 500, 
and ten discipline groups in the top 100, seven in the life sciences and medicine.13 
Australia is a major exporter of educational services, with 6 per cent of all cross-
border tertiary students using the OECD measure, fifth after the USA, UK, Germany 
and France; and 10 per cent using the UNESCO data which includes English 
language colleges.14 In 2007 there were 182,619 international students on-shore in 
Australia, plus another 68,175 offshore in transnational campuses mostly in 
Southeast Asia and in distance programs outside the OECD and UNESCO data.15 
 
2.2 An Anglo-Westminster system. In its political economy, polity, organization and 
culture higher education in Australia remains close to the UK from where the nation 
and its founding universities derived (the oldest universities, Sydney and Melbourne, 
were founded more than forty years prior to Australia becoming an independent 
nation in 1901); though as with higher education throughout the world, including the 
UK, it is increasingly influenced by American ideas and models. Australia shares with 
the UK and New Zealand what can be called an Anglo-Westminster polity, in which 
strong state steering, with Treasury in a leading role, combines with devolution. 
Higher education institutions are self-managing corporate institutions; formally 
structured on the basis of institutional autonomy and academic freedom while 
influenced by governmental mechanisms, systems and requirements in many areas. 
In other words both academic identity and state steering are relatively well developed; 
though academic identity is stronger in the UK than in Australia and New Zealand. 
 
2.3 The Dawkins reforms. The modernized system of mass higher education was 
laid down in the Murray (1957) and Martin (1964) reports16 which established the 
federal government as the shaping force through its income taxing and spending role. 
A two tier system of universities and colleges of advanced education (CAEs) was 

                                                 
10 OECD, 2008b, p. 240. 
11 DEEWR, 2009. 
12 OECD, 2008b. 
13 SJTUIHE, 2008. 
14 Verbik & Lasanowski, 2007; Bashir, 2007. 
15 DEEWR, 2009. 
16 Murray, 1957; Martin, 1964. 
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created. The CAEs began as largely sub-degree providers focused on liberal and 
vocational programs. Their role in degree programs expanded over time though they 
remained outside research and doctoral education. International education was run 
as foreign aid through the Colombo Plan though the number of private international 
students began to increase. These were subsidized and subject to quotas on total 
numbers. In 1973-1974 student tuition charges were abolished and the federal 
government assumed full governmental financial responsibility for higher education, 
providing 90 per cent of all institutional revenues. Funding, programs and policy 
development were coordinated by a statutory body, subject to government direction 
while autonomous in its day-to-day operations, the Tertiary Education Commission.  
 
The key NPM moment occurred relatively early in the history of contemporary 
university reform, the 1987-1990 changes led by the federal Labor Party Minister for 
Employment, Education and Training, John Dawkins.17 This was a rare case of a 
government successfully implementing almost the whole of a major reform program. 
Dawkins began by abolishing the Tertiary Education Commission which he saw as 
captive of the sector and a potential obstacle to the sweeping new policy. Federal 
programs became subject to administration by the federal public service education 
department under direct ministerial control. The government saw higher education as 
one of the keys to lifting productivity and global economic competitiveness, and 
enhancing the role of manufacturing and services within Australia’s economic profile. 
There was a new emphasis on the role of universities in creating identifiable 
economic benefits of a private and public kind. Dawkins set out to expand the number 
of graduates by 50 per cent, to tie the institutions more closely to policy and the 
administrative machinery of government and to treat them more like businesses.  
 
In a major departure from historical practice the Minister encouraged institutions to 
raise money from non-government sources. It was hoped that in future much of their 
revenue would come from business and industry, tying them closely to economic 
development. This did not happen; but outside first degrees for domestic students, 
tuition was largely deregulated. The first full fee international students arrived in 1987 
and a growing number of postgraduate programs became market-based. Institutions 
were immediately forced to explore these new income-raising options; for in 1988 
government grants per student were reduced by 10-15 per cent depending on 
institutional type. Research funding was partly separated from teaching funding and 
grounded in national objectives, though academic peer review was maintained as the 
basis for project grants; and incentives for industry-related applied research were 
installed. Research project funding covered only about three quarters of the actual 
cost of performing research. The proportion of research that constituted fundamental 
(basic) research under academic control began to fall.  
 
At the same time Dawkins jettisoned free tuition, introducing student HECS charges 
accompanied by statements about the private benefits of higher education. HECS 
clawed back a quarter of the costs of tuition, later rising to half, which was a major 
fiscal saving, but not all economic reformers liked the scheme because it failed to 
establish the direct buyer-seller relations between student and university, mediated by 
                                                 
17 Dawkins, 1987; 1988. 
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variable prices, that were advocated in market theory. The number of HECS places 
continued to be regulated and there were caps on HECS charges. Market-based 
tuition was not subject to constraints on volume but cross-subsidization from public 
funding for first degree teaching was forbidden. This bifurcated the political economy 
of the Australian system between a government planned and subsidized first degree 
segment (now partly funded by students through their HECS contributions); and a 
fully commercial, expansionary capitalist segment, in which autonomous university-
controlled companies ran the activity. Over time the weight of and institutional 
dependence on the commercial segment was to greatly increase. 
 
The Dawkins-driven changes unfolded in the first half of the 1990s and by the middle 
of that decade the Australian higher education system had been greatly transformed. 
The universities and CAEs were combined into an enlarged unitary university sector. 
The number of universities doubled. The Minister used incentives and sanctions to 
encourage mergers to increase size and weight. Standardized definitions for funding 
purposes, output measures and data collections were installed. The sector was 
modeled as a mini-economy, in the form of a unitary competition for teaching and 
research funding from all sources. In practice funds for first degree teaching were still 
allocated by government fiat on the basis of historical distributions, and HECS 
charges were closely regulated; but all institutions were made eligible for research 
funding, though Dawkins did not fund research capacity in the post-1987 universities 
at the same rate as the older institutions. The Minister also allocated funds for 
organizational restructuring and innovations in services and teaching provision on a 
competitive basis, in the process discovering that small parcels of money thus applied 
could trigger widespread changes in behaviour.  
 
At the same time institutions gained a new corporate freedom to control their budgets. 
Capital allocations were wound in with government grants for teaching and research 
and institutions were no longer penalized, via reductions in public income, for raising 
private monies. Widespread institutional restructuring facilitated the modernized and 
entrepreneurial forms of leadership and organization that were encouraged by the 
federal government; and later the growing emphasis on marketing and non-academic 
services as means of competition. A notable feature of the Australian system was the 
creation of a largely new caste of institutional executives around the vice-chancellor/ 
president (increasingly tagged ‘CEO’) and the strategic and operational effective 
freedoms allocated to the latter.18 In many respects the CEOs became the repository 
of the agency freedom of institutions. University chiefs often saw themselves as 
parallel to business leaders though continuing to be drawn from university ranks. 
 
The one objective that Dawkins found it difficult to achieve was performance-related 
funding. This took longer than the other changes and was incomplete in execution. A 
comprehensive measure of research performance was developed, with a formula 
including research revenues, publications and doctoral student numbers. This was 
used to supplement government grants for teaching purposes. A parallel 
performance-based system was used to allocate funds for higher degree by research 
(principally doctoral) students. Performance in teaching eluded comparative 
                                                 
18 Marginson & Considine, 2000. 
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measures but in the 1990s the government introduced schemes for rewarding 
outstanding teachers, and supported annual surveys of the employment outcomes of 
graduates19 and graduate satisfaction with higher education programs. Institutions 
were encouraged to adopt student satisfaction surveys within quality assurance.  
 
Institutions were also encouraged to create output transparency and efficiency 
incentives in the management of academic units, triggered a transformation of 
internal cultures. Professional managers and executive deans centralized budget 
powers. The role of representative and participatory academic staff assemblies, shorn 
of power over resources, declined. At the same time Dawkins sought to encourage a 
transformation of institutional governance which continued to play out after he left the 
portfoilo in 1992. Institutions were encouraged to restructure their governing bodies to 
more closely resemble corporate boards: smaller in size, with members independent 
of internal institutional interests and inclusive of business and financial expertise. 
Governing bodies were under state government control and only some were changed 
along the lines of the preferred federal model. The role of staff and student 
representatives was abolished or diminished in some but not all governing bodies. 
 
All of these transformations were somewhat uneven by institution. Typically the post-
1987 universities moved closest to the Dawkins template while traditional academic 
cultures and governance survived best in the oldest and strongest research-intensive 
universities that later organized as the ‘Group of Eight’.20 In the latter institutions 
academic boards continued to play a significant non–financial role. Despite this a 
notable feature of the changes was the uniformity of forms and behaviours that 
emerged. The old binary division disappeared. All higher education institutions sought 
to grow and expand market share on and off shore. All adopted performance scrutiny 
and allocations, weakened academic governance, introduced professional 
management at scale, centralized authority in the CEO, and vigorously pursued non-
government income earning options including the mass enrolment of international 
students. In 1995 full indexation of government grants for teaching was replaced by 
partial indexation in order to induce ‘productivity savings’. Partial indexation, which 
became installed on a permanent basis, triggered a decline in the proportion of first 
degree teaching costs covered by the combination of government grants and student 
HECS – by the 2000s average revenues were well below full cost coverage – and a 
decline in the proportion of total revenues covered by government. In conjunction with 
the partial funding of research projects this intensified efficiency pressures and drove 
more vigorous commercial activity to make up for the shortfall in government funding. 
 

                                                 
19 GDS, 2008. 
20 Marginson, 2008b. 
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Figure 1.  Growth of domestic and international students,  
Australia 1988-2006 (1988 = 1.00) 
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source: DEEWR, 2009 
 
 
2.4 The Howard years. Under the Liberal-National Party government led by prime 
Minister John Howard there was little change in the system settings and the more 
corporate institutional cultures that had developed in the wake of the Dawkins reforms. 
The logic of the Dawkins changes continued to play out, though student HECS 
charges increased more sharply, per student government grants were reduced by 
more, and international students grew more rapidly (Figure 1), than Dawkins may 
have envisaged. Domestic student participation flattened out and the absolute 
number of domestic commencements fell in some years; though this was half hidden 
by the extraordinary growth in international student numbers. It is likely that domestic 
demand was affected by the sharp decline in the value and accessibility of student 
assistance for living costs during the Howard years.  
 
In 1995-2005 Australia was the only OECD nation to reduce total public spending on 
tertiary education. Public funding per student fell by 28 per cent in real terms.21 On 
top of the effects of partial indexation and the under-funding of research, the 
reductions in government funds for teaching triggered a rapid increase in international 
student numbers. In 1990 there were 25,000 international students. By 2007 the 
number was 254,414, 26.0 per cent of enrolments including transnationals, the 
highest level in the developed world. The Under Howard the number of international 
students in most institutions became very large. In 2006 the largest number of foreign 
students at an American university was the 7115 at the University of Southern 
California in Los Angeles.22 There were 13 Australian universities with more than 
7115 international students in 2006, led by 17,894 at RMIT University (Table 2).  

                                                 
21 OECD, 2008b. 
22 IIE, 2007. 
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Table 2.  International student enrolments and tuition revenues at the 20 
institutions with largest number of international students, Australia, 2006 
 

Enrolled international students  
(higher education only) 

Tuition revenues from 
international students 
 

Institution 

 proportion 
of all 
students 

on-shore 
students 
only 

 proportion 
of all 
income 
 

  %  $s million % 
Royal Melbourne IT U * 17,894 43.2 7457 125.9 27.5 
Monash U 17,087 31.2 11,080 190.7 18.1 
Curtin U Technology 16,501 41.8 8005 115.8 23.3 
Central Queensland U * 13,899 54.9 12,579 145.0 49.6 
Macquarie U 10,468 33.6 9709 111.4 28.0 
U South Australia 10,422 31.2 4598 63.0 16.4 
U Melbourne * 10,376 23.9 10,277 191.6 16.1 
U Sydney * 9680 21.1 9060 148.1 12.2 
U Technology, Sydney 8954 27.4 6688 95.0 23.9 
U Southern Queensland 8895 35.2 8895 25.4 15.9 
U Wollongong 8620 39.4 4900 55.1 18.4 
U New South Wales * 8618 22.2 8546 119.6 14.4 
Griffith U 8358 23.7 7850 96.4 20.1 
Deakin U * 6715 20.2 5633 67.5 15.3 
U Queensland 6607 17.6 6607 107.7 11.5 
Charles Sturt U 5817 17.0 2448 13.0 5.1 
Swinburne U Technology * 5815 33.4 4704 54.9 17.2 
University of Ballarat * 5798 55.6 4249 48.2 26.4 
La Trobe University 5619 19.8 4091 47.1 12.2 
Victoria University * 5547 27.5 2889 40.5 12.4 
All other institutions 59,104 17.7 42,354 513.5 9.7 

 
All institutions 250,794 25.5 182,619 2375.4 14.9 
 
Source: DEEWR, 2008. In the present study interviews were conducted at nine of these institutions, marked thus [*]. 
 
 
Likewise institutional dependence on international fees also rose sharply to 14.9 per 
cent of total revenues in 2006 and close to 50 per cent in one case, Central 
Queensland University. Under Howard the private income of institutions increased 
more rapidly than in all OECD countries but one.23 
 
According to the Reserve Bank of Australia, ‘since 1982, education services exports 
have grown at an average annual rate of around 14 per cent in volume terms’, 
compared to growth of 6 per cent per annum in total exports and in service exports. 
The estimated value of Australian education exports in 2007, including both onshore 
student fees and spending by students on housing, food, transport, living costs, 
entertainment and other items, was $12.6 billion, 39 per cent from tuition fees. 
Education was the third largest export sector at 5.6 per cent, behind coal 9.5 per cent), 
iron ore (7.5 per cent) but ahead of tourism (5.4 per cent).24 At the same time, the 
                                                 
23 OECD, 2008b. 
24 Reserve Bank, 2008. 
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international education program has become the main source of skilled migration to 
Australia. It has been estimated that approximately 40 per cent of all graduate 
international students apply for permanent residence.25 
 
However, the remarkable growth in private income was insufficient to stem a sharp 
decline in the resources available to support teaching. The average student-staff 
ration rose from 14 to 1 in 1992 to more than 20 to 1 only a decade later.26 Although 
institutions were able to sustain a roughly constant level of funding per student, the 
demands on expenditure increased due to the costs of servicing private incomes. 
Allocations to marketing, recruitment (much of it offshore), additional non-academic 
services for international students, special English classes, new buildings and 
facilities (visible manifestations of competitiveness), and quality assurance, increased 
markedly. This cut into the funds available for teaching and research. In other words, 
most of the additional private revenue had to be ploughed back into the costs of 
raising that revenue and could not be substituted for lost public revenues. 
 
The Howard government introduced full cost tuition for domestic students from 1998 
onwards but this remained a supplement to the HECS system and was not widely 
taken up. More influential was the decision to extent income contingent (HECS-style) 
tuition loan arrangements to full fee private sector programs from 2005 onwards, 
triggering a rapid growth in private institutions, albeit from a low base.  
 
In 2007 the government quarantined part of the federal budget surplus as the base 
capital for a ‘Higher Education Investment Fund’. This was sold as multi-billion long 
term funding but in reality institutions were invited to submit bids for capital projects 
only in relation only to the interest earnings off the fund. This constituted an 
approximately 5 per cent increase in funding overall. Aside from a one off doubling of 
research project monies in 2001 the Howard government offered little funding relief. 
As before, the government’s new research project monies were not supported by 
adequate infrastructure financing and institutions that were relatively successful in 
competing for research grants saw the gap between funding and costs increase.  
 
Relations between government and institutions deteriorated during the Howard years. 
The government maintained tight control of domestic student places, maintained the 
total funding for those places below real cost levels, despite a modest increase in the 
funding rate in 2005, and restricted institutional flexibility: for example changes 
introduced the same year required universities to secure government sign-off for 
changes between sub-disciplines in the balance of government funded student load.  
 
2.5 A change of government and the Bradley report. A new Labor government 
under Prime Minister Kevin Rudd was elected in late 2007 and in March 2008 it set 
up a review of higher education policy. There was a parallel review of the national 
innovation system. The Innovation review reported in September and recommended 
the full cost funding of research. The Bradley report was released in mid December 
2008. The Bradley panel recommended funding relief in relation to the rate of funding 

                                                 
25 Bob Birrell, Sociology, Monash University, Melbourne, private communication. 
26 DEEWR, 2009. 
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of government places, research costs and student living costs. Importantly, it urged 
the return of near full cost indexation of government grants which had the potential to 
reduce the drivers of continuous expansion in education exports. However the 
Bradley report did not suggest changing the system of governance and regulation in a 
fundamental manner. Its main innovation was a recommendation for the 
establishment of a new federal commission responsible for the accreditation of new 
providers, the closer integration of universities with vocational education within a 
common system, a beefed-up standards regime absorbing AUQA, and the Act that 
governed international education. The commission was not to be offered funding 
powers, but over time it had the potential to evolve into a ‘buffer’ body something like 
the old Tertiary Education Commission. The Bradley committee also recommended 
what it called a voucher scheme of portable student-centred entitlements to funding. 
However it also proposed to maintain standard prices with caps, deregulating the 
volume of funded places but not price. The intention appeared to be to encourage the 
expansion of places for domestic students. However, this did not constitute a bona 
fide tuition market of the neo-liberal type. The government was expected to respond 
to the recommendations of the Bradley report in mid to late February.  
 
2.6 Summary of the reformed Australian system. In many respects the Australian 
higher education system is a model case of NPM reform in which the strengths and 
weaknesses of the NPM approach are openly on display. It is not a model case of 
neo-liberal NPM, for while the ideologies of education as an economic market and 
education as the producer of solely private goods have left a mark in Australia, 
encouraging the adoption of competitive and quasi-market systems in many areas 
(research funding, international students, postgraduate vocational programs, 
competitive bidding for projects and innovation initiatives, etc.; and within institutions 
parallel competitions at the school and academic unit level) first degree education 
remains tightly regulated, with set prices and price signals muted by income 
contingent HECS loans, government subsidies  and ceilings on the number of places. 
Research funding also remains partly funded as a public good; though it is difficult to 
know how anything else could be applied given the intrinsic nature of knowledge. 
 

• Domestic student tuition at first degree level is organized and funded on the 
basis of a mix of government subsidies and income contingent student 
repayments. The number of places its fixed on an institution-by-institution basis. 
This is little different to the situation prevailing in much of the OECD. The level 
of student charges is higher than average but this is softened by the use of 
income contingent payments. Institutions must enroll the agreed number of 
subsidized students. Tolerance for error was recently broadened. 

• Most domestic postgraduate education and all international education aside 
from a handful of scholarship places is organized and funded on the basis of 
expansionary commercial markets. Institutions cream off as much surplus as 
they can to fund domestic education and research, non-academic services and 
facilities. Thus in fee-based programs they attempt to minimize unit costs by 
standardizing production.  

• Competitive academic research funds are allocated by two principal agencies, 
the Australian Research Council and the National Health and Medical research 
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Council. These bodies are somewhat influenced by government-specified 
research priorities but the main mechanism of allocation is academic peer 
review and the main criterion is excellence. Doctoral scholarships and 
fellowships are determined on academic merit. In addition there are 
government schemes to encourage research collaboration with industry.  

• The government allocates a modest supplement to funds based on research 
performance, which at maximum is about 10 per cent of total research funding. 
This is a smaller scale version of the Research Assessment-based funding in 
the UK but without the detailed scrutiny of research outcomes.  

• From time to time particular allocations are made that are conditional on 
competitive submission, measured competitive performance or measured 
compliance with policy, for example monies in relation to equity objectives, 
teaching quality, industry collaboration, infrastructure development and so on. 
These schemes create specific behaviours in the area concerned and can 
influence longer-term developments at institutional level. Institutions tailor their 
bids or their performance to what they think the government will want. 

• Accountability for the expenditure of all government monies is policed strictly 
and in a detailed manner. Accountability is much tighter in relation to the 45 
per cent government share of funds than it was when government covered 90 
per cent of costs. The principal government agency in nearly all dealings with 
the institutions is the federal Department of Education, Employment and 
Workplace Relations (DEEWR). 

• The established universities are self-accrediting. The accreditation of new 
institutions is handled by state-level government agencies. 

• International education is managed by a branch of DEEWR in relation top 
recruitment and consumer protection matters, and the federal department of 
immigration in visa matters. There can be conflicting objectives, with 
immigration adopting a more restrictive approach to student entry. 

• Quality assurance is managed by a separate public agency. In this area the 
regulatory touch is relatively light. The five year audits by the Australian 
University Quality Agency (AUQA), created originally as part of a national 
system designed to be credible in the international market, focus mostly on the 
workings of systems of self-regulation without inquiring too deeply into actual 
standards. Offshore activity, which was added to AUQA consideration two 
years ago, is policed less rigorously than onshore activity. These procedures 
are widely held to be inadequate especially in relation to rogue private 
providers and English language standards in the international student market. 

• Institutions and their academic units are led by full time executives largely 
sourced from within academic ranks. The chief executive officer 
(president/vice-chancellor) usually has very considerable operational discretion 
although financial discretion varies in scale.  

• Governing bodies have seen an overall trend to smaller size, more 
representatives from business and finance, and a lesser role for elected staff 
and student representatives. Generally, governing bodies have moved from 
the university community orientation to a supervisory and prudential external 
orientation. But there is considerable variation between institutions.  
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• Control of academic units is exercised by executive leaders through the budget 
power. For the most part academic assemblies retain a role in decisions about 
academic programs (though some program initiatives for the international 
market circumvent their authority) but not in budget matters. In some 
institutions academic assemblies have little or no role in governance. In many 
but not all institutions academic staff retain a significant role in decisions about 
internal promotion, and to a lesser extent, initial appointments. The long term 
trend is for appointment decisions to be more affected by the institution’s 
strategic priorities rather than the reproduction of disciplines per se. 

• Corresponding to the decline in the role of academic staff in governance, the 
proportion of teaching staff who hold tenured or even full time posts has 
steadily declined – more than half of all teaching is by casual employees.  

• In general, the academic staff in the happiest position are those with research 
track record and research grants. There is more scope for exercising academic 
freedoms and taking initiatives, including initiatives, in research activity than in 
teaching programs.  

• Internal funding allocations tend to be competitively driven and are often linked 
in part (and sometimes in full) to performance measures. Those disciplines in 
the happiest state financially, able to appoint young staff, are (1) those strong 
in earning non-government incomes, primarily business studies; and (2) those 
strong in attracting competitive research funding.  

 
 
3. Conclusions 
 
3.1 Intended consequences. The outcomes of NPM reform in Australian higher 
education are a precise product of the system of incentives and prohibitions, primarily 
the former. Institutions are more tightly managed, a professional executive culture has 
been installed successfully at all levels and a performance culture is nearly universal 
across institutions and the system. NPM reform has created greater transparency and 
accountability; established a more entrepreneurial culture at both academic unit and 
institutional level in which institutions exercise strategic initiatives in international 
matters, in research programs and in the installation of new administrative 
technologies (there is less scope to do so in the education of domestic students); and 
installed strong efficiency drivers in every sphere. In relation to efficiency, the 
principal macro driver has been the annual increase in the scarcity of public funding. 
Perhaps the system of regulation is too dependent on this single mechanism.  
 
In relation to the effectiveness of policy, public financing and associated 
accountability is highly attuned to secure given objectives such as the program mix. 
However public policy, though mostly less ambitious than formerly, has difficulty in 
securing traction in areas such as equity objectives which depend on a broad-based 
cultural change rather than driving behaviour through formulae, mechanisms, targets 
and incentives and the other mechanisms of political economy. It is likely that the 
government has been successful in diminishing attention to the role of and potential 
of higher education to create national and global public goods. (Many would see this 
as a negative consequences, but it is an intended consequence).  
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There is no evidence that the quality of teaching has advanced in the last two 
decades, despite the more overt attention that policy and management now gives to 
teaching. A rising student-staff ratio can be interpreted as a sign of productivity 
growth, but may suggest that the material conditions of good quality teaching have 
deteriorated. The focus on research outputs as one of the drivers of funding has 
enhanced the quantity of research publications, which has increased more sharply 
than in the USA, Canada and the UK.27 On the other hand evidence of trends in 
Australia’s comparative citation performance is mixed and the proportion of Australian 
research published in lower status journals appears to have increased.28  
 
The weakening of academic cultures in some if not most institutions was a 
consequence intended by reformers, who saw traditional academic cultures as 
obstacles to the installation of a more flexible, responsive and strategic approach. 
However this trend has probably contributed to a reduction in academic capacity, 
which is presumably an unintended consequence.   
 
3.2 Unintended consequences. The pronounced increase in focus on short-term 
indicators, and immediate revenue needs, does not necessarily lead to optimum 
patterns of development. Development has been unbalanced in other ways. 
International education has undertaken explosive while domestic participation has 
been stagnant and the lower level of student living support (consistent with the 
ideology of higher education as a private benefit) has driven a pronounced increase in 
students’ working hours during the study semester that seems to have contributed to 
a greater level of domestic student disengagement.29 Disciplines with the capacity to 
generate international student revenues, such as business, are now considerably 
stronger in academic terms than the core sciences and humanities. Scarce additional 
monies have been disproportionately allocated to non-academic services, and 
buildings and facilities, which have direct pay-offs for competitive position, more than 
to teaching and research capacity where the positive effects are less visible in the 
immediate sense, and the long term costs are less flexible. In some but not all 
institutions there has been a significant growth in the proportion of non-academic staff 
to academic staff.30  
 
It is clear that Australian higher education is competitive in relation to first degree 
international education but Australia is not a strong performer in the global doctoral 
market, which is a scholarship market not a fee-based market; and while it has good 
broad-based research capacity, its leading research universities are not as strong as 
those of comparators such as Canada and the Netherlands. The long-term decline in 
domestic teaching capacity may threaten Australia’s position in the teaching market. 
 
3.3 The questions before the conference. Brief answers to the panel questions are 
as follows: 
 
                                                 
27 NSB, 2008. 
28 Butler, 2003. 
29 James et al., 2007. 
30 DEEWR, 2009. 
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1. Compared to other countries’ experiences, what are the characteristics of higher 
education reform of your country? 
Through-going NPM reform notable for the extent to which institutional behaviours 
and cultures have been transformed ,and for the similarities of many behaviours 
across all institutional types, i.e. homogeneity. High dependence on funding 
reductions rather than subsidies to generate policy outcomes.  High dependence on 
automatic formulae and competitive pressures rather than expert judgement. Quantity 
more than quality incentives. Strong institutional executives, with mostly effective 
steering functions. High volume commercial markets. More weakening of academic 
cultures than in some English speaking and European nations; though Australian 
academic culture remain robust in some institutions and disciplines.  
 
2. Can you say that efficiency and effectiveness in education and research have been 
enhanced by current higher education reform? 
Efficiency, yes. Effectiveness in relation to accountability and NPM-instigated 
behaviour change, yes. Effectiveness in relation to the first degree foreign student 
market, yes. Effectiveness in relation to public goods and long-term capacity in 
research and teaching, no. Effectiveness in establishing a richer more multiple 
international engagement, no. 
 
3. Do you think that higher education reform have made the winners and losers 
among institutions, administrators and faculty members? 
Policies and funding formulae that are designed to reward excellence and 
performance on grounds of efficiency, for example in research funding ,do not have 
the same outcome as policies designed to build capacity where it did not previously 
exist. In Australia the market weaker institutions have struggled. They depend on 
public funding to build new capacity, for example in basic research, and they are less 
well placed to compete for both public and private monies. Executives have a greater 
scope for action, though the position of most administrators has changed less. 
Academic staff has less authority and budgetary power within institution, and probably 
on average less scope to shape teaching programs, though it is unclear whether and 
to what extent their capacity to take initiatives in research has been weakened.  
 
4. Has public funding to higher education decreased recently in your country? 
Yes, very substantially. See above text. 
 
5. If so, how is the balance between less public money and the demand for world 
competitiveness of institutions made? What are the other sources to compensate 
with? 
This is a very good question and the crunch issue for the Australian system. The 
Australian government would argue that Australian institutions pay for both the 
augmentation of domestic capacity, and cross-border effectiveness, by generating 
export revenues at scale. The problem with this argument is that the international 
market has been built not on the basis of publicly-generated capacity but public 
under-funding, and this is eating into longer-term domestic capacity. Moreover, the 
profile of international activity is narrow and lopsided. Many argue that Australian 
higher education is unable to give enough attention to international doctoral education, 
longer-term research linkages, student exchange and the movement of domestic 
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students offshore, and also foreign aid through post-secondary education and 
collaborative research on common global problems, because of the need to focus 
single-mindedly on generating export revenues. 
 
6. How different does recent financial crisis influence to higher education institutions 
and system? 
It is too early to say. The demand for domestic student places is increasing, possibly 
because of a decline in income forgone. Revenues from endowments and 
investments are down but that is a relatively small part of total revenues. The effects 
on the international student market are unclear. The effects on government funding 
are unclear – the government may decide to increase its investment in education ad 
research to facilitate longer term recovery, or it may postpone funding increases.  
 
7. How is accountability to higher education achieved on the institutional level and 
system level? 
See above. Detailed reporting on financial and legal compliance, including revenues 
from all sources not just government, by institutions to DEEWR. Transparency of 
student enrolment and completion data, transparency of research outcomes. Because 
government itself directly manages institutional accountability a further stage of 
system accountability is redundant.  
 
8. How do you predict the direction of future higher education reforms, which areas 
and how will they be done? 
This writer senses that the extreme NPM system settings have reached their use-by 
date, and the cost in terms of attenuated capacity and the lack of intra-system 
diversity, and too narrow an international mission, is becoming increasingly apparent. 
It is less clear that government realizes these limitations have been reached.  It is 
likely that in the wake of the Bradley report there will be some funding relief and 
possible that the indexation of government grants will be largely restored. The latter, if 
it occurs, would reduce the extreme efficiency pressures and the need to increase 
international enrolments year by year. Full funding of research costs, which is also 
possible but less likely given the fiscal climate, would have a similar though less 
general effect. Another possibility is a downturn in the international market that would 
cut heavily into institutional capacity. In that circumstance government may alter the 
system settings to increase public funding.  
 
3.4 The NPM reforms in Australia in comparative context. In all the Anglo-
Westminster higher education systems there has been a shift from legally-based 
systems of direction and control to the use of resource-related mechanisms and 
incentives. In this process the policy compass of government has narrowed. 
Increasingly responsibility for the quality of teaching and research and for a broad 
range of formerly national policy outcomes, including some of the public good 
contributions of institutions, has been passed down to the institutions, left to Adam 
Smith’s ‘invisible hand’ in the competitive higher education market. This has reduced 
the regulatory burden on government while enabling it to tighten control and steer 
with greater precision using its chosen funding formulae and accountability controls. 
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As in the UK and New Zealand, in Australia public funding per student has been 
reduced, there has been a pronounced shift to private funding, education exports play 
an important role, and the national system of quality assurance has evolved in line 
with the needs of the export industry. As in the UK, links with the community beyond 
higher education are not as well developed as in the USA, although the professions 
play a role in accrediting programs, and public and community engagement are 
increasing. Within institutions budget management, executive steering, institutional 
management are highly developed, much the same )but perhaps more so) than in the 
UK. In its use of financial incentives, steered devolution, competitive allocations, 
output targets and performance management, institutional management parallels 
national system management. Compared with the UK, in Australia there is less 
emphasis on global research performance and on maintaining and augmenting 
research quality in the leading institutions, and academic cultures are weaker viz a viz 
internal executive, especially in the newer universities founded after the Dawkins 
reforms of 1987-1990 (see below). Compared with the UK and New Zealand the 
central state is not quite as dominant or as comprehensive across the policy issues; 
in part because Australia has a federal system and while the national government is 
dominant in higher education funding and through that, policy, the state governments 
still exercise a role in broad-based accountability, prudential supervision and the 
accreditation of new private institutions. However, in one respect national steering is 
more direct than the UK, in that in Australia there is no body like the UK Higher 
Education Funding Council to act as a ‘buffer’ between government and institutions.  
 
In the Asia-Pacific and to some extent in Western Europe and Latin America, the 
respective and intersecting effects of the NPM and global convergence are playing 
out somewhat differently to the English-speaking nations and the other individual 
nations closely shaped by neo-liberal policy agendas. With the significant exceptions 
of Japan and Germany, the leading nations in the Asia-Pacific and Western Europe 
have eschewed the full fledged neo-liberal position and supported higher or at least 
growing levels of public investment approaches. Examples include China, Singapore, 
Korea, China Taiwan31 and the Nordic countries. Germany and France have both 
announced major new programs of investment in higher education and the Lisbon 
strategy ties each country in the EU to an R&D spending target of 3 per cent of GDP. 
The example of China, now remaking itself as a knowledge economy on a gigantic 
scale and at a rapid rate, may generate a response from the United States and 
eventually trigger a major lift in public investment across the board, relegating neo-
liberalism to the past. If so, however, some form of NPM will still be with us. The nPM 
has proven to be an effective framework for grounding efficiency objectives but it 
could also be developed as a medium for regulating new investments. 
 
3.5 Implications of the NPM reforms for freedoms in higher education. The NPM 
has mostly negative connotations for the agency freedom (roughly, ‘identity’) of 
academic workers. The main problem lies in the installation of objectives other than 
knowledge-building, for example the imposition of institutional interest, managerial 
definitions of the knowledge for example output measurement), commercial interest in 
research, external post-hoc evaluations that are used to drive changes in programs 
                                                 
31 NSB, 2008; Li at al., 2008. 
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and priorities. On the other hand, the agency freedom of institutions and executives 
might be enhanced, to the extent that more autonomous and enterprising institutions 
are encouraged by these policy settings to chart their own strategic course, especially 
internationally, gaining self-determining identity thereby. Some universities in the 
NPM era have done this successfully, such as the National University of Singapore. 
 
The NPM is less pejorative for freedom as control in Sen’s sense, that is freedom 
from constraint or ‘negative freedom’. Autonomy can be enhanced in quasi markets 
and through self-controlled quality assurance. Thus commercial markets may confer 
on institutions or research groups the enhanced independence that comes from 
having their own income. On the other hand there maybe a trade-off in through 
reduced control over the contents of the work, reducing agency freedom. On the other 
hand, NPM techniques that shift the locus of control away from institutions altogether, 
such as external audit or contracts with government, can reduce control freedom. 
 
The implications for NPM for freedom as power are more negative than positive. The 
trend is less clear-cut than in relation to agency freedom, and it depends which higher 
education actors we are talking about. One characteristic of NPM systems, especially 
those that rely on competitive markets, is to differentiate freedom as power between 
different agents within a common set. Competition, markets, commercialisation and 
performance-driven funding create a win/lose distribution in which the winners end up 
with more freedom as power than do the losers. The effects vary by individual and to 
an extent also by field of study and by institution. Entrepreneurial faculty gain freedom 
of power though only if they succeed. Faculty in elite universities experience greater 
continuity within academic cultures, so enhancing their agency freedom; and may 
gain more and wider strategic and resource-based options in commercial markets 
and academic quasi-markets, so enhancing their freedom as power.  
 
3.6 Implications of the NPM reforms for the role of higher education in the 
knowledge economy. In research the most important economic roles of higher 
education are the production and dissemination of open source knowledge, or ‘open 
science’ as the OECD calls it, and the training of research labour. The OECD also 
now argues that higher education institutions are less efficient than industrial and 
R&D companies in developing IP and should leave it to the market. If higher 
education institutions put too much emphasis on trying to profit from IP, this can slow 
dissemination and retard the rate of economic innovation itself.32 Consider what the 
OECd said last year about just one aspect of the NPM in research, the use of the 
product format, the ‘project’ in research management.  
 

The shift to project-based research funding in TEIs raises a number of issues 
that need to be considered in relation to the long-term development of the 
research and innovation system. Competitive funding may promote more ad hoc 
and short-term research in cases where evaluation mechanisms and incentive 
structures focus on quantifiable and immediate outputs‘. As a result, 

                                                 
32 OECD, 2008a, Chapter 7, especially pp. 102-103. The decision in 2008 of the Harvard Faculty of Arts and 
Science to open free Internet access to its research and scholarship was highly significant. For more discussion 
see Marginson; 2009; Peters, Marginson & Murphy, 2009. 
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researchers may be reluctant to engage in research that will not produce results 
that can be demonstrated over short time-spans. In addition, precisely because 
project-based funding is competitive, sustained funding is not guaranteed, which 
may impede the autonomy of researchers working in controversial fields. If 
project-based funding has a short duration, it may also mean that researchers 
need to spend time preparing applications to secure funding on a more frequent 
basis. Atkinson (2007: p. 19) remarks that young faculty in particular spend an 
excessive amount of time preparing project proposals. Liefner (2003) found that 
competitive or performance-based funding could have an impact on the type 
and field of research because some academics avoided research with riskier 
outcomes. Likewise, Geuna (2001: p. 623) notes that short-term research and 
less risky research may reduce the likelihood of scientific novelty‘. Furthermore, 
Geuna and Martin (2003: p. 296) argue that research may become 
homogenized‘ because safer‘ research is rewarded. Morris and Rip (2006) point 
out that the stage of a researcher‘s career needs to be considered in relation to 
the type of research undertaken. Some of the questions raised are: ―does the 
researcher need quick results to bolster his or her next job application? Is he or 
she senior enough to get a five-year rather than a three-year grant? (Morris and 
Rip, 2006: p. 256), and these questions are pertinent in the context of project-
based funding.33   

 
This is a significant critique. It suggests that it is time to rethink the implications of the 
NPM in research, to the extent that NPM systems may be limiting autonomous 
intellectual freedoms, creativity, the capacity to innovate and especially the capacity 
to generate intellectual breakthroughs of the unplanned and counter-intuitive kind. A 
similar though more qualified caveat applies to teaching. Because teaching involves 
knowledge and partly produces public goods, if it is modeled and organized as a 
market commodity part of its economic and social value will be lost.  
 
These conclusions flow from the nature of knowledge. Higher education is an unusual 
industry in that its central object, medium and means takes the form of a public good 
and its policy and management always must be ordered with this in mind. This is 
understood in the American research universities, that are key players in the 
innovation cycle in the world’s leading knowledge economy. But it is not understood in 
those policies that imagine higher education and research in terms of orthodox 
business models, product formats and bottom lines. It is one thing to require 
transparency and efficiency, theses are indisputable objectives. It is another to model 
higher education solely as a tradeable good without spill-overs or indirect effects. We 
will need to move beyond this if policy and management is to optimise the economic 
and social contribution of higher education in the global knowledge economy.  
 
These arguments have been raised by the government’s Productivity Commission34 
among others, but are not yet accepted in Treasury. Treasury sees higher education 
primarily as a source of export dollars rather than a source of capacity in the 
knowledge economy. Changing that perception is key to moving beyond the NPM.  
                                                 
33 OECD, 2008a, p. 176. 
34 Productivity Commission, 2007, p. xxiii.. 
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Japan’s Higher Education System
Comprises of public and private institutions including for-
profit institutions.

The public sector consists of national and local public 
universities which are established respectively by the 
national government, and prefectures or cities.

Private institutions enroll the majority of under graduate 
students(73%), while national universities play a significant 
role in research and post-graduate education.

Pressure from international and domestic trends.

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

日本の高等教育システム

公的部門の機関と民間部門の機関（営利法人の設立したも
のを含む）から構成される。

公的部門は国によって設置される国立大学と都道府県また
は市町村によって設置される公立大学からなる。

私立大学は学部学生の73%を収容している。一方で、国立
大学は研究と大学院教育において重要な役割を果たしてい
る。

しかし、我が国の大学は国際的及び国内的な潮流・環境に
よる大きな圧力を受けている。

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Domestic Trends
Decreasing young population

From mass higher education to universal access.

Fiscal Stress

Lag behind in internationalization
(Fitzpatrick, 2008)

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

国内環境
若年人口の減少（需要者の減）

高等教育の大衆化からユニバーサル・アクセスへ（大学・丹
大への進学率＞50%）

政府の財政赤字（主要国で政府債務対ＧＤＰ最大）

国際化への遅れ、特に教育面

(Fitzpatrick, 2008)
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International Trends (OECD, 2008)
Expansion of higher education systems
Diversification of provision
More heterogeneous student bodies
New funding arrangements
Increasing focus on accountability and 
performance
New forms of institutional governance
Global networking, mobility and collaboration

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

国際潮流(OECD, 2008)
高等教育システムの拡大

高等教育サービス供給の多様化

学生層の一層の多様化

新しい政府のファンデング方式

説明責任と業績への焦点強化

機関のガバナンスに新しい形態

国際的なネットワーキング、移動及び協働の進展

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Incorporation of National Universities

Japanese national universities were 
transformed into national university 
corporations (NUCs) in 2004.
Each national university became a juridical 
public body or legal person separated 
from the central government, although the 
former position was just a branch of the 
Ministry of Education.

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

国立大学の（独立）法人化

日本の国立大学は2004年度に国立大学法
人に移行した。

各国立大学は中央政府から切り離され独立
した法人格を有するようになった。従前の組
織形態は文部科学省の一組織（文教施設機
関）であった。

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Aims  of Incorporation

Original and internationally competitive university
Strengthening accountability to citizens and 
society and introducing competitive policy
Flexible and strategic management through clear 
vision and responsibility

It is not only an educational reform but also public 
sector reform highly influenced from NPM. 

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

法人化の目的

個性豊か（独創的）で国際競争力ある大学

国民及び社会に対する説明責任の強化と競争政策
の導入

明確なビジョンと責任を通じて柔軟で戦略的な経営
の実現

したがって、教育制度改革であるだけでなくＮＰＭ
の影響を強く受けた公的部門の改革でもある。
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Framework of the new system
Medium term goals and plan
①quality improvement in teaching and research
②improving and efficiency in operations
③improving financial matters
④self-evaluation and disclosure
Management autonomy within the plan and 
Annual plan 
Financial and Performance Reporting , Auditing 
and Evaluation by a third party 
Feedback of evaluation results to funding the 
next medium term goals and plan 

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

法人制度の枠組み
中期目標と中期計画
①教育と研究の質の向上
②業務運営の改善と効率化
③財務内容の改善
④自己評価と情報公開

中期計画と年度計画の範囲内での自律的な経営
毎年度の財務及び業績報告、第三者による監査及び評価の
実施
中期目標期間の実績評価結果の次期の中期目標・計画に
おける財政措置への反映

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Governance of the Old System

analysis adopting performance regimes model

Corporatization changed the position of national universities from 
hierarchical relation to multi-principals and agent relationships or multi-
interrelated model (Talbot et al., 2005).

Central Ministries                    Legislature

Ministries                                       Regulatory Agencies

Contractors/Partners          Service Delivery Unit        Audit/Inspection
(National Universities)

Users                                                     Professional Institutes

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

法人化前のガバナンス（政府と大学との関係）

業績レジュームモデルを使用して分析する。

法人化は国立大学の位置を政府と垂直的な関係から多くのプリンシパルと1人のエージェ
ントとの関係または多数の相互に関係するモデルに変更することになる(Talbot et al., 
2005).

中央機関（内閣・財務省等） 議会

文部科学省 規制機関

民間事業者/パートナ ｻｰﾋﾞｽ供給組織 監査/監察
(国立大学)

利用者 専門職（家）団体

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Governance of the New System 

Central Ministries                                       Legislature (Diet)

Ministry of Education                     Evaluation Committees

Partners/Contracts         NUCs Audit/Inspection

Students                                       Academics   

Hybrid of managerial, regulatory, political and market models

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

法人化後のガバナンス

中央機関 国会

文部科学省 評価委員会

協働者/契約者 国立大学法人 監査/監事

学生 学会・教職員組合

経営、規制、政治及び市場モデルの組み合わさったもの
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Accountability of the New System

Bureaucratic Legal

Professional Political

Bureaucratic Legal

Professional Political

Using the concept by Romzek and Dubnick(1994)

Administration Academic work

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

法人化に伴う説明責任の変化

官僚的 法的

専門的 政治的

官僚的 法的

専門的 政治的

Romzek and Dubnick(1994)の概念区分を活用して

管理運営 教育研究

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Funding System for National Universities
Base Funding + Competitive/Incentive/Performance Funding
Base Funding =Formula based
Basic Operating Expenditures=Operating Grants (OG) +
Earned Income excluding competitive funds and contract research

OG(t)=(1-α)OG(t-1) + ε
α: coefficient and depend on fiscal policy by the government
ε：special factor such as retirement allowances

Therefore, regime 1 for annual budget and regime 2 for medium term plan 
are adopted.

base funding                   indicator-based            indicator-based
& negotiation        & performance-based

teaching & research          Regime 1                      Regime 2

teaching only                    Regime 3                   Regime 4

based on Geuna and Martin(2003)

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

国立大学に対するファンデング

基盤的ﾌｧﾝﾃﾞﾝｸﾞ+ 競争的/誘因的/業績的ﾌｧﾝﾃﾞﾝｸﾞ
基盤的ﾌｧﾝﾃﾞﾝｸﾞ =外形的フォーミュラを基本
経常的経費=運営費交付金 (OG) +自己収入（外部資金を除く）

OG(t)=(1-α)OG(t-1) + ε
α: 効率化係数
ε：特殊要因

したがって、毎年度は regime 1、中期目標期間については regime 2 が適用されている.

基盤的ﾌｧﾝﾃﾞﾝｸﾞ 指標と協議 指標と業績基準

教育と研究 Regime 1                Regime 2

教育のみ Regime 3                    Regime 4

出典： Geuna and Martin(2003)

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Corporate Governance: Before Incorporation

Education Minister

President

Head of Administration 

Administrative Bureau

Academic Council

Faculty Meeting

academics administration

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

機関のガバナンス構造（法人化前）

文科大臣

学長

事務局長

事務局

評議会

教授会

教育研究 管理運営
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Corporate Governance: After Incorporation

Education Minister

President Nomination Committee

President
Auditors

Management CouncilAcademic Council

Faculty Meeting Administrative Bureau

Board of Directors

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

機関のｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ構造（法人化後）

文科大臣

学長選考会議

学長

監事

経営協議会教育研究評議会

教授会 事務局

役員会

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Management Systems
Area                     Before incorporation            After incorporation

Organization     Hierarchy, Departmentalism       Mission oriented, Flexible

Performance     Compliance with regulation          Managing for results

Personnel         Seniority, Life-long employment    Performance/competence
Term contract

Finance            Line item control                         Block grant, incentive 
system

Facility         Departmentalism                   Flexible and Sharing

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

経営システム
分野 法人化前 法人化後

組織 階層制、部局主義 使命志向、柔軟性

業績 法令規則準拠性 成果管理

人事 年功制、終身雇用 業績/能力主義

任期制

財務 費目統制 交付金、誘因制度

施設 部局主義 柔軟性と共同利用

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Model 
Modifying the model by Beath et al.(2008) and supplementing 
with resource based view (Barney, 2001)

max Ui (T, R)
subject to

① Ci (T, R) < OR + EI + CF   : budget constraint
② Gi (T, R) > G0                             : performance goal constraint
③ PCFSt < (1-β)PCFS0 : personnel cost constraint

where U=utility of university, i=university I, T=teaching, 
R=research, C=operating costs, OR=operating grants, EI=earned 
income, CF=competitive funds, G=outputs of activities, 
PCFS=personnel costs for full-time staff, β,γ,ρ= coefficient >0,  
0=base,
CF=γ+ ρmax[0, q-q*], q*: research quality threshold for 
granting 

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

モデル
Beath et al.(2008)のモデルを修正し、また、 資源ベースの戦略論(Barney, 
2001)で補完すると、各国立大学(法人）は

以下の条件のもとで
① Ci (T, R) < OR + EI + CF   : 予算制約
② Gi (T, R) > G0                             : 業績目標制約
③ PCFSt < (1-β)PCFS0 : 人件費制約

max Ui (T, R)

ここで U=大学の効用, i=大学 i, T=教育, R=研究, C=経常費用, OR=運営
費交付金, EI=自己収入, CF=外部資金, G=活動成果, PCFS=常勤スタッフ
（予算定員対象）の人件費, β,γ,ρ= 係数 >0,  0=基準時点,
CF=γ+ ρmax[0, q-q*], q*: 交付金・補助金の対象になる研究の質的水
準（閾値）
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Hypotheses
H1: Teaching and research activities will increase in all 
types.

H2:Universities having hospitals will expand medical 
activities accompanying with increasing medical staff costs 
because marginal net income would be positive.

H3:Universities without hospital will finance the money for 
activities through more saving staff costs than those having 
hospitals.

H4:Resource allocation towards teaching and research will 
depend on university type.

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

仮説
H1: 教育と研究活動はすべての大学タイプで増大する。

H2:附属病院を有する大学は医療スタッフ数（人件費）を増
加させて診療活動を拡大する。なぜならば、限界純利益がプ
ラスであるからである。

H3:附属病院を有しない大学では附属病院を有する大学と
比較して人件費をより節約して増大する活動費用を賄う。

H4:教育と研究への資源配分は大学タイプによって規定さ
れる。

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Reality of  Governance System

Reality in Governance

Central Ministries                     Legislature (Diet)

Ministry of Education                          Evaluation Committees

Partners/Contracts              NUCs Audit/Inspection

Students                                        Academics 

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

ガバナンス（政府との関係）の実態

現実のガバナンス

中央機関 国会

文部科学省 評価委員会

協働者/契約者 国立大学法人 監査/監察

学生 学会

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Impacts on Accountability
Accountable to the society other than the government, 
while the parliamentary control has decreased.
Accountable for the results including teaching and research.
Accountable to operations of resources.
Mandates and accountability are concentrated in the 
president.
However, regulations from the central ministries have 
varied from year to year depending on fiscal conditions and 
government policy such as saving of personnel costs for 
public employees.
So additional burden limits the flexibility in management. 

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

説明責任への影響

議会による統制は減少したが、政府以外に社会に
対しても説明責任を負うようになった。

教育及び研究を含めた成果について説明責任を負
う。

資源管理について説明責任がある。

権限と責任が学長に集中している。

しかし、中央機関との関係は毎年度財政状態と政
府の方針（総人件費管理など）によって変わってくる。

したがって、経営の自律性は追加的な規制によって
限定されている。
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Impact Analysis from Survey Data(1)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Finance

School
affairs

Personnel

Facility

Not change

Centralization

Reorganization

Devolution
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アンケート調査の分析(1)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

財務

教務

人事

施設

変化なし

集権化

再編

分権化
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Impact Analysis from Survey Data(2)

-100 -50 0 50 100

president
discretion

strategic
expenses 

facil ity expenses

core teaching

core research

change

Change in budgeting after corporatization (“largely increase”+
”somewhat increase”- “largely decrease”- “somewhat 
decrease”) : %

Kiyoshi Yamamoto (2007.10.18)

アンケート調査の分析（２）

-100 -80 -60 -40 -20 0 20 40 60 80

学長裁量経費

戦略重点化経費

施設費

基盤教育

基盤研究

変化

法人化後の予算変化(“大きく増加”+ ”やや増加”- “大きく減少l”-
“やや減少”) : %
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Impact Analysis from Financial Data(1)
Type        ΔTC/TC  ΔRC/RC          ΔTC/ΔPC
Old imperial(OI)                  0.3340              0.1539                  - 2.406    
Normal(NO)                        0.3830              0.2258             1.111
Science&                             0.3844              0.1204 2.067
Technology(SE)
Humanities(HU)                   0.4024               0.1996                 4.769 
Comprehensive(CH)             0.1800               0.1298                - 11.754
with Hospital
Comprehensive                    0.3880               0.1231    1.761
without hospital(CN)
Medical(ME)                         0.2157               0.2126           -0.153
Graduate(GR)                      0.2813             - 0.0062                    2.734

Note: Δx＝x(2007)-x(2004)
TC=teaching cost,   RC=research cost,   PC=personnel cost

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

財務データによる分析(1)
タイプ ΔTC/TC  ΔRC/RC          ΔTC/ΔPC

旧帝大(OI) 0.3340               0.1539                - 2.406    
教育大(NO)                        0.3830              0.2258          1.111
理工大(SE) 0.3844              0.1204                   2.067
文科(HU)                           0.4024               0.1996      4.769 
附属病院を有する0.1800        0.1298            - 11.754
総合大(CH) 
附属病院を有しない 0.3880               0.1231                   1.761
総合大(CN)
医科大(ME)                         0.2157               0.2126        -0.153
大学院大(GR)                      0.2813             - 0.0062                   2.734

Note: Δx＝x(2007)-x(2004)
TC=教育費用,   RC=研究費用,   PC=人件費
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Impact Analysis from Fiscal Data(2)
財務データを利用したインパクト分析(2)

T=教育経費
R=研究経費
Δ＝2007-2004

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Impact Analysis from Fiscal Data(3)

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

財務データを利用した分析(3)

AP=常勤職員人件費（除く退職金）
TP=常勤教員人件費（同上）
Δ=2007-2004

Findings
From Survey Data (1) and (2), strategic 
management and president’s leadership have 
been strengthened.
Financial analysis shows that the hypotheses are 
generally supported. At first sight it seems the 
performance of national universities have been 
improved. But except for old imperial type, the 
personnel costs for full-time academic staff have 
decreased. So in the long term, it has a risk 
deteriorating the quality of teaching and research 
unless higher productivity or innovation in 
academic works will be accomplished.

わかったこと
アンケート調査(1)及び (2)から, 戦略的経営と学
長のリーダーシップが強化されていることがわかる

（目標管理と誘因制度の機能）。

財務分析は４つの仮説が概ね支持されていることを
示している。 一見すると国立大学の業績が改善し
ているようにみえる。しかし、旧帝大を除くと常勤教
員スタッフ の数及び人件費は減少している。このた
め、長期的には教育研究分野でより高い生産性あ
るいは技術革新が達成されないと教育研究活動の
質の低下をまねく危険性がある（業績契約的手法の
特性）。
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Discussion and Implication
Outputs and quality of teaching and research  have been 
improved in quantitative terms. 
Finance figures in which all national universities have 
reached to a net surplus situation in profit and loss 
statements for FY 2007 and earned income also has 
increased since FY 2004, have been formally improved, 
There are however many claims about difficulty in operation 
or insufficient resources and burdensome works.
Why and what is the funding source for increasing teaching 
and research costs?

①saving the personnel costs targeting for operating grants : 
planned personnel costs>actual personnel costs

②earned income: contract and competitive research grants
③efficiency in consumables and administrative costs.

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

討議と政策含意

教育と研究のｱｳﾄﾌﾟｯﾄと質は量的には改善されている。

全国立大学が2007年度には純利益がプラスであり自己収
入も増加しているから財務面でも形式的には改善されている。

しかしながら、業務運営における財源不足や業務量の増加
を訴える声も多い。

増加している教育及び研究経費の財源はどこから調達され
ているか？

①運営費交付金の算定対象となっている人件費の節減 : 人件
費予算>人件費実績

②自己収入の増加: 受託事業及び競争的資金の増額

③物件費及び一般管理費の節減

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Budget Difference in Personnel Costs(2006)

-8

-6

-4

-2

0

2

4

OI NO SE HU ME CH CN GR

Y=(Actual personnel costs- budgeted personnel costs)/Budgeted personnel costs (%)

x

OI=old imperial(51.3),  NO=normal(80.9) 
SE=science & technology(61.0), HU=humanities(77.0) 
ME=medical(47.2), CH=comprehensive having hospital(58.5)
CN=comprehensive having no hospital(76.2),  GR=graduate(41.7)
Parentheses show the ratio of personnel costs to operating costs(%)

Notes

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

人件費の予算決算差額(2006)

-8

-6

-4

-2

0

2

4

OI NO SE HU ME CH CN GR

Y=(人件費実績- 人件費予算/人件費予算 (%)

x

OI=旧帝大(51.3),  NO=教育大(80.9) 
SE=理工大(61.0), HU=文科大(77.0) 
ME=医科大(47.2), CH=医総大(58.5)
CN=医無総大(76.2),  GR=大学院大(41.7)
括弧内の数値は業務費に対する人件費比率(%)

Notes

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Evaluation Results
It is the final stage of evaluating performance for 
national universities.

The evaluation is comprehensive and
includes the level of teaching and research
by department for all national universities.

The linkage between evaluation results and 
funding for the next mid-term plan is under 
discussion. Probably the extent of linking to 
funding will be determined by university type.

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

実績評価の結果
現在、国立大学法人の業務実績評価の最終段階にある。

評価は包括的で全大学の部局単位の教育研究活動の水準
評価を含む。

評価結果を次期の中期目標期間の運営交付金にどのように
反映させるかも現在検討中であるが、年度内に基本方針が
決まる模様。おそらく、大学特性に応じて財源措置への反映
程度は変わるものと考えられる
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Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Conclusions
Accountability of national universities to the society and top 
management have been enhanced through management by 
objectives and evaluation.
Also quantitative figures have been improved in performance and 
finance.
However, strengthening accountability has made staff more 
consuming administrative works despite decreasing full-time and 
tenured staff.  
The competition within the national universities is in practice not 
sector-wide but type-segmented owing to the differences in 
resources and history. 
It is still too early to assess the impact of incorporation, because 
it takes a long time to evaluate whether the outcomes of 
academic works would be improved or not. Significant part of 
performance in first mid-term is the results of the activities before 
incorporation.
It needs an insight to enhance the performance of whole of higher 
education sector in terms of national strategy.      

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

結論
国立大学の社会に対する説明責任及びトップマネジメントは目標管理と
評価によって強化されている。

また量的な観点からは教育研究活動及び財務面とも改善されている。

しかしながら、説明責任の強化は常勤教員の削減下で管理業務に多く
の時間をくわれる事態を招いている。

国立大学セクター内での競争は実際には資源と歴史の違いもあってタイ
プ別に行われているといえる（経路依存性）。

法人化の影響を評価するには依然としてまだ早い。学術活動が改善され
た否かを評価するには長時間を要する。何よりも第一期の業績の大半は
法人化前の活動成果によるものである。

国家戦略の見地から大学セクター全体の業績を改善させる視点が重要
である。

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

Future Issues
Setting up clear higher education policy as 
the national priority
Balancing accountability and flexibility in 
operation i.e. more accountability less 
transaction costs.
Sustainability
Harmonization of academic freedom with 
contribution to the society
International competitiveness
Improving management skills

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)

課題
国家の優先事項として明確な高等教育政策を設定

業務運営の柔軟性と説明責任の均衡を図ること、つまり、よ
り少ない取引費用で説明責任を高めること

持続可能性（財政及び活動）

学問の自由と社会への貢献・責任の調和

国際的競争力（国家ビジョンと移民政策とも関連）

大学経営の技能・知識の充実（体系的な教育・研修体系の
確立）

財源措置への反映方策と大学特性への考慮

分析モデルとして複数期間への拡張

Kiyoshi Yamamoto(26 Jan. 2009)
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法
人

化
で

個
別

機
関

に
何

が
可

能
と

な
っ

た
か

？
内

部
統
制
機
構
が
新
し
く
な
り
、
学
長
の
権
限
が
強
化
さ
れ
た
。
ま
た
、

外
部
有
識
者
が
、
経
営
協
議
会
へ
の
参
加
を
と
お
し
て
、
機
関
経
営
に
加

わ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

中
期
（

6年
間
）
目
標
管
理
が
導
入
さ
れ
、
国
立
大
学
は
目
標
に
対
応
し
た

中
期
計
画
を
策
定
し
、
達
成
可
能
な
特
定
の
目
標
を
設
定
す
る
こ
と
と
な

っ
た
。
そ
し
て
、
進
捗
に
関
し
て
は
毎
年
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

人
件
費
を
含
む
経
常
的
経
費
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す
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主
な
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源
が
、
運
営
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金
と
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う
ブ
ロ
ッ
ク
補
助
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と
な
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立
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校
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会
計
の
こ
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に
比
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公
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の
使
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道
が
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に
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。
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立
大
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の
間
で
あ
れ
ば
、
文
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科
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大
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機
関
運
営
の
柔
軟
性
と
財
政
的
制
約

国
立
大
学
法
人
法
に
お
け
る
法
人
間
の
目
的

大
学

の
教

育
研

究
に

対
す

る
国

民
の

要
請

に
こ

た
え

る
。

我
が

国
の

高
等

教
育

及
び

学
術

研
究

の
水

準
の

向
上

と
均

衡
あ

る
発

展
を

図
る

。 国
は

、
こ

の
法

律
の

運
用

に
当

た
っ

て
は

、
国

立
大

学
及

び
大

学
共

同
利

用
機

関
に

お
け

る
教

育
研

究
の

特
性

に
配

慮
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

法
人
化
の
背
景
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政

改
革
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力
日

本
の
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的
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債

務
残

高
＝
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07
年

現
在
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特
に

20
01
年

以
降

、
リ

バ
タ

リ
ア

ン
の

考
え

方
が

日
本

の
政

策
意

思
決

定
を

支

配
し

始
め

た
。

そ
の

流
れ

で
、

国
立

大
学

に
対

す
る

公
的

財
源

は
、

よ
り

競
争

的
に

配
分

さ
れ

る
こ

と
と

な
っ

た
。
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機
関
運
営
の
柔
軟
性
と
財
政
的
制
約
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運
営

費
交

付
金

(基
盤

的
資

金
)

1
,2

4
1
.5

($
1
3
,2

0
7m

il)
1
,2

3
1
.7
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1
3
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.0

1
,2

4
0
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.0

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

\
bi

l

競
争

的
資

金
（

特
別

教
育

研
究

経
費

、
C

O
E、

G
P、

科
研

費
、

戦
略

的
創

造
推

進
研

究
事

業
、

科
学

技
術

振
興

調
整

費
）

1
3
.0

 
1
7
.3

 
2
0
.1

 
2
2
.7

 
2
3
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個
別

機
関

に
よ

る
改

革
方

策

教
育

に
つ

い
て
の

改
革
取

組
事
例

フ
ァ
カ
ル
テ
ィ
・
デ
ベ
ロ
ッ
プ
メ
ン
ト
は
、

90
年
代
後
半
に

す
で
に
定
着
し
て
い
た
。

教
員
の
教
育
評
価
シ
ス
テ
ム
が
導
入
さ
れ
、
ま
た
そ
の
結
果

を
給
与
・
手
当
に
反
映
さ
せ
る
試
も
始
ま
っ
て
い
る
。

い
く
つ
か
の
大
学
で
は
、
教
育
成
果
の
計
測
を
試
み
る
と
こ

ろ
も
出
て
き
て
い
る
。

多
様
な
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
提
供
す
る
た
め
に
、
国
公
私
を

問
わ
ず
、
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
形
成
す
る
取
り
組
み
も
行
わ

れ
て
い
る
。

水
田
健
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 c
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 m
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 c
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個
別

機
関

に
よ

る
改

革
方

策

研
究

に
つ

い
て
の

改
革
取

組
事
例

研
究
成
果
に
対
す
る
教
員
評
価
シ
ス
テ
ム
が
導
入
さ
れ
、
研

究
資
金
の
配
分
や
給
与
・
手
当
へ
の
結
果
の
反
映
が
試
行
さ

れ
て
い
る
。

外
部
研
究
資
金
の
獲
得
額
が
重
要
な
評
価
項
目
と
な
っ
て
い
る
。
ま

た
、
い
く
つ
か
の
大
学
で
は
、
競
争
的
資
金
へ
の
応
募
を
し
な
か
っ

た
教
員
に
対
し
て
ペ
ナ
ル
テ
ィ
を
課
し
て
い
る
。

内
部
の
研
究
資
金
配
分
シ
ス
テ
ム
を
変
更
し
、
特
定
分
野
に

重
点
的
な
配
分
を
行
っ
た
り
、
研
究
活
動
を
活
性
化
さ
せ
る

た
め
の
仕
組
み
を
考
慮
し
て
い
る

研
究
能
力
を
拡
張
し
、
ま
た
学
際
的
研
究
を
発
展
さ
せ
る
た

め
に
、
国
公
私
を
問
わ
ず
他
の
大
学
と
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を

形
成
す
る
取
り
組
み
も
行
わ
れ
て
い
る
。

水
田
健

輔
8

－177－



R
ef

or
m

 M
ea

su
re

s 
in

 In
di

vi
du

al
 In

st
itu

tio
ns

C
as

e 
St

ud
ie

s:
 R

ef
or

m
s i

n 
Pu

bl
ic

 S
er

vi
ce

s
Pr

om
ot

in
g 

th
e 

co
lla

bo
ra

tio
n 

w
ith

 lo
ca

l a
ut

ho
ri

tie
s (

e.
g.

 sh
ar

ed
 

co
ns

tr
uc

tio
n 

pr
oj

ec
ts

).
Pr

om
ot

in
g 

th
e 

m
ut

ua
l c

oo
pe

ra
tio

n 
w

ith
 p

ri
va

te
 e

nt
er

pr
ise

s 
(e

.g
. a

cc
es

sib
le

 d
at

ab
as

es
 o

f t
ec

hn
ol

og
ic

al
 se

ed
s)

.
V

ita
liz

in
g 

th
e 

ac
tiv

iti
es

 o
f i

ns
tit

ut
io

ns
’r

eg
io

na
l c

ol
la

bo
ra

tio
n 

ce
nt

er
s (

e.
g.

 le
nd

in
g 

or
 sh

ar
in

g 
hi

gh
-t

ec
h 

eq
ui

pm
en

ts
 to

/w
ith

 
re

gi
on

al
 e

nt
er

pr
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.
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m
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個
別

機
関

に
よ

る
改

革
方

策

社
会
貢
献

に
関
す

る
改
革

取
組
事

例

地
方
公
共
団
体
と
の
協
力
の
推
進
（
例
：
共
同
で
の
施
設
整
備

な
ど
）
。

民
間
企
業
と
の
協
力
の
推
進
（
例
：
技
術
シ
ー
ズ
の
デ
ー
タ
ベ

ー
ス
公
開
な
ど
）
。

地
域
連
携
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
内
部
機
関
の
活
動
活
性
化
（
例
：

高
度
技
術
機
器
の
地
元
企
業
へ
の
貸
出
や
共
同
購
入
な
ど
）
。

公
開
講
座
や
エ
ク
ス
テ
ン
シ
ョ
ン
の
拡
大
。
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l c
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 c
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 p
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 d

ri
ve

rs
 o

f o
ffi

ci
al

 v
eh

ic
le

s,
 c
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at
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, c
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ra

ri
an

s a
nd

 so
 fo

rt
h)

.
R

ev
isi

ng
 th

e 
co

nt
ra

ct
s w
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 p
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 m
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個
別

機
関

に
よ

る
改

革
方

策

内
部

管
理

に
関
す

る
改
革

取
組
事

例
(1

)

経
費
節
減
策
：

政
府
目
標
に
準
じ
た
人
件
費
の
削
減
（
効
率
化
係
数

1％
／

総
人

件
費

改
革

5年
間
で

5％
）
。

退
職
者
不
補
充
。
早
期
退
職
制
度
。
任
期
付
教
員
の
採
用
。
職
員
定
数
の
削
減
。

給
与
表
の
改
訂
。
部
局
へ
の
人
件
費
管
理
権
限
委
譲
（
ポ
イ
ン
ト
制
な
ど
）
。

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
推
進
（
例
：
旅
費
や
給
与
計
算
、
公
用
車
運

転
手
、
職
員
宿
舎
の
管
理
人
、
役
員
秘
書
、
附
属
病
院
や
附
属
学
校

の
給
食
、
情
報
技
術
職
員
、
図
書
館
職
員
な
ど
）
。

経
費
節
減
の
た
め
の
契
約
見
直
し
（
例
：
水
道
光
熱
費
契
約
、
保
守

契
約
、
保
安
業
務
契
約
な
ど
の
長
期
契
約
化
等
）
。
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 c
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個
別

機
関

に
よ

る
改

革
方

策

内
部

管
理

に
関
す

る
改
革

取
組
事

例
(2

)

収
入
確
保
策
：

学
納
金
の
確
実
な
徴
収
。

寄
付
金
等
の
収
入
拡
大
。

剰
余
金
の
運
用
見
直
し
。

広
報
活
動
の
強
化
（
例
：
パ
ブ
リ
シ
テ
ィ
や
宣
伝
な
ど
）
。

教
員
の
競
争
的
資
金
獲
得
の
促
進
。

水
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個
別

機
関

に
よ

る
改

革
方

策

内
部

管
理

に
関
す

る
改
革

取
組
事

例
(3

)

内
部
管
理
改
善
策
：

迅
速
な
意
思
決
定
を
可
能
に
す
る
組
織
体
制
の
フ
ラ
ッ
ト
化
。

職
員
の
人
事
評
価
シ
ス
テ
ム
導
入
と
結
果
を
給
与
・
手
当
に
反
映
す

る
試
み
。

外
部
専
門
家
の
雇
用
（
例
：
財
務
、
法
務
、
国
際
関
係
な
ど
）
。

内
部
予
算
制
度
の
改
革
。

重
点
的
・
戦
略
的
経
費
予
算
の
確
保
。
教
員
へ
の
教
育
研
究
予
算
に
対
す
る
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
制
度
の
導
入
。

施
設
・
ス
ペ
ー
ス
の
有
効
活
用
（
ス
ペ
ー
ス
チ
ャ
ー
ジ
の
導
入
な
ど
）
。

情
報
技
術
の
活
用
に
よ
る
業
務
の
効
率
化
。
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3

個
別

機
関

に
よ

る
改

革
方

策

個
別
機
関
は
、
拡
大
し
た
裁
量
を
活
か
し
て
、
教
育
、
研
究
、

社
会
貢
献
の
質
を
高
め
る
た
め
に
数
々
の
方
策
を
積
極
的
に
実

施
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。

ま
た
、
高
等
教
育
市
場
に
お
け
る
差
別
化
を
は
か
る
た
め
の
努

力
も
行
っ
て
い
る
。

そ
し
て
、
政
府
の
財
政
改
革
の
圧
力
の
も
と
で
、
よ
り
競
争
的

な
環
境
に
突
入
し
た
。

つ
ま

り
、
財
政
改
革
下
の
財
源
不
足
の
も
と
で
、
い
か
に
基
盤

的
な

活
動
を
活
性
化
す
る
か
と
い
う
挑
戦
に
直
面
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
中
、
二
極
化
（
あ
る
い
は
格
差
）
と
呼
ば
れ
る
も
の

が
、
国
立
大
学
セ
ク
タ
ー
に
現
れ
始
め
た
。

水
田
健

輔
1

3

Co
ns

eq
ue

nc
es

 o
f t

he
 R

ec
en

t R
ef

or
m

s
in

 th
e 

Se
ct

or
 -

Su
rv

ey
 A

na
ly

se
s 

-
C

N
U

FM
 c

on
du

ct
ed

 a
 su

rv
ey

 o
n 

th
e 

im
pa

ct
 o

f t
he

 
in

co
rp

or
at

io
n 

of
 n

at
io

na
l u

ni
ve

rs
iti

es
 in

 th
e 

be
gi

nn
in

g 
of

 
20

06
.

Pr
es

id
en

ts
 a

nd
 C

FO
s o

f 8
4 

ou
t o

f 8
7 

un
iv

er
sit

ie
s r

es
po

nd
ed

 
to

 th
is 

su
rv

ey
.

K
ey

 T
er

m
s:

C
or

e 
Ed

uc
at

io
na

l F
un

ds
In

st
ru

ct
io

na
l f

un
ds

 a
llo

ca
te

d 
to

 fa
cu

lty
 b

y 
an

 in
st

itu
tio

n
Sa

la
ry

 is
 n

ot
 in

cl
ud

ed

C
or

e 
R

es
ea

rc
h 

Fu
nd

s
R

es
ea

rc
h 

fu
nd

s a
llo

ca
te

d 
to

 fa
cu

lty
 b

y 
an

 in
st

itu
tio

n
Sa

la
ry

 is
 n

ot
 in

cl
ud

ed

K
en

su
ke

 M
iz

ut
a

2
7 1
4

国
立

大
学

に
お

け
る

最
近

の
改

革
の

結
果

－
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

よ
り

－

国
立

大
学

財
務
・

経
営
セ

ン
タ
ー

で
は
、

20
06
年

初
頭
に

、
国
立

大
学

法
人
化

の
影
響

に
つ
い

て
、
ア

ン
ケ
ー

ト
調
査

を
行

っ
た

（
現
在

、
新
し

い
調
査

を
実
施

中
）
。

20
06
年
時

点
の
87
大

学
中

、
84
大

学
の
学

長
お
よ

び
財
務

担
当

理
事

か
ら
回

答
を
頂

い
た
。

用
語

の
定

義

基
盤
的
教
育
費

教
員
に
配
分
さ
れ
る
教
育
経
費

人
件
費
を
含
ま
な
い

基
盤
的
研
究
費

教
員
に
配
分
さ
れ
る
研
究
経
費

人
件
費
を
含
ま
な
い

水
田
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内
部

意
思
決

定
の
ス
ピ
ー

ド
は
法
人
化

後
に
変
わ
っ

た
か
？

（
学
長

の
回
答
）

す
べ
て
の
大
学
類
型
で
、
学
長
の
大
多
数
は
、
意
思
決
定
の
ス

ピ
ー
ド
が
法
人
化
前
よ
り
速
く
な
っ
た
と
評
価
し
て
い
る
。
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tr
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内
部

管
理
の

効
率
性
は
、

法
人
化
後
に

ど
の
よ
う
に

変
わ
っ

た
か
？

（
学
長
の
回

答
）

す
べ
て
の
大
学
類
型
で
、
学
長
の
大
多
数
は
、
内
部
管
理
の
効

率
性
が
法
人
化
前
よ
り
高
ま
っ
た
と
評
価
し
て
い
る
。
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基
盤

的
教

育
費

は
、

法
人

化
前

と
比

較
し

て
ど

の
よ

う
に

変
わ

っ
た

か
？

（
財

務
担

当
理

事
の

回
答

）

比
較

的
研

究
力

の
強
い

大
学
類

型
は

、
ほ
と

ん
ど
影

響
を

感
じ
て

い
な
い

。

そ
の

他
の

総
合

大
学
は

、
減
少

を
強

く
感
じ

て
い
る

。
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基
盤

的
研

究
費

は
、

法
人

化
前

と
比

較
し

て
ど

の
よ

う
に

変
わ

っ
た

か
？

（
財

務
担

当
理

事
の

回
答

）

基
盤

的
教

育
費

と
ほ
ぼ

同
じ
傾

向
が

確
認
で

き
る
。
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満
足

度
：
2

0
0

6
年

時
点

の
基

盤
的

教
育

費
に

ど
の

程
度

満
足

し
て

い
る

か
？

（
財

務
担

当
理

事
の

回
答

）

旧
帝
大
は

、
強
い

不
満
感

を
示
し

て
い
る

。
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度
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0
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6
年

時
点

の
基

盤
的

研
究

費
に

ど
の

程
度

満
足

し
て

い
る

か
？

（
財

務
担

当
理

事
の

回
答

）

同
じ
く
、

基
盤
的

研
究
費

に
つ
い

て
も
、

旧
帝
大

は
強
い

不
満
感
を

持
っ
て

い
る
。

水
田
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輔
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2
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2
0

0
6
年

時
点

で
管

理
経

費
と

教
育

研
究

経
費

の
ど

ち
ら

を
優

先
し

て

い
る

か
？

ま
た

、
そ

れ
以

降
は

ど
ち

ら
を

優
先

す
る

つ
も

り
か

？
（
財

務
担

当
理

事
の

回
答

）

旧
帝

大
、
文

科
大

、
大

学
院

大
は

、
教

育
研

究
経

費
を

よ
り

優
先

し
て

考
え

る
こ

と
が

で
き

る
。
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研
究

経
費
を

教
育

経
費

よ
り

優
先

し
て

い
る

機
関

は
、

ほ
と

ん
ど

な
い

。

教
育

経
費
重

視
に

移
る

機
関

が
ほ

と
ん

ど
を

占
め

て
い

る
。
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と
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を
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先
し

て
い

る

か
？

ま
た

、
そ

れ
以

降
は

ど
ち

ら
を

優
先

す
る

つ
も

り
か

？
（
財

務
担

当
理

事
の

回
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国
立

大
学
に

お
け
る
最
近

の
改
革
の
結

果
－
ア

ン
ケ
ー

ト
調
査
結
果

の
ま
と
め
－

学
長
の
観
点
か
ら
み
る
と
、
国
立
大
学
の
法
人
化
は
、
よ
り
効

率
的
な
内
部
管
理
を
も
た
ら
し
た
。

国
立
大
学
法
人
は
、
財
政
改
革
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
あ

ら
ゆ
る
努
力
を
し
て
お
り
、
実
際
に
目
標
値
を
ほ
ぼ
達
成
し
て

い
る
。

そ
の
一
方
で
、
国
立
大
学
に
対
す
る
公
的
財
源
は
減
少
の
一
途

を
た
ど
っ
て
お
り
、
ま
た
主
に
研
究
競
争
力
に
も
と
づ
い
て
、

競
争
的
に
配
分
さ
れ
る
割
合
が
増
え
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
下
、
勝
者
は
勝
ち
続
け
、
敗
者
は
負
け
続
け

る
よ
う
な
か
た
ち
と
な
り
、
二
極
化
が
進
行
し
て
い
る
。
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内
部

予
算

制
度

の
比

較
研

究

次
の

3種
類

の
国

立
大
学

の
内
部

予
算
制

度
を
比

較
：

ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
理
工
系
研
究
大
学

医
学
部
を
持
つ
研
究
志
向
の
強
い
総
合
大
学

医
学
部
を
持
た
な
い
地
方
総
合
大
学

財
源

の
充

実
度
が

、
内
部

予
算
制

度
に
お

よ
ぼ
す

影
響
を

確
認

し
た

。

水
田
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ッ

プ
理

工
系

大
学

(A
)

研
究

志
向

総
合

大
学

(B
)

地
方

総
合

大
学

(C
)

基
本
的
な
予

算
の

性
格

集
権

的
集
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的
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プ
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ウ
ン

ト
ッ

プ
ダ

ウ
ン

ト
ッ

プ
ダ

ウ
ン

予
算
の
ベ

ー
ス

増
分

主
義

& 
ゼ

ロ
ベ

ー
ス

増
分

主
義

増
分

主
義

予
算
策
定
で
最
も

発
言

力
の
あ
る
組
織

・
個

人
役

員
会

財
務

担
当

理
事

役
員

会

教
育
経
費
の

配
分

方
法

計
算

式
計

算
式

計
算

式

計
算
式
の

ベ
ー

ス
教

員
数

と
学

生
数

学
生

数
学

生
数

研
究
経
費
の

配
分

方
法

計
算

式
計

算
式

と
交

渉
計

算
式

計
算
式
の

ベ
ー

ス
教

員
数

教
員

数
と

競
争

的
資

金
申

請
数

教
員

数

中
央
管
理
経
費

の
確

保
最

初
に

一
定

額
を

確
保

最
初

に
一

定
額

を
確

保
最

初
に

一
定

額
を

確
保
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ed

 b
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e 
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e 
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er
e 

in
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rp
or

at
ed

.

T
he

 fo
rm
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ae

 a
re

 v
er

y 
sim

pl
e 

an
d 

ba
se

d 
up

on
 st

af
f a

nd
 

st
ud

en
t n

um
be

rs
, b

ut
 th

e 
lo

ng
er

 te
rm

 a
im

 is
 to

 
in

tr
od

uc
e 

co
m

pe
tit

iv
e 

re
so

ur
ce

 a
llo

ca
tio

n 
th

at
 r

ef
le

ct
s a

 
fa

cu
lty

’s
 in

te
nt

io
n 

an
d 

ab
ili

ty
 to

 g
en

er
at

e 
ex

te
rn

al
 

(p
ub

lic
 a

nd
 n

on
-p

ub
lic

) f
un

di
ng

.
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内
部

予
算

制
度

の
比

較
研

究

基
盤
的
な
教

育
・
研
究
予

算
は
、
計
算

式
で
配
分
さ

れ
て
お
り
、

計
算
式
は
、

法
人
化
前
の

伝
統
的
方
法

（
積
算
校
費

）
の
影
響
を

残
し
て
い
る

。

計
算
式
は
、

至
っ
て
シ
ン

プ
ル
で
あ
り

、
教
員
数
や

学
生
数
を
ベ

ー
ス
と
し
て

い
る
。
し
か

し
、
教
員
の

外
部
資
金
獲

得
意
欲
・
実

績
に
も
と
づ

い
た
競
争
的

配
分
が
導
入

さ
れ
て
い
る

。
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 c
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 d
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l b
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t f
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(B
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 3

.6
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.0
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)

En
co

ur
ag

in
g 

fa
cu

lty
 o

r 
de

pa
rt

m
en

ta
l m

an
ag

er
s

T
he

y 
ta

ke
 r

es
po

ns
ib

ili
ty

fo
r 

th
ei

r 
ow

n 
bu

dg
et

s a
nd

 th
in

k 
ca

re
fu

lly
 a

bo
ut

 
pe

rf
or

m
an

ce
m

an
ag

em
en

t

En
tr

ep
re

ne
ur

ia
l i

n 
its

 v
ir

tu
ou

s c
yc

le

K
en

su
ke

 M
iz

ut
a

2
7

内
部

予
算

制
度

の
比

較
研

究

大
学

(A
)

革
新
的
か
つ
裁
量
を
ベ
ー
ス
に
し
た
分
権
化
が
進
ん
で
い
る
。

ゼ
ロ
ベ
ー
ス
予
算
を
部
分
的
に
採
用
。

過
年
度
の
予
算
の
剰
余
を
翌
年
度
に
繰
越
可
。

重
点
的
・
戦
略
的
経
費
予
算

総
予
算
の

6.
5%

は
、
将
来
的
な
目
的
の
た
め
に
確
保
。

大
学

(B
) は

3.
6%

、
大

学
(C

) は
2.

0%
。

部
局
の
権
限
強
化

予
算
策
定
プ
ロ
セ
ス
な
ど
で
責
任
あ
る
参
画
が
求
め
ら
れ
、
部
局
の
業
績

を
注
意
深
く
管
理
し
て
い
る
。

起
業
家
的
な
好
循
環

水
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at
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t p
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 b
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C
en

tr
e 

ha
s m

or
e 

de
ci

siv
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 (A
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 (C

) 

N
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 C
om
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ss
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nd
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t i
n 
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 th
an

 (A
)

C
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n 
ba
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d 

m
od

el
 is

 th
eo

re
tic
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ly

 m
or

e 
fit

s t
o 

it 
(H
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s &

 M
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, 1
97
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内
部

予
算

制
度

の
比

較
研

究

大
学

(B
)

責
任
を
ベ
ー
ス
と
し
た
分
権
化
が
進
ん
で
い
る
。

管
理
経
費
の
予
算
責
任
が
学
部
・
学
科
に
移
譲
さ
れ
て
い
る
。

配
分
計
算
式
に
業
績
関
連
項
目
が
含
ま
れ
て
い
る
。

教
員
の
予
算
策
定
へ
の
参
加
度
が
高
い
。

法
的
規
定
で
権
限
を
持
た
な
い
教
育
研
究
評
議
会
が
内
部
予
算
の
最
終
決

定
を
行
う
点
で
特
異
で
あ
る
。

大
学

(A
) と

大
学

(C
) は

、
本
部
の
権
限
が
よ
り
強
い
。

交
渉
と
競
争

財
源
の
余
裕
は
大
学

(A
) ほ

ど
で
は
な
い
。

部
局
間
で
予
算
の
取
り
合
い
と
交
渉
が
激
し
く
な
る
連
立
型
モ
デ
ル
が
、

理
論
的
に
は
合
致
し
て
い
る
（

H
ill

s &
 M

ah
on

ey
, 1

97
8）

。
交
渉
を
重
視
し

て
い
る
点
に
そ
の
傾
向
が
み
ら
れ
る
。
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内
部

予
算

制
度

の
比

較
研

究

大
学

(C
)

明
確
な
根
拠
に
も
と
づ
い
た
行
政
的
ア
プ
ロ
ー
チ

厳
密

な
計

算
式

に
も

と
づ

い
て

機
械

的
に

配
分

さ
れ

て
い

る
。

財
源

の
余

裕
度

か
ら

み
る

と
予

算
の

取
り

合
い

が
激

し
く

な
る

連
立

型
モ

デ
ル

が
理

論
上

当
て

は
ま

る
が

、
全

く
逆

の
ア

プ
ロ

ー
チ

を
と

っ
て

い
る

。
文

化
的

違
い

？
（

H
of

st
ed

e
&

 H
of

st
ed

e,
 2

00
5)

異
な
る
計
算
式
の
採
用

こ
の

大
学

の
予

算
配

分
計

算
式

は
、

希
少

な
財

源
を

ど
の

よ
う

に
公

平
に

部
局

間
に

配
分

す
る

か
と

い
う

こ
と

に
重

点
を

置
い

て
い

る
（

点
数

割
合

制
）

。
こ

れ
に

対
し

て
、

大
学

(A
) と

大
学

(B
) の

計
算

式
は

、
学

生
当

た
り

、
教

員
当

た

り
の

単
価

を
ベ

ー
ス

と
し

て
い

る
。

外
部
チ

ェ
ッ

ク
の
重

視
過

半
数

を
学

外
者

が
占

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
経

営
協

議
会

が
内

部
予

算
の

最
終

決
定

者
と

な
っ

て
い

る
。
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内
部

予
算

制
度

の
比

較
研

究

外
部
資

金
の

オ
ー
バ
ー
ヘ

ッ
ド
の
部
局

再
配
分

日
本
で
は
、
外
部
資
金
の
獲
得
意
欲
を
高
め
る
た
め
に
、
通
常

使
用
さ
れ
て
い
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
制
度
。

再
配
分
率

:
大

学
(A

):
 3

5%

大
学

(B
):

 5
0%

大
学

(C
):

 6
0%

財
源
の
状
況
と
再
配
分
率
の
関
係

よ
り
大
き
な
財
源
の
不
足

よ
り
高

い
再
配
分
率

財
源
不
足
に
悩
む
大
学
ほ
ど
、
オ
ー
バ
ー
ヘ
ッ
ド
の
多
く
の
割
合
を
部
局

に
再
配
分
し
、
教
育
研
究
経
費
の
不
足
を
補
っ
て
い
る
。
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結
論

厳
し
い
財
政
改
革
の
圧
力
の
も
と
で
、
日
本
の
国
立
大
学
は
、
効
率
的
な

組
織
運
営
に
全
力
を
傾
け
て
い
る
。
効
率
化
の
方
策
と
し
て
は
、
法
人
化

は
今
の
と
こ
ろ
成
功
と
い
え
る
。
し
か
し
、

政
府
か
ら
個
別
機
関
へ
の
財
源
配
分
は
、
競
争
的
な
環
境
下
で
、
選
択
と

集
中
の
概
念
に
支
配
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
法
人
法
に
は
「
均
衡
あ
る

発
展
」
が
謳
わ
れ
て
い
た
は
ず
で
あ
る
。

現
行
の
公
的
競
争
資
金
は
、
教
育
と
い
う
よ
り
も
研
究
機
能
に
も
と
づ
い

て
配
分
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
研
究
競
争
力
の
強
い
大
学
が
勝
者
と
な
り

、
教
育
に
力
を
入
れ
て
も
敗
者
と
な
っ
て
し
ま
う
。
こ
こ
に
二
極
化
の
問

題
が
現
れ
る
。

な
お
、
機
関
内
の
予
算
制
度
は
、
財
源
の
余
裕
度
に
影
響
を
受
け
る
傾
向

に
あ
り
、
こ
の
二
極
化
は
大
学
内
部
の
財
務
管
理
に
も
影
を
落
と
し
て
い

る
。
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Recent Trends in European 
Higher Education
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ヨーロッパの高等教育の最新動向

Alberto Amaral

CIPES 及びポルト大学

シンポジウム：高等教育システムの改革と成果

2009年1月26日（東京）

Introduction

T
ok

yo
 2

00
9

Increasing impacts of economic globalisation.

Increasing influence of economic policy imperatives.

There are changes of ideology and of values, and significant 
changes in the relationship between higher education 
institutions and the state and society.

Increasing role of market mechanisms as instruments of 
public policy.

はじめに

T
o
ky

o
 2

0
0
9

経済のグローバル化のインパクトが強まる

緊急経済政策の影響力が強まる

イデオロギーと価値観が変化し、高等教育機関と国や社会との関係も
大きく変化

公共政策の手段としての市場メカニズムの役割が増大

Introduction

T
ok

yo
 2

00
9

Vocational education, employability and clients.

Gradual proletarisation of the academy.

Changes in governance aiming at increased efficiency, 
effectiveness and economy.

Concentration of power at the top and loss of collegial 
mechanisms.

Increasing role of external stakeholders.

Changes in funding and quality assessment.

はじめに

To
ky

o 
20

09

職業教育、雇用可能性 (employability)及び雇用主(clients)

教育界の段階的プロレタリア化

効率性、有効性、経済性の改善をめざしたガバナンスの変化

トップへの権力集中と合議メカニズムの喪失

外部ステークホルダーの役割の増大

資金供与と質の評価の変化
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Introduction
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Part 1 – The rationales for change

Part 2 – Recent European Developments

Conclusion

はじめに

T
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 2
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9

第1部 – 変化の論拠

第2部 – ヨーロッパの最近の動向

結論

Rationales for change – the increasing role of the market

T
ok

yo
 2

00
9

Increasing role of markets as instruments of public policy; 
competition as a tool for public sector efficiency.

(...) Formally speaking a market is a means of organising the 
exchange of goods and services based upon price, rather 
than upon other considerations such as tradition or political 
choice (David Dill 1997: 168).

Market failures and externalities.

Market efficiency and the need for perfect information.

変化の論拠 – 市場の役割の増大

To
ky

o 
20

09

公共政策の手段としての市場の役割が増大：公共部門の効率改善ツー
ルとしての競争

(...) 正式には、市場とは、慣習や政治的選択等を配慮することなく、価
格に基づいて商品とサービスの交換をつかさどる手段 (David Dill 
1997: 168)

市場の失敗と外部性

市場の効率性と完全な情報の必要性

Rationales for change – the increasing role of the market

T
ok

yo
 2

00
9

The information problem is very acute in the case of higher 
education, which has three simultaneous characteristics:

a) It is an experience good;
b) It is a rare purchase;
c) It has very high opting-out costs

The confluence of these three characteristics of education 
legitimates a regulatory hand of the government to promote 
consumer protection, and this includes different forms of 
information, such as licensing, accreditation, and the 
provision of information on the quality of goods and services 
(Smith 2000).

変化の論拠 – 市場の役割の増大

T
ok

yo
 2

00
9

高等教育では、情報はきわめて重要な問題で、3つの特性を併せ持つ。

a) 経験材
b) めったに購入しない
c) 離脱（変更）費用が高額

教育のこの3つの特性が重なって、消費者保護の推進を掲げる政府の

規制権限が正当化される。また、これには、商品やサービスの質に関す
る許諾、アクレディテーション（認定）及び情報提供などの様々な形の情
報が含まれる。 (Smith 2000)
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Rationales for change – immature clients and quasi-markets

T
ok
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 2

00
9

Students lack sufficient information about the quality of 
academic institutions or programs to make discriminating 
choices. (David Dill)

Potential students are uncertain about the actual contents of 
the study, getting a degree and finding a proper job after 
graduation, decisions are surrounded with a lot of uncertainty. 
...psychological phenomena form a “filter” or a mental 
framework through which students judge financial incentives 
in relation to their study choices. (Vossensteyn)

Students are immature consumers, meaning that even if this 
kind of data were available, many students (or their families) 
would not use it. (David Dill)

変化の論拠 – 未熟な顧客と疑似市場

T
ok

yo
 2

00
9

学生は、教育機関や教育プログラムの質について、的確な選択ができ
る十分な情報を持っていない 。(David Dill)

潜在的学生は、実際の学習内容、卒業後は学位を取得するのか、適当
な職業を見つけるのか等について意思が固まっておらず、決定には多く
の不確定要素が関わっている…..心理現象が「フィルター」や精神的枠

組みを作りだし、学生は、それを通して教育に関する自分の選択につい
ての経済的インセンティブを判断する。(Vossensteyn)

未熟な消費者である学生の多くは（家族を含めて）、データがあっても十
分活用できない。(David Dill)

Rationales for change – immature clients and quasi-markets

T
ok

yo
 2

00
9

Immature consumers are one rationale for the implementation 
of quasi-markets, rather than consumer-oriented markets, for 
distribution of academic programs. (David Dill) 

The state assumes a role as principal representing the 
interests of consumers, making contracts with competing 
institutions. This creates a quasi-market in which the state 
buys services from independent providers, which compete 
with each other in an internal market (Le Grand and Bartlett).

A quasi-market is in operation when goods or services, 
instead of being bought by their final users, are bought by an 
agent (in general a public agent) on behalf of clients to whom 
these goods and services are then allocated directly. (Cave 
and Kogan)

変化の論拠 – 未熟な顧客と疑似市場

T
ok

yo
 2

00
9

未熟な消費者が、教育プログラムが消費者志向市場ではなく、疑似市場
で流通する要因のひとつになっている。(David Dill)

国は、消費者利益を代表する主体としての役割を果たし、複数の競合機
関と契約を結ぶ。これによって疑似市場が作られ、国は、国内市場で競争
する独立プロバイダーからサービスを購入する。

(Le Grand and Bartlett)

最終利用者ではなく、エージェント（一般には公的機関）が顧客に代わって
商品やサービスを購入し、顧客に直接分配する場合に、疑似市場が成立
する。(Cave and Kogan)

Rationales for change – the principal-agent dilemma

T
ok

yo
 2
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9

How the principal [government] can best motivate the agent 
[university] to perform as the principal would prefer, taking 
into account the difficulties in monitoring the agent’s 
activities? 

Within the context of much more intrusive and pervasive 
performance management, a consistent emphasis on the 
detailed monitoring and evaluation of ‘quality’ standards in 
service delivery and outcomes emerged as the overriding 
priority (Michael Reed).

Governments have introduced an increasing number of 
performance indicators and measures of academic quality to 
control the behaviour of the agents.

変化の論拠 – プリンシパルとエージェントのジレンマ

T
ok

yo
 2

00
9

どうすれば、プリンシパル（政府）は、エージェント（大学）の活動を監視
する難しさを考慮しつつ、プリンシパルの希望に沿ってエージェント（大
学）を動かすことができるか。

はるかに介入的な成果重視の経営という枠組みのなかで、サービスの
提供における「質」の基準を詳細に監視、評価することに常に重点が置
かれ、成果が最優先事項となった。(Michael Reed)

政府は、エージェントの行動の管理を目的に、教育の質を表す成果 （
パフォーマンス）の指数や尺度を数多く導入している。
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Rationales for change – New Public Management and loss of trust

T
ok
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 2

00
9

Over the last two decades, the intrusion of the rhetoric and 
management practices of the private sector into higher 
education resulted in important changes in the operation of 
higher education institutions. 

One consequence of NPM policies was a strong attack on 
professions, and specifically on the academic profession.

The movement from the public good concept of knowledge to 
one of commercialisation and ‘private’ ownership challenges 
many traditional academic values, particularly those 
associated with how the institution should be structured and 
controlled. (Meek) 

変化の論拠 – ニュー・パブリック・マネジメントと信頼の喪失

T
ok

yo
 2

00
9

過去20年間に、民間部門のレトリックと経営方法が高等教育分野に侵

入し、高等教育機関の経営に重大な変化をもたらした。

NPM（ニュー・パブリック・マネジメント）政策の結果として、専門職、特に

教育職が強力な攻撃にさらされることになった。

知識の概念が、公共の利益からコマーシャル化や「個人」の所有物に
変わり、多くの伝統的な教育価値、特に、教育機関をどう組織し、経営
するかの価値の正当性に疑問が生じている。(Meek)
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The advocates of ‘new managerialism’ claimed the 
introduction of market mechanisms in the management of 
public services would provide that imperative drive towards 
operational efficiency and strategic effectiveness so 
conspicuously lacking in the sclerotic professional 
monopolies and corporate bureaucracies that continued to 
dominate public life. 

However, the emergence of NPM and the attacks on the 
efficiency of public services, including higher education, 
resulted in loss of trust in institutions (Martin Trow, 1996) and 
demands for more accountability. 
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「ニュー・マネジャリズム」の擁護者は、公共サービスの経営に市場メカ
ニズムを導入することが、公的な場を支配してきた頑迷な職業独占と企
業の官僚主義に明らかに欠けている経営効率と戦略的効果をもたらす
原動力になると主張する。

しかし、NPMの出現と高等教育を含む公共サービスの効率性への攻撃
は、教育機関に対する信頼を喪失させ (Martin Trow, 1996)、厳密な

説明責任が求められることになった。

Rationales for change – A neo-liberal paradox
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Jongbloed (2003) defines a set of eight freedom conditions for 
providers and consumers, which are necessary for the market 
to be efficient. 

Ben Jongbloed and the traffic metaphor. A roundabout, while 
influencing traffic behaviour, delegates decision-making 
authority to the drivers... Increasing traffic efficiency.

Although in practice the state still regulates heavily some of 
these institutional freedoms, a good example being the limits 
set to the value of fees, the implementation of quasi-markets 
was associated with an increase of institutional autonomy.

変化の論拠 – 新自由主義のパラドックス
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Jongbloed (2003) は、効率的市場の実現に必要とされる教育の提供
者と消費者にとって必要な8つの自由条件を定義している。

Ben Jongbloedと交通メタファー。ラウンドアバウトは、ドライバーに対
し、車の動きを操作しながら決定する権限を与えている……交通効率を

向上する。

実際には、国は今も一部の機関の自由を厳しく制限している。授業料
の規制がその好例で、擬似市場の実現は、教育機関の自治レベルの
増大と関わっていた。
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図1 Šラウンドアバウト・モデル
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Increased institutional autonomy, combined with market 
competition, may create regulation difficulties, as autonomous 
institutions competing in a market may follow strategies 
aimed at ensuring their own development and survival, to the 
detriment of the public good or the government’s objectives. 

This forces the state to intervene by changing the rules of the 
market to ensure the fulfilment of its political objectives, 
quality assessment being one of the tools that might be used 
to ensure compliance of institutions with public policies.

変化の論拠 – 新自由主義のパラドックス
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教育機関の自治が拡大し、それに市場競争が伴えば、規制は難しくな
るであろう。自治権をもった機関が市場で競合するとなれば、公共の利
益や政府の目標を無視しても、組織の発展と存続をめざす戦略を実践
するからである。

つまり、国は、市場のルールを変えることで政治目標を実現する介入を
余儀なくされる。質評価も、教育機関に国の政策を順守させるためのツ
ールのひとつとして用いられることになる。

Rationales for change – A neo-liberal paradox
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Regulation problems are also related to the classical principal-
agent dilemma faced by government agencies acting as 
monopsonistic buyers (Dill and Soo) 

The major problem is an asymmetric distribution of 
information that favours in general the agent. 

The principal-agent model was used to analyse problems of 
agency relationships, which are created when one party, the 
principal, enters into a contractual agreement with a second 
party, the agent, and delegates to the latter responsibility for 
carrying out a function or set of tasks on the principal’s 
behalf (Kassim and Menon)
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規制の問題は、独占的バイヤーである政府機関が直面する古典的なプ
リンシパル（本人）・プリンシパル（代理人）のジレンマにも関係する。
(Dill and Soo)

一般にエージェントに有利な非対称な情報分布が主要な問題である。

プリンシパル（本人）・プリンシパル(代理人）・モデルは、一方当事者（プ

リンシパル）が他方当事者（エージェント）と契約を結び、後者に、プリン
シパルに代わってある機能または一連の作業を実施する責任を委任し
た場合に生じる代理関係の問題の分析に用いられた。(Kassim and 
Menon)
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The asymmetry of information may lead to the agent’s 
opportunistic behaviour, namely when the structure of 
delegation provides incentives for the agent to behave in ways 
inimical to the preferences of the principal (Pollack). 

The principal needs to ensure the agents’ perfect compliance, 
to prevent them from acting contrary to his or her (i.e. the 
principal’s) preferences. Kassim and Menon)

The principal-agent dilemma leads to a contradiction of neo-
liberal policies. 

変化の論拠 – 新自由主義の パラドックス
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情報の非対称性は、エージェントの日和見的行動を導くこともある。
すなわち、委任の構造が、エージェントに対して、プリンシパルの意図に
反する行動を奨励する場合がある。(Pollack)

プリンシパルは、エージェントを完全服従させ、自分の意図に反するよう
なエージェントの行為を防ぐ必要がある。(Kassim and Menon)

プリンシパル（本人）・プリンシパル（代理人）のジレンマは、新自由主義
的政策の矛盾を導く。
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Realising that autonomous institutions competing in a market 
may behave in ways that do not maximise the provision of 
social benefits and the public good, the government will be 
tempted to intervene to steer institutional behaviour towards 
its objectives thus breaking the promise to reduce as much as 
possible government regulation in favour of market 
regulation.

The government arbitrarily intervenes to change the rules of 
the game, forcing institutions to adapt their behaviour to 
government objectives, for instance by using an increasing 
number of mechanisms such as extensive arrays of 
performance indicators and measures of academic quality, or 
using performance based contracts.
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市場で競争する自治機関は、社会的利益と公共利益の提供量を最大化
することのない形で活動するという可能性を認識し、政府は、市場の規
制に任せて政府の規制を最小限に抑えるという約束を破り、目標に向け
て教育機関の行動を誘導する衝動にかられる。

政府は、独断的介入によってゲームのルールを変え、教育機関が政府
の目標に合わせて行動するよう強制する。例えば、教育の質を表す成果
指標や尺度等のメカニズムや成果主義の契約を多く使用する。

Rationales for change – A neo-liberal paradox
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Thus the governance of higher education faces some difficult 
challenges. If higher education is indeed an important 
strategic lever for governments in seeking to pursue national 
objectives, can governments achieve those ends without 
compromising the independence of universities, or their 
dynamism in catering for new markets? (OECD, 2003)

Therefore, it is frequent that higher education reforms only 
replace one form of influence and control by government for 
another (OECD, ibid.). 

A roundabout with traffic lights! (Dominic Orr)
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このように、高等教育のガバナンスはいくつかの困難な問題に直面して
いる。国家目標に取り組む政府にとって高等教育が重要な戦略手段で
あるとするなら、政府は、大学の独立性や新規市場の要求を満たすダ
イナミズムを損なわずに目標が達成できるのだろうか? (OECD, 2003)

したがって、高等教育改革が、政府の影響力や規制が別の形のものに
代わるだけのことが多い。(OECD, 同上)

交通信号を設置したラウンドアバウト! (Dominic Orr)
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In an increasing number of European countries governments 
are implementing policies to enhance the international 
competitiveness of universities and promote their role in the 
innovation system, economic development, knowledge-based 
economy and competitiveness of nation-state (Tirronen et al, 
2007).

There is a recent movement in European countries to create a 
small number of research universities capable of competing at 
world level and to create stronger institutions by different 
forms of association of the existing institutions. 

ヨーロッパの動向 – 階層化と統合
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ヨーロッパでは、政府が大学の国際競争力を強化し、革新的なシステム
、経済発展、知識集約型経済及び国民国家の競争力に果たす役割を
推進する政策を進める国が 増えている。(Tirronen et al, 2007)

ヨーロッパ各国では、最近、少数の世界的な競争力を持つ研究大学を
創設し、既存機関と様々な形で提携することでより強力な機関を作ろう
という動きがみられる。
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Denmark is a good example of a to-down merger process. By 
decision of the Danish government a number of mergers 
became effective as of 1 January 2007: 13 government 
research institutions (GRIs) and 12 universities were merged 
into 3 GRIs and 8 universities; and in January 1, 2008 the 22 
Centres for Further Education were merged into 8 Regional 
University Colleges (Holm-Nielsen, 2008). The University of 
Copenhagen, Aarhus University and the Technical University 
of Denmark are supposed to form the centre of gravity of the 
new elite institutions (Vabø, 2007). 

ヨーロッパの動向 – 階層化と統合
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デンマークは縮小統合(to-down merger)プロセスの好例。デンマーク

政府の決定により、2007年1月1日にいくつかの統合が実施された。13 
の政府系研究機関(GRIs)と12の大学が合併し、3つのGRIと8つの大

学が誕生した。2008年1月1日には、22の継続教育センターが合併し、

8つの地域大学学部(Regional University Colleges)が誕生した。

(Holm-Nielsen, 2008) コペンハーゲン大学、オーフス大学、デンマー

ク工科大学が、新しいエリート教育機関の中心になるであろう。 (Vabø, 
2007) 
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In Norway, the University of Tromsø the youngest and 
smallest university, is merging with Tromsø College. While the 
university will increase the number of study programmes and 
students and consequently its budget, the College, 
characterised by low academic competence and research 
capacity (Kyvik & Marheim Larsen, 2006), seeks to improve its 
standards and status (Vabø, 2007).

ヨーロッパの動向 – 階層化と統合
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ノルウェーでは、最も歴史が浅く、最も小さいトロムソ・ユニバーシティ

がトロムソ・カレッジと合併する。トロムソ・ユニバーシティは研究プログ

ラム、学生及びそれに必要な予算を増やす。一方、トロムソ・カレッジは

、学力と研究能力が低いため(Kyvik & Marheim Larsen, 2006)、基

準と地位の向上につとめる。(Vabø, 2007)

European developments – Stratification and consolidation
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In Finland diverse forms of institutional association are currently under way:
a) The University of Turku and the Turku School of Economics and Business 
Administration proposed to create a university consortium, gradually leading 
to the full merger of the two universities.
b) The University of Kuopio and the University of Joensuu aim at establishing 
a federation, called University of Eastern Finland. By taking advantage of the 
complementarity of the strong points of both universities, the federation 
could develop internationally competitive research, excellent education and 
societal impact (Tirronen et al., 2007). 
c) The Helsinki University of Technology, the Helsinki School of Economics 
and Business Administration and the University of Art and Design proposed 
to merge in order to create a new university of technology, economics and 
design, able to become a world-class university. It was suggested that the 
new institution will be a foundation under civil law, to be provided with an 
initial endowment of 700 M€ by combining government funding and 
endowments from business and industry.

ヨーロッパの動向 – 階層化と統合
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フィンランドでは、様々な形式の機関連合が進められている：

a)トゥルク大学とトゥルク経済・経営大学(Turku School of Economics 
and Business Administration)は、大学コンソーシアムを発足し、時間

をかけて両大学の完全統合をめざすことを提案している。

b) クオピオ大学とヨエンスー大学は、東フィンランド大学という名称の連合

体の設立をめざしている。両大学の長所を補完的に活用し、国際競争力
のある研究、優れた教育と社会的なインパクトが創造できるであろう。

(Tirronen et al., 2007)
c) ヘルシンキ工科大学、ヘルシンキ経済経営学院、美術デザイン大学

(University of Art and Design)は、統合により、世界的レベルの技術、

経済、デザインの大学を新たに創立することを提案している。この新しい大

学は民法下の財団法人で、政府の資金と財界からの寄付による初期基金
として7億ユーロが拠出される。

European developments – Stratification and consolidation

T
ok

yo
 2

00
9

In the Netherlands, the three technical universities in Delft, Eindhoven 
and Enschede (Twente) are moving from voluntary cooperation and 
collaboration to an institutionalised federation with support from the 
Dutch government that has promised to award the universities € 50 
million in additional funds (Dassen et al., 2007).

In Portugal law 62/2007 defining the new legal framework for higher 
education institutions also introduces the possibility of mergers and 
consortia.

In France there are also some planned mergers: Strasbourg, Aix 
Marseille and Montpellier. 

ヨーロッパの動向 – 階層化と統合
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オランダでは、デルフト、アイントホーフェン、エンスヘーデ（トゥエンテ）に
ある3つの工科系大学が、自主協力・協働関係から、オランダ政府の支

援を得て制度化された連合体に移行しつつある。政府は、追加資金とし
て5,000万ユーロの供与を約束している。(Dassen et al., 2007)

ポルトガルでも、高等教育機関の新しい法的枠組みを定めた法律（
62/2007）により、統合とコンソーシアムが可能性となった。

フランスでも、いくつかの統合が計画されている：ストラスブール、エック
ス・マルセーユ、モンペリエ
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There are also policies aiming at concentrating research resources 
into a small number of universities that will become competitive in the 
global scene. 

In the UK the research assessment exercises are concentrating 
resources in some institutions.

In Germany, the federal and state governments passed the bill of
excellence Initiative on 23 June 2005, aiming at making Germany a 
more attractive research location, more competitive internationally. 
This initiative is funded with 1.9 billion Euros to be used between 
2006 and 2011 and aims at establishing a number of internationally 
visible and competitive research and training institutions and 
improving the profile of up to ten selected universities.
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研究資源を少数の大学に集約し、グローバルな競争力が発揮できること
をめざした政策も進められている。

英国では、一部の機関に資源を集約して研究評価を実施している。

ドイツでは、2005年6月23日に、連邦及び州政府によるエクセレンス・イ
ニシアティブ(Excellence Initiative)法案が通過した。これは、研究地と

してのドイツの魅力と国際競争力の向上を狙いとしている。このイニシア
ティブは、2006年から2011年までの資金として19億ユーロの助成を得

て、いくつかの国際的な存在感と競争力をもつ研究・研修機関を創設し
、厳選した大学（最高10校）の改善をめざしている。
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In May 2006 the Austrian Parliament passed a bill creating the Institute 
of Science and Technology – Austria (ISTA), a legal entity of public 
law with a mission to do top basic research and post-graduation of 
excellence. For Hackl (2007) this represented a move to 
hierarchisation of universities which has not been the Austrian 
tradition.

Other examples are the merger of the Helsinki School of Economics 
and Business Administration and the University of Art and Design to 
create a world-class university, and the consortium created by the 
three Dutch technical universities (Delft, Eindhoven and Twente) to 
become more competitive. 

ヨーロッパの動向 – 階層化と統合
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2006年5月、オーストリア科学技術研究所(Institute of Science and 
Technology – Austria (ISTA))を創設する法案がオーストリア議会で

可決された。これは、公法上の法人で、最高レベルの基礎研究と大学院
教育を行う。Hackl (2007)にとって、従来のオーストリアにはなかった大

学のヒエラルキー化を実現するものであった。

他にも、ヘルシンキ経済経営学院(Helsinki School of Economics 
and Business Administration)と芸術デザイン大学(University of 
Art and Design)の統合による世界的レベルの大学の創設や、オラン
ダの3つの工科系大学（デルフト、アイントホーフェン、トゥエンテ）のコン

ソーシアムにより競争力を高めた例もある。
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In Austria (2002) the main university boards are the University Board 
or University Council (with 5, 7 or 9 members), the senate (with 12 to 
24 members) and the ‘rectorate’ (rector and up to 4 vice-rectors). 

In Denmark there is a University Board with a majority of external 
members, one of them being the chairman. The Board manages the 
general interests of the University and appoints the rector and pro-
rector to head the daily management, and both respond to the Board. 

In Sweden the University Board is the main governing body and has a 
majority of external members representing community and business
interests, all of them appointed by the Minister who also appoints the 
chairman. The internal members are the vice-chancellor and 
representatives of staff and students. 

Institutional governance is changing in a number of countries with 
concentration of power at the top of institutions and an increasing 
participation of external stakehholders. 

ヨーロッパの動向 – 機関ガバナンスの変化
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オーストリアでは（2002年）、大学理事会又は大学評議会（5、7又は9名
のメンバーで構成）、学術評議会(senate)（12-24名）と「学長部」（学長と
4名の副学長）が最高機関を構成する。

デンマークの大学理事会は、議長1名と過半数の学外メンバーで構成さ
れ、大学全体の利益を管理し、学長と専門担当学長(pro-rector)を任命

する。彼らは日常の経営責任を負い、理事会に報告する。

スウェーデンでは、メンバーの過半数はコミュニティや経済界を代表する
外部メンバーで構成される大学理事会が主要運営機関となる。メンバー
全員と議長は大臣によって任命される。内部メンバーは、副長官と職員
や学生の代表。

各国で教育機関のガバナンスが変化し、機関のトップに権限が集中し、
外部ステークホルダーの参加が増えている。
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In Norway there is a small University Board with 11 members. The 
Board decides strategies, objectives and expected results from the 
university. It presents the accounts, financial statements and budget 
proposals. 
In Finland, a new university act will come into operation by 1 January 
2010 introducing reforms that follow the pattern of other Nordic
countries

In Portugal, the Parliament Act No. 62/2007, of 10 September, defined 
the new legal framework of HEIs. The new act creates a university 
board (General Council) with 15 to 35 members, depending upon the 
size of each institution and the number of schools and research units. 

In France a management board will be responsible for defining 
research and education institutional policies. But the size of this 
board is reduced by 50%.

ヨーロッパの動向 – 機関ガバナンスの変化

T
ok

yo
 2

00
9

ノルウェーには、11名のメンバーで構成する小さな大学理事会がある。

理事会は、大学の戦略、目標及び予想される結果を決め、会計、決算報
告書を提出し、予算を提案する。

フィンランドでは、2010年1月1日に施行される新しい大学法により、他

の北欧諸国を追うかたちで改革が実施される。

ポルトガルでは、9月10日の議会法(No. 62/2007)により、HEIsの新しい

法的枠組みが決まった。新しい法律の下で創設される大学理事会は、各
機関の規模や学部や研究施設の数によって、15名から35名のメンバー

で構成される。

フランスでは、経営理事会が研究機関や教育機関の政策を決めることに
なる。しかし、この理事会の規模は半分に縮小される。
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Another important element is the legal status of universities.

In broad terms, institutions can be considered either a State agency or 
as a legal independent person. In the former case, institutions are 
treated in a similar way to other State agencies such as the National 
Statistics Office, abiding by public service regulations and being 
financed by the public budget. In some instances, they may be granted 
some specific status as a State agency Granting independent legal 
status (ILS) is one means of giving greater autonomy to institutions. 
Having ILS means an institution is legally responsible for its 
functioning. One of its forms is that of a foundation. (OECD, 2008)
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もうひとつの重要な要素は、大学の法的地位。

大まかにいえば、教育機関は国営機関又は独立法人とみなすことがで

きる。前者の場合、教育機関は、国家統計局 (National Statistics 
Office)等の国営機関と同等に扱われ、公務員服務規則を順守し、予算

は公的資金でまかなわれる。国営機関などの特殊な地位を与えられる

場合もある。独立法人(ILS) になることは、より強大な自治権を得る手段

でもあるが、その役割に対する法的義務を負うことも意味する。財団も

独立法人という形態のひとつである。(OECD, 2008)
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Independent legal entities in the education field can have many 
forms. They can be incorporated (i.e. they are a company) or 
unincorporated. In either case they can be for-profit or not-for-profit. 
For example, all higher education institutions in the United Kingdom 
are legally independent bodies with a charitable status. Some are 
incorporated but not-for-profit. But a charity can trade and earn profit 
for its charitable aims and it can set up a separate non-charitable 
company for that purpose and be liable for tax on its profits. (OECD, 
2008).
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教育分野には様々な形態の独立法人があり、必ずしも法人化（すなわち

、会社になる）の必要性はない。また、いずれの場合も、営利機関又は

非営利機関の形態を選ぶことができる。例えば、英国のすべての高等

教育機関は、慈善組織としての身分をもつ独立法人である。法人化して

いるが営利機関ではない教育機関もある。しかし、慈善組織は慈善を目

的とした利益を追求することができ、その目的で別の非慈善組織を設立

することもできるが、その利益は課税対象となる。(OECD, 2008)
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Independent universities as is the case in the UK and Australia, are “a 
statutory body, charity or non-profit corporation with no government 
participation and control linked to national strategies and related only 
to public funding.” (World Bank, 2008)

There is a recent trend to grant independent legal status to public 
universities. In Austria, the new 2002 act gave universities 
independent legal status, and although they remain in the domain of 
public law they are no longer state agencies without legal capacity 
(Pechar, 2005; Sporn, 2002). Universities are now free to decide on 
employment conditions, academic programmes, resource allocation 
without government approval (Sporn, 2002), and to borrow funds 
while all academic personnel are to be employed by the university on 
the basis of private contracts (Pechar, 2005).

ヨーロッパの動向 – 機関ガバナンスの変化
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英国やオーストラリアにあるような独立した大学は、「法定、慈善又は非
営利機関のいずれかで、国の関与や国家戦略に関連する規制を受ける
ことなく、公的資金を供与されるだけである。」(世界銀行、2008)

最近は、公立大学に対して独立した法的地位を与える傾向がある。オ
ーストリアでは、2002年に制定された新しい法律で大学に独立法的地

位が与えられた。今も公法の管轄下にあるが、法的権利能力のない国
の機関ではなくなっている。(Pechar, 2005; Sporn, 2002) 現在、大学

は政府の許可を得ることなく自由に雇用条件、学術プログラム、資源配
分を決定し (Sporn, 2002)、資金の融資を受けることができる。また、
随意契約によって職員を雇用できる。(Pechar, 2005)
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Another development is the establishment of universities as 
foundations under private law.

In Sweden this is the case of Chalmers University (1994) and of the 
University College of Jönkönping.

In 1998, an amendment of the German Federal Framework Act for 
Higher Education, allowed the sixteen Länder (the German states) to 
establish a modified legal status for their universities (Palandt 2005). 
Lower Saxony was the first “land” to take advantage of this 
possibility and its parliament passed the Lower Saxony University 
Reform Act, of 24 June 2002, allowing universities to become public 
foundations as legally self-administered public bodies (Palandt, ibid). 
The decision of the university to become a foundation is taken on a 
voluntary basis.
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もうひとつの動向として、民法下の財団法人としての大学設立があげら
れる。

ス ウ ェ ー デ ン で は、チ ャ ル マ ー ス 大 学 (1994) と Jönkönping 大 学
(University College of Jönkönping) がそれに該当する。

1998年に高等教育に関するドイツ連邦枠組み法が改正され、16の州で、
大学に対し、新しく改正された法的地位が設けられるようになった。
(Palandt 2005) ロウワー・サクソニー州は、州として初めてこの権限を行
使した。2002年6月24日、ロウワー・サクソニー大学改革法が同州議会を
通過し、大学は自治法人として法的に認められた。(Palandt, 同上) 大学

が財団法人になる決定は、自主的に決定された。
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In Finland there is an intention to create a world-class university in 
Helsinki by merger of existing institutions into a new institution that 
will be a foundation. 

In Portugal, the new legal framework for higher education institutions 
allows public universities to become public foundations under private 
law and three universities decided to use this possibility – the 
University of Porto, the University of Aveiro and the ISCTE.

The advantage of foundations is allowing its leaders a maximum of 
freedom to run the institution, with a minimum of external 
interference. However, transforming a public university into a 
foundation presents difficulties in restructuring internal management 
and, with the exception of Germany, staff may resist moving from a 
public service status to a foundation employee. It is also uncertain 
how future governments will be favourable to the foundation model.
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フィンランドでは、既存の教育機関を統合してヘルシンキに世界的レベ
ルの大学の創設をめざしている。これは財団法人となる。

ポルトガルでは、高等教育機関に関する新しい法的枠組みにより、公立
大学は公法上の公益財団法人になる。3つの大学がその活用を決めた
– ポルト大学、アヴェイロ大学、ISCTE

財団法人には、外部からの干渉を最小限に抑え、自由に機関を経営す
る権限が指導者に与えられるという利点がある。しかし、公立大学を財
団法人に変えるには、学内の経営組織も変えるという困難が伴い、ドイ
ツは例外であるが、公務員から財団法人の従業員になることへの職員
の抵抗も予想される。将来の政府が、この財団形式に賛同するかどうか
も定かではない。
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Despite the rhetoric of increasing institutional autonomy, 
governments frequently replace one form of control with another. In 
general, increasing autonomy is associated with a switch from 
itemised to lump-sum or block grant budgets and targeted funding, 
while there is increasing popularity of performance-based contracts.

Performance contracts – governments enter into binding agreements 
with institutions to reward them with resources linked to the 
achievement of mutually determined performance- based objectives. 
(Salmi and Hauptman, 2006).

There has also been a move towards linking funding to medium-term 
objectives negotiated between government and universities. Such 
performance contracting, pioneered by France in 1988, followed by 
Finland and Switzerland in the late 1990s, and Austria in 2002. (OECD, 
2003)

ヨーロッパの動向 – 資金調達の変化
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教育機関の自治は増大しているが、政府は、規制方式を頻繁に変更す
る。一般に、自治の増大は、個別助成から一括または包括助成予算や
目的別資金調達への変更を伴い、成果主義契約の人気が高まってい
る。

成果主義契約 – 政府は、教育機関との間で、成果目標の達成に連動し
て資源を供与するという拘束力のある契約を結んでいる。(Salmi and 
Hauptman, 2006)

政府と大学が協議した中期目標に資金供与を連動させる動きもでてい
る。このような成果主義契約は、1988年に初めてフランスで実施され、
1990年代後期にフィンランドとスイスがそれに続き、2002年にオーストリ
アでも採用された。(OECD, 2003)
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The importance of performance-based contracts lies in allowing the 
government to have much more detailed control over the outputs of 
higher education institutions. 

Examples:
• Finland
• Denmark
• France
• Switzerland
• Spain (regions)
• Germany (länder)
• Portugal

ヨーロッパの動向 – 資金調達の変化
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成果主義契約は、政府が、高等教育機関が生み出す活動に細かい規
制をかけることができる点が重要である。

例:
• フィンランド

• デンマーク

• フランス

• スイス

• スペイン （地域）

• ドイツ（州）

• ポルトガル

European developments – Changes in Quality Assurance
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In Europe the development of quality assurance activities started 
much later than in the U.S. The emergence of the evaluative State 
(Neave 1988) was observed in the late 1980s, with increasing public 
relevance given to quality. 

Massification, private employment and market regulation originated 
the rise of the Evaluative state that corresponded to an alternative to 
regulation by bureaucratic fiat (Neave 1988).

Recent literature shows a decline of trust in public institutions in 
general, and in higher education institutions in particular, as well as 
in professionals.

All recently implemented quality systems are based on accreditation 
rather than on quality assessment (e.g. Germany, Austria, Norway and 
Portugal).

ヨーロッパの動向 – 質の保証の変化
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ヨーロッパでは、米国よりはるかに遅れて質保証活動が展開された。
1980年代後期に評価国家の出現が観察され(Neave1988)、教育の質

に対する人々の関心が高まった。

大衆化(Massification)、私的雇用、市場規則により、官僚の恣意的判
断による規制に代わる措置となる評価国家が生まれた。 (Neave 1988)

最近の文献によると、全般的に、公立教育機関、特に高等教育機関、専
門家に対する信頼が薄れているという。

最近実施された教育の質のシステムは、どれも、質評価ではなく、アクレ
ディテーションに基づく。 （例：ドイツ、オーストリア、ノルウェー、ポルトガ

ル）
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Agencies linked to HEIs (The Netherlands, Flanders and Portugal) 
were replaced with independent agencies.

The 1991 Dutch presidency; the Bologna declaration; the European
standards and guidelines; the European register.

The Commission suggested the implementation of multiple quality 
assurance and accreditation agencies, public and private, national 
and international, and a European Register of accredited agencies.
Higher education institutions should be allowed by their governments 
to choose any agency listed in the European Register.

This is consistent with a stratified European Area of Higher 
Education, as some agencies will address excellence at an 
international level, others will be more appropriate to regional or local 
institutions, some will accredit research universities, while others will 
specialise in teaching-only institutions.
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HEIに連動する機関（オランダ、フランダース、ポルトガル）が独立機関

に代わった。

1991年にオランダが議長国に選出; ボローニャ宣言; 欧州基準と指針; 
欧州登録制度

委員会は、教育の質を保証・認証する複数の機関（公的、私的機関、国
内、国際機関）と認証を得た機関の欧州登録制度の発足を指示した。高
等教育機関は、欧州登録制度に登録された機関を選ぶことが自国政府
によって認められることになる。

これは、階層化した欧州高等教育圏に適合する。国際的レベルの機関
もあれば、地域や地方レベルがふさわしい機関、研究大学を認定する機
関、教育専門の機関もある。

European developments – Supranational influences
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Higher education policies are influenced by supranational 
organisations such as the OECD and the World Bank. In Europe the
World Bank does not seem to have much influence at present, but 
there is an important role played by the European Union and the 
European Commission.

The legal basis for Community intervention in higher education tends 
to be weak, as Education has always been considered an area of 
national sensitivity (Gornitzka, 2009). Yet, the European Community is 
increasing its role in education, and particularly in higher education. 
The main vehicles for re-defining the Community’s role in this domain 
are the implementation of the Bologna process and the Lisbon 
strategy.

ヨーロッパの動向 – 超国家的影響
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高等教育に関する政策は、OECDや世界銀行等の超国家組織の影

響を受ける。現在、ヨーロッパにおける世界銀行の影響力はあまり大
きくないようにみえるが、欧州連合と欧州委員会は重要な役割を果た
している。

高等教育に欧州共同体が介入する法的根拠は決して強くはない。
教育は、国内的な影響を受ける分野と考えられてきた。(Gornitzka, 
2009) しかし、欧州共同体は、教育、特に高等教育で果たす役割を拡

大している。この領域における共同体の役割の再定義では、ボローニ
ャ・プロセスとリスボン戦略の実施が主な手段として用いられる。
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The creeping competence of the Community was substantially 
bolstered by the way European legal and political documents are 
drafted. Careful drafting, allied to delicately weighed wording, are 
designed to pass lightly over and around the incapacity of member 
states to agree on essential goals and priorities (Dehousse 2005). 

The Bologna Declaration was a heaven-sent opportunity for the 
Community to expand its influence. The Commission was quick to 
assume a central role in the Bologna process, a role that acquired a 
particular consistency by associating Bologna with the Lisbon 
strategy that is dominated by an economic rationale. 
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共同体の権限は目立たないが、ヨーロッパの法的・政治的文書の作成
を通じて大幅に増強されている。きめ細かく検討した文言で慎重に作
成した文書は、加盟国間で回覧され、基本目標と優先順位について合
意に達した。(Dehousse 2005)

ボローニャ宣言は、共同体がその影響力を高める上で願ってもない絶
好のきっかけとなった。ボローニャ・プロセスでは、欧州委員会がいち早
く中心的役割を果たした。経済合理性が重要な要素となっているリスボ
ン戦略とボローニャ宣言を結びつけることで、整合性を確保するという
役割である。
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By claiming that universities were an indispensable component in
the new knowledge society and a fundamental tool of the Lisbon 
strategy, the Commission insinuated itself into a position of 
legitimacy to intervene in the areas of research, innovation and
higher education, the three sides of that self-same triangle the 
Commission proposed to bring together in the shape of that new 
supranational institution, the European Institute of Technology (EIT). 

The new (EIT) model exalts a university that is dynamic and adaptive 
to consumers and that gives priority to innovation, entrepreneurship 
and market orientation (Olsen and Maassen 2007).
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欧州委員会は、大学は新たな知識社会にとって不可欠な要素であり、
リスボン戦略の基本ツールであると主張することで、研究、改革及び高
等教育の分野に介入する正当性を徐々に獲得していった。研究、改革
、高等教育という三角形の三辺をまとめることで、欧州工科大学院
(EIT)という新しい超国家機関が誕生した。

新しい欧州工科大学院(EIT) モデルから、ダイナミックで消費者に適応
し、改革、起業精神を奨励し、市場指向性のある大学が誕生した。
(Olsen and Maassen 2007)
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The OECD has acquired a strong capacity for coordination by dint of 
organizing procedures and handling the treatment of their outcome. 
This, in turn, shapes the initiatives and options that may be 
entertained in a particular field of policy. (Martens, et al., 2004).

Governance by opinion forming is a clear expression of the capacity 
of an international organization to initiate and influence national 
discourses (Martens et al., 2004) and complements the coordination 
capacity.
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OECDは、 手続きの体系化と成果処理によって、強力な調整能力を獲

得した。これから、特定政策分野で活用できるイニシアティブとオプショ
ンが形成される。(Martens, et al., 2004)

世論形成によるガバナンスは、国が進む方向を決め、それに影響を与え
る国際機関の能力を表現し(Martens et al., 2004) 、その調整能力を補

完する。
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OECD’s influence flows from laying down a set of distinctive norms 
and practices, grounded in what is desirable and appropriate for
liberal, market-friendly, economic policies (Henderson, 1993). It sets 
out the role institutions should assume in developing and handing 
on those norms that cause actors in a given community to switch to 
the logic of appropriateness (March and Olsen, 1989). And 
appropriateness exists largely in the short-term.

OECD has been using both the mechanisms and procedures involved 
in creating ‘soft law’, though it did not use this specific term (OECD, 
2002). These include sophisticated means of knowledge generation, 
production and sharing, the identification by means of cross national 
rankings of ‘leaders’ and ‘laggards’ amongst those systems taking 
OECD norms and recommended practices on board (March and Olsen, 
1998). Peer pressures to conform and reform are at the heart of the 
OECD’s effectiveness (OECD, 2004).
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OECDの影響力は、市場に優しい自由な経済政策にふさわしい内容の
規範と慣行の設定に由来する (Henderson, 1993)。コミュニティのメン

バーを適切性という論理に転換させる規範の作成と実施に教育機関が
果たすべき役割を設定する。 (March and Olsen, 1989) 適切性
(appropriateness)は短期的なものが多い。

OECDは、「ソフトロー」を作成するメカニズムと手続きの両方を使用して
きたが、この言葉は用いていない。(OECD, 2002) ここには、知識の

創出、作成、共有といった高度な手段や、国境を超えたランキングによ
って、OECDの規範や推奨案を実践している教育システムから「先導的
システム(leader)」と「怠慢なシステム(laggard)」を選び出す方法が含
まれる。 (March and Olsen, 1998) 順守と改革を求める周囲（仲間）
からの圧力が、OECDの有効性の中核である。(OECD, 2004)
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When comparing the forms of governance of the OECD and the EU in
the field of education it is possible to conclude that the two 
organisations are using similar forms of governance today (Martens 
et al., 2004). For both organisations working with ‘opinion formation’
and with ‘coordination’ seems to be the strongest forms of 
exercising influence. 

As education has always been a matter of national sensitivity, reserved 
by the treaties of the Union to come under the sole responsibility of 
national governments, the EU cannot use legal instruments and needs 
to resort to soft law mechanisms (the Open Method of Coordination). 
Perhaps, the Bologna process might become a good useful to analyse 
how far soft law mechanisms can be effective.
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教育分野におけるOECDとEUのガバナンス形式を比較すると、どちら
の組織も、現在は、同じようなガバナンス形式を用いているといえる。
(Martens et al., 2004) 両組織にとって「世論の形成」と「調整」を軸とす

る業務は、影響を行使するための最強の形式であると思われる。

教育は国内的影響を受けやすく、欧州連合の条約により各国政府だけ
が責任を負うことになっている。したがって、EUは法的手段が使えず、

ソフトローのメカニズムに頼らざるを得ない（裁量的政策調整）。ボロー
ニャ・プロセスは、ソフトロー・プロセスの有効性分析に大いに役立つと
思われる。
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A convergence of European reforms

A neo-liberal paradox and the new stakeholder society

Isomorphic influences: EU, OECD, globalisationIsomorphic influences: EU, OECD, globalisation; the IEP programme

New control mechanisms: funding, quality, external stakeholders

Markets; increased autonomy; changes in governance

What will be the consequences of the present financial crisis?
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ヨーロッパの高等教育改革の収束性

新自由主義的パラドックスと新しいステークホルダー社会

同じ形の影響力 ：EU, OECD, グローバリゼーション;  IEP プログラム

新しい規制メカニズム: 資金供与、質、外部ステークホルダー

市場; 自治権の増大; ガバナンスの変化

現在の金融危機はいかなる結果をもたらすか？
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The Portuguese access policies in the last 30 years can be classified 
into three time (and political) periods: ‘more is better’, ‘more is a 
problem’ and ‘more but different’ (Magalhães, Amaral and Tavares, 
2007). 

The Portuguese higher education system can be characterised as a
mass system, as the gross participation rate in both universities and 
polytechnics, public and private, is over 50%.

Recently, under the simultaneous pressure of demographic 
decreasing of the population potentially involved with higher 
education and of financial stringency, higher education institutions, 
both public and private, have started to compete for students, while 
responding to an increasing social demand for more diversified 
higher education. 

はじめに
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過去30年間のポルトガルのアクセス政策は、3つの期間（と政治的期間

）に分類される。すなわち、「より多く」「より多くが課題」そして「より多く、
しかし異なる」に分類される。(Magalhães, Amaral and Tavares, 
2007)

ポルトガルの高等教育システムは、公立私立を問わず大学も工科大学
も参加率は50%以上と非常に高く、マスシステムという特徴がある。

最近では、高等教育に深く影響する可能性のある人口減少と財政圧迫
という圧力を受け、公立、私立を問わず、高等教育機関は学生の争奪
戦を始めているが、より多様な高等教育を求める要請の高まりにも対応
している。
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Year Number of HEIs
Total 

enrollment(10,000)
New entrants(10,000)

Average 
enrollment per 

HEI

1998 1022 340.9 108.4 3336 

1999 1071 413.4 159.7 3860 

2000 1041 556.1 220.6 5342 

2001 1225 719.1 268.3 5870 

2002 1396 903.4 320.5 6471 

2003 1552 1108.6 382.2 7143 

2004 1731 1333.5 447.3 7704 

2005 1972 1561.78 504.46 7920 

2006 1867 1738.84 546.05 9314 

年 高等教育機関数 総在籍数（10,000） 新規入学者(10,000)
高等教育機関あたり

の平均在籍数

1998 1022 340.9 108.4 3336 

1999 1071 413.4 159.7 3860 

2000 1041 556.1 220.6 5342 

2001 1225 719.1 268.3 5870 

2002 1396 903.4 320.5 6471 

2003 1552 1108.6 382.2 7143 

2004 1731 1333.5 447.3 7704 

2005 1972 1561.78 504.46 7920 

2006 1867 1738.84 546.05 9314 
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II. Reforms and Consequences

Reforms since the 1990s:
(1) Cost-sharing policies implemented
(2) Development of private HEIs
(3) Increased decentralization to local governments
(4) Prioritize support to elite institutions

II. 改革とその影響

1990年代に始まった改革:

（１） 費用分担政策の実施

（２）私立（民弁）高等教育機関の発展

（３）地方政府への分権化拡大

（４） エリート教育機関への優先的支援

(1) Cost-sharing policies implemented in late 
1990s
• By 1997 all students at public HEIs charged 

tuition and fees.
• Higher Education Law issued in 1998 legalized  

various sources of fund-raising mechanisms, 
e.g. government, society and students (tuition 
and fees).

(1) 1990年代後半に費用分担政策を実施

• 1997年までに全ての公立高等教育機関の全ての学生
に授業料と費用が課された。

• 1998年に公布された高等教育法により、資金調達メカニ
ズムの多様な資金源が合法化された。例：政府、社会、
学生（学納金）

(2) Development of private HEIs
• Private Education Promotion Law issued in 2003: the 

State encourages the development of private 
educational institutions

• In 2006, of total students at 4-year and 2-year 
universities and colleges, students at private 
universities and colleges accounted for 15.92%. 

(2) 私立（民弁）高等教育機関の発展

• 民弁教育促進法を2003年に公布：政府は民営の教育機

関の発展を奨励

• 2006年の時点で、4年制および2年制の総合大学・単科
大学に在籍する全学生のうち、 15.92パーセントが私立

大学の学生
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(3) Increased decentralization to local governments
• Since 1998, around 200 regular HEIs which used to 

belong to central ministries and agencies have been 
transferred to the jurisdiction of local governments.

• The proportion of college enrollment at national HEIs
dropped from 20% in 2000 to 10% in 2006.

(3) 地方政府への分権化拡大

• 1998年以降、約200校の普通高等教育機関が、中央省

庁の所管から地方政府の所管へと移行した。

• 国立高等教育機関における大学入学者の割合が、2000
年の20％から2006年には10％に大きく減少した。

(4) Prioritize support to elite institutions
• Central government expands resources to 

promote  key disciplines and develop  national 
prestigious universities into world class ones , 
so as to further HEIs contribution to 
socioeconomic development.

(4) エリート機関への優先的支援

• 高等教育機関が社会経済的な発展に一層寄与するため
に、中央政府はより多くの資源を投入し、重点研究分野
の推進と一流国立大学の世界レベルへの押し上げを図
っている。

211 Project

Concentrate on  developing 100 HEIs
By the end of 2006, the total investment into “211 
Project” has grown to nearly 30 billion yuan.

211工程（プロジェクト）

高等教育100機関の発展に重点

2006年末までに、211プロジェクトへの総投資額はおよそ
300億元に増大
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985 Project

Develop national prestigious universities into world class 
universities 

Till present,“985 Project” investment totaled over 30 
billion yuan
Supports around 40 HEIs

985工程（プロジェクト）

一流国立大学を世界レベルの大学へと発展

現在までの985プロジェクトの投資総額は、300億元を突破

40の高等教育機関を支援

II-2 CONSEQUENCES OF THE 
REFORMS

Diversity of revenues for HEIS
Expansion and differentiation of the 
Chinese higher education

II-2 改革の影響

高等教育機関の収入の多様性

中国の高等教育の拡大と多様化

Diversity of revenues of HEIs (%)

Year Fiscal Appropriations Tuition and Fees Other Revenues

1998 61.88 14.56 23.56 

1999 60.03 18.30 21.66 

2000 55.75 22.42 21.83 

2001 52.75 25.75 21.50 

2002 50.03 27.92 22.06 

2003 47.79 30.85 21.36 

2004 46.53 32.99 20.48 

2005 44.73 34.29 20.98 

高等教育機関の収入の変化（％）

年 政府支出 学納金 その他の収入

1998 61.88 14.56 23.56 

1999 60.03 18.30 21.66 

2000 55.75 22.42 21.83 

2001 52.75 25.75 21.50 

2002 50.03 27.92 22.06 

2003 47.79 30.85 21.36 

2004 46.53 32.99 20.48 

2005 44.73 34.29 20.98 
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Expansion and differentiation

Worldwide, higher education is 
transformed as it expands
• Expansion is accompanied by 

differentiation
• Development of less selective colleges
• Much of the growth occurs in the second 

tier

拡大と多様化

世界中で高等教育の変化は加速している

• 拡大に伴う多様化

• 非有力大学の発展

• 多くの成長は2番手グループで起きている

Contradictory Forces at work in China: 
Financing 中国における相反する課題: 資金調達

Contradictory Forces at work in China: 
Provision 中国における相反する課題: 教育の提供
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Independent Colleges: Established 
jointly by public regular HEIs and 
social organizations ,other than state 
institutions, or individuals with funds 
from sources other than national 
finance. 
Mistrust and discrimination against 
the “authentic” private HEIs.

25

独立学院:通常の公立高等教育機関と社会
的組織（国家機関を除く）や個人による基金（
国家の財源を除く）により設立される大学

正統な私立高等教育機関に比して、信頼度
が低く、差別されていた

26

Article 7 Regular higher education institutions involved in the 
establishment of independent colleges must have relatively high 
teaching quality, high management level and good conditions for 
running schools, and, generally, have the right to award doctor’s 
degree. 

Article 8 Social organizations involved in the establishment of 
independent colleges shall have the qualification of a legal person. 
Their registered capital shall be not less than 50 million yuan, the 
total assets shall be not less than 300 million yuan, the net assets 
shall be not less than 120 million yuan, and the asset-liability 
ratio shall be not more than 60%. 

Individuals involved in the establishment of independent colleges 
shall have political right and complete civil capacity. The total 
assets of such an individual shall be not less than 300 million 
yuan, among which, monetary capital shall be not less than 120 
million yuan. 

Measures for the Establishment and Administration of 
Independent Colleges (2008)

27

独立学院の設立に関する規定第7条に該当する高等教育機関は、高い教育的

水準、高い経営レベル、学校運営におけるレベルを有しており、博士号の学位授
与を授与する権利を有していなければならない。

独立学院の設立に関する規定第8条に該当する社会的組織は、法人格を有し
ているものとする。それらの登記された資本金は最低5000万元、総資産は最低
3億元、正味財産は最低1億2000万元で負債比率は60％以下とする。

独立学院の設立に係わる個人は参政権と市民としての完全な能力を有してい
るものとする。個人の総資産は最低3億元で貨幣資本は最低１億２０００万元とす
る。

独立学院の設立と運営に対する基準(2008)

28

Downward Drift of First Tier 
Institutions トップグループの高等教育機関の凋落
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Upward drift of third tier institutions: 
• By May 2006, 431 HEIs were newly 

created or expanded through mergence. 
Many 3-year polytechnics merged 
together to create 4-year universities 
and colleges.

31

３番手グループの高等教育機関の躍進: 
• ２００６年５月までに４３１の高等教育機関が新設
または合併により設立された。多くの３年制職業
技術学院は４年制の大学と合併した。

32

Essentially, China is at the cross-
road as to:
• How to handle the relationship between 

the state and the higher education 
sector?

論点、中国は岐路に立っている:
• 国と高等教育セクターの関係を扱う方法は？

III. LATEST POLICY DEVELOPMENTS

Reform of financial assistance policy system for 
economically-disadvantaged students (2007)
Reform of funding mechanisms for national 
universities (2008)
• Policies of financing R&D at national 

universities being reviewed

III. 最新の政策展開

経済的に恵まれない学生に対する財政的援助シス
テムの改革（2007）
国立大学の資金調達メカニズムの改革（2008）
• 国立大学における研究開発資金政策の見直し
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1 Reform of financial assistance policy system for 
economically-disadvantaged students

The State Council implemented new policy for student 
financial aid in 2007 (Opinions on Establishing and 
Improving the Policies for Subsidizing Students in 
Universities of Regular Undergraduate Education, Post-
secondary Vocational Schools and Secondary 
Vocational Schools from Families with Financial 
Difficulties). 

1 経済的に恵まれない学生に対する財政支援政策
システムの改革

国務院は2007年に学生への学資援助について、新しい政

策を実施（普通学部教育を行う大学、中等後教育の職業学
校等、中等専門学校の各学校に在籍する貧困家庭の学生
に対する助成政策の確立と改善に関する意見）

Student Aid Distribution by Type: 2001-2006 

(Unit:10,000 students, 0.1 billion RMB）

2001 2002 2003 2004 2005 2006

Student Amount Student Amount Student Amount Student Amount Student Amount Student Amount

Grant, Scholarship 295 22 366 26 450 33 505 45 657 62 600 65

Institutional 
interest-free loan 20 5 19 5 23 6 11 4 8 2 8 2

National student 
loan 27 24 25 20 26 20 37 32 92 76 86 80

Work-study 79 4 124 8 150 139 9 184 10 160 13

Subsidy for needy 
Student 77 3 78 4 90 4 99 5 122 7 167 9

Tuition reduction 
or waiver 14 2 17 3 20 4 23 6 27 6 23 5

Food subsidy 542 18 431 14 393 13 516 13

Green channel 18 23 28 29 39 52

In Total 530 60 704 84 787 67 1274 115 1522 176 1612 187

形態別学生援助金の配分：2001～2006年

（単位：10,000人、1億元）

2001 2002 2003 2004 2005 2006

学生数 金額 学生数 金額 学生数 金額 学生数 金額 学生数 金額 学生数 金額

助成金、奨学金 295 22 366 26 450 33 505 45 657 62 600 65

教育機関からの無
利子貸付

20 5 19 5 23 6 11 4 8 2 8 2

政府の学費貸付 27 24 25 20 26 20 37 32 92 76 86 80

勤労学習 79 4 124 8 150 139 9 184 10 160 13

貧困学生助成金 77 3 78 4 90 4 99 5 122 7 167 9

授業料減免・猶予 14 2 17 3 20 4 23 6 27 6 23 5

食費助成金 542 18 431 14 393 13 516 13

グリーンチャンネル 18 23 28 29 39 52

合計 530 60 704 84 787 67 1274 115 1522 176 1612 187

42
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The financial aid policy required government should 
allocate $7.1 billion earmarked fund annually for student 
financial aid (including aid for students in vocational 
middle schools) since Fall of 2008. 

43

財政支援政策は、政府が2008年秋以降、学資援助（中等専
門学校学生を対象とする援助を含む）として年間71億ドルの

特定財源を割り当てることを求めている。

44

(1) Centrally financed national scholarship: awarding 50,000 
outstanding students annually  
(2) Central and locally co-established national Lizhi 
(encouragement) scholarship: annually benefiting 520,000 
economically-disadvantaged students, 3% of all HEI 
students.
(3) Improve national grants: annually financing 3.4 million 
economically-needy students, 20% of all HEI students
(4) Implement the recently-introduced national student loans 
policy 

(1) 中央政府拠出による国家奨学金：年間50,000人の優秀な学

生に供与

(2) 中央・地方政府によって共同設立された国家奨励［Lizhi］
奨学金：1年間に、経済的に恵まれない学生520,000人（高等

教育機関の全学生の3％に相当）に給付

(3) 国家補助金の改善：1年間に、貧困学生340万人（高等教育

機関の全学生の20％に相当）を助成

(4) 近年導入された国の学資貸付政策を実施

Four types of student loans
• (1) Commercial bank loan from agency in university 

region  
• (2) Rural Credit Cooperative loan from agency in 

household region  
• (3) China Development Bank (policy bank) loan from 

agency in university region  
• (4) China Development Bank (policy bank) loan from 

agency in household region   

47

４種類の学費貸付

• (1) 大学所在地域にある機関からの商業銀行ローン

• (2) 世帯所在地域にある機関からの農村信用組合ローン

• (3) 大学所在地域にある機関からの国家開発銀行（政策

金融機関）ローン

• (4) 世帯所在地域にある機関からの国家開発銀行（政策

金融機関）ローン

48
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II-2 Reform of funding mechanisms for national 
universities implemented (2008)

Guiding principles:
• The design of financial incentives should take into consideration 

the functions of universities and colleges and different fields of 
studies and academic disciplines. 

• The design should shift from the existing practice of taking 
university as a whole as a target unit to laying emphasis on 
function components of HEIs, i.e., teaching, research, and social 
services.

• Replace the relatively “flat” funding formula schemes with a more 
flexible system that can be more reflective of training costs, 
training quality of HEIs, and labor market demand. 

• To increase financial support for R&D at the first tier higher 
education institutions with more non-competitive funding.

II-2 国立大学への資金配分メカニズムの改革（2008）

指針：
• 財務的インセンティブ制度を設計するにあたっては、大学の機能およ

びさまざまな研究・学問の分野を考慮に入れなければならない。

• その制度設計は、大学全体をひとつの対象単位とみなす既存の方
法から、高等教育機関の機能要素（教育、研究、社会サービス）ごと
に重点をおく方法へ移行しなければならない。

• ほぼ「一律」の現行資金配分計算式を、教育訓練のコスト、高等教育
機関の教育訓練の質、労働市場の需要を反映できる柔軟性のある
システムに切り替える。

• トップレベルの高等教育機関に対する研究開発への資金援助を、競
争の少ない資金提供方法によって増やす。

To increase financial support for R&D at the first 
tier higher education institutions with more non-

competitive funding: very complicated

So-called “segregation of the scientific research and education 
systems”
In 2005, of the total 245billion RMB government funding for R&D,
65.96% went to research institutions, only 20.62% to HEIs.

非競争的な資金調達によりトップグループの高等
教育機関に対して研究開発の財政支援を増やす：
非常に複雑

いわゆる科学研究と教育システムの乖離

2005年には、研究開発のための総額２４５0億元の政府による資金供給の６５．
９６％は研究機関に用いられ、高等教育機関には20.62％であった。

IV. Reform Initiatives under Discussion

The 12-year (2009-20) education plan (State Mid-term 
and Long-term Education Development and Reform 
Plan) under formulation
• Public opinions being sought
• Expected to complete by the end of the year

Ⅳ. 現在検討されている改革イニシアティブ

教育12年（2009～2020年）計画（国家中長期教育発展改革

計画）を策定中

• 世論を追求

• 年度末までの策定完了を予定
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Thank You! ご静聴ありがとうございました！
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養

を
身

に
つ
け
る

(4
2%

)

家
族
か
ら
離
れ
る

(2
1%

)
S

ou
rc

e:
  U

C
LA

 H
ig

he
r E

du
ca

tio
n 

R
es

ea
rc

h 
In

st
itu

te
, T

he
 A

m
er

ic
an

 F
re

sh
m

an
: N

at
io

na
l N

or
m

s 
fo

r F
al

l 2
00

6

－219－



W
ha

t i
s 

A
m

er
ic

an
 h

ig
he

r e
du

ca
tio

n 
ab

ou
t?

Ac
ad

em
ic

 p
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r c
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C
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ar
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 c
om

pl
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Be
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St
ud

en
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g
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l c
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s 
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e 

pr
ov
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ed
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 n
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 g
ra

de
d

S
ou

rc
e:

  M
ea

su
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g 
U

p 
20

08
: T

he
 S

ta
te

-b
y-

S
ta

te
 R

ep
or

t C
ar

d 
fo

r H
ig

he
r E

du
ca

tio
n

N
at

io
na

l p
er

sp
ec

ti
ve

s
N

at
io

na
l p

er
sp

ec
ti

ve
s

M
ea

su
ri

ng
 U

p,
 a

 b
ie

nn
ia

l 
na

ti
on

al
 r

ep
or

t 
ca

rd
 o

n 
Am

er
ic

an
 

M
ea

su
ri

ng
 U

p,
 a

 b
ie

nn
ia

l 
na

ti
on

al
 r

ep
or

t 
ca

rd
 o

n 
Am

er
ic

an
 

hi
gh

er
 e

du
ca

ti
on

, 
gr

ad
es

 t
he

 n
at

io
n 

an
d 

th
e 

50
 s

ta
te

s 
hi

gh
er

 e
du

ca
ti

on
, 

gr
ad

es
 t

he
 n

at
io

n 
an

d 
th

e 
50

 s
ta

te
s 

in
di

vi
du

al
ly

 i
n 

th
e 

fo
ll

ow
in

g 
ar

ea
s

in
di

vi
du

al
ly

 i
n 

th
e 

fo
ll

ow
in

g 
ar

ea
s

ア
メ
リ
カ
高

等
教

育
と
は

？

大
学
教
育
の
水
準
と
比
較
し
た
高
校
生
の
学
力
レ
ベ
ル

大
学

進
学
・
参

加
状
況

家
計
と
学
費
の
関
連
性

大
学
卒
業
状
況

社
会
に
対
す
る
利
益

学
生
の
学
生
状
況

M
ea

su
ri

ng
 U

p
M

ea
su

ri
ng

 U
p
はは
国
際
比
較
も
行
っ
て
い
る
が
他
の
国
を
評
価
は
し
て
い
な
い

S
ou

rc
e:

  M
ea

su
rin

g 
U

p 
20

08
: T

he
 S

ta
te

-b
y-

S
ta

te
 R

ep
or

t C
ar

d 
fo

r H
ig

he
r E

du
ca

tio
n

国
の

観
点

国
の

観
点

““
M

ea
su

ri
ng

 U
p

M
ea

su
ri

ng
 U

p
””
, , 
２
年
に
一
度

発
行

さ
れ

る
ア
メ
リ
カ
高
等

教
育

の
評

価
リ
ポ
ー

２
年
に
一
度

発
行

さ
れ

る
ア
メ
リ
カ
高
等

教
育

の
評

価
リ
ポ
ー

ト
。
ア
メ
リ
カ
合

衆
国

な
ら
び
に
５
０
州
の
高

等
教

育
状

況
を
以
下

の
観

点
か

ら
評

価
ト
。
ア
メ
リ
カ
合

衆
国

な
ら
び
に
５
０
州
の
高

等
教

育
状

況
を
以
下

の
観

点
か

ら
評

価
す
る
リ
ポ
ー
ト
。

す
る
リ
ポ
ー
ト
。

W
ha

t i
s 

A
m

er
ic

an
 h

ig
he

r e
du

ca
tio

n 
ab

ou
t?

St
at

es
’f

is
ca

l c
ris

es

Tu
iti

on
 p

ric
es

 a
nd

 tu
iti

on
 p

ol
ic

y

St
at

e 
st

ud
en

t g
ra

nt
 a

id
 p

ro
gr

am
s

En
ro

llm
en

t c
ap

ac
ity

Im
pl

em
en

ta
tio

n 
of

 th
e 

H
ig

he
r E

du
ca

tio
n 

O
pp

or
tu

ni
ty

 A
ct

 

Th
e 

in
co

m
in

g 
O

ba
m

a 
ad

m
in

is
tra

tio
n

C
ol

le
ge

 re
ad

in
es

s

Ve
te

ra
ns

’e
du

ca
tio

n

U
nd

oc
um

en
te

d 
st

ud
en

ts

Su
st

ai
na

bi
lit

y

S
ou

rc
e:

  A
m

er
ic

an
 A

ss
oc

ia
tio

n 
of

 S
ta

te
 C

ol
le

ge
s 

an
d 

U
ni

ve
rs

iti
es

St
at

e 
po

lic
y 

pe
rs

pe
ct

iv
es

: 
im

m
ed

ia
te

 c
on

ce
rn

s
St

at
e 

po
lic

y 
pe

rs
pe

ct
iv

es
: 

im
m

ed
ia

te
 c

on
ce

rn
s

T
op

 1
0 

st
at

e 
hi

gh
er

 e
du

ca
ti

on
 p

ol
ic

y 
is

su
es

 f
or

 2
00

9
T

op
 1

0 
st

at
e 

hi
gh

er
 e

du
ca

ti
on

 p
ol

ic
y 

is
su

es
 f

or
 2

00
9

ア
メ
リ
カ
高

等
教

育
と
は

？

州
の
財
政
危
機

高
学
費
と
学
費
政
策

州
の
奨
学
金
制
度
（
給
付
の
奨
学
金
、
ロ
ー
ン
は
含
ま
れ
な
い
）

学
生
定
員
数

１

H
ig

he
r E

du
ca

tio
n 

O
pp

or
tu

ni
ty

 A
ct

2 の
実
行

オ
バ
マ
政
権
の
影
響

高
校
生
の
学
力
水
準
と
大
学
の
教
育
水
準
の
ギ
ャ
ッ
プ

軍
隊
出
身
学
生
の
教
育

不
法
移
民
家
庭
出
身
の
学
生
の
教
育

３

（
エ
ネ
ル

ギ
ー
資

源
な
ど
の

）
持
続

可
能

な
利
用

S
ou

rc
e:

  A
m

er
ic

an
 A

ss
oc

ia
tio

n 
of

 S
ta

te
 C

ol
le

ge
s 

an
d 

U
ni

ve
rs

iti
es

州
政

府
の

観
点

州
政

府
の

観
点

: : 
目

の
前

に
あ
る
課

題
目

の
前

に
あ
る
課

題

州
高
等

教
育

政
策

の
重

要
課

題
ト
ッ
プ
１
０

州
高
等

教
育

政
策

の
重

要
課

題
ト
ッ
プ
１
０

注
：

１
．
ア
メ
リ
カ
の

い
く
つ
か

の
州

は
移

民
に
よ
る
人

口
の

増
大

に
よ
っ
て
学

生
数

が
急

増
し
て

い
る
地
域
が
あ
り
、
大
学
定
員

数
が
学
生
数
を
下
回
る
と
い
う

事
態
に
直
面
し
て
い
る
州
が

あ
る
。

２
．
連

邦
政

府
の

高
等

教
育

へ
の

関
わ

り
方

を
定

め
た
法

律
。
昨

年
新

た
に
更

新
さ
れ

た
。

各
大

学
は

連
邦

政
府

の
奨

学
金

プ
ロ
グ
ラ
ム
・
お
よ
び
研

究
グ
ラ
ン
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
に

参
加
す
る
た
め
に
、

H
E

A
に

よ
っ
て
定

め
ら
れ

た
様

々
な
規

制
や
ル
ー
ル
な
ど
に
従
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
州
政
府

の
役

割
は

、
各

大
学

が
今

回
新

た
に
定

め
ら
れ

た
ル

ー
ル

を
守

る
よ
う
に
チ
ェ
ッ
ク
す
る
こ
と

に
あ
る
。

３
．
不

法
移

民
の

家
族

出
身

の
子

供
た
ち
の

中
に
は

、
ア
メ

リ
カ
で
生

ま
れ
た
と
し
て
て
も

出
生
証
明
書
を
持
っ
て
い
な

い
ケ
ー
ス
が
多
々

あ
り
、
そ
う

い
う
学

生
を
ど
の

よ
う
に
扱

う
べ
き
か
（
本
来
の
ル

ー
ル
に

従
え
ば
留
学
生
扱

い
と
な
る
）

と
い
う
議

論
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E
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 d

ev
el
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m

en
t

Q
ua

lit
y 

(“
ac

ad
em

ic
 e

xc
el

le
nc

e”
)

P
ar

tn
er

sh
ip

s

w
ith

 s
ec

on
da

ry
 s

ch
oo

ls
, p

riv
at

e 
co

lle
ge

s,
 s

ta
te

 g
ov

er
no

r, 
st

at
e 

le
gi

sl
at

ur
e,

 a
nd

 b
us

in
es

s 
co

m
m

un
ity

St
at

e 
po

lic
y 

pe
rs

pe
ct

iv
es

: 
pe

re
nn
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l c

on
ce

rn
s

St
at

e 
po

lic
y 

pe
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pe
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iv
es

: 
pe
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nn
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rn
s

S
ou

rc
e:

  R
ev

ie
w

 o
f s

el
ec

te
d 

st
at

e 
m

as
te

r p
la

ns

ア
メ
リ
カ
高

等
教

育
と
は

？

労
働

者
の

教
育

・
供

給

経
済

発
展

（
雇

用
の

創
出

）

大
学
の
質

(“
ac

ad
em

ic
 e

xc
el

le
nc

e”
)

各
界

と
の

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

中
・
高

等
学

校
, 私

立
大
学

, 州
知
事

, 州
議
会
議
員

, 民
間
企
業

州
政

策
の

観
点

州
政

策
の

観
点

: : 
常

に
あ
る
課

題
常

に
あ
る
課

題

S
ou

rc
e:

  R
ev

ie
w

 o
f s

el
ec

te
d 

st
at

e 
m

as
te

r p
la

ns

W
ha

t i
s 

A
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ou
t?

St
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es
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pe
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nn
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l c
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ce

rn
s

St
at

e 
po

lic
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pe
rs

pe
ct

iv
es

: 
pe

re
nn

ia
l c

on
ce

rn
s

Ac
ce

ss D
iv

er
si

ty
, e

qu
ity

, r
ed

uc
e 

pa
rti

ci
pa

tio
n 

ga
ps

 

Pr
od

uc
tiv

ity

G
ra

du
at

e 
m

or
e 

st
ud

en
ts

Im
pr

ov
e 

gr
ad

ua
tio

n 
ra

te
s

Ac
hi

ev
e 

(o
r a

pp
ro

ac
h)

 a
 “s

ea
m

le
ss

”e
du

ca
tio

na
l s

ys
te

m

•I
m

pr
ov

e 
ac

ad
em

ic
 p

re
pa

ra
tio

n

•R
ea

ch
 o

ut
 to

 s
tru

gg
lin

g 
se

co
nd

ar
y 

sc
ho

ol
s

•I
m

pr
ov

e 
ar

tic
ul

at
io

n 
be

tw
ee

n 
2-

ye
ar

 a
nd

 4
-y

ea
r 

in
st

itu
tio

ns

S
ou

rc
e:

  R
ev

ie
w

 o
f s

el
ec

te
d 

st
at

e 
m

as
te

r p
la

ns

ア
メ
リ
カ
高

等
教

育
と
は

？

州
政

策
の

観
点

州
政

策
の

観
点

: : 
常

に
あ
る
課

題
常

に
あ
る
課

題

教
育

機
会

均
等

・
平

等

多
様

性
と
公

平
さ
の

追
求

。
性

別
、
人

種
、
そ
の
他

学
生

の
出

自
の

違
う

グ
ル

ー
プ
間

に
見

ら
れ

る
大

学
進

学
率

の
差

を
な
く
す
。

生
産

性 よ
り
多

く
の

学
生
を
卒

業
さ
せ

る

卒
業

率
の
増
加

相
互

補
完

的
か

つ
有

機
的

な
教

育
シ
ス
テ
ム
の

構
築

•初
等

・
中

等
教

育
の

学
力

水
準

の
向

上

•問
題

を
抱

え
て
い
る
中

学
・
高

校
へ

の
大

学
か

ら
の

支
援

•２
年
制
大
学
と
４
年
制
大
学
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
関
す
る
合
意
の
形

成
（
Ar

tic
ul

at
io

n１
)

S
ou

rc
e:

  R
ev

ie
w

 o
f s

el
ec

te
d 

st
at

e 
m

as
te

r p
la

ns

注
：

１
．
現

在
ア
メ
リ
カ
の

抱
え
る

問
題

の
ひ
と
つ
と
し
て
、
同

じ
州

内
に
あ
る
パ

ブ
リ
ッ
ク
大

学
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
前

に
在
籍
し
て
い
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

カ
レ
ッ
ジ
で
取

得
し
た
単

位
が

ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
先

の
４
年

制
の
大
学
で
認
め
ら
れ
な
い
と
い

う
問

題
が

あ
る
。
そ
の

カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
の
不

整
合
性
に
関

わ
る
問

題
を

Ar
tic

ul
at

io
n 

Is
su

e 
と
呼

ぶ
。
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 m
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st

ud
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, 

of
fic

e 
ho

ur
s

St
ud

en
ts

 –
tim

e 
to

 d
eg

re
e,

 “e
xc

es
s 

ho
ur

s”

Em
er

gi
ng

 a
pp

ro
ac

h

G
oa

l-o
rie

nt
ed

D
eg

re
e 

pr
od

uc
tiv

ity
 –

“p
ro

du
ci

ng
 m

or
e 

po
st

se
co

nd
ar

y 
ce

rti
fic

at
es

 a
nd

 d
eg

re
es

 fo
r t

he
 m
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d.
”

S
ou

rc
e:

  R
ev

ie
w

 o
f s

el
ec

te
d 

st
at

e 
m

as
te

r p
la

ns

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

““ 生
産

性
生

産
性

”” の
定

義
お
よ
び
そ
の

向
上

の
為

の
ア
プ
ロ
ー
チ
の

変
化

の
定

義
お
よ
び
そ
の

向
上

の
為

の
ア
プ
ロ
ー
チ
の

変
化

過
去

の
動

向

プ
ロ
セ
ス
（
例

：
組

織
運
営

）
の

生
産

性
の

向
上

に
よ
り
焦

点
が

当
て
ら
れ
た

教
員

–
例

：
よ
り
多

く
の
授

業
を
担

当
し
、
よ
り
多

く
の

学
生

を
教

え
、
オ
フ
ィ

ス
ア
ワ
ー
を
多
く
す
る

学
生

－
例

：
学

位
取

得
に
要

し
た
時

間
、
「
超

過
時

間
」

最
近

の
動

向

ゴ
ー
ル
重
視

学
位

生
産
力
の
向
上
（
D

eg
re

e 
pr

od
uc

tiv
ity
）

–
“支

出
レ
ベ
ル

を
変

え
ず

に
学

位
保

持
者

を
増

や
す

”

S
ou

rc
e:

  R
ev

ie
w

 o
f s

el
ec

te
d 

st
at

e 
m

as
te

r p
la

ns

01
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

Canada 
Japan
Korea
Sweden 

Belgium
Ireland
Norway
United States 
Spain
France 
Finland

Australia 
Denmark 
United Kingdom
Netherlands
Iceland
Luxembourg 
Switzerland
New Zealand 

Greece
Poland
Germany
Austria
Mexico
Hungary 
Portugal 

Italy 
Slovak Republic
Czech Republic 
Turkey 

2
5
-3

4
 y

ea
r 

o
ld

s

4
5
-5

4
 y

ea
r 

o
ld

s

S
ou

rc
e:

 O
rg

an
is

at
io

n 
of

 E
co

no
m

ic
 C

oo
pe

ra
tio

n 
& 

D
ev

el
op

m
en

t (
O

E
C

D
), 

Ed
uc

at
io

n 
at

 a
 G

la
nc

e 
20

06

D
if

fe
re

nc
es

 in
 c

ol
le

ge
 a

tt
ai

nm
en

t 
(2

D
if

fe
re

nc
es

 in
 c

ol
le

ge
 a

tt
ai

nm
en

t 
(2

-- y
ea

r 
de

gr
ee

s 
an

d 
ye

ar
 d

eg
re

es
 a

nd
 

hi
gh

er
) 

be
tw

ee
n 

yo
un

ge
r 

an
d 

ol
de

r 
ad

ul
ts

, 
U

.S
. 

an
d 

O
EC

D
hi

gh
er

) 
be

tw
ee

n 
yo

un
ge

r 
an

d 
ol

de
r 

ad
ul

ts
, 

U
.S

. 
an

d 
O

EC
D

Th
e 

U
.S

. s
til

l r
an

ks
 

am
on

g 
th

e 
to

p 
10

 
O

E
C

D
 c

ou
nt

rie
s 

in
 

th
e 

ed
uc

at
io

na
l 

at
ta

in
m

en
t o

f i
ts

 
ci

tiz
en

s.

H
ow

ev
er

, t
he

 U
.S

. i
s 

on
e 

of
 o

nl
y 

tw
o 

O
E

C
D

 c
ou

nt
rie

s 
w

ho
se

 y
ou

ng
er

 
w

or
ki

ng
 a

du
lts

 a
re

 
le

ss
 w

el
l-e

du
ca

te
d 

th
an

 o
ld

er
 w

or
ke

rs
.

Th
is

 is
 a

n 
un

te
na

bl
e 

si
tu

at
io

n 
fo

r f
ut

ur
e 

ec
on

om
ic

 v
ia

bi
lit

y 
an

d 
in

te
rn

at
io

na
l 

co
m

pe
tit

iv
en

es
s.

 

Th
e 

ca
se

 fo
r i

m
pr

ov
ed

 p
ro

du
ct

iv
ity

: 
th

e 
“c

om
pe

tit
iv

en
es

s”
ar

gu
m

en
t

01
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

Canada 
Japan
Korea
Sweden 

Belgium
Ireland
Norway
United States 
Spain
France 
Finland

Australia 
Denmark 
United Kingdom
Netherlands
Iceland
Luxembourg 
Switzerland
New Zealand 

Greece
Poland
Germany
Austria
Mexico
Hungary 
Portugal 

Italy 
Slovak Republic
Czech Republic 
Turkey 

2
5
-3

4
 y

ea
r 

o
ld

s

4
5
-5

4
 y

ea
r 

o
ld

s

S
ou

rc
e:

 O
rg

an
is

at
io

n
of

 E
co

no
m

ic
 C

oo
pe

ra
tio

n 
& 

D
ev

el
op

m
en

t (
O

E
C

D
), 

Ed
uc

at
io

n 
at

 a
 G

la
nc

e 
20

06

若
年

層
と
年

配
層

人
口

の
最

終
学

歴
の

差
（
准

学
士

以
上

）
ア
メ
リ
カ
お
よ

若
年

層
と
年

配
層

人
口

の
最

終
学

歴
の

差
（
准

学
士

以
上

）
ア
メ
リ
カ
お
よ

びび
O

EC
D

O
EC

D
各

国
各

国

ア
メ
リ
カ
の

市
民

の
最

終
学
歴
人
口
の
水
準
の
高

さ
は

O
EC

D
参
加
国
中
、

１
０
位
に
ラ
ン
ク
さ
れ
て
い

る し
か
し
、
ア
メ
リ
カ
は
若
年

層
の
平
均
教
育
水
準
が

年
配
層
を
下
回
っ
て
い
る
。

こ
れ
と
同
じ
状
況
を
抱
え

る
国
は
ア
メ
リ
カ
以
外
に

は
も
う
１
カ
国
し
か
存
在
し

な
い
。

こ
れ
は
将
来
の
経
済
活

力
な
ら
び
に
国
際
競
争
力

の
維
持
・
発
展
と
い
う
観

点
か
ら
放
置
し
て
お
く
こ
と

は
で
き
な
い
、
受

け
入
れ

が
た
い
事
実
で
あ
る
。

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

: 
“労

働
力

の
競

争
力

向
上

”と
い
う
意

見

－222－



S
ou

rc
e:

 O
rg

an
is

at
io

n 
of

 E
co

no
m

ic
 C

oo
pe

ra
tio

n 
& 

D
ev

el
op

m
en

t (
O

E
C

D
), 

Ed
uc

at
io

n 
at

 a
 G

la
nc

e 
20

06

D
if

fe
re

nc
es

 in
 c

ol
le

ge
 a

tt
ai

nm
en

t 
(2

D
if

fe
re

nc
es

 in
 c

ol
le

ge
 a

tt
ai

nm
en

t 
(2

-- y
ea

r 
de

gr
ee

s 
an

d 
ye

ar
 d

eg
re

es
 a

nd
 

hi
gh

er
) 

be
tw

ee
n 

yo
un

ge
r 

an
d 

ol
de

r 
ad

ul
ts

 in
 t

he
 5

0 
st

at
es

hi
gh

er
) 

be
tw

ee
n 

yo
un

ge
r 

an
d 

ol
de

r 
ad

ul
ts

 in
 t

he
 5

0 
st

at
es

1
5

%

2
5

%

3
5

%

4
5

%

5
5

%

A
g

e
 2

5
-3

4
A

g
e

 4
5

-5
4

Massachusetts
Minnesota
North Dakota
Connecticut
Colorado
New York
New Jersey
Vermont
New Hampshire
Maryland
Nebraska
Illinois
Virginia
Iowa
Rhode Island
South Dakota
Wisconsin
Washington
Pennsylvania
Kansas
Delaware
Hawaii
Utah
United States
Montana
Michigan
North Carolina
Georgia
Ohio
Missouri
Oregon
Wyoming
California
Florida
Maine
Indiana
Idaho
South Carolina
Arizona
Texas
Alabama
Tennessee
Alaska
Oklahoma
Kentucky
New Mexico
Mississippi
Louisiana
West Virginia
Arkansas
Nevada

Th
is

 c
ha

rt 
di

sa
gg

re
ga

te
s 

th
e 

re
su

lts
 o

f t
he

 
pr

ev
io

us
 s

lid
e 

fo
r 

ea
ch

 o
f t

he
 A

m
er

ic
an

 
st

at
es

.

S
ev

er
al

 s
ta

te
s,

 
pa

rti
cu

la
rly

 th
os

e 
w

ith
 

la
rg

e 
im

m
ig

ra
nt

 
po

pu
la

tio
ns

, a
re

 in
 a

 
si

tu
at

io
n 

w
he

re
 

yo
un

ge
r w

or
ki

ng
-a

ge
 

ad
ul

ts
 a

re
 le

ss
 w

el
l-

ed
uc

at
ed

 th
an

 th
ei

r 
m

id
-c

ar
ee

r 
co

un
te

rp
ar

ts
.

W
hi

le
 th

is
 is

 n
ot

 tr
ue

  
of

 T
en

ne
ss

ee
, i

t a
nd

 
m

an
y 

S
ou

th
er

n 
st

at
es

 s
uf

fe
r f

ro
m

 lo
w

 
ed

uc
at

io
na

l 
at

ta
in

m
en

t o
ve

ra
ll.

Th
e 

ca
se

 fo
r i

m
pr

ov
ed

 p
ro

du
ct

iv
ity

: 
th

e 
“c

om
pe

tit
iv

en
es

s”
ar

gu
m

en
t

S
ou

rc
e:

 O
rg

an
is

at
io

n
of

 E
co

no
m

ic
 C

oo
pe

ra
tio

n 
& 

D
ev

el
op

m
en

t (
O

E
C

D
), 

Ed
uc

at
io

n 
at

 a
 G

la
nc

e 
20

06

若
年

層
と
年

配
層

人
口

の
最

終
学

歴
の

差
（
准

学
士

以
上

）
ア
メ
リ
カ
全
国

若
年

層
と
年

配
層

人
口

の
最

終
学

歴
の

差
（
准

学
士

以
上

）
ア
メ
リ
カ
全
国

平
均

お
よ
び
５
０
州

平
均

お
よ
び
５
０
州

1
5

%

2
5

%

3
5

%

4
5

%

5
5

%

A
g

e
 2

5
-3

4
A

g
e

 4
5

-5
4

Massachusetts
Minnesota
North Dakota
Connecticut
Colorado
New York
New Jersey
Vermont
New Hampshire
Maryland
Nebraska
Illinois
Virginia
Iowa
Rhode Island
South Dakota
Wisconsin
Washington
Pennsylvania
Kansas
Delaware
Hawaii
Utah
United States
Montana
Michigan
North Carolina
Georgia
Ohio
Missouri
Oregon
Wyoming
California
Florida
Maine
Indiana
Idaho
South Carolina
Arizona
Texas
Alabama
Tennessee
Alaska
Oklahoma
Kentucky
New Mexico
Mississippi
Louisiana
West Virginia
Arkansas
Nevada

こ
の
図
は
一
つ
前
の
ス
ラ

イ
ド
で
紹
介

し
た
図
を
ア
メ

リ
カ
お
よ
び
５
０
州
に
絞
っ

て
示
し
な
お
し
た
も
の
で

あ
る
。

い
く
つ
か

の
州

、
特
に
大

き
な
移
民
人
口
を
抱
え
る

州
は
若
年
層
が
年
配
層

の
教
育
水
準
を
下
回
る
と

い
う
状
況
下
に
あ
る
。

テ
ネ
シ
ー
州
は
そ
の
よ
う

な
問
題

は
抱

え
て
な
い
も

の
の
、
多
く
の
南
部
の
州

は
（
テ
ネ
シ
ー
州
も
含
め

て
）
人
口
の
教
育
水
準
が

低
い
と
い
う
問
題
に
直
面

し
て
い
る
。

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

: 
“労

働
力

の
競

争
力

向
上

”と
い
う
意

見

0.
9

1.
0

0.
4

0.
5

0.
3

0.
4

0.
3

0.
3

1.
6

1.
5

0.
0

0.
2

0.
4

0.
6

0.
8

1.
0

1.
2

1.
4

1.
6

1.
8

0.
8

0.
9

0.
4

0.
5

0.
3

0.
4

0.
3

0.
4

1.
2

1.
2

Fe
m

al
es

M
al

es

W
h
it
e

Fe
m

al
es

M
al

es

A
fr

ic
an

-A
m

er
ic

an

Fe
m

al
es

M
al

es

H
is

p
an

ic
/L

at
in

o

Fe
m

al
es

M
al

es

N
at

iv
e 

A
m

er
ic

an
/A

K
 N

at
iv

e

Fe
m

al
es

M
al

es

A
si

an
/P

ac
if
ic

 I
sl

an
d
er

N
or

w
ay

C
an

ad
a

B
ac

he
lo

r's
 D

eg
re

e 
or

 H
ig

he
r

A
ll 

C
ol

le
ge

 D
eg

re
es

 (A
ss

oc
ia

te
 o

r H
ig

he
r)

U
.S

. 
In

d
ex

 =
 0

.8
6

U
.S

. 
In

d
ex

 =
 0

.7
7

Ed
uc

at
io

na
l a

tt
ai

nm
en

t 
in

 U
.S

. 
of

 y
ou

ng
 w

or
kf

or
ce

 (
25

Ed
uc

at
io

na
l a

tt
ai

nm
en

t 
in

 U
.S

. 
of

 y
ou

ng
 w

or
kf

or
ce

 (
25

-- 3
4)

 
34

) 
in

de
xe

d 
to

 t
he

 m
os

t
in

de
xe

d 
to

 t
he

 m
os

t --
ed

uc
at

ed
 c

ou
nt

ri
es

, 
20

00
ed

uc
at

ed
 c

ou
nt

ri
es

, 
20

00

S
ou

rc
e:

 N
at

io
na

l C
en

te
r f

or
 H

ig
he

r E
du

ca
tio

n 
M

an
ag

em
en

t S
ys

te
m

s,
fro

m
 U

.S
. C

en
su

s 
B

ur
ea

u 
an

d 
O

E
C

D

H
ig

he
r e

du
ca

tio
n 

in
st

itu
tio

ns
 in

 th
e 

U
.S

. 
w

ou
ld

 n
ee

d 
to

 
pr

od
uc

e 
an

 a
dd

iti
on

al
 

78
1,

00
0 

de
gr

ee
s 

ea
ch

 y
ea

r t
o 

re
ac

h 
th

e 
at

ta
in

m
en

t l
ev

el
s 

of
 th

e 
m

os
t-e

du
ca

te
d 

co
un

tri
es

.

Th
e 

ca
se

 fo
r i

m
pr

ov
ed

 p
ro

du
ct

iv
ity

: 
th

e 
“c

om
pe

tit
iv

en
es

s”
ar

gu
m

en
t

0.
9

1.
0

0.
4

0.
5

0.
3

0.
4

0.
3

0.
3

1.
6

1.
5

0.
0

0.
2

0.
4

0.
6

0.
8

1.
0

1.
2

1.
4

1.
6

1.
8

0.
8

0.
9

0.
4

0.
5

0.
3

0.
4

0.
3

0.
4

1.
2

1.
2

Fe
m

al
es

M
al

es

W
h
it
e

Fe
m

al
es

M
al

es

A
fr

ic
an

-A
m

er
ic

an

Fe
m

al
es

M
al

es

H
is

p
an

ic
/L

at
in

o

Fe
m

al
es

M
al

es

N
at

iv
e 

A
m

er
ic

an
/A

K
 N

at
iv

e

Fe
m

al
es

M
al

es

A
si

an
/P

ac
if
ic

 I
sl

an
d
er

ノ
ル

ウ
ェ
ー

カ
ナ
ダ

学
士

号
以
上

准
学
士
以
上

U
.S

. 
In

d
ex

 =
 0

.8
6

U
.S

. 
In

d
ex

 =
 0

.7
7

ア
メ
リ
カ
の

若
年

成
人
層

（
２
５
－

３
４
歳
）
の

最
終

学
歴

（
人

種
別

）
ア
メ
リ
カ
の

若
年

成
人
層

（
２
５
－

３
４
歳
）
の

最
終

学
歴

（
人

種
別

）

最
も
教

育
水

準
が

高
い
国

と
比

較
し
た
場

合
最

も
教

育
水

準
が

高
い
国

と
比

較
し
た
場

合
, 

20
00

, 
20

00
年年

S
ou

rc
e:

 N
at

io
na

l C
en

te
r f

or
 H

ig
he

r E
du

ca
tio

n 
M

an
ag

em
en

t S
ys

te
m

s,
fro

m
 U

.S
. C

en
su

s 
B

ur
ea

u 
an

d 
O

E
C

D

最
も
教
育
水
準
が
高
い

国
と
同
じ
レ
ベ
ル
に
追
い

つ
く
た
め
に
は
、
ア
メ
リ
カ

高
等
教
育
全
体
と
し
て
、

現
在

の
学

位
輩

出
レ
ベ

ル
に
プ
ラ
ス
７
８
万

１
千
人

の
学
位
を
毎
年
産
出
し
な

け
れ

ば
な
ら
な
い
。

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

: 
“労

働
力

の
競

争
力

向
上

”と
い
う
意

見

－223－



Re
la

ti
on

sh
ip

 b
et

w
ee

n 
ed

uc
at

io
na

l a
tt

ai
nm

en
t,

 p
er

so
na

l 
Re

la
ti

on
sh

ip
 b

et
w

ee
n 

ed
uc

at
io

na
l a

tt
ai

nm
en

t,
 p

er
so

na
l 

in
co

m
e,

 a
nd

 e
co

no
m

ic
 s

tr
en

gt
h

in
co

m
e,

 a
nd

 e
co

no
m

ic
 s

tr
en

gt
h

A
L

A
K

A
Z

A
R

C
A

C
O

C
T

D
E

G
A

IL

IN

IA

K
S

K
Y

L
A

M
E

M
D

M
A

M
S

N
E

N
V

N
J

N
Y

N
C

N
D

O
H

O
K

O
R

P
A

S
C

S
D

U
T

V
TV
A

W
A

ID

M
I

M
N

M
O

N
H

N
M

T
N

T
X

W
V

W
I

W
Y

$
1
5
,0

0
0

$
2
0
,0

0
0

$
2
5
,0

0
0

$
3
0
,0

0
0 1
5
%

2
0
%

2
5
%

3
0
%

3
5
%

4
0
%

P
er

so
n
al

 
In

co
m

e 
P
er

 
C
ap

it
a,

 2
0
0
0

P
er

ce
n
t 

o
f 
A
d
u
lt
s 

A
g
e 

2
5
-6

4
 w

it
h
 a

 B
a
ch

el
o
r’
s 

D
eg

re
e 

o
r 

H
ig

h
er

M
T

H
I
R

I
F
L

U
S

L
o
w

 I
n

co
m

e
, 
H

ig
h

 A
tt

a
in

m
e
n

t
L
o
w

 I
n

co
m

e
, 

L
o
w

 A
tt

a
in

m
e
n

t

H
ig

h
 I

n
co

m
e
, 

H
ig

h
 A

tt
a
in

m
e
n

t
H

ig
h

 I
n

co
m

e
, 

L
o
w

 A
tt

a
in

m
e
n

t

S
ta

te
 N

e
w

 E
co

n
o
m

y 
In

d
e
x 

(2
0
0
2
)

T
op

 T
ie

r
M

id
d
le

 T
ie

r
Lo

w
 T

ie
r

U
ns

ur
pr

is
in

gl
y,

 th
er

e 
is

 a
 p

os
iti

ve
 

re
la

tio
ns

hi
p 

be
tw

ee
n 

st
at

es
’e

du
ca

tio
na

l 
at

ta
in

m
en

t l
ev

el
s 

an
d 

pe
rs

on
al

 in
co

m
e 

pe
r 

ca
pi

ta
.

S
ta

te
s 

w
ith

 th
e 

hi
gh

es
t l

ev
el

s 
of

 
ed

uc
at

io
na

l 
at

ta
in

m
en

t a
re

 a
ls

o 
m

os
t l

ik
el

y 
to

 b
e 

th
os

e 
th

at
 a

re
 w

el
l-

po
si

tio
ne

d 
to

 
co

m
pe

te
 in

 a
 h

ig
h-

te
ch

 k
no

w
le

dg
e-

ba
se

d 
ec

on
om

y.

Th
e 

ca
se

 fo
r i

m
pr

ov
ed

 p
ro

du
ct

iv
ity

: 
th

e 
“p

ub
lic

 b
en

ef
it”

ar
gu

m
en

t

市
民

の
最

終
学

歴
レ
ベ
ル

、
個

人
所

得
、
そ
し
て
経

済
力

の
関

連
性

市
民

の
最

終
学

歴
レ
ベ
ル

、
個

人
所

得
、
そ
し
て
経

済
力

の
関

連
性

A
L

A
K

A
Z

A
R

C
A

C
O

C
T

D
E

G
A

IL

IN

IA

K
S

K
Y

L
A

M
E

M
D

M
A

M
S

N
E

N
V

N
J

N
Y

N
C

N
D

O
H

O
K

O
R

P
A

S
C

S
D

U
T

V
TV
A

W
A

ID

M
I

M
N

M
O

N
H

N
M

T
N

T
X

W
V

W
I

W
Y

$
1
5
,0

0
0

$
2
0
,0

0
0

$
2
5
,0

0
0

$
3
0
,0

0
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5
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0
%
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5
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3
0
%

3
5
%

4
0
%

一
人

当
た
り
個

人
所

得
、
２
０
０
０
年

学
士
号
保
持
者
の

人
口
比
率
（
２
５
－

６
４
歳
人
口
）
, 
２
０
０
０
年

M
T

H
I
R

I
F
L

U
S

低
所
得
、
高
学
歴

低
所
得
、
低
学
歴

高
所
得

, 
高
学
歴

高
所
得
、
低
学
歴
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d
e
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0
0
2
)１

上
位
３
３
％

３
３
％
－
６
６
％

下
位
３
３
％

い
う
ま
で
も
な
く
、
州
の
最

終
学

歴
の

平
均
レ
ベ
ル

と
平
均
個
人
所
得
に
は
強

い
関
連
性
が
存
在
す
る

平
均

最
終

学
歴

の
レ
ベ

ル
が

高
い
州
は

州
内
に

高
度
な
技
術
を
扱
う
知
的

産
業
な
ど
を
よ
り
多
く
擁
し

て
る
ケ
ー
ス
が
多
く
、
経

済
競
争
に
優
位
な
環
境

に
あ
る
。

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

: 
“労

働
力

の
競

争
力

向
上

”と
い
う
意

見

注
：

1.
 情

報
技
術
を
駆
使
し

た
ハ
イ
テ
ク
産
業
な
ど
を

中
心
と
し
た
新
し
い
タ
イ

プ
の
経
済
体
系
を
構
築

す
る
た
め
に
、
各
州
に
お

い
て
ど
れ
く
ら
い
経
済

基
盤
が
整
っ
て
い
る
か
を
評

価
し
た
リ
ポ
ー
ト

ht
tp

://
w

w
w

.it
if.
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S
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7

学
位
保
持
者
に
は
多
大

な
か
つ
永
続
的
な
経
済

利
益
が
存
在
す
る
。
学
士

号
保
持
者
の
累
積
利
益

総
額
は
高
卒
労
働
者
と

比
較
し
て
１
億
円
近
く
高
く

な
る
。

最
終

学
歴

と
個

人
所

得
の

関
連

性
最

終
学

歴
と
個

人
所

得
の

関
連

性

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

: 
「
個

人
の
利

益
向
上

」
と
い
う
意

見

最
終
学
歴
別
個
人
所
得
の
中
間
値

（
２
５
－

６
４
歳

）
、
テ
ネ
シ
ー
州

、
２
０
０
６
年

（
単
位
：ア

メ
リ
カ
ド
ル
）

生
涯
賃
金
（予

測
）

高
卒
労
働
者
と
比
較
し
た
場
合

ア
メ
リ
カ
平
均

（
単
位
：ア

メ
リ
カ
ド
ル
）

－224－



G
ra

du
at

e 
fro

m
 H

S
C

on
tin

ue
 im

m
ed

ia
te

ly
 in

to
 

po
st

se
co

nd
ar

y
R

et
ur

n 
fo

r s
op

ho
m

or
e 

ye
ar

G
ra

du
at

e 
w

ith
in

 1
50

%
 o

f 
no

rm
al

 ti
m

e

58
.5

36
.2

24
.5

15
.1

68
.2

38
.6

26
.2

17
.9

90
.6

61
.8

44
.2

27
.6

O
f 1

00
 N

in
th

 G
ra

de
rs

, H
ow

 M
an

y.
..

Te
nn

es
se

e
U

S
 A

ve
ra

ge
To

p-
P

er
fo

rm
in

g 
S

ta
te

Th
e 

“p
ip

el
in

e”
an

al
ys

is
 

by
 th

e 
N

at
io

na
l C

en
te

r 
fo

r H
ig

he
r E

du
ca

tio
n 

M
an

ag
em

en
t S

ys
te

m
s 

(N
C

H
E

M
S

) h
as

 c
om

e 
in

to
 p

op
ul

ar
 u

se
 a

s 
a 

di
ag

no
st

ic
 to

ol
 th

at
 

hi
gh

lig
ht

s 
st

ud
en

t 
tra

ns
iti

on
 p

oi
nt

s 
w

he
re

 
pr

od
uc

tiv
ity

 g
ai

ns
 a

re
 

po
ss

ib
le

.

A
 s

im
ila

r a
na

ly
si

s 
is

 
av

ai
la

bl
e 

fo
r e

ac
h 

of
 

th
e 

50
 s

ta
te

s.
 E

ac
h 

st
at

e 
is

 u
ni

qu
e 

in
 th

e 
lo

ca
tio

n 
of

 th
e 

“le
ak

s”
in

 it
s 

ed
uc

at
io

na
l 

pi
pe

lin
e.

 

S
ou

rc
e:

  N
at

io
na

l C
en

te
r f

or
 H

ig
he

r E
du

ca
tio

n 
M

an
ag

em
en

t S
ys

te
m

s,
 w

w
w

.h
ig

he
re

di
nf

o.
or

g

N
CH

EM
S 

pi
pe

lin
e 

an
al

ys
is

N
CH

EM
S 

pi
pe

lin
e 

an
al

ys
is

Th
e 

ca
se

 fo
r i

m
pr

ov
ed

 p
ro

du
ct

iv
ity

: 
th

e 
“e

ffi
ci

en
cy

”a
rg

um
en

t

G
ra

du
at

e 
fro

m
 H

S
C

on
tin

ue
 im

m
ed

ia
te

ly
 in

to
 

po
st

se
co

nd
ar

y
R

et
ur

n 
fo

r s
op

ho
m

or
e 

ye
ar

G
ra

du
at

e 
w

ith
in

 1
50

%
 o

f 
no

rm
al

 ti
m

e

58
.5

36
.2

24
.5

15
.1

68
.2

38
.6

26
.2

17
.9

90
.6

61
.8

44
.2

27
.6

O
f 1

00
 N

in
th

 G
ra

de
rs

, H
ow

 M
an

y.
..

Te
nn

es
se

e
U

S
 A

ve
ra

ge
To

p-
P

er
fo

rm
in

g 
S

ta
te

コ
ロ
ラ
ド
州
ボ
ー
ル
ダ
ー
市

に
そ
の

本
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(以
下

N
C

H
E

M
S

) に
よ
る

「
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
」分

析
は

、
高
校
入
学
か
ら
大
学
卒
業
ま

で
の
４
つ
の
主
要
な
「移

行
時
期
」に

焦
点
を
当
て
、
各

州
の
教
育
シ
ス
テ
ム
の
強
み

及
び
弱
点
を
診
断
す
る
ツ
ー

ル
と
し
て
政
策
関
係
者
の
間

で
頻
繁
に
使
わ
れ
る
よ
う
に

な
っ
て
き
て
い
る
。
こ
の
ツ
ー

ル
は
、
ど
こ
の
移
行
ポ
イ
ン
ト

を
改
善
す
れ
ば
大
学
卒
業

者
数
が
増
え
る
か
を
示
し
て

い
る
。

N
C

H
E

M
S
は
同
じ
分
析
を
５

０
州
全
て
に
行
っ
て
い
る
。
各

州
の

「パ
イ
プ
ラ
イ
ン
」は

そ
れ
ぞ
れ
独
自
の
部
分
で
い

わ
ゆ
る
「
漏
れ
」
を
抱
え
て
い

る
。
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よ
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プ
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よ
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」
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析

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

: 
「
効

率
性
の

上
昇
」
と
い
う
意

見

１
０
０
人

の
９
年

生
（
日
本

で
い
う
中
学

３
年
生

）
の
う
ち
・
・
・

高
校
を
卒
業

大
学
に
す
ぐ
進
学

２
年
目
も
引
き
続
き

大
学
に
在
学

３
年
以
内
に
准
学
士
、
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（
大
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院

を
除

く
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Performance (100FTE100FTEにおける学位授与数における学位授与数))

1
0

1
5

2
0

2
5 $
5
,0

0
0

$
1
0
,0

0
0

$
1
5
,0

0
0

$
2
0
,0

0
0

A
L

A
K

A
Z

A
R

C
A

C
O

C
T

D
E

G
A

H
I

IL

IN

IA
K

S

K
YL
A

M
E

M
D

M
A M
S

M
T

N
E

N
V

N
JN

C
N

D

O
H

O
K

O
R

P
A

R
I

S
D

U
T

V
T

V
A

W
A

W
I

U
S

F
L

ID

M
IM

N

M
O

N
H

N
M

N
Y

S
C

T
N

T
X

W
V

W
Y

１
FT

E
あ
た
り
の

大
学

の
一

般
歳

入
額

左
の
図
は

N
C

H
E

M
Sに

よ
る
高
等
教
育
の
学
位
授

与
に
関
す
る
効
率
性
に
関

す
る
分
析
で
、
州
の
高
等

教
育
シ
ス
テ
ム
が
ほ
ぼ
同

じ
レ
ベ
ル
の

予
算

で
あ
っ

て
も
、
全
く
異
な
る
学
位
数

を
供
給
し
て
い
る
こ
と
が

明
ら
か
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
各
州
が
異
な
る

“効
率

性
”を

持
っ
て
い
る
と
い
う

結
果
は
セ
ク
タ
ー
別

で
見

て
も
、
ま
た
異
な
る
業
績
指

標
（
こ
の
図
で
は

10
0F

TE
10

0F
TE

に
お
け
る
学
位

授
与

数
）

に
お
け
る
学
位

授
与

数
）
を

用
い
て
も
確
認
さ
れ
る
。

こ
の
分
析
か
ら
、
資
金
力
も

重
要
だ
が
、
ア
メ
リ
カ
高
等

教
育
は
そ
の

“生
産
関
数

“の
効
率
性
に
注
意
を
払
う

必
要
が
あ
る
と
い
う
結
論

が
導
き
出
さ
れ
る

注
：
FT

E
 =

 F
ul

l-t
im

e 
E

qu
iv

al
en

tの
こ
と
。
実
際
の
学

生
数

で
は

な
く
、
単
位

総
数

を
も

と
に
算
出
さ
れ
た
学
生
数
（
年
間

３
０
単
位
＝
１

FT
E
）

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

: 
「
効

率
性
の

上
昇
」
と
い
う
意

見
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iti
on

 le
ve

ls
.

Th
e 

fl
ow

 o
f 

fu
nd

s 
in

 A
m

er
ic

an
 h

ig
he

r 
ed

uc
at

io
n

Th
e 

fl
ow

 o
f 

fu
nd

s 
in

 A
m

er
ic

an
 h

ig
he

r 
ed

uc
at

io
n

Th
e 

ca
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r i

m
pr
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ity

: 
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ca
l c
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st
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in

ts

州
・
市

政
府

学
生

経
済

大
学

個
人

資
産

家
財

団
企

業

連
邦

政
府

学
費

奨
学
金
・

学
費
免
除

寄
付
金

税
収

収
入

奨
学
金

助
成
・交

付
金

/
グ
ラ
ン
ト

奨
学
金

(支
出
用
途
限
定

)
研
究
・
そ
の
他
グ
ラ
ン
ト

（
支
出
用
途
限
定
）

S
ou

rc
e:

  N
C

H
E

M
S

, w
w

w
.h

ig
he

re
di

nf
o.

or
g

様
々
な
ル
ー
ト
を
経
て
巨
大

な
額
が
「U

nr
es

tri
ct

ed
 

Fu
nd

in
g」

（大
学
に
そ
の

支
出
方
法
を
決
め
る
裁
量

権
が
あ
る
資
金
）
と
し
て
大

学
に
流
れ
て
い
る
が
、
そ
の

資
金
総
額
の
大
半
は
州
政

府
と
学
費
収
入
か
ら
き
て
い

る
。
ま
た
、
ア
メ
リ
カ
５
０
州

の
う
ち
、
２
８
の
州

で
は

市
政
府
も
高
等
教
育
（
多
く
の

場
合
が
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
レ
ッ

ジ
）に

対
し
て
財
政
支
援
を

行
っ
て
い
る
。

経
済
が
停
滞
す
る
に
つ
れ

て
、
税
収
が
多
く
の
州
で
予

測
を
下

回
り
、
そ
れ

が
州

予
算
の
下
方
修
正
に
つ
な
が

り
、
そ
し
て
そ
れ

が
州

政
府

か
ら
高
等
教
育
に
対
す
る

支
出
低
下
、
そ
し
て
学
費
の

上
昇
へ
と
つ
な
が
っ
て
い
る
。

ア
メ
リ
カ
高

等
教

育
の
資

金
の

流
れ

ア
メ
リ
カ
高

等
教

育
の
資

金
の

流
れ

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

: 
財

政
上

の
制

限
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et
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 s
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ca
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m

en
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 a
cc

ou
nt

 
fo

r o
nl

y 
ab

ou
t h

al
f o

f 
al

l c
ur

re
nt

 fu
nd

 
re

ve
nu

e 
at

 p
ub

lic
 

fo
ur

-y
ea

r i
ns

tit
ut

io
ns

. 
(T

he
 p

er
ce

nt
ag

e 
is

 
m

uc
h 

hi
gh

er
 a

t p
ub

lic
 

tw
o-

ye
ar

 in
st

itu
tio

ns
, 

85
%

). 

H
ow

ev
er

, i
n 

ev
er

y 
pu

bl
ic

 h
ig

he
r 

ed
uc

at
io

n 
se

ct
or

, 
th

es
e 

re
ve

nu
e 

so
ur

ce
s 

st
ill 

co
ns

tit
ut

e 
th

e 
m

aj
or

ity
 o

f 
un

re
st

ric
te

d 
re

ve
nu

es
 

av
ai

la
bl

e 
fo

r g
en

er
al

 
op

er
at

in
g 

ex
pe

ns
es

.

So
ur

ce
s 

of
 c

ur
re

nt
 f

un
d 

re
ve

nu
e 

fo
r 

pu
bl

ic
 in

st
it

ut
io

ns
So

ur
ce

s 
of

 c
ur

re
nt

 f
un

d 
re

ve
nu

e 
fo

r 
pu

bl
ic

 in
st

it
ut

io
ns

Th
e 

ca
se

 fo
r i

m
pr

ov
ed

 p
ro

du
ct

iv
ity

: 
fis

ca
l c

on
st

ra
in

ts
学
費
収
入
と
州
・
市
政
府

か
ら
の
助
成
金
は
、
４
年

制
の
州
立
大
学
で
は
、
わ

ず
か
全
資
金
の
半
分
に

と
ど
ま
る
。
（
そ
の
割

合
は

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ
レ
ッ
ジ
だ

と
８
５
％
に
達
す
る
）

し
か
し
、
ど
の
パ
ブ
リ
ッ
ク

セ
ク
タ
ー
も
、
い
ま
だ
に
学

費
と
州
・市

政
府
か
ら
の

収
入
が
大
学
の
一
般
歳

出
の
主
要
な
財
源
で
あ
る

こ
と
に
は
変
わ
り
な
い
。

パ
ブ
リ
ッ
ク
大

学
の

流
動

資
金

源
パ

ブ
リ
ッ
ク
大

学
の

流
動

資
金

源
（
２
０
０
１
年

）
（
２
０
０
１
年

）

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

: 
財

政
上

の
制

限

学
費

1

市
政

府

寄
付

金

資
産

運
用

教
育

活
動

副
次

収
入

病
院

そ
の
他

合
計

パ
ブ
リ
ッ
ク

合
計

パ
ブ
リ
ッ
ク
４

年
制

パ
ブ
リ
ッ
ク
研

究
型

パ
ブ
リ
ッ
ク

４
年
制
（
他
）

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
カ

レ
ッ
ジ

3

州
政

府

連
邦

政
府

2

注
：

１
．
連
邦
政
府
か
ら
学
生

に
直
接
支

給
さ
れ
た
奨
学
金
を
含
む

２
．
ペ
ル

奨
学

金
は

含
ま
れ

な
い
。
研

究
グ
ラ
ン
ト
が

主
に
含

ま
れ

る
。

３
．
ア
メ
リ
カ
先

住
民

の
た
め
の

Tr
ib

al
 C

ol
le

ge
は
含
ま
れ
な
い
。
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E
E
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 re
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nu
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A
n 
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39

 
bi

llio
n 
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 n
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re

ve
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e 
br

ou
gh

t t
o 

$1
23

 b
illi
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 th
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ou
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va
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e 
fro

m
  s

ta
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, l
oc

al
, a

nd
 

st
ud

en
t s

ou
rc

es
 fo

r 
hi

gh
er

 e
du

ca
tio

n’
s 

ge
ne

ra
l o

pe
ra

tin
g 

ex
pe

ns
es

. 
Lo

ca
l T

ax
es

: 
$7

.3
 b

ill
io

n

Fi
sc

al
 Y

ea
r 

20
07

: 
$1

22
.8

 b
ill
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at

e,
 L
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N
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g 
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N
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g 
G

en
er
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O
pe

ra
ti

ng
 E

xp
en

se
s 

of
 H

ig
he

r 
Ed

uc
at

io
n,

 U
.S

.,
 C

ur
re

nt
 D

ol
la

rs
O

pe
ra

ti
ng

 E
xp

en
se

s 
of

 H
ig

he
r 

Ed
uc

at
io

n,
 U

.S
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 C
ur

re
nt

 D
ol

la
rs

Th
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m
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ct
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: 
fis

ca
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in
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62
.0

%

32
.1

%

5.
9%

学
費
収
入

１
: $

39
.4

 b
illi

on
（
約

３
．
７
兆
円

）

州
政
府
か
ら
の
助
成
金
（
一
般
財

源
・
特
殊
財
源
と
も
に
含
む
）
: $

76
.1

 
bi

llio
n（

約
７
．
２
兆

円
）

S
ou

rc
e:

  S
H

E
E

O
 S

ta
te

 H
ig

he
r E

du
ca

tio
n 

Fi
na

nc
e 

(S
H

E
F)

 s
tu

dy

２
０
０
７
年
度
、
州
と
市
政

府
は

約
８
兆
円

の
助

成
を

高
等
教
育
（私

立
も
含

む
）に

対
し
て
行
っ
た
。
そ

の
う
ち
、
税
収
以
外
の
特

殊
財
源
か
ら
の
支
出
増

加
が
常
に
増
加
し
て
い
る

一
般
収
入
の
一
因
と
な
っ

て
い
る
。

３
．
７
兆

円
の
学

費
収

入
と
あ
わ
せ
て
、
合
計
１
１
．

７
兆
円
が
高
等
教
育
の

一
般
歳
入
額
を
構
成
し
て

い
る
。

注
：
連
邦
政
府
か
ら
の
奨

学
金
、
ロ
ー
ン
は
学
費
収

入
に
含
ま
れ
て
い
る
が

、
州
政
府
奨
学
金
は
学
費

収
入
に
で
は
な
く
、
州
政

府
の

助
成

金
に
含
ま
れ

て
い
る
。

市
政
府
か
ら
の
助
成
金
：

$7
.3

 b
illi

on
（
約

６
９
３
億

円
）

２
０
０
７
年
度
一

般
歳
入
合
計

: 
$1

22
.8

 b
ill

io
n

（
約

１
１
．
７
兆
円
）

高
等

教
育

の
一

般
歳

入
：

高
等

教
育

の
一

般
歳

入
：

州
・
市

政
府

か
ら
の

助
成
金

及
び
学

費
収
入

の
割
合

州
・
市

政
府

か
ら
の

助
成
金

及
び
学

費
収
入

の
割
合

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

: 
財

政
上

の
制

限

１
ド
ル
＝

９
５
円
で
計
算

Pu
bl

ic
 F

TE
 e

nr
ol

lm
en

t,
 e

du
ca

ti
on

al
 a

pp
ro

pr
ia

ti
on

s 
an

d 
Pu

bl
ic

 F
TE

 e
nr

ol
lm

en
t,

 e
du

ca
ti

on
al

 a
pp

ro
pr

ia
ti

on
s 

an
d 

to
ta

l e
du

ca
ti

on
al

 r
ev

en
ue

 p
er

 F
TE

, 
U

.S
.,

 f
is

ca
l 1

98
2

to
ta

l e
du

ca
ti

on
al

 r
ev

en
ue

 p
er

 F
TE

, 
U

.S
.,

 f
is

ca
l 1

98
2

-- 2
00

7 
20

07
 

If 
hi

st
or

y 
is

 a
ny

 
in

di
ca

tio
n,

 s
ta

te
 

go
ve

rn
m

en
ts

 w
ill 

no
t 

be
 a

bl
e 

to
 a

ffo
rd

 th
e 

ne
ce

ss
ar

y 
ex

pa
ns

io
n 

of
 h

ig
he

r e
du

ca
tio

n 
op
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rtu

ni
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S
up

po
rt 

pe
r s

tu
de

nt
 

fo
r h

ig
he

r e
du
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tio

n 
op

er
at

in
g 

ex
pe

ns
es

 
ha

s 
w

ax
ed

 a
nd

 w
an

ed
 

ov
er

 ti
m

e,
 s

om
et

im
es

 
dr

am
at

ic
al

ly
. 

O
ve

r t
im

e,
 in

fla
tio

n-
ad

ju
st

ed
 s

up
po

rt 
pe

r 
st

ud
en

t h
as

 in
cr

ea
se

d 
le

ss
 th

an
 1

%
 a

nn
ua

lly
.

N
ot

e:
 C

on
st

an
t 2

00
7 

do
lla

rs
 a

dj
us

te
d 

by
 S

H
E

E
O

 H
ig

he
r E

du
ca

tio
n 

C
os

t A
dj

us
tm

en
t (

H
E

C
A)

.
S

ou
rc

e:
 S

H
E

E
O

 S
ta

te
 H

ig
he

r E
du

ca
tio

n 
Fi

na
nc

e 
(S

H
E

F)
 s

tu
dy

.

Th
e 

ca
se

 fo
r i

m
pr

ov
ed

 p
ro

du
ct

iv
ity

: 
fis

ca
l c

on
st

ra
in

ts

パ
ブ
リ
ッ
ク
大

学
学

生
数

（
パ

ブ
リ
ッ
ク
大

学
学

生
数

（
FT

E
FT

E ）
学

生
一

人
当

た
り
（
１

）
学

生
一

人
当

た
り
（
１

FT
E

FT
E ）

の
州

・
市

政
府

）
の

州
・
市

政
府

助
成

金
及

び
一

般
歳

入
助

成
金

及
び
一

般
歳

入
, , 
ア
メ
リ
カ

ア
メ
リ
カ

, 
19

82
, 

19
82

年
度

年
度

-- 2
00

7
20

07
年

度
年

度

歴
史
的
観
点
か
ら
見
る
な

ら
ば
、
州
政
府
は
高
等
教

育
の
今
以
上
の
機
会
拡

大
を
支
援
し
続
け
る
こ
と

は
お
そ
ら
く
不
可

能
で
あ

る
。

州
・
市
政
府
か
ら
の
学
生

一
人
当
た
り
の
高
等
教
育

に
対
す
る
支
出
は
増
大
と

減
少
を
、
時
に
急
激
な
変

化
を
伴
っ
て
、
繰
り
返
し
て

き
た
。

長
期
間
で
見
た
と
き
、
学

生
一
人
（
FT

E
)当

た
り
の

一
般
歳
入
の
平
均
変
化

率
は
１
％
以
下
と
な
る
。

（
イ
ン
フ
レ
調
整

後
）

注
：

医
学
部
、
大
学
病
院
、
研

究
グ
ラ
ン
ト
な
ど
に
対
す
る

助
成
金
は
一
般
歳
入
に
含

ま
れ

て
い
な
い
。

N
ot

e:
 C

on
st

an
t 2

00
7 

do
lla

rs
 a

dj
us

te
d 

by
 S

H
E

E
O

 H
ig

he
r E

du
ca

tio
n 

C
os

t A
dj

us
tm

en
t (

H
E

C
A)

.
S

ou
rc

e:
 S

H
E

E
O

 S
ta

te
 H

ig
he

r E
du

ca
tio

n 
Fi

na
nc

e 
(S

H
E

F)
 s

tu
dy

.

「
生

産
性
の

向
上
」
を
追

及
す
る
理
由

: 
財

政
上

の
制

限
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2
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7
20
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W
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e 

ov
er

al
l 

le
ve

l o
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t p
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s 

re
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e 

--
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 s
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s 
an
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 c
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su

m
er
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25
 y

ea
rs

 a
go

, t
he

 
po

rti
on

 o
f o

pe
ra

tin
g 

re
ve

nu
es

 b
or

ne
 b

y 
st

ud
en

ts
 a

nd
 th

ei
r 

fa
m

ilie
s 

(re
fle

ct
ed

 in
 

ne
t t

ui
tio

n 
pa

ym
en

ts
) 

w
as

 le
ss

 2
5%

. N
ow

, 
th

e 
st

ud
en

t s
ha

re
 o

f 
op

er
at

in
g 

re
ve

nu
es

 is
 

ap
pr

oa
ch

in
g 

40
%

.

S
ou

rc
e:

 S
H

E
E

O
 S

ta
te

 H
ig

he
r E

du
ca

tio
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Fi
na

nc
e 

(S
H

E
F)

 s
tu

dy

Th
e 
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 fo
r i

m
pr

ov
ed

 p
ro

du
ct

iv
ity

: 
fis

ca
l c

on
st

ra
in

ts

パ
ブ
リ
ッ
ク
高

等
教

育
一

般
歳

入
に
お
け
る
学

費
収

入
の

割
合

、
ア
メ
リ
カ

パ
ブ
リ
ッ
ク
高

等
教

育
一

般
歳

入
に
お
け
る
学
費

収
入

の
割

合
、
ア
メ
リ
カ

平
均

、
１
９
８
２
年

度
－
２
０
０
７
年

度
平

均
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％
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家
計

の
平

均
収

入
に
お
け
る
、
大

学
に
か

か
る
費

用
の

割
合

（
収

入
レ
ベ
ル

別
な
ら
び
に
大

学
種

別
）

（
収

入
レ
ベ
ル

別
な
ら
び
に
大

学
種

別
）

先
の
ス
ラ
イ
ド
で
見
ら
れ

た
変
化
が
起
こ
る
に
つ
れ

て
、
大
学
も
よ
り
コ
ス
ト

（
家
計
収
入
に
占
め
る
割

合
と
い
う
観

点
か

ら
見

て
も
）
高
く
な
り
、
特
に
低
所

得
層
出
身
の
学
生
が
そ

の
コ
ス
ト
の
上
昇
に
一
番

大
き
く
影
響

さ
れ
て
い
る
。
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生
産
性
の
増
加

: 政
策
の
枠
組
み

避
け
て
通
る
こ
と
の
で
き
な
い
課

題
避

け
て
通

る
こ
と
の

で
き
な
い
課

題

人
的
資
源

の
増

加

現
実

現
実 こ
れ

以
上

増
え
る
こ
と
の
な
い
財

源

現
在

行
わ

れ
て
い
る
様

々
な
取
り
組

み
の
主

な
焦

点
現

在
行
わ

れ
て
い
る
様

々
な
取
り
組

み
の
主

な
焦

点

現
在
は
、
経
済
不
況
に
対
処
す
る
た
め
、
ア
メ
リ
カ
高
等
教
育
は
「
し
ぶ
し
ぶ
」
生

産
性
の
増
加
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
時
代
に
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
対
応
手
法
は

短
期
的
な
措
置
で
あ
る
。

我
々
は
こ
の
不
況
の
嵐
を
耐
え
、
も
と
の
状
態
に
戻
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
？

M
ak
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pp
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tu
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ty

 A
ffo

rd
ab

le
は
長
期
に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
な
生
産
性

の
増
加

(支
出
に
お
け
る
学
位
供
給
の
最
大
化
）
を
促
進

す
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グ
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ン
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム

で
あ
る
。

R
ec

as
t s

ta
te

 fi
na

nc
e 

sy
st

em
s

to
 re

w
ar

d 
in

st
itu

tio
ns

 fo
r g

ra
du

at
in

g 
st

ud
en

ts
, n

ot
 ju

st
 e

nr
ol

lin
g 

th
em

In
cr

ea
se

 e
ffi

ci
en

cy
 a

nd
 c

os
t e

ffe
ct

iv
en

es
s

of
 a

ca
de

m
ic

 p
ro

gr
am

s 
an

d 
ad

m
in

is
tra

tiv
e 

op
er

at
io

ns
.

A
lig

n 
re

so
ur

ce
s 

or
 c

re
at

e 
ne

w
 m

od
el

s
to

 s
er

ve
 m

or
e 

st
ud

en
ts

Po
lic

y 
pr

io
ri

ti
es

Po
lic

y 
pr

io
ri

ti
es

P
ro

du
ct

iv
ity

 g
ai

ns
: a

 p
ol

ic
y 

fra
m

ew
or

k

州
財
政
の
見
直
し
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在
籍
学
生
数
に
偏
重

し
す
ぎ
て
い
る
現
在
の
大
学
の
予
算
配

分
シ
ス
テ
ム
に
卒
業
生
数
を
別
の
決
定
要
因
と
し
て
組
み
込
む

効
率
性
及
び
有
効
性
の
増
加
：
大
学
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ら
び
に
大
学
の
管
理

運
営
の
効
率
性

の
追
求

資
源
配
分
の
調
整
も
し
く
は
新
し
い
資
源
配
分
モ
デ
ル
の
構
築
：
よ
り
多
く
の
学
生

を
教
育
で
き
る
資
源
配
分

重
点

政
策

重
点

政
策

生
産
性
の
増
加

: 政
策
の
枠
組
み
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州
財

政
の

見
直

し
：
在

籍
学

生
数

に
偏

重
し
す
ぎ
て
い
る
現

在
の

大
学

の
予

算
配

分
シ
ス
テ

ム
に
卒

業
生

数
を
別

の
決

定
要

因
と
し
て
組

み
込

む

過
去

の
手

法
: 予

算
→

毎
年

一
定

額
の

増
加

、
学

生
在

籍
数

重
視

の
予

算
配

分
式

の
利

用

結
果 •ア

メ
リ
カ
は

学
生

一
人

当
た
り
の

大
学

支
出

が
世

界
一

で
あ
る
。

•州
の

助
成

金
の

総
額

が
学

生
数

の
増

加
と
同

じ
ペ
ー
ス
で
増

え
続

け
て
き
た
（
最

近

ま
で
）

•教
育

機
会

均
等

の
重

視
に
よ
っ
て
、
卒

業
に
対

す
る
意

識
の

低
下

•学
生

在
籍

者
数

を
学

期
が

始
ま
っ
て
１
４
日

目
に
最
大

化
し
よ
う
と
す
る
動

機
１

解
決

方
法

•授
業
単
位

取
得

率
、
歩
留
ま
り
率

、
卒

業
率
な
ど
の
成

果
を
も
と
に
大
学

に
予
算

を

配
分

す
る

•奨
学
金

を
用
い
て
、
学
生
が

大
学

に
最

後
ま
で
在
籍

し
続

け
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
作

る

重
点

政
策

重
点

政
策

生
産
性
の
増
加

: 政
策
の
枠
組
み

注
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で
は
一
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的

に
、
予
算
の
配
分
の
際
、

秋
学

期
の
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４
日

目
の

学
生
数
を
も
と
に
予
算
額
を

決
め
る
と
い
う
ケ
ー
ス
が

多
い
。
し
た
が
っ
て
、
大

学
に
は
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４
日
目
に
学
生

数
を
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大
限
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と

す
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の
メ
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ニ
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る
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効
率
性

及
び
有
効

性
の

増
加

：
大
学
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ら
び
に
管
理
運
営

教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
に
関

し
て

•卒
業
に
か
か
る
時
間
を
早
め
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
促
進

(高
校
在
籍
時
か
ら
大

学
の
単
位
が
取
得
で
き
る

“d
ua

l e
nr

ol
lm

en
t”,

 試
験
に
パ
ス
す
れ
ば
単
位
が

取
得
で
き
る
シ
ス
テ
ム
、
通
年
で
受
講
す
る
コ
ー
ス
に
対
す
る
学
費
の
デ
ィ
ス
カ

ウ
ン
ト
等

);

•優
先
順
位
の
徹
底

(生
産
性
が
低
い
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
合
併
、
も
し
く
は
閉
鎖

);

•革
新
的
な
ア
イ
デ
ア
の
奨
励

(例
：
th
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N

at
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l C
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Tr
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or

m
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n1

が
大
人
数
の
学
生
を
抱
え
る
授
業
に
か
か
る
コ
ス
ト
を
下

げ
つ
つ
学
生
の
学
習
状
況
を
上
げ
る
メ
ソ
ッ
ド
を
紹
介
し
て
い
る

); 
そ
し
て

•「
繰

り
返

し
」の

排
除

(a
rti

cu
la

tio
nの

改
善
、
及
び
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
学
生
に

対
す
る
情
報
の
開
示

2 ; 
無
駄
の
な
い

re
m

ed
ia

l e
du

ca
tio

nの
実
施

; 同
じ

コ
ー
ス
の
再
履
修
の
制
限

).重
点

政
策

重
点

政
策

生
産
性
の
増
加

: 政
策
の
枠
組
み

注
：
１
．

N
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l 
C
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r f
or
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ic
 

Tr
an

sf
or

m
at

io
nに

関
す

る
詳
し
い
情
報
は

ht
tp

://
w

w
w

.c
en

te
r.r

pi
.

ed
u/

２
．

A
rti

cu
la

tio
nの

問
題

と
関
連
し
て
、
ト
ラ
ン
ス

フ
ァ
ー
す
る
学
生
が
移
籍

先
の
大
学
で
ど
の
単
位

の
移
行
が
認
め
ら
れ
る
の

か
と
い
う
ル

ー
ル

を
知

ら
さ
れ
て
い
な
い
ケ
ー
ス
が

多
い
と
い
う
こ
と
か
ら
、
各

大
学
に
そ
の
ル
ー
ル
を

明
示
す
る
よ
う
に
求
め
る

動
き
が
あ
る
。
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効
率
性

及
び
有
効

性
の

増
加

：
大
学
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ら
び
に
管
理
運
営

大
学

の
管

理
・
運
営

に
関
し
て

•協
調
の
推
進

(複
数
キ
ャ
ン
パ
ス
で
購
買

; 特
定
の
サ
ー
ビ
ス
を
ア
ウ
ト
ソ
ー

ス
; そ

し
て
様
々
な
取
り
組
み
に
よ
っ
て
「
浮
い
た
」
額
を
学
部
教
育
に
再
投
資

す
る

);

•革
新
的
な
ア
イ
デ
ア
の
奨
励

(新
し
い
施
設
を
建
て
る
前
に
、
現
存
す
る
施
設

の
有
効
利
用

; 施
設
を
共
有
し
て
い
る
キ
ャ
ン
パ
ス
に
対
す
る
報
酬

; ピ
ー
ク
時

以
外
の
授
業
の
学
費
割
引
そ
し
て
そ
の
時
間
を
担
当
す
る
教
員
の
に
特
別
手

当
を
施
す
等

); 

•「
繰

り
返
し
」
の
排
除

(各
大
学
・
シ
ス
テ
ム
に
複
数
存
在
し
て
い
る
部
門
の
統

合
。
例
：
給
与
サ
ー
ビ
ス
、

En
ro

ll 
M

an
ag

em
en

t部
門
、
施
設
管
理
部
門
等

な
ど
）

重
点

政
策

重
点

政
策

生
産
性
の
増
加

: 政
策
の
枠
組
み
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資
源
配
分
の
調
整
も
し
く
は
新
し
い
大
学
教
育
モ
デ
ル
の
構
築
：
よ
り
多
く
の
学
生
を

教
育
で
き
る
シ
ス
テ
ム

現
存
す
る
施
設
の
有
効
利
用

•低
コ
ス
ト
の
大
学
を
利
用
し
て
高
等
教
育
シ
ス
テ
ム
を
発
展
さ
せ
る
ス
ト
ラ
テ

ジ
ー
の

構
築

;

•学
生
数
の
増
加
を
私
立
大
学
に
吸
収
さ
せ
る

; 

•キ
ャ
ン
パ
ス
外
（
企
業
に
よ
っ
て
提
供
さ
れ
た
授
業

や
軍
隊
で
オ
フ
ァ
ー
さ
れ

た
授
業
な
ど
）
を
取
得
し
た
単
位
が
移
行
さ
れ
る
上
で
の
障
害
を
取
り
除
く

費
用
対
効
果
が
高
い
オ
プ
シ
ョ
ン
の
追
求

•企
業
内
で
授
業
を
開
講
で
き
る
企
業
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

; 

•よ
り
多
く
の
学
生
に
対
し
て
サ
ー
ビ
ス
が
行
き
届
く
よ
う
に
、
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の

利
用
と
キ
ャ
ン
パ
ス
の
枠
組
み
を
越
え
た
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

.

重
点

政
策

重
点

政
策

生
産
性
の
増
加

: 政
策
の
枠
組
み
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政
策
監
査

政
策
診
断

: 州
の
ゴ
ー
ル

と
照

ら
し
合
わ
せ
て
政
策

を
チ
ェ
ッ
ク
す
る

複
数
の
政
策

の
総

合
的

な
イ
ン
パ

ク
ト
に
対

す
る
理

解
の

促
進

ど
の
政
策
が
州
の
ゴ
ー
ル

と
し
っ
か
り
と
か
み
合
っ
て
い
る
か
（
も
し
く
は
い
な
い
か
）
を
明
ら
か

に

す
る

「
戦

略
的

グ
ル

ー
プ
」
の

結
成

政
策
監
査
か
ら
明

ら
か

に
な
っ
た
問

題
の

う
ち
、
す
ぐ
に
解

決
可

能
な
も
の

に
焦

点
を
当

て
る

議
論
の
枠
組
み

と
し
て
、
グ
ル
ー
プ
は
一
般
予
算
配
分
計
算

式
、
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン

グ
（
大
学
の
有
効
性
と
い
う
観

点
か
ら
見
て
）
、

ar
tic

ul
at

io
n及

び
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
、
そ
し
て
成
人

学
生
の
高
等
教
育
参
加
者
数

の
増
加
に
つ
い
て
話
し
合
う

成
果

:２
０
０
５
－

２
０
１
０
年

テ
ネ
シ
ー
高
等
教
育
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン

一
般
予
算
配
分
計
算
式
に
州

の
政
策
を
実
施
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
組
み
込
む

マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
促
進
の
た
め
に
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
を
利
用

「
生

産
性
の

増
加

」
の
た
め
の

テ
ネ

「
生

産
性
の

増
加

」
の
た
め
の

テ
ネ

シ
ー
州

の
取

り
組

み
シ
ー
州

の
取

り
組

み

生
産
性
の
増
加

: 政
策
の
枠
組
み

「生
産
性
の
向
上
」と

い
う
ア
ジ
ェ
ン
ダ
を
推
し
進
め
る
上
で
の
、
現
実
的
な
限
界
は

何
か
？

漸
進
的
な
発
展
以
外
に
可
能
な
方
法
は
あ
る
の
か
？
あ
っ
た
と
し
て
そ
れ

は
持
続
可
能
な
の
か
？

も
し
、
重
複
し
て
い
る
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
閉
鎖
さ
れ
た
り
、
統
合
さ
れ
た
と
し
て
、
学

生
は
よ
り
少
な
く
な
っ
た
授
業
も
し
く
は
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
選
択
肢
に
対
し
て
ど
の
よ
う
に
反

応
す
る
の
か
？

学
生
が
経
験
す
る
教
育
の
質
を
下
げ
ず
に
、
よ
り
少
な
い
費
用
で
、
よ
り
多
く
の
学
位

を
生
産
す
る
こ
と
は
可
能
な
の
か
？

「生
産

性
の

向
上
」は

単
に
立

法
者
（議

員
）た

ち
に
高

等
教

育
へ

の
投
資

を
少

な
く

さ
せ
る
格
好
の
理
由
を
与
え
て
い
る
だ
け
で
は
な
い
の
か
？

生
産
性
、
効
率
性
、
有
効
性
と
い
っ
た
よ
う
な
言
葉
は
そ
も
そ
も
社
会
の
サ
ポ
ー
ト
を

求
め
る
上
で
の
高
等
教
育
の

ゴ
ー
ル
と
し
て
ふ
さ
わ
し
い
の
か
？

(例
：教

育
機
会
の
拡

大
や
学
費
負
担
の
軽
減
な
ど
と
比
較
し
て
）

「生
産
性
の
向
上
」は

経
済
が
回
復
し
た
あ
と
で
も
同
じ
よ
う
に
政
治
的
な
サ
ポ
ー
ト

を
受
け
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
？

未
だ
答

え
の

見
つ
か

ら
な
い
疑

問
未

だ
答

え
の

見
つ
か

ら
な
い
疑

問

生
産
性
の
増
加

: 政
策
の
枠
組
み
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The Danish Higher Education System 
in a Nordic Perspective

recent reforms and impacts 
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The Danish Centre for Studies in Research and Research Policy
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デンマーク及び北欧の高等教育

近年の改革とその影響

オーフス大学
デンマーク研究政策調査センター

Evanthia K. Schmidt

Outline

• Context
• Danish Higher Education system
• Funding of Higher Education
• Recent reforms and impacts
• Strengths and weaknesses - further reforms
• Conclusions and questions
• Comparison with other Nordic countries

概略

• 背景

• デンマークの高等教育制度

• 高等教育の財源

• 近年の改革とその影響

• 強みと弱み－さらなる改革

• まとめと問題提起

• 他の北欧諸国との比較

Context

• An (hyper)active HE and research policy
• Lisbon strategy – Barcelona objectives –

Bologna process
• HE and research an issue in national elections
• University Act 2003
• Reorganisation of research councils 2004
• Globalisation strategy 2006
• Mergers 2007/08

背景

• （きわめて）積極的な高等教育および研究政策

• リスボン戦略－バルセロナ目標－ボローニャ・プロ
セス

• 高等教育および研究－国政選挙での争点

• 2003年大学法

• 研究協議会再編（2004年）

• グローバライゼーション戦略（2006年）

• 大学などの統合（2007/08年度）
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HE in Denmark – types of institutions

HEIs are under the jurisdiction of 3 ministries: 

• Ministry of Education 
– CVUs: ‘Centres for Higher Education’, University 

Colleges
• Ministry of Culture 

– Art – institutions 
• Ministry of Science, Technology and Innovation

– Universities (all Danish universities are research-
based and provide PhD training).  

デンマークの高等教育－教育機関の種類

高等教育機関は3つの省庁の管轄下にある

• 教育省

– CVU：“高等教育センター”、ユニバーシティカレッジ

• 文化省

– 芸術教育機関

• 科学技術開発省

– 大学（デンマークの大学はすべて研究をベースとし、
博士教育を提供）

The HE funding system

• HE is mainly public funded: divided into funding of 
education and funding of research. 

• Education is funded through the ‘Taximeter 
system’ e.g. funding based on passed exams 
(output-based funding).

• Research is funded through basic and external 
funds 
Basic funding is distributed to universities (lump 
sum) – univ. decide internal distribution.
– by the state: directly basic funding covers 65 %  
– by private firms (13 %) 
– other sources including EU-funding.

高等教育の財源

• 高等教育は主に公的財源でまかなわれ、資金は教育用
と研究用に分かれる

• 教育資金は“タクシーメーター・システム”による 例：試
験合格者数に基づく拠出（アウトプットベース）

• 研究資金は基盤的資金・外部資金による

基盤的資金は各大学に一括配分される－大学内での
配分は各大学が決める
– 国より：基盤的資金が65%を直接カバー

– 民間企業より（13%）

– その他の財源（EUなど）

HE in Denmark
Institutions Funding 

HE

Taximeter, State 
(100%)

EDUCATION

RESEARCH

RESEARCH

Basic funding, State 
(65 %)

External funding, State 
and other sources   
(35 %)

Univ. Colleges

Danish Ministry 
of Education

Art - Institutions

Danish Ministry of 
Culture

Universities 

Danish Ministry of 
Science, Technology 
and Innovation

デンマークの高等教育

教育機関資金

高等
教育

タクシーメーター、国
（100%）

教育

研究

研究

基盤的資金、国（65%）

外部資金、国、その他
（35%）

ユニバーシティカ
レッジ

デンマーク教育省

芸術教育機関

デンマーク文化省

大学

デンマーク科学技術開
発省
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University Act

• Introduced in 2003 – significant changes (eval. 
2009)

• Aim - strengthen management, smooth decision 
making and implementation of strategic targets 

• Self governing institutions
• Explicit demands for interactions with society, 

enterprises – strategic selections, priorities
• Boards appointed by the Minister (majority 

external, chairman external)
• Boards appoint the Rectors – faculty heads 

(deans) – department heads.

大学法

• 2003年に採択－大幅改正（評価は2009年）

• ねらい－運営管理、スムーズな意思決定、戦
略目標の実行を強化する

• 機関の自律

• 一般社会や企業との交流を明白に要求－戦
略的選択、優先順位

• 大臣が理事会メンバーを任命（外部人材が過
半数、理事長も外部）

• 理事会が学長、学部長などを任命

Globalisation Strategy 2006

• Globalisation Council (PM, 5 ministers, 21 
representatives of key sections)

• 350 initiatives (education, research)
• Lisbon strategy (3% of GDP to R&D)
• Univ. funding based on evaluations of 

objectives stated in development contracts 
(2000-2003) – tasks, strategies, priorities.

• Quality evaluation of HEIs – international 
experts – benchmarking. 

グローバライゼーション戦略（2006年）

• グローバライゼーション・カウンシル（首相、
閣僚5名、主な部門の代表者21名）

• 350のイニシアチブ（教育、研究）

• リスボン戦略（GDPの3%を研究開発へ）

• 大学向け資金は、開発契約（2000年～
2003年）目標の評価結果に基づいて拠
出される－タスク、戦略、優先順位

• 高等教育機関の質評価－国際的専門家
－ベンチマーキング

Impact
institutional - individual autonomy

• HEIs gained self-governance and increased 
autonomy

• Concentration of power on top  
• Move of power to other stakeholders than faculty
• Influence of faculty dramatically decreased – lost 

control over research agenda 
• Strategic selection of research and education 

activities
• Dissemination of knowledge (private sector)

影響
教育機関の自治、個人の自立

• 高等教育機関の自律性の獲得と自治の強化

• トップへの権力集中

• 教員以外の関係者への権力の移行

• 教員の影響力が大きく低下－研究事案に対
する決定権を失う

• 研究・教育活動の戦略的選択

• 知識の普及（民間部門）
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Mergers 2007/08

• Mergers of universities and government 
research institutes

• Aim: strengthen education and research, 
sharpen the profile, improve the competitive 
edge of HEIs

• Top-down initiative 
• Boards asked to present suggestions on 

potential partners - dynamic, hectic process
• Mergers and organisational culture (different 

tasks, objectives, activities, cultures and norms). 

統合（2007/08年度）

• 大学や政府研究機関の統合

• ねらい：教育・研究の強化、高等教育機関の
特徴の先鋭化、競争力の改善

• トップダウンの運営

• 理事会はパートナー候補の提案を求められ
る－ダイナミックで活発なプロセス

• 統合と組織文化（異なるタスク、目標、活動、
文化、規範）

New HE landscape 2007/08

0
500

1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000

U
ni

ve
rs

ity
 o

f
C

op
en

ha
ge

n

U
ni

ve
rs

ity
 o

f
A

ar
hu

s

U
ni

ve
rs

ity
 o

f
S

ou
th

er
n

D
en

m
ar

k

Te
ch

ni
ca

l
U

ni
ve

rs
ity

 o
f

D
en

m
ar

k

A
al

bo
rg

U
ni

ve
rs

ity

R
os

ki
ld

e
U

ni
ve

rs
ity

w
w

w
.ru

c.
dk

C
op

en
ha

ge
n

B
us

in
es

s
S

ch
oo

l

IT
 U

ni
ve

rs
ity

of
C

op
en

ha
ge

n

高等教育機関の新勢力図（ 2007/08年度）
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Funding of research (basic grants) 

Strengths of the system
• Secure a stable budget and enable long-term 

planning
• Important for structural changes - allow 

flexibility in relation to changing socio-economic 
conditions  

• Allow adaptability to new and emerging 
research areas. 

研究の財源（基盤助成金）

制度の強み

• 安定的な予算が確保され、長期的な計画立案が
可能になる

• 構造変革のために重要－社会経済状況の変化に
伴う柔軟性が確保できる

• 新しい研究分野への適応が可能になる
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Funding of research (basic grants) 

Weaknesses of the system
• The rationale in the allocation of basic grants in 

relation to quality, production, achievement of 
university development contractual objectives is not 
straightforward  

• Allocation of resources based on historical reasons 
makes it difficult for newer universities to build 
stronger research environments - be competitive. 

研究の財源（基盤助成金）

制度の弱み

• 質、成果物、開発契約目標の達成度などと基本助成
金の配分根拠の関係がわかりにくい

• 歴史的要因に基づく資源配分のせいで、新しい大学の
研究環境の強化、競争力の向上が困難

Funding of research (external grants)

Advantages of competition
• raises quality when grants are given to broad 

areas, long-term funding
• involves higher attention to relevance and 

applicability 
• offers an alternative possibility of funding 

research (inter-disciplinarity)
• strengthens research collaboration.  

研究の財源（外部助成金）

競争のメリット

• 幅広い分野に長期的に助成金が付与されると、質
が向上

• 関連性や適用性への関心が高まる

• 研究助成の新たな可能性を提供（学際性）

• 研究協力体制を強化

Funding of research (external grants) 

Disadvantages of competition

• Competition grants are narrow in scope - do not 
promote originality, innovation, risk taking  

• Not all scientific areas have the possibilities to 
attract such funds (humanities)

• Universities focus on areas where funding is 
available rather than on areas where they have 
high competence 

• An increasing proportion of competition grants 
limits the possibilities of long-term planning.

研究の財源（外部助成金）

競争のデメリット

• 競争助成金は範囲が狭い－独創性、革新性、リスクテ
イクを促さない

• すべての科学分野が助成を受けられるとは限らない
（人文科学）

• 大学は自分たちが高い能力を示す分野ではなく、助成
を受けやすい分野を重視する

• 競争助成金の割合が増加すると、長期的な計画立案
の可能性が限られる
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Further reforms

• Basic funding will be distributed based on quality 
of education and research (development of 
indicators), diffusion of knowledge

• Linking basic funding - reaching of objectives 
described in university development contracts

• 50% of public funding will be competitive by 
2010 (1/3 at present)

• Lisbon strategy: Public R&D investments will 
reach 1% of GDP by 2010. Private sector 
provides 2%.

さらなる改革

• 基盤助成金は教育・研究の質（指標を作成）、
知識の普及度に基づいて配分

• 基盤助成金と大学開発契約に記載の目標達
成度のリンク

• 2010年には公的助成の半分を競争的助成
に（現在は1/3）

• リスボン戦略：2010年には公的研究開発投
資をGDPの1%にし、民間部門が2%を提供

Criteria for allocation of funds

Quality
1. Publications (books, articles, PhD dissertations)
2. Citations 
3. External research resources 
4. Internationalization 

Relevance
1. Relevance for other sectors (patents, spin-offs)
2. Relevance for society at large (education).

資金配分基準

質

1. 発表業績（著書、学術論文、博士論文指導）

2. 引用数

3. 外部研究資金獲得額

4. 国際的活躍

関連性

1. 他部門との関連性（特許、スピンオフ）

2. 社会全般との関連性（教育）

Concluding remarks I

Risks
• Universities focus on prioritised areas
• Strategic management of HEIs moves to 

funding agencies  
• Increased bureaucracy (large administrative 

body)
• Researchers focus on outputs, production –

impact on original, innovative research
• Impact on education

まとめ I

リスク

• 大学は重点分野に専念しがち

• 高等教育機関の戦略的運営は資金提供機関
へ移行している

• 官僚主義の横行（大規模な統治機構）

• 研究者はアウトプットや成果物を重視－独創
的で革新的な研究への影響

• 教育への影響
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Concluding remarks II

Opportunities
• Higher competition improves quality – increases 

productivity - sharpens the international edge of 
universities

• Tangible feedback to productive researchers
• More societal relevant research
• Increased resources to dissemination and 

commercialisation of research

まとめ II

チャンス

• 競争の拡大は質を向上させ、生産性を高め、大学
の国際競争力を際立たせる

• 生産性の高い研究者への目に見えるフィードバック

• 社会との関連性がより高い研究

• 研究成果の普及や商品化のきっかけが増加

Questions
• Matthew effect: established researchers, groups, areas 

favoured – Impact on young researchers, women, new 
approaches and paradigms? 

• Researchers orientation towards low-risk research areas 
- immediate outcomes?

• Comparison of publications from different universities 
(ICT univ. – traditional univ.), departments, faculties? 

• Impact on other activities (education)?
• Autonomy of HEIs? Autonomy of researchers?
• Impact of mergers (different organisations, cultures)?
• Funding based on indicators – A and B universities? 

Viable in a small country with 8 (7) univ.?

問題提起

• マタイ効果：すでに定評のある研究者、グループ、分野が恵
まれる？－若い研究者、女性、新しいアプローチやパラダイ
ムに影響？

• 研究者はリスクが低い、すぐに結果が出る分野を志向す
る？

• 異なる大学（ICT大学－従来の大学）、学部、学科の発表業

績の比較は？

• 他の活動（教育）に影響？

• 高等教育機関の自治？ 研究者の自立？

• 統合の影響（異なる組織、文化）？

• 指標に基づく助成－AおよびB大学？ 大学が8（7）つの小

国で実現可能？

Finland

• HE consists of universities and polytechnics
• A Development Plan for Education and Research (1999-

2004): evaluation, competition, equality, lifelong learning, 
high level of funding – regional aspects, 
internationalisation.

• Higher autonomy, steering by performance, professional 
leaders, external representatives as board members, 
development contracts. 

• Government supports mergers, consortia, alliances, ”univ. 
federations”, cooperation between institutions

• Establishment of an elite university, ”Innovation University”
in Helsinki area (2009)

フィンランド

• 高等教育は大学とポリテクニクで構成される

• 教育研究開発計画（1999年～2004年）：評価、競争、
平等、生涯学習、高水準の助成－地域的側面、国際
化

• 自治の推進、業績主義の運営、専門の指導者、理事
会メンバーとしての外部代表者、開発契約

• 統合、コンソーシアム、提携、“大学連合”、教育機関
同士の協力を政府がサポート

• ヘルシンキ地区でのエリート大学“イノベーション大
学”の設立（2009年）
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Norway

The Quality reform
• an output and formula based funding model of HEIs (2002 –

evaluated in 2007)
• Aim: improve education and increase research production 

(publications), external funding, increase autonomy, 
strategic decision making

• The model allocates 
– funds for teaching (credits and graduates)
– funds for research based on publications (ranking), 

funding from the National Research Council, the EU 
– basic grant 
– Geographical concentration – regional aspect

ノルウェー

質の改革

• アウトプットおよび所定の計算式に基づく高等教育機関助成モ
デル（2002年－評価は2007年）

• ねらい：教育の改善、研究成果物（発表業績）の増加、外部助成
の拡大、自治や戦略的意思決定の促進

• 同モデルで配分されるのは、
– 教育資金（単位数、卒業者数）
– 発表業績に基づく研究資金（ランキング）、国立研究協議会と

EUからの拠出
– 基盤助成金
– 地理的集中－地域的側面

Sweden

• HE consists of universities and university colleges
• 1977 reform – all postsecondary education integrated in 

a single system
• Higher Education Act 1993 – Decentralisation of decision 

making, institutional efficiency, control of outcomes
• New allocation of funding system based on number of 

students and assessments of performance
• ”Third role” of universities introduced – serving the local 

community
• Globalisation Council established in 2006.

スウェーデン

• 高等教育は大学とユニバーシティカレッジで構成さ
れる

• 1977年の改革－すべての中等後教育がひとつの

制度に統合された

• 1993年高等教育法－意思決定の分権、教育機関

の効率化、アウトカムのコントロール

• 学生数や業績評価に基づく新しい資金配分制度

• 大学の“第3の役割”の導入－地域社会への貢献

• 2006年にグローバライゼーション・カウンシル設立

Comparison

• Denmark, Finland, Sweden: HE part of a national 
strategy to create the knowledge society, address 
globalisation

• Increased autonomy, external stakeholders influence 
(boards), evaluation, performance agreements, 
competition

• Institutional and/or geographical integration-mergers, 
consortia, federations, alliances, cooperation between 
different types of institutions.

• Sharpen the profile of HE institutions, internationalisation, 
globalisation

• Denmark implemented the most radical reforms.  

比較

• デンマーク、フィンランド、スウェーデン：高等教育は
知識社会をつくり、グローバライゼーションに対応す
るための国家戦略のひとつ

• 自治の促進、外部関係者の影響（理事会）、評価、
パフォーマンス契約、競争

• 組織的／地理的統合、コンソーシアム、連合、提携、
異種機関の協力

• 高等教育機関の特色の鮮明化、国際化、グローバ
ライゼーション

• デンマークの改革は最も急進的だった
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National system reform in global 
context: The case of Australia

Simon Marginson 

Centre for the Study of Higher Education

University of Melbourne, Australia

Reforms and consequences in higher education system: 
An international symposium

Center for National University Finance and Management (CNUFM)
National Center of Sciences, Hitotubashi Chiyoda-ku, Tokyo, Japan

26 January 2009

Amartya Sen 
Nobel Prize 1998

Three aspects 
of freedom

Sen’s three aspects of freedom

• Agency freedom: identity and will
• Control freedom (‘negative freedom’): freedom from constraint 

by others
• Effective freedom: freedom to act and accomplish goals

University reform may enhance one form of freedom and diminish another. For 
example (1) corporate university presidents may enjoy greater control freedom 
in financial matters while losing some of their effective freedom in academic 
matters due to reduced resources for research and teaching; (2) closer state 
control over research activity may enhance the effective freedom of state policy 
while causing a loss of agency freedom within academic disciplines, impairing 
creativity 

The economic effects of higher 
education and research

• Higher education directly creates economic value in its own right, e.g. 
augmentation of graduate earnings, full fee international markets, saleable 
intellectual property

• However its primary contribution to economic and social development lies 
not in direct value creation but in its contribution to conditions of production 
in other sectors, e.g. productivity in the workplace, innovation in industry 

Joseph Stiglitz, 
Nobel Prize 2001

Knowledge as 
a global public 
good and open 
source of 
innovation 

The economic effects of higher 
education and research

• Higher education directly creates economic value in its own right, e.g. 
augmentation of graduate earnings, full fee international markets, saleable 
intellectual property

• However its primary contribution to economic and social development lies 
not in direct value creation but in its contribution to conditions of production 
in other sectors, e.g. productivity in the workplace, innovation in industry 

• This follows from the nature of knowledge which is principally a public good. 
The main function of research is as a public good, while teaching mixes 
public and private goods: it combines knowledge and credentialing)

• Thus the economic effects of higher education, which are predominantly 
indirect, are mediated by its relationship with other sectors (the knowledge 
system, government, industry) 

－242－

サイモン・マージンソン



OECD shifts policy focus from creation of 
intellectual property to ‘open science’

‘The idea that stronger intellectual property right (IPR)  regimes for universities 
will strengthen commercialisation of university knowledge and research results 
has been in focus in OECD countries in recent years… countries have 
developed national guidelines on licensing, data collection systems and strong 
incentive structures to promote the commercialisation of public research… Even 
though the policy issue of stronger IPR for universities is prominent, it contains a 
number of problems however. The most important of these is that 
commercialisation requires secrecy in the interests of appropriating the benefits
of knowledge, whereas universities may play a stronger role in the economy by 
diffusing and divulging results. It should be remembered that IPRs raise the cost 
of knowledge to users, while an important policy objective might be to lower the 
costs of knowledge use to industry. Open science, such as collaboration, 
informal contacts between academics and businesses, attending academic 
conferences and using scientific literature, can also be used to transfer 
knowledge from the public sector to the private sector.’

Organisation for Economic Cooperation and Development, OECD (2008). Thematic 
Review of Tertiary Education, ‘ Enhancing the role of tertiary education 
in research and innovation’

Two distinct movements that have 
come together in our time

• The New Public Management. The NPM models public 
administration and higher education in business terms focusing 
on direct goals, product formats, efficiency, competition and 
performance management

• Globalization, i.e. global systems and convergence - including 
policy borrowing and universal adoption of NPM reforms

Support for the NPM is common to policy circles 
everywhere. Support for the neo-liberal version of 
the NPM developed by the Thatcher government in 
the UK is strong in the Anglo-Westminster polities 
but by no means universal throughout the world. 

Neo-liberal NPM imagines all teaching and 
research as private goods and higher education as 
a capitalist economic market of competing firms.

Margaret Thatcher

Neo-liberal 
New Public 
Management

The Australian case

Australian higher education has 
been shaped by its history as an 

Anglo-Westminster system

Westminster, UK
Canberra, Australia

The reformed Australian system

• Mix of subsidized local student places (not a market) and commercial markets in 
international and postgraduate education

• Annual cuts in public funding and 70% research cost funding drive continuous 
expansion of international education, now at the highest level in the OECD at 
26% of students
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Growth of international students in 
higher education since 1988

International and domestic student growth 1988-2006 (1988 = 1.00) [DEST 2007]
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The reformed Australian system

• Mix of subsidized local student places (not a market) and commercial markets in 
international and postgraduate education

• Annual cuts in public funding and 70% research cost funding drive continuous 
expansion of international education, now at the highest level in the OECD at 
26% of students

• National research grants agency, incentives for collaboration with industry, 
product formats, funding rewards research outputs. 

• Marked shift from basic research activity to commercializable research 
programs; but no evidence that venture capital or industry innovation enhanced 

• Tight, inflexible supervision of government funding for teaching
• Use of competitive bidding mechanisms, compliance funding and data 

requirements to drive conformity and homogeneity across national system, 
though light touch quality assurance

• Modernized systems, strong institutional executive and steering
• Budget-driven control of academic units and initiatives, universal use of 

competition, output measures, performance management
• Trend to more corporate governing bodies but not uniform

Intended and unintended

• Australia is a model NPM system in many ways though failure to create first 
degree tuition market frustrates neo-liberals

• Transparent, accountable, strong efficiency drivers, marketing-heavy, 
(nominally) customer-focused.

• Entrepreneurial and strategically competent especially at global level. 
Innovative in business sense, less in academic product

• Narrower policy agenda, less political pressure on government
• Weakening of academic cultures in some institutions with consequences for 

academic capacity especially in research
• New commercial revenues have been absorbed by marketing, services, 

facilities and buildings. Blow out in student-staff ratios, weakening of teaching 
resources and longer-term research capacity 

• Australia stronger in global degree market than research and not a player in 
the world doctoral market which is one key to k-economy competition. Narrow 
commercial goals offshore, declining foreign aid for education

• Unbalanced development: weakening of primary science and humanities 
disciplines, weakening of newer institutions dependent on public funding

• Reduced attention to public good objectives such as social equity

Australian NPM in the larger context
• Narrow policy agenda driven by legal and financial mechanisms leaves government 

less equipped to handle bigger and long term policy issues.
• Australia has abstained from ‘the arms race in innovation’. It has a chronic inability to 

invest in k-economy capacity to match trends in China, Singapore and EU. Ideology of 
teaching and research as private goods creates policy barrier. 

• Market competition does not necessarily produce optimum outcomes when public 
goods are at stake (e.g. distorting effects of international student revenues in Australia 
on the balance between disciplines, failure of commercial international education to 
encompass doctoral students, decline of basic research).

• NPM (especially but not only neo-liberal NPM) is consistent with control freedom and 
enhances control freedom and effective freedom for some managers, academic 
entrepreneurs and leading researchers. Cuts in state support weaken capacity, i.e. 
effective freedom, of others. Reduced agency freedom (academic identity) among 
many staff is a crucial weakness as it weakens intellectual creativity.

• A large part of the economic contribution of higher education, especially research, is 
indirect not direct and consists in the creation of conditions favourable for productivity 
and innovation, e.g. student learning and open source science. NPM systems 
emphasize direct, visible outcomes and model education in of product formats. They 
neglect fundamentally important aspects like open source knowledge dissemination.

http://www.cshe.unimelb.edu.au/people/staff_pages/Marginson/Marginson.html

Published by Peter Lang, 
New York, January 2009

Published by Peter Lang, 
New York, late 2009

Thank you, and I wish you good fortune in future

－244－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際シンポジウム「高等教育システムの改革とその結果」報告書 

 

平成 21 年 3 月 

 

発行： 独立行政法人国立大学財務・経営センター 

〒101-0003 東京都千代田区一ツ橋 2-1-2 

電話： 03-4212-6000（代表） 

ＦＡＸ： 03-4212-6400 




	1.pdf
	00-1 表1.pdf
	01-1 はしがき.pdf
	01-2 カラーページ.pdf
	02 目次.pdf
	03-1 P1~2 講師略歴.pdf
	03-2　主　催　者　挨　拶.pdf
	03-3 遠　藤　昭　雄.pdf
	04-1 P3~67 高等教育システムの改革とその結果.pdf
	04-2 閉　会　挨　拶.pdf
	04-3 吉　田　　靖.pdf
	04-4 論　　文.pdf
	04-5 欧州の高等教育における.pdf
	05 P69~102 論文アマラル_日）.pdf
	06-1 P103~137 論文アマラル_英）.pdf
	06-2 グローバルな視点から.pdf
	07-02 発表資料（発表順）.pdf
	07-1 P139~162 論文マージンソン_英）.pdf

	2後半.pdf
	2.pdf
	01_P163~173 山本清.pdf
	02_P174~189 水田健輔(9100出力).pdf
	03_P190~204 ｱﾙﾍﾞﾙﾄ・ｱﾗﾏﾙ.pdf
	04-1_P205 王蓉 反転用.pdf
	04-2_P206 王蓉 反転用.pdf
	04-3_P207~216王蓉 反転用.pdf
	05_P217~232 ﾃﾞｨﾋﾞｯﾄ・ﾗｲﾄ.pdf
	06_P233~241 ｴﾊﾞﾝｼｱ・シュミット.pdf
	07_P242-244 ｻｲﾓﾝ・ﾏｰｼﾞﾝｿﾝ.pdf

	3.pdf
	09 奥付け.pdf
	10 表4.pdf





